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この「アジアの動向J＜国別シリーズ） 1968年は，月刊『アジ

アの動向』を各国別にまとめ，総目次， 1968年の回顧，年表を

追録したものです。

アジア諸国の政治・経済・社会の動きを適確に把握する基礎

資料として，月刊『アジアの動向』とあわせて利用ください。
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- 1968年一

I 圏内政治

タイ王国憲法が6月20日，国王の署名を得て公布された。 1968年のタイは，

憲法公布によって民政移管の態勢を整え， 1969年2月10日の下院議員選挙に

向けて国内の諸政党，諸階層が徐々に自分達の意見を主張し始めた年であっ

た。

憲法の公布はタノム政権発足以来の公約であった。 1958年10月にサリット

元帥を指導者とする革命団が，クーデターによって権力を掌握，仏暦2495年

（西暦1952年〉憲法を廃止した。翌59年1月に暫定憲法（王国統治憲章〕が

出され，その第10条の規定にもとづき，任命議員より成る制憲議会で新憲法

の起草が開始された。 63年12月には憲法起草委員会に委託されている。同月

サリット首相の急死によって首相となったタノム首相は，憲法公布の公約実

現のため起草作業をスピードアップし， 64年11月には全文の起草を終えてい

る。しかし65年に入ると，国内共産ゲリラの活動活発化，近隣諸国の情勢不

安定を理由としてその審議は徐々に遅れ始めた。 65年 1月に憲法草案が制憲

議会第 1読会に上提され， 6月には第 1読会を通過した。その後憲法審議委

員会が草案の修正，改廃を審議したが，教育年限によって選挙権を制限すべ

きか否か等の民主主義制度の根本に係る問題で紛糾があったほか，共産ゲリ

ラ活動，激化するベトナム情勢などによって，政府も憲法を早期に発布する

意志を失ない，制憲議会第2読会に上提されたのは67年10月になってからで

あった。しかし第2読会後半から審議は再びスピードアッフ。し， 68年 1月第

2読会を通過， 2月には第3読会を通過，国民議会で可決し， 6月20日に仏

暦2511年憲法として公布された。

新憲法によると議会は上，下両院の二院制で，上院は国王の任命による議

員，下院は国民から直接選挙された議員で構成される。上院議員定数は下院

議員定数の 4分の 3となっており， 7月4日に 120名が任命され，残り44名

は下院選挙後に任命されることになっている。下院選挙前においては 120名
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より成る上院が国会としての機能を果すことになった。任命された 120名の

大半は前制憲議会議員であり，その内訳をみると，軍，警察関係が91人と多

数であり，とりわけ陸軍61人，警察10人と，タノム現政権を支えるクツレープ

が過半数を占めている。その一方では，サヤーム・ラット紙主筆のククリッ

ト・プラモート氏等，政府に批判的な者も上院に送り込むなどの抜け目のな

い配慮も行なっている。

憲法発布の前日にプラノミート副首相兼内相は，憲法公布後も戒厳令は存続

するとの声明を発表した。また憲法第 183条の規定によって，軍政時代の治

安維持規定に基づく首相の命令はすべて有効とされている。政府は 8月 1日

に5人以上の政治的集会を禁止した革命団布告第13号を廃止， 11月26日には

戒厳令第11条第 1項の効力を 2月10日まで 1時停止し，総選挙のための各政

党の集会開催を許可，共産主義浸透地医26県の公共の集会も許可し，政治的

自由を緩和する措置をとっている。

しかしこのような措置がとられでも，後述する政党法などと同様に，政治

的自由は大きな制限を受けており，この点で、は軍人の作った新憲法の特色と

も言えよう。内閣についても，閣僚は上下両院議員の兼職を禁じられ，国王

が直接任命することになっている。行政権と立法権を両然と区別するとの趣

旨は良いとしても，このことと国王が内閣を任命することとは直接的に結び

つかないだけに今後に問題を残すこととなろう。現に野党の民主党などはそ

の政策に憲法改正を掲げ，議院内閣制に改正するとの態度を表明しており，

総選挙で民主党が大きく進出すれば，発布されたばかりの新憲法は改憲問題

で再び論議を呼ぶことになろう。また「タイ国に適した民主主義」が，真に

国民に基礎を置いた政治とは別のものであり，国民不信の念から出発したも

のであるとするならば，新憲法は現在の支配者層の利益は擁護しうるであろ

うが，タイの近代化にともなって発生してくる利害関係の複雑化や矛盾を拡

大，激化させ，支配層の基盤を掘り崩していくことにもなりかねない。

10月3日に政党法， 31日には選挙法が上院で可決された。 10月16日からは

政党法の規定にもとづいて政党登録の受付が開始されている。政党法の内容

については，内務省が政党の資格について審査し，登録を拒否する権限，ま

た党役員を内相が罷免でき，罷免された者は 3年間党役員のポストにつくこ

ー－ 11 一一
- 96 -



タイ

とができないとしている点や，政党の構成員，政策等をすべて内務省に報告

する義務，また政党解散の場合等について内務省の権限がきわめて大きい。

選挙法については，立候補者の学歴制限をどの程度にするか，無所属候補

者を認めるか否か，選挙区を県単位にするか小選挙区にするかで草案段階か

らもめ続け，上院では政府案が修正されるという事態にさえ至った。無所属

候補者は認められたが，選挙区制については，プラパート副首相らはなお小

選挙区制を強く主張しており，政府与党内部でも意見の対立があったので，

選挙の結果によっては問題が再燃する可能性もある。総じて，新憲法が発布

され，民政移管の態勢が整えられつつあるといっても，政治的自由はかなり

制限されている。しかし10年にわたる軍政に終止符をうち，国民が自分の意

見を述べ，行動する場を与えられたということは，今後の民主政治の発展の

上にも高く評価せねばならないであろう。

憲法発布に先－立って，すでに 1月14日には69県県議会選挙， 9月 1日にパ

ンコク， トンプリ一両市議会選挙， 8日に同県議会選挙が行なわれた。これ

ら一連の選挙は67年12月23日の自治市町村議会選挙に続いて実施されたもの

であり，総選挙の前段階として住民の選挙への参加を求め，デモクラシーが

住民の聞に根を下ろしているかどうかを判断する材料とされたわけである。

ところで、パンコク市では投標率こそ20%と低かったが，最大の野党と目され

る民主党が24議席中22議席を占めて大勝を博し，政府与党側に深刻な打撃を

与えた。

タイの各市町村の自治権はかなり制限されており，住民の衛生，福祉，教

育等に関する権限を持つだけで，国の政治等についての大きな問題を扱うこ

とは許されていない。また内務省の監督権がきわめて強く，市長の解任権を

はじめ，議会を解散して内務省直轄下におくなどの権限があるため，自治体

としての実質的内容が具わっておらず，政治的にはあまり影響力がないのが

普通である。しかしパンコク市はタイの首都であり， 「パンコク政府Jと陰

口をたたかれてきたタイ政府が，バンコクの支持すらもないという印象を与

えたことになり，総選挙で各県の投票の動向に微妙な影響を与えることにな

りそうである。事実，与党のパンコク， トンブリ一両選挙区の立候補者は立

候補受付日直前まで決まらず，自薦他薦でおしかける候補者の中から，勝て
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る候補者を選ぼうと与党首脳はかなり苦慮していたことからも，パンコク市

議会選挙の与えた影響の大きさがわかる。

10月16日から政党の登録受付が開始された。政党登録は，まず25才以上の

タイ国籍を有する者15人が政党の発起人として結成準備申請を行ない，党員

を公募して 500人以上に達すると正式に政党として内務省の承認を求めるこ

とになっている。その際党の規約，綱領，党員名簿も一緒に提出する。反憲

法的なものや共産主義的傾向のある党，党員はここでチェックするわけであ

る。現在までに公認された政党は与党のタイ国民連合をはじめとして，民主

党，民主主義戦線，経済人連合戦線，人民党，自由民主党，労働党の 7政党

である。農民党，農民援助党ラ新シャム党，人民進歩党，イッサラタム党，

タイ独立党の 6党は未公認のため， 2月の総選挙では無所属として立候補す

ることになる。下院議員の定数は人口15万人に 1人の割合で各県の定数を定

めた結果219人である。

11月12日から 4日間，与党のタイ国民連合党大会が聞かれた。ここでは早

くも各党員（＝立候補希望者〉の利害が対立し，紛糾した。その発端は党規

約が集権的で共産主義的であるということと，党内左派分子を除名せよとの

要求が出されたことに始まるが，これはむしろ立候補をめぐっての駈引きと

いう感が強い。この要求をしていたグループは党内選考から漏れた者が中心

であったといわれ，後日発表されたタイ国民連合の候補者の中にこのグルー

プのメンパーがかなり加えられていた。このこと自体は与党内部の問題であ

るが，更に大きな問題を提起している。それは立候補を希望していた党員が

指名されなかった時，あるいは満足な選挙資金をもらえなかったような場合

に直ちに脱党し，他党に走るかまたは無所属として立候補することで，事実

総選挙に向けて名乗りをあげた各政党とも，党員の出入りはかなり激しいよ

うである。このような状態が今後も続くとすれば政党政治の発展は望めず，

これが政局不安定の要因ともなりうるだけに大きな問題として今後も尾をひ

きそうである。

野党のうち民主党は最大の党派で，政策的には与党と大差はないが，議院

内閣制等，より一層自由主義的な憲法を要求し，早くも憲法改正を重点政策

として掲げている。民主主義戦線は党員の多くがインテリヲ青年層といわれ
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ている。経済人連合戦線は共産ゲリラ治動の活発な東北タイを地盤としてお

り，唯一の左派政党としてどの程度の票を集めるか注目されている。このほ

かに是々非々の立場をとる人民党などが有力政党であろう。

さらに注目されるのは経済人連合戦線や労働党のほかに，未公認ではある

が，農民党や農民援助党など，従来政治の場では発言権を持たなかった労働

者や農民の利害を代表しようとする政党が出てきたことである。殊に農民は

人口の80%を占めており，各政党とも農業政策を重視して党の政策に織りこ

んではいるが，直接農民とつながりをもった政党が出てきたことは注目に値

しよう。もちろんこれらの政党といえどもまだ農民自身がリーダーシップを

とるまでには成長しておらず，旧政治家やインテリ層を指導者としてはいる

が，今後の政治の方向を定める際に，これら農民の意向を無視しえなくなっ

てきていることは事実である。そして新旧支配層が新しく成長してきた労働

者，農民層の要求をどのような形で組みこんでいくかが，タイの今後の民主

政治発展の一つの鍵となるだろう。

憲法発布延期の理由とされていた共産ゲリラの胎動は依然として続いてい

る。恒常的なゲリラ活動が続いている東北タイのほかに， 1～2月と11～12

月にメオ族等を中心として北部で大規模なゲリラ活動が発生し2 政府側は政

府軍を投入し，空軍機が爆撃，ナパーム弾投下などの鎮圧作戦を展開した。

7月26日には東北タイのウドン米空軍基地が攻撃された。 8月にはナコンパ

ノム基地の攻撃未遂で18人が逮捕されている。更に 7, 8月にはマレーシア

国境沿いの地帯でゲリラ活動が活発化し，政府側はタイ・マレーシア国境合

同委員会を 2度にわたって聞き，両国合同の平定作戦を進めている。南部の

クラ地峡では新たにタイ人よりなるゲリラが登場し，国境沿いの中国人ゲリ

ラと同盟する動きも見せている。

しかし一方では農村での戦闘回数が減り，共産側は総選挙を利用して，都

市への浸透工作を進めているともいわれている。 「タイ人民の声」放送は，

武装闘争地域は31県に達したと述べている。これら共産ゲリラ勢力の動きは

民政移管後の国内政治の面に，これまで以上の大きな影響を与えることにな

るだろう。

- 99ー ー－ V 一一



タイ

E 対外関係

3月31日のジョンソン大統領の北爆部分停止芦明を境としてタイの外交政

策は微妙な変化を示しはじめ，これまでの親米路線から，親米という基調に

変りはないとしても徐々に米国批判を表而に出しながら，タイ独自の中立外

交，地域協力外交を摸索し始めている。

1月 9日に米国は地対空ミサイノレ・ホークの供与を決定した。 1月10日に

はタノム首相が南ベトナムを初訪問，チュー大統領らと会談し， 11日には帰

国して， 3カ月後に 1万2千人を南ベトナムに増派すると発表している。タ

イ駐留米軍は 1月現在で 4万3千人に達しているが，このうち 3万3千人は

空軍要員でその 8割が北爆に従事している。 1月22日にはラオス領内のホー

チミン・ノレート爆撃にタイ駐留の米軍機が発進している事実を認め， 3月16

HにはFlllAジェット戦闘爆撃機6機がダークリー基地に配属された。 7月

19, 26日， 8月2日の 3回に分けて黒ひょう師団の半数5千人を南ベトナム

に増派し，残り 5千人は69年 1月に増派すると発表している。

68年前半はこのようにベトナム戦争にますます深くゴミットしてし、くよう

に見えた。しかしジョンソン大統領の北爆部分停止声明はタイ政府に大きな

ショックを与え，米国に対する不信感を植えつけることになった。 “ウヱイ

ト・アンド・シ一政策”を採用して事態を静観するとのタノム首相の言明は，

タイ政府内部の困惑を端的に表現するものであった。 7月にタナット外相は，

米国は来年世界の警察官としての役割を終えると発言， 10月には訪米し，ラ

スク国務長官に対して，タイは自力で国内共産ゲリラを鎮圧できると述べて

米国の援助を要請せず，数日後にはワン副首相も，タイがほしいのは軍事援

助ではなく経済援助であると述べている。このことは南ベトナムの二の舞を

ふむまいとする決意から，ゲリラ鎮圧はあくまで国内で処理し，経済開発の

実をあげることによって共産勢力の根を絶とうとしているのであろう。

南ベトナムへの増派はパリ和平会談の開催が行き詰っている時期に行なわ

れた。これは一面では米国がパリ和平会談の開催にあたって，共産側に必要

以上の譲歩をしないよう圧力を加えるものである。タナット外相は再三にわ

たって， 「共産側は戦場で獲得できなかった勝利を会議の駈引きで獲得しよ

うとしている。彼らは解放戦線を南ベトナムや米国に認めさせ，連立政権を
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っくり，最終的には南ベトナムを乗っ取ろうとしている」との発言を繰り返

し，タノム首相は，北爆強化，南での戦闘強化を主張するなど，一見極めて

強硬な姿勢をとっている。

しかしこのような強硬姿勢の背後では，現実的な外交政策も展開されてい

る，南ベトナムへの増派は米国の 1億ドル軍事援助と引きかえであり，増派

の見返りにミサイ／レ・ホーク等の軍事援助を要求できるし，国防強化をはか

ることができる。増派によって，ベトナム参戦国としての発言権も確保でき

る。志願兵だから国内の失業救済措置にもなろうというわけで，タイとして

は増派しても損はしない勘定である。

このような現実的外交政策はジョンソン声明後，経済的地域協力の重視と

してあらわれてきている。 10月の北爆全面停止決定後，在タイ米軍基地の縮

小が徐々に進んでいるとの情報もある。ベトナム戦争が終れば， 2億ドルに

のぼる特需収入を失うことになり，貿易収支の赤字が増大する中で経済の安

定的成長をはかるのは次第に困難となる。こうした中で外資の積極的導入と

貿易不均衡の是正，タイ工業製品の販売市場獲得に努力が注がれることにな

ろう。

タノム首相と貿易投資使節団の一行は 5月3日に米国を訪問し，米国経営

者協会（AMA）で，タイの投資環境が良好であることを説明して民間資本

のタイ進出を要請した。つづいて 5月14日には日本を訪問，日本側に片貿易

是正のためタイの一次産品買付増加を求め，この問題を討議するため日夕イ

貿易合同委員会が設置された。

地域協力についても， ASEAN,ASPACの既存地域同盟の強化を求め，

将来は EEC的な機構へと発展させようとしている。 8月の ASPAC閣僚会

議での経済調整センターの設立提案，東南アジア共同市場創設の第 1段階と

して，タイ，マレーシア，フィリピン 3国間の特恵関税協定の提唱，またサ

パ領有をめぐるマレーシアとフィリピンの紛争調停の努力などはそのあらわ

れである。対米依存から親米・東南アジア地域同盟路線へと静かに外交政策

を転換しつつあるタイにとっては， ASEAN,ASPACは政治的にも中核的

機構としての重要性を持つし，また発展しつつあるタイ経済にとっては一次

産品のみならず，工業製品の重要な輸出市場でもあり，ベトナム戦後を考え
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れば，タイにとっても地域協力は至上命令となりつつある。従って，今後も

軍事同盟という形にあまりこだわらずに，域内協力外交を押し進めていくこ

とになろう。

E 経済

1966年10月から開始された第2次経済開発計画（1967～71）は，第2年度

を迎えた。

第2次開発計画における経済成長率の目標は，第 1次計画の実績7.3%を

基礎として， 8.5%に定められた。しかし，昨1967年は，農業生産の不振に

よって，この目標を達成することが出来ず，経済成長率は各目 9.1%，実質

4.9%にとどまった。本年L 昨年の農業不振とケナフ及びゴム価格の下落

が悪影響を及ぼすものと考えられ，この目標を達成することは困難なことが

予想されているが，パンコク銀行の報告（月報7～8月合併号〉によると，

68年前半の成長率は， 6%程度にとどまった模様である。そして，このよう

な経済拡大のテンポを錨らせた主要な原因は農業部門の不振に帰せられてい

る。第 1次計画実施期間中に年平均5%程度の成長率を示した農業部門は67

年度には2.2%に落ち込み，今年は更にそれを下廻ることが予想されている。

しかし，統計局の発表によると， 67-68年度の米の生産高は1120万トン（籾）

であり，これは史上最高の豊作といわれた66～67年度の1180万トンを60万ト

ン下廻るものの，史上第2位の豊作となっている。

今年の暗いニュースは経済の成長率が鈍化したことよりも，メイズ，ケナ

フ等の輸出農産物の価格が振わなかったことと，米の輸出がきわめて不振で

あったことだろう。特に米の輸出は輸出目標である 100万トンを若干上廻っ

たものの，この十数年来の最低の輸出量となった。

以下，この米の輸出不振と政府の対策をふり返り，タイ国農業の問題点を

考えてみよう。

ト米輸出の不振

68年の米の輸出状況にふれる前に，昨年の状況に簡単にふれておこう。

67年は史上最高の豊作といわれた 66-67年の米生産を背景に，米価の値下

りと米輸出の活発化を期待させたが，現実には皮肉にも，新米の出廻り始め
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る2月頃から米価は逆に上昇しはじめた。すなわち 1月にトン当り2079パー

ツであった 100%白米のパンコク市場卸売価格は， 2月に 2314パーツ， 3月

に2456と上昇しつづけ， 9月には史上最高の2992パーツまで上昇した。

こうした国内米価の上昇を押えるために，政府は輸出目標を 150万トンか

ら130万トンに引き下げるほか，各種の対策をとった。

まず輸出を押えるため米の輸出プレミアムを数度にわたって引き上げた。

また国内米価上昇にそなえてパンコクに政府の貯蔵米を置くことを決定し，

輸出業者に輸出量の10%を経済省の定める価格で売り渡す義務を課した。し

かし， 67年の米作時期に降雨が不順だったことは，米価の先高を見込む農民

や業者の米の退蔵をますます強め，米価は 9月に，ついに史上最高値をつけ

たことは先に述べた通りである。 10月以降，米作が意外に順調に進みそうだ

との予測が強まるにつれて，米価はやや落付きを取り戻し， 12月には2231パ

ーツの水準にまで下げた。

このように豊作でありながら国内米価が異常に高かった理由は，農民や業

者の売惜みもあったが，海外市場の需要がきわめて強く，年の前半に輸出が

きわめて活発だったことにもよる（第 1表参照〉この海外需要を反映して，

輸出価格も次第に上昇した。すなわち， 1月にトン当り58ポンド15セントで

あった100%白米のパンコク港F.0.B価格は10月に93ポンドまで上昇した。

（第2表参照）

平均輸出価格ノ〈ンコク港F0 B価格 （ポンド一シリング／トン〉

年

100% 白米

1965 

51-9 

1966 1967 

61ー 7 72ー 5

結局， 67年の輸出量は144万トンで、前年を4.8%下廻ったが，好調な輸出価

格を反映し，輸出額で逆に17.6%増をもたらすこととなった。

以上述べたように， 67年の米をめぐる政策は国内米価の上昇と輸出意欲を

押えることにカがそそがれたが， 68年の政策は，逆に輸出を促進することに

あった。

まず， 67年の轍を踏まないために，月別の輸出割当を定めた。しかし， 67

年後半にタイ国が米の輸出を押えたために，香港，マレーシア，シンガポー
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ノレなどタイ米の顧客が，買付先きをタイ国から米国に変更してしまい，タイ

米の輸出は全く振わなかった。香港における 1月～ 4月の米の輸入実績をみ

ると， 11万7426トンで， うちタイ米は 4万4809トンと輸入量の38.2%をしめ

ているが， 67年のシェアー60%に比較すると香港市場におけるタイ米のシェ

アーは大幅に下落している。

一方，囲内米価は67年と異なり新米の出廻りと共にやや下降しはじめた。

バンコクの政府貯蔵米も 2月末に16万8000トンに達したので，政府は輸出業

者の10%売渡し義務を 5%に引き下げた。

4～5月になっても米の輸出は依然として不活発で政府の輸出目標に達し

なかったために，政府は 5月28日に米プレミアムの引下げを発表すると共に

6月から輸出割当，政府貯蔵米への 5%売渡し義務等廃止，更に 7月には，

米輸出の場合の信用状の提示を廃止， 7月29日にはパーツのわずかな切下げ，

10月には更に米輸出プレミアムの引下げを行なうなど，一連の措置を講じて

米の輸出促進をはかった。年の前半においては，本年度の輸出目標 100万ト

ンの達成は困難視されていたが， 10月になってやっと 1ヵ月の輸出量が10万

トンを越えこの目標は辛うじて突破されるに到った。

輸出価格は第2表に見られるように， 3月の 104ポンドを高値として，次

第 li表米の月別輸出 量 （単位

1 9 6 7年 1 9 6 8年

1 

月月月月

85,544 81,454 
2 203,452 74,666 
3 179,188 85,099 
4 164,383 76,98:3 

5 
月月月J] 

151,302 80,7]4 
140,744 68,862 

7 78,fi95 66,486 
8 113,228 85,5:12 

9 

月月月月

142,738 94,634 
10 41,418 124,444 
11 50,678 99,828 
12 82,128 83,739 

－：ム；よ44

（出所〉 貿易局発表
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第2表月別輸出価格 100%白米バンコク F.O.B価格

（単位ポンド一シリング／トン〉

・;,,:J 1967 1968 

1 

月月月月

58-15 96-0 
2 63-3 99-0 
3 70ー 7 104-0 
4 70-9 98-0 

5 

月月月月

71-15 95-0 
6 76ー 7 91-0 
7 80-17 92ー0
8 85-17 90-0 

9 

月月月月＊ 

90-0 90-0 
10 93-0 82-0 
11 90-0 77-0 
12 102-13 78-0 

（出所） 貿易局発表 ネポンド切下げ

第に下降気味である。

67年11月のポンド切下げを計算に入れても， 68年の輸出価格は67年を 1割

程度上廻りそうである。しかし，輸出量が昨年より40万トン弱減少している

ので輸出額の減少はまぬがれない。そして，この米の輸出額の減少はタイ国

の輸出に大きな打撃であるばかりでなく，経済開発にも暗いかげりを投げか

けるものである。

2. 米価上昇のもたらす影響

第 3表にみられるように，国内米価は66年以降急激に上昇した。 68年は昨

年よりやや低下したが， 65年以前と比較すると，まだかなりの高値となって

いる。

米価の水準がこのように高い水準に持ち上げられたことは，タイ国の農業

にさまざまな影響を与えることが考えられる。

まず第 lに農民の米作に対する意欲を増大させる。施肥や2期作など土地

の集約的な利用を行なう可能性が大きくなりつつある。内務省の発表による

とすでに67-68年度に 123万ライで米の 2期作が行われ（66-67年度は42万ラ

イ〉それによって約60万トンの増産になったという。もしも，米価が高水準

で安定するなら，施肥や 2期作を進めるため，濯瓶面への農民の投資意欲も
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第3表米とメイズの卸売価格バンコク市場（パーツハ、ン〉

立竺I メイズ

1 9 6 0 1,641 1,010 1 9 6 7 2,532 1,165 
1 9 6 1 1,731 1,108 1 9 6 8 
1 9 6 2 1,992 989 1 2,296 983 
1 9 6 3 1,799 1,027 3 2,171 1,008 
1 9 '6 4 1,680 1,042 5 2,139 1,058 
1 9 6 5 1,649 1,203 7 2,180 985 
1 9 6 6 2,189 1,125 9 2,088 851 

（出所） Bank of Thailand. 

今後は多少大きくなるに違いない。

この 2年間，米生産が1000万トンの大台を越えたことは，最近の米価上昇

と無関係ではあるまい。

68年はメイズの価格が下落した。特に 9月には 60kg当り 50パーツという

これまでにない最低価格を記録した。これまで，タイ国においてメイズ生産

が増大した背景には価格が安定し，米作よりも有利であるという事実があっ

た。しかし，米価が上昇し，メイズの価格が下落すると，価格面でメイズ生

産の有利性は失われる。土地利用の面では米とメイズは，それ程競合しない

が，メイズ生産へ投入される労働力が減少しないまでも，増加しないおそれ

がある。これは68-69年度以降の農業生産にあらわれてくる可能性がある。

最近の米価上昇は一つには海外の需要が増大し，それによって国内の需給

が逼迫したことによろう。国際価格が上昇したことも影響しているだろう。

しかし，単にそれだけではなし経済開発が進み，貨幣経済が浸透していく

中で，物価や労賃も着実に上昇していることも関係しているO 米作における

生産費も自家労賃の割合が減少して，現金支出を余儀なくさせられる部分が

増大している。すなわち米価上昇・は多分に構造的な側面を有していることに

注目しなければならない。国家経済開発庁が67年に行なった米の生産費調査

によると，籾1トン当りの生産費は北部， 791パーツ，南部， 1192パーツ中

央部， 995パーツ，東北， 994パーツで平均約 1000パーツ（自家労賃分を含

む）であった。これをもとにして，政府の最低保証価格が 900～1200パーツ

に定められた。 （参考資料， 1月16日の項参照〉
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米価の上昇が構造的なものであるなら，タイ米の国際競争力がそれだけ減

少したことになる。 67年8月にF.0.B価格5040パーツの内訳は次の通りで

あった。

白 米

プレミアム

輸出税

2,950パーツ

1,640 

200.68 

利益その他のコスト 249 

計 5,040

すなわち， F.0.B価格のうち，約3割は輸出プレミアムとして国家が吸

い上げている。従って国際価格が下落し，国内価格が上昇する過程で国際競

争力を持たせようとすれば，当然プレミアムの縮小という方向に進まざるを

得ない。

政府は66年から米の最低保証価格制度を取り，これより市価が下るときは

政府が買い入れることを決めた。ところがこれまで幸か不幸か米価が高騰し

たために，実際には常に市場価格が保証価格を上廻ってきた。しかし，米の

生産費は次第に上昇しており，支持価格も毎年上げざる得なかった。 68-69

年産米については，すでに今年度より 100パーツ高い1000～1300パーツ（品

質に応じて〉という支持価格が定められている。このような制度のもとでは

価格は完全に下方硬直的となるので，これまでと異なり，国際価格への調整

は全くプレミアム率の変更に依存することになろう。

以上述べた以外に米価の上昇は労賃を上げ，その他すべての商品のコスト

を上昇させ，物価上昇の主要因となるが，今年ノξンコクの市民に不満の声を

強めさせたのは豚肉価格の上昇であった。豚肉価格の変動には，生産面や流

通面における様々な要因があろうが，米価上昇にともなって豚の飼料となる

糠の価格が上昇したこともその一因であった。糠の価格は 60kg当り 70パー

ツ以上となり，メイズ価格が20パーツも糠価格を下廻ったために，豚の飼料

としてメイズを使用しろという声も聞かれた。

3. 工業

産業投資奨励法によって奨励を受けた奨励産業の数は，順調に増加してい

る。奨励件数は67年の139件から147件に増加した。

-107ー 一一 Xlll一一



タイ

しかし，第4表に見られるように， 1月～ 6月の工業生産はセメント業を

除き，それ程はかばかしい伸び率は示していない。

国内の工業化が進むにつれて，国内市場の狭障さと先進工業国の製品との

競合関係が問題になり始めている。

例えばセメント業はアメリカの軍事施設の建設をはじめとする国内の活発

な建設工事を反映して，国内の消費量は生産量を上廻ってきた。そのため，

国内のセメント生産も拡大の一途をたどり， 1967年の生産量は約 174万トン

じ国内の消費量 176万トンをほぼ供給出来る段階に到達した。

第 4 表 主要工業生産の現状 （単位 トン）

！単位！四67年 C1～6月） 1968年 (1～6月〉

セメント！千トン 1 826,681 913,500 
府袋｜千袋 I 26,494 26,soo 
桝 ｜トン I 6,804 6,850 
グノミコ 1 ト ン I 6,427 6,795 
砂糖｜トン i 232,412 200,000 
石油精製 j 百万リットル｜ 1,292 1,325 

（出所） Bank of Thailand発表

現在国内のセメント生産は， SiamCement会社と Chonprathan会社の

2国営企業4工場によって行なわれている。今年は新たに NakornLuang会

社が認可され，前述2会社の設備拡張とあいまって，今後生産力は急激に増

加し， 1971年には約414万トンの生産力を持つことが予測されている。しか

し第5表に示すように， 71年の国内需要は 334万トンと予測され，約80万ト

ンの生産過剰を生むことが懸念されている。

これまでは旺盛な国内需要を満すため， 66年に12万トン， 67年に22万トン

第5表セメントの生産量と需要量の予測 （単位百万トン）
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0.34 
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（出所） パンコク銀行月報1968年 9月号
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のセメントを輸入しなければならなかったが，もし，需要が予測通りである

とすれば今後は逆に輸出市場を開拓しなければならない立場に置かれる。そ

の場合，品質と価格が国際市場で試めされることとなる。

しかしながら，第6表に見られるように，圏内生産のセメント価格はこの

数年徐々に下ってはいても最下級品でトン当り 21ドルしており，先進工業国

の製品に対してまだ競争力を有しているとはいえない。
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セメント価格（工場渡し）（パーツ／トン）第 6表
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565 
520 
520 
510 
510 

Elephant 

452 
430 
430 
420 
420 

535 
490 
490 
480 
480 

Tiger 

(C&F) 357+ （荷揚げ費）65=422輸 入価格

（出所）

現在，国内需要が旺盛なので輸入セメントに対する関税率も150パーツ／ト

ンから50パーツ／トンに引き下げられているが，今後，セメントが過剰生産に

落ち入れば，輸入関税の引上げ，輸入許可制，あるいは輸出に対する政府補

助ということも考えられる。

セメントと同様のことが肥料生産についても見られる。

タイ国における肥料消費量は最近急速に増加しはじめた。すなわち， 65年

に各肥料合わせて 8万9千トンであった消費量は， 66年には14万トン，昨67

年には24万7トンに増加し， 68年には更にこれを上廻る消費量が見込まれて

いる。

こうした肥料の消費量の増加を見込んで， ChemicalFertilizer会社が設立

され，今年の 1月から硫安と尿素の生産が開始された。しかし，生産能力，

硫安6万トン，尿素3万トンに対し， 67年の国内消費量は硫安4万8千トン

尿素5千トンに過ぎず，工場をフル操業すれば直ちに過剰生産となる。

現在，タイ国には約1200万ライの濯瓶地があるので，ライ当り 15kgの肥

料を使用すれば，約18万トンの肥料が必要となるが，この施肥技術が短期間
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に普及することは困難である。

政府はこの肥料工業育成のために， 7月2日，硫安，尿素肥料を輸入許可

品目に指定した。 （参考資料参照〉また，肥料の輸出市場をインドネシアや

フィリピン等の近隣諸国に求めラすでにフィリピンには11月と来年2月に硫

安各5千トンを輸出すること決定。インドネシアに対しでも尿素6千トン輸

出の商談が進行中と伝えられる。

以上セメント，肥料の例に見られるように，工業化が進行するにつれて，

国内外市場の開拓，生産量及び国内景気の調整等をめぐる政策はますますき

めの細さを要求されることとなろう。

4. 貿易と国際収支

1967年の貿易は輸入217億パーツ，輸出139億パーツで77億 7千万ノミーツの

大幅赤字となったが， 1968年の貿易収支も， 67年を上廻る赤字を生む模様で

ある。バンコク銀行の発表した 1月～ 6月の貿易は輸出67億ノミーツ，輸入115

億パーツで， 48億ノミーツの赤字となっている。また， 8月に当局が発表した

ところによると， 1967年10月から1968年6月までの 9ヵ月間の貿易収支は輸

出94億パーツ（20%減），輸入171億ノミーツ（ 5%増）で， 76億7千万パーツ

の輸入超過となっている。これらはいずれも暫定数字であり最終的にはこの

幅はもっと増大し90～100億ノミーツの輸入超過となる可能性がある。（I.M. F 

の推計によると，輸出 6億4100万ドノレ，輸入11億3千万ドノレで、ある〉。

1965年以来，急激に輸入が増大したのは，工業化による原材料，資本財の

輸入に加えて，駐留米軍及び家族の消費物資調達の輸入が加わったためであ

る。この種の輸入は米国のドノレの支出の裏付けがあり，直接国際収支は悪化

させない。

68年の貿易収支の悪化は，輸入の増大よりも，輸出の減少（20%減〉によ

るところが大きく，それだけにタイ国経済に与える影響はより深刻である。

第 7表は68年 1月～ 6月の農産物の輸出を示したものである。これによる

と，メイズラタピオカ以外はいずれも昨年同期の輸出を下廻っている。特に

米の輸出不振が目立っている。ゴム，錫は輸出量はわずかに増大したが，価

格が振わず輸出額としては減少している。

64年までタイ国の国際収支は貿易収支の赤字を贈与や借款によってカバー
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第 7 表 主要商品の輸出 （単位トン100万ノミーツ〉

1967( 1～6月） 1968 ( 1～6月）

輸出量 輸出額 輸出量 輸出 額

米コ 960,899 2,929 467,631 1,880 
ム 110,487 878 123,000 790 

錫 15,321 1,031 13,750 900 
メ イ ス 529,058 692 662,118 745 
ケ ナ フ 209,112 605 126,872 300 
タ ピオカ 461,559 426 556,800 492 
カポックド 9,589 48 8,011 40 
カスターシー 26,764 63 17,159 40 
ソノレガム 62,956 73 24,761 28 

（出所） パンコク銀行1968年 7-8月合併号

し，毎年外貨準備を増加させてきたが， 65年以降は駐留米軍の支払いが急激

に増加し（67年には約2億ドルと推定される）外貨準備も67年末には8億7600

万ドルとなった。 68年もこの基調に変化はないが，輸出不振によって黒字幅

は減少することが予想されている。中央銀行の発表によると， 68年 1月～ 3

月の外貨準備高の増加は 6億ノミーツ（約 3千万わけで昨年同期の10億パー

ツに比べて半減している。

タイ国はほぼ 1年間の輸入に見合う外貨準備を蓄積しているので，さしあ

たり問題はない。しかし， 7月末に中央銀行の買レートが， 1ドノレ 20.67パ

ーツから20.72パーツ，売レートが 20.72パーツから 20.77パーツへと，パー

ツのわずかな切下げが行なわれたことは，輸出不振，国際収支悪化を懸念す

る警戒警報が出されたものと考えることが出来る。

町 展 望

2月に施行される総選挙は，現政権の担当者であるタイ国民連合と野党第

1党である民主党の一騎打ちであるとみなされている。

しかし，現在タイ国のおかれている立場からみて，最も論議の対象となら

なければならない対米政策，より具体的にいえば，軍事基地やベトナム派兵

の問題はこの両党の間で少しも問題になっていない。これはタイ国における

政治が大衆とは全く切り離された支配者層の中での争いに限定され，しかも
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指導者の基盤が明確さを欠きはじめたことに起因している。

かつては，武官，文官，王族の問で、指導権を争ったタイ国の政治が，陸軍，

海軍聞の争いに移り，現在では陸軍がほぼ全面的に権力を把握している。

このような性格をもっ現政府に対抗する民主党の基盤は，かつて自由タイ

運動を指導したセーニ・プラモートを党首としているが，その党員の中には

軍人も相当含まれており，タイ国民連合との基盤を共通にしている。強いて

あげれば，海軍の系統が多いということであろうかいずれにしても，タイ国

民連合との聞にはっきりした政策の相違を打ち出せない状態である。

今回の選挙には直接登場してこなかったが，現体制の変革を要求するタイ

共産党や愛国戦線が，タイの農村をどの程度把握し，組織化していくか，今

後タイ国政治の方向をきめるものとして注目しなければならない。

この他，今回の選挙を通じて特に注目される点は，各政党がすべて農業の

振興，農民の所得向上といった農業政策を重視していることである。これは

人口の80%以上をしめる農民層の支持が，選挙を勝ち抜くために不可欠な条

件であるからにほかならないが，畑作農業の発展や米作の商品化率の上昇な

どによって，農村内部へ貨幣経済が浸透した結果，農民の側にも政治に対す

る発言が強まってきたことを意味していよう。各地の農民組合が，自己の利

益代表者としての約36人立候補者を立てていることなどはそのあらわれで、あ

ろう。これらの農民組合は，まだ農民の中から自らの代表を選出し農民層を

基盤にする真の政党を生み出すまでには到っていないが，タイ国の経済発展

に応じた新しい動きといえよう。その意味において，今回の選挙の投票率が

どの程度伸びるかは，国民の中に政治へ参加の気運がどれだけ醸成されてい

るか判別する材料のーっとして注目される。

今回の選挙ではタイ国民連合党が全国的にみれば第 1党になることが予想

されている。しかし，パンコク， トンプリ一等の大都市では民主党の勢力が

強く，敗北する可能性が大である。バンコク， トンプリ一両市で民主党が大

勝すれば，たとえ全国においてタイ国民連合が勝利を収めても，民主党員を

含む連立内閣を組まざるを得ない立場に追い込まれよう。その場合も，両党

の間に基本的な政策の相違が見当らないので，大きな政治的な混乱は避けえ

よう。政治的混乱が生じれば，再び軍部によるクーデターということも考え
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られないことはないが，ベトナム戦争後の経済発展が懸念されている折から

投資家達に国内情勢に不信感を持たせるようなクーデターは，外資導入によ

って経済発展をはかっているタイ固としては，これまでのように簡単に挙行

するわけにはいくまい。最近伸び悩んでいる農業の発展は今後の政治状勢に

重大な意味をもってくる。

経済面では，まず最近不調の農業生産の動向が注目される。タイ国の農業

不振が特に不順な天候によってもたらされているとの認識が高まっているの

で，国際機関等を通じての濯概施設の建設が急がれよう。特に，農村が工業

製品の市場と工業原材料の供給地としての地位をますます高めており，政治

的にも重視され始めているので，農民を組織化して濯瓶の充実をはかる方向

がますます進められよう。

輸出不振を解消する道として，農産品の輸出先を対ソ・対東欧に求める努

力はすで、に始まっている。この方向は今後ますます強くあらわれてこよう。

後発工業国として幼稚産業の育成と，製品市場を求める苦悩が生まれてい

る。インドネシアにおけるパンコク銀行の支店設置や肥料輸出にも見られる

ように，市場を東南アジアの近隣緒国に求める動きが出てこよう。
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参考資料 1968年 C1月～10月〉に施行されたおもな法令

施行日（法 令 名（ぉ竺ザ竺円竺町竺」九一一竺
1.161＊価支持に関する総理｜籾特等 1級（白米1州 1等） 1200 ｜官報第時5号

i府告示 i パーツ／トンl
｜｜籾 2級（ II 2等）1150
I I籾 3級（グ 3等）1100
j ｜籾 1等（白米 5 %) 1000 
i ｜籾 2等（白米 10～15%)950 
I l籾 3等（白米 20～25%)900 

1.161鉱区使用料に関する省＼Chromite,Rock wool, Talc, Phyro）官報第85巻5号
j令第3号 ¥Phylliteについて鉱区使用料の新規！開発省
｜ l設定

1.23／予算手続法による省令11968年会計年度における国債発行第｜官報第85巻8号
第17号 11回 ｜大蔵省

投資債発行限度 14億パーツ
貯蓄債発行限度 1億ノミーツ
年利 7% 15年返済

1.30）予算手続法第3号 ｜予算手続法（仏暦2502年の部分改正） I官報第85巻10号

2.121関税率に関する緊急命｜輸入関税引上；野菜，玉ねぎ，タイ！官報第85巻14号
令第17号 ｜ ヤ，チューブ，綿糸，カーペット，

織物等
輸入関税引下；樹脂，光学ガラス，

噴霧器およびその材料等
輸入関税免除；飼料，燃料油， i閏滑

油等

2同関税引下げに関する大｜コプラ，毛布用綿糸等輸入関税引下｜官報第時15号
蔵省告示 ｜ げ

2.201投資奨励委員会告示 ¥c業種迫力日
第26号

官報第85巻17号

2.271投資奨励委員会告示 le業種追加 情報第85巻19号
第27号～第30号 i I 

2.271輸入に関する経済省告｜ガラス製コップ輸入許可制廃止 情報第85巻19号
示第44号 I I 

3.121輸入に関する経済省告！ニンニク，樹脂，46番手以下の綿糸，｜官報第85巻24号
示第45号 ｜ポプリンを含む染色または未染色の－ 1生地，水浴用布またはスカート用綿

布，メリヤスの輸入許可制廃止

3.121輸出に関する経済省告｜ノfラゴムの輸出許可制廃止 ！官報第85巻24号
示第10号 ｜ ｜ 

3.19／内務省告示ー住民登録i3246万8953人（1967年12月30日現在） I官報第85巻25号
によるタイ国人口 I 
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破産法（仏暦2483年）の部分改正 ｜第85巻28号
貨幣価値下落のため各種手数料等引
上げる

破産法第2号

第85巻30号C業種追加4. 91投資奨励委員会告示
第31号～第34号

4.30／職業紹介および保護法）求職者が増加し保護をする必要が生！官報第85巻38号
（仏暦2511年〉 ｜じた

4.301県会議員選年法に関すl投票用紙変更
る省令第3号 法

）
年

挙
年
∞
m

畳

5
2
4

叩定
Q
U
ワ
山

員
M
暦

議
暦
仏

上
会
仏
正

岡
県
（
改

6. 11事業税に関する大蔵省｜タイ国産の冷蔵庫，扇風機，自動車，｜官報第85巻50号
告示第5号 ｜書籍等輸出する場合の事業税免除

投資奨励法（仏暦2505年）の部分改正｜官報第85巻54号
工業用地の造成を工業として指定

6.181投資奨励法第3号

6.18／革命団布告第34号，第l内務省の承認を必要とするパンコクl官報第85巻54号
40号，第55号魔止法 ｜トンブリー県会議員，市会議員，市

理事の任命制を廃止する

6.19／協同組合法（イム暦2511＼協同組合の発展にともない協同組合｜官報第85巻54号
年） ｜法（仏暦2471年）の全部改正

上

上

6.191生活のための土地準備｜生活のための土地準備法（仏暦2485［同
法（仏暦2511年） ｜年）の全部改正

同6.201タイ王国憲法 ｜全部改正
（仏暦2511年〉

官報第85巻59号C業種追加7. 11投資奨励委員会告示
第35号～第38号

官報第85巻60号7. 21輸入に関する経済省告｜硫安・尿素輸入許可制
示第46号

官報第85巻61号120人，下院選挙後増員の予定7. 41上院議員任命の勅命

7 .231関税率引下げに関する｜カーボンブラック，酸化亜鉛，ステ｜官報第85巻66号
大蔵省告示 ｜アリン酸等輸入関税率引下げ

7 .311関税率に関する緊急命｜紙および紙製品に関する輸入関税劃官報第85巻68号
令第18号 l更，製紙原材料引下げ，紙製品引上

げ

官報第85巻72号

官報第85巻73号

ー－ XXl一一

C業種追加
酸化防止剤，段ボール用紙

8.131投資奨励委員会告示
第39号

8.15／関税率引下げに関する
大蔵省告示
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9日命団布告第13号廃止｜布告第13号； 5人以上の政治的集会！官報第時81号
lを禁止

びトンブ19月1
リ一両市を内務省の監ト両市で行なわれた市議会選挙にと
督下におく勅令（仏暦｜もなう措置
2511年）を廃止する勅
ム、
TJ 

10. 1／支出予算法（仏暦2512)/1969会計年度予算法 ［官報第85巻町号

10. 11輸入に関する経済省告｜印刷，包装用紙等輸入許可制廃止 ｜官報第85巻81号
示第47号

10.101地代家賃統制法第3号！地代家賃統制法第2号（仏暦2509年）｜官報第85巻92号
｜の有効期間を 1年延期 ｜ 

10.141政党法（仏暦2511年〉｜政党法仏暦2498年を廃止した草命団！官報第85巻94号
｜布告第8号を廃止 ｜ 

10.291タパコ法第2号 lタノミコ法（仏暦2509年），部分改正｜官報第85巻98号

11. 41下院議員 ｜選挙法（仏暦2499年〉，第2号（仏暦1官報第85巻103号
選挙法（仏暦2511年） 12499年〉，第3号（仏暦2500）の全部

改正

月

h
リ
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注目のまとであった憲法草案は 1月25日，遂に制憲議会の第2読会を通過

した。これによって，憲法の内容に関する議論は全部終了し，あとは憲法発

布まで形式的な第 3読会と国民議会が残されるに過ぎなくなった。すなわち

第3読会では，憲法草案を法案として制憲議会と同じメンバーからなる国民

議会に上提するかどうかを決め，国民議会でこの憲法法案が採択されると，

国王の署名を得て公布されることになる。国民議会が制憲議会と同じメンパ

ーから構成されることを考えると，これからさきの手続きにおいて，憲法が

内容的に否決されることはありえない。しかし，最終的な採決を行なう国民

議会の定足数は議員数の 4分の 3以上となっており，この面に一抹の不安を

感じさせる。

更に，憲法公布の実現のためには，国民議会が開催される時期までに国の

内外の情勢が悪化しないということが不可欠の条件となる。もし，現在進行

している北部，東北部，南部のゲリラ活動が活発化し，政府が国の安全が脅

やかされると判断すれば，国民議会を無期延期して，憲法発布の時期を更に

大幅に引き延ばすことが出来る。

憲法が発布されると， 240日以内に総選挙を行なうことになっているが，

ここでも情勢の如何により総選挙の延期ということが可能なので，タイ国に

民政が移管されるまでには，まだまだいくつかの試練を経ねばならないだろ

フ。

しかし，第2読会の後半になり，急に審議のスピードが高まり，いくつか

の問題点をかかえていると伝えられながらも一挙にこれが可決された事は，

憲法発布，民選移管の実現に一歩も二歩も前進したということが出来よう。

一方，昨年の12月末の市町村選挙に引きつづいて， 1月14日県議会選挙が

パンコク， トンブリーを除く全国69県において一斉に実施された。市町村議

会選挙では80%以上の高い投票率を示したのに反して，今回の県議会選挙は
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きわめて低調で，投票率も20%を割る県もあったと伝えられている。このよ

うに低調であった理由としては，立候補者が市町村議会選挙のとき程知られ

ていなかったとか，市町村議会選挙のときの不手際が尾を引いたとか，色々

とあげられているが， C 1月14日の日誌参照）基本的には市町村議会の地域

社会に持つ利害関係が，県議会とは比較にならない程身近であるということ

につきょう。立候補した人々は，市町村議会選挙では一連の登録番号を取得

して，グループで活発な選挙運動を行なったが，今回はそのような派手な動

きも少なかった。

このように問題が地域社会のものから離れると民衆の関心が急に薄れるこ

とは，当然のこととはいえ，憲法が公布され総選挙が行なわれる際に，はた

して，国民がこれに関心をいだくかどうか，ということ，タイ国政府の言葉

を借りていうなら，デモクラシーが民衆の間に根を下しているのか，という

ことに対して大きな疑問を投げかける結果となった。

以上，述べたように，憲法発布，民政移管の時期は年内もしくは来年初頭

とせまりつつあるが，国内でのゲリラ活動はその後ますます激化している。

北部のナーン県トゥン，チャーン郡には，ベトミン，パテトラオ，メオ族

からなる 3fl回大隊が侵入してテロ活動を行なっているといわれ，政府はこれ

に対して，急逮，応援部隊を送りジヤング、ノレ地帯ではナパーム弾を落して，

撲滅をはかろうとしているが，はかばかしくないようである。 1月25日には

ナーン県へ弾薬武器を送っていた貨物列車が，北部ランパーン付近で脱線転

覆するという事件が起った。原因は未だ不明であるが，共産分子による破壊

活動ではないかといわれているO 真疑の程はともかくとして，このような事

件に対して当局の神経がとぎすまされていることを示している。ナーン県に

おける共産分子のテロ活動は，東北タイにおける彼等の活動を容易ならしめ

るための牽制策であるとの見方も一部では行なわれている。政府の発表によ

ると，ペッチャブーン県，プレー県，ノレーイ県など，東北タイを中央平野か

ら分断する山脈に沿って共産分子が南下しており，これは東北タイを中央部

と切断して，東北タイにおけるゲリラ活動を有利に展開しようとする作戦だ

といわれている。

南ベトナムでの戦いが激化するにつれて，国内に大規模な米軍基地を有す
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るタイ国は直接報復攻撃の危険にさらされるわけで，その意味においても国

内のテロ活動の激化はタイ国政府にとって頭の痛い問題である。

英軍がシンガポーノレから撤退するということになれば，タイを中心とする

東南アジア諸国は国の防衛力強化につとめなければならないが，アメリカか

らの軍事援助の大幅な増加が望めない現在，軍備に対する支出は増加せざる

を得ない。そのことは，経済計画に対するしわ寄せをもたらさずにはおくま

い。その穴埋めをどうするか，これらの国がこれから直面する大きな問題で

あろう。

1月12日， 日本はタイ国に対して総額， 6000万ドノレ（216億円）の円借款

供与の協定に調印した。この問題は，昭和41年4月に東京で開かれた第 1回

東南アジア開発閣僚会議でタイ側から申し込まれていた懸案のものではあっ

たが，この時点でこれが調印されたことは今後，東南アジア諸国の日本に対

する期待がますます強まることを象徴しているといえよう。

12月
28日 V東南アジア漁業開発センター設立協定調印一一東南アジア漁業開発センター

の設立協定調印式がパンコクで日本， タイ， シンガポールの3国間で行なわれ

た。

29日 V政府は次穀物年度の米の政府保証最低価格をトン当り50パーツ上げた。これ

により最低価格は 900～1200パーツとなった。 この措置は N.E.D.B.の調査に

より，米の生産量が1000パーツであることが判明したためで、ある。次年度の輸出

目標については，統計局と米穀局で、見通した若干の相違が見られたために決定は

次回へのばされた。

1月
3 日 ，スーム蔵相は米の輸出は 100%民間にまかせるべきだとの提案を行なった。

現在，約40%が政府間取引きにより輸出されており，米の輸出プレミアムは民間

の輸出に対してのみ課せられている。したがって，もし，全量が民間業者にまか

されると，政府の米プレミアムによる収入は大幅に増加するものとみなされる。
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Vオラング政rnの協ノJにkって土地の交換分合に関する可能性と効果の調査が

進められているの

4 8 , 中華民国副大統領 Mr.じ.K. Yen他13；名が訪タイ。

V制憲議会は都市に対して私企業への資本参加を許す法案を審議する委員会を

設立した。政府の説明によると，この措置は首都圏に排水路を設置するために必

要とのこと。目下進められている調査および設計に 2億5千万パーツ必要である

が，実施段階で、更に15億ノ〈ーツの投資が必要とのこと。

V行政局の発表によると， 1月14日に行なわれる全国69の県議会選挙に対して，

5320人の立候補者があった。

議会の定員は200万以上の県で34人100万～200万の県で30人， 100万以下の県で

24人となっており，全国で議席数は1704である。

5 8 Vサヤームラット紙に警告一一プラサート警察局長は， 1941年新聞法および草

命団布公17条により，サヤームラット紙の12月末の記事は，公の秩序をみだし，

下品な言葉使いによって国家の文化とモラルに悪影響を与えるものとして，サヤ

ームラット社に警告を発した。 （資料参照〉

V約2千人のサムローの運転手が市内一部へのサムローの立入禁止に抗議して

パスツール病院前に集った。このため警察ではこの措置を 1週間延期することに

決定した。

V投資委員会の発表によると， 1967年の投資委員会への願書提出は 139件でそ

のうち 108件が奨励産業として認可された。

なお， 4日には次の企業が奨励産業に認可された。

1. Mr. Wolf伊 ngKrohnタピオカペレット年産7万5000トン。投資額670

万パーツO

2. The Thai Precision Engineering Co., Ltrl. 時計， 4万5000個，時計

パンド 8万個，投資額400万ノミーツ。

3. Crital司HopeThailand 金属ドア，サッシ年産10万個，投資額400万パ

ーツ。

4. Gas Container Industry 石油ガス容器，年産20万伺，投資額2200万パ

ーツ。

v貿易局は1967年輸出入の智定数字を発表した。これによると輸出は1966年度

とほぼ同じ水準の 140億ノミーツではあるが輸入は前年度を上回る見込み。輸出に

関する詳細は次の通り。
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1966年 1967年

メ ズ 1,205,278トン 1,095,249トン

ジュー ト 410,571 269,748 

タピオカミーノレ 175,950 272,839 

タピオカチップ 751,209 629,509 

カスターピーン 41,995 33,158 

米 150,000,000 1,360,000 

6 日 V軍高官によると，ナーン県の共産テロリストの活動は東北タイで行なわれて

いる鎮圧活動に対する牽制策であるとの見方も生まれている。近代兵器と外国人

をまじえたグループがペッチャブーン，プレー， yレーイ県に点在している。これ

は東北タイを分断するためにペッチャブーンの山脈を南下する共産分子の計画の

一部とも考えられている。

Vナーム貿易局長は貿易業者に対するポンド切下げ損失の補償は行なわないと

発表した。

8 日 Vアジア開銀の融資500万ドル一一政府筋が， 8日明らかにしたところによる

と，アジア開銀はこのほど理事会で，第1号としてタイ国産業金融公社に 500万

ドルの融資を決めた。公社はこの資金を自主的判断にもとづいて園内の農業，工

業開発に振り向けることになっている。

アジア開銀は一昨年11月，東京で創立総会をひらき，昨年2月発足したあと渡

辺総裁が加盟国を回り，各国の融資希望をきくとともに， 8月から農業開発のた

めの調査団を加盟低開発国に派遣するなど，融資業務の準備を集めてきた。この

結果，融資第1号としてタイ国開発公社へのパンクローンを決めたもの。

9 日 v米，ホーク供与一一米政府筋によると，米国はタイに対して地対空ミサイノレ，

ホークの供与を決定した。同筋はミサイノレがいつ何基引き渡されるかは明らかに

しなかったが，ミサイノレはパンコクおよび四つの軍事基地周辺に配備されること

を示唆した。

Vタウィー副防相はテロリストの鎮圧は効果をあげているが，ナーン地方の情

勢は未だ重大であると語った。この地方のテロリストは 200人でそのうち80%が

Meo族， 10%がタイ， 10%がラオ人だと見られている。

V予算局の発表によると，共産テロリストの鎮圧のために，現会計年度では45

億3400パーツが割当てられている。これは昨年度のものを 8億パーツ上回ってい

る。この8億パーツのうち， 1億8千万パーツが警察， 7億ノξーツが国防省に割
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当てられているυ

Vタイ首相南ベトナムを初訪問ー タノム・タイ首相は10日夕南ベトナムをは

じめて訪問，グエン・パン・チュ一大統領らと会談した。

10日 V空軍司令長官ブンチュ一大将はアメリカの軍事援助は現在の緊急事態に対し

てあまりにもスローであると次のように述べた。

現在の援助の実施は 4～5年前と同じようなやり方で行なわれている。アメ

リカについていえば，ベトナムへの増派のようなタイ国に対する要請について

は“緊急”だという。これはわれわれタイ人にとっては驚きである。ナーン地方

における共産分子の鎮圧には，ヘリコプターの必要性が緊急で、あるにもかかわら

ず，アメリカはのうのうと事：を処理している。アメリカの軍人はタイ国に催促さ

れてすぐ援助するというが，要請が議会に行くと引っくり返されそれに関しては

何も出来ない。

Vスントーン経済相は民開業者による米の輸出割合を75%にする案が閣議で決

定されたと発表した。

11日 V関税局の発表によると，昨会計年度の関税収入は42億7800万ノミーツにのぼり

当初予定していた40億7100万パーツを上回った。一方，石油消費税は10億パーツ

であった。

' l万2千人増派一一一南ベトナム訪問中のタノム・タイ首相は，サイゴン空港

で記者会見し「約3ヵ月後に南ベトナムに歩兵1万2千人を増派する。これは南

ベトナム政府の要請に基づくもので，十分な訓練を行なってこれら増援部隊を送

り込みたいと発表した。

タイはすでに南ベトナムに約3千人の部隊を派遣している。

12日 V円借款協定調印一一一政府はタイに対して 6000万ドル（216億円〉の円借款を

供与する方針で，具体的な内容につきタイ側と交渉を続けていたが，このほどま

とまり， 12日午後日本の外務省で書簡を交換した。日本の円借款の供与は， 41年

4月，東京で聞いた第1回東南アジア開発閣僚会議でタイ側カミら申入れがあった

ものである。

この円借款は，日本の輸出入銀行と市中銀行との協調融資と，海外経済協力基

金からの融資で与えられ，タイの国鉄整備，沿岸：航路の整備，プランJIIかんがい

ダム計画，バンコク一トンブリー聞の橋りょう建設計画などに必要な，日本の物

資，役務の購入に使われる。

条件は輸銀・市銀の協調融資分が15年または18年償還（いずれも据置期間5年
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を合む〕金利年5.75%，海外経済協力基金分が20年償還，金利4.5%。なお，日

本のタイに対するこのような円借款供与は今回が初めてである。

13 !3 V北部でゲリラ攻勢一一北部タイの山岳地帯で共産系ゲリラ部隊がタイ政府軍

への攻撃を開始した。この 6週間の戦闘で，政府軍側の死者約20人，負傷30人余

となっており，ゲリラ側は死体6が確認されている。

政府軍側の損害のほとんどはパンコク北方700キロ，ナーン県の深いジヤング

に覆われた山岳地帯でゲリラの待ち伏せ攻撃にあったもので，タイ政府はゲリラ

側の攻撃が急に本格的に巧妙化してきていることを憂慮しはじめている。

政府軍側の損害の多くは南ベトナム民族解放戦線（ベトコン〉が使っているブ

ーピー・トラップ（落とし穴や仕掛け爆弾）によるもので，秘密情報筋によると，

このゲリラには北ベトナムのゲリラ専門家，歴戦のラオス愛国戦線（パテト・ラ

オ〕兵士も加わっているという。

14日 v県議会選挙行なわれる一一パンコク， トンプリーを除く69県の県議会選挙が

行なわれた。総人口2828万7900のうち，有権者1275万2377人。 5320人の候補者が

1704の議席を争った。スリサケットでは 180人が立候補し全国一の激戦地となっ

たが，チャチュンサオ，ピッサヌローク，サムットサーコンは低調で38人が立候

補したにとどまった。県議会選挙投票率20%程度できわめて低調であった。

投票率が悪かった理由としては，

1. 立候補した人々が市町村議員程，人々の聞に知られていなかった。

2・ 市町村議会選挙のとき，準備不充分で、投票出来なかった人々が，投票を

嫌った。

3. 農繁期に重なった。

4. 投票所の設置が適切でなかった。

などあげられている。

15日 Vフィリピンのマルコス大統領が訪タイ。

17日 V駐留米軍4万3千人一一駐タイ米大使 LeonardUngerは駐留米軍は 4万3

千人と発表した。このうち 3万3千人はタイにある米空軍基地6ヵ所に駐留する

空軍要員で，ほとんど（80%〕が北爆に従事している。

V憲法制定の成否について議会の定足数が問題にされている。定足数は 4分の

3で2月8日に開催される第3読会が成立するためには 240人中 180人の出席が

必要とされているが，すでに14人が死亡もしくは辞任して欠員となっている。

Vバンコク銀行筋によると，東北タイの農民はケナフの価格の低下に苦しんで
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いる。すで に司ケナブを加工して麻袋にする工場が9工場建設され（うち 4工場

は大蔵省所有）生産能力は年産9千万袋に達しているが，市場が狭いため年6千

万袋しか生産されていない。ケナフを利用した他の産業，たとえばカーペット製

造などを考えなければ，東北の農民は破産するであろう。

19日 vタイ・インド航路協定に関する第4回会議は 1月2:.3日にインドで開催される

予定であったが，来月に延期された。主たる論争点は，バンコクラカルカッタ以

遠の乗入権である。

20日 Vナーン県トゥンチャーン部で共産主義テロリストと鎮圧軍との間で激しい戦

闘が行なわれ， 1時間の交戦の後，少くとも10人以上のテロリストを殺した。こ

の中には中共の制服を着けた兵士が 1人発見された。

Vナーン県でナパーム弾使用一一ナーン地域を視察したタノム首相は情勢は好

転しているが，地勢が作戦を遂行する 1:-.fこ不利なのでち共産分子を一掃するのに

ナパーム弾を使用するよう指示したと述べた。

22日 Vホー・ルートの爆撃にタイの米軍機発進を認める一一一タノム・タイ首相は22

日記者会見を行ない，タイに基地を置く米軍機がラオス領内のホー・チ・ミン・

ノレートを爆撃していることを初めて公式に認め，その他の問題にっし、て次のよう

に述べた。

0米国がタイに対する軍事援助の一部として提供することを約束していたホ

ーク・ミサイノレ1個大隊が近〈タイに到着する予定である。

0過去2ヵ月，大きなゲリラ戦が発生しているタイ東北部での共産主義者の

軍事活動は中国，北ベトナム，パテト・ラオ〔ラオス愛国戦線〉軍によって指

導されている。

Vイラン貿易使節団が来タイ。

23日 V国道警備警察はコーラート，ノンカイ問国道のパトロールのためアメリカか

ら30台の自動車の供与を受けたと発表。これはこの国道に対するテロリストの破

壊活動を防ぐのに役立つものとされている。警察の発表によると，1968年～ 9に，

パトローノレは南部のプラチュアップ県および東南部のチャンタブリーまで拡大さ

れる予定。

' 工業省は砂糖の値上りに対する方策を考慮中である。価格帯を決め，一定価

格以上，上昇－した場合は政府在庫を放出することが考えられている。最近の砂糖

価格の急騰は不足を見越した商人の貯蔵によるものと思われるが，昨年の早魅に

よる生産の低下が，この傾向をますます強めている。
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24 8 Vタイ園の当面する経済諸問題，スントーン経済相の演説一一スントーン経済

相は国際開発協会の昼食会でタイ国の当面する経済上の諸問題に関して，次のよ

うな報告を行なった。

タイ国は表面上の数字からみると満足すべき経済発展ぶりを示している。し

かしより深く観察するとなお，貧困な国であることを認識せざるを得ない。わ

れわれの個人所得は発展しているとはいえ 145米ドルに過ぎない。パンコクに

は立派なホテルや豪華な家が立並んでいるが，一歩首都を離れて田園に足をふ

み込んで、みると，悲惨な対照に直面せざるを得ない。

わが国の国民の大多数はまだ貧困である。子供は栄養不良であり，衣類も悪

い。私の感じでは現在解決しなければならない基本的な問題がある。すなわち，

農民の高い負債率と割に合わない低い農産物価格である。農産物の価格支持と

農民への信用供与政策を強力に支持する。また農産物のマーケッティングの改

善を推進したい。もう一つ重要なことは輸出産品の規格の改善である。更に，

これから進めなければならないこととして，まず，これまであまり注意を払わ

れなかった支線道路に高い優先順位がつけられなければならない。第2に，わ

れわれは古いがきわめて数多くの水路が有効な安い輸送手段として役立つこと

を忘れている。これらの水路を拡充して，どんな大きなボートでも容易に運行

出来るようにしなければならない。第3に，われわれはダムや濃瓶貯水池に多

くのエネルギーをつぎ込んできたが，東北タイの数多くの井戸や池を、凌諜しな

ければならない。ケナフの処理などに大いに役立つで、あろう。もう一つ早急に

行なうべき重要な問題としては，濯j段水路を拡張して，末端の米作農民が大き

なダムから水を得られるようにすることである。

税制については，直接税，すなわち，法人所得と個人所得が遅れている。不

平等がみられる。ある種の職業すなわち，医者や弁護士，商人は当然支払うべ

き税の恐らく半分も払っていなし、。歳入局はもっと効果的なチェックの方法を

考えるべきである。かつて，大蔵大臣時代にこれらの職業に対する徴税の立法

措置を提案したが，国民議会で否決された。最後に，家族計画をもう少し強力

に推進すべきだと思う。

V石油燃料公社の発表によると，現在，売渡し量は1959年の 1日2千ノミーレノレ

から 1万7千パーレノレに増加した。

Vスーム蔵相によると，アメリカは現在の第2期経済社会開発5ヵ年計画に対

して， 6千万ドルの援助を供与する見込み，これは，アメリカがタイ国に対する
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援助を打切らないことを示すものであろう。

同相によると， 7イ［！］は鉄道建設に対して世銀借款を申込んでいる。なお，世

銀は昨年9月，ナーン計画に対して2600万パーツの借款を供与している。

V貿易委員会の発表によると，イランはタイ国の一次産品特にケナフと麻袋の

買付に関心を示している。これは1966年の約5億ノミーツの入超を是正するのに貢

献する。この入超は，タイ国がイランから原油を買付けるためで，特に昨年は，

JUSMAGが， 1200万ノミーツにのぼる輸入を行なっている。逆に，イランはタイ

米の買付けを減らしている。イランに対する米の輸出は1965年は3000万ノミーツで

あったのが，昨年はわずか 100万ノミーツになった。

25日 V軍需物資輸送列車，脱線転覆 ノミンコク北方600kmのランパーン駅付近で

ナーン県の共産主義テロリスト鎮圧のため爆弾，その他空軍の重装備を積んだチ

ェンマイ行き貨物列車が脱線転覆し，空軍士官2名が死亡し， 1人が重傷を負っ

た。事件はランパーン南方11kmの Methaと Nong N gua Thao問である。原因

は調査中であるが，破壊活動によるものではないかとみなされている。

V憲法草案，第2読会通過ーータウィー，プンヤケット制憲議会議長は，憲法

草案の全文が第2読会を通過したと発表。第3読会は 2月8日の予定で，憲法草

案を法案として，議会に提出するかどうかを決定する。もし，決定されると， 2

月15日，制憲議会は立法議会として召集される。法案が通過すると，憲法は羊皮

紙に筆写され国王に手渡される。

鉱山局の発表によると大蔵省は錫緩衝在庫への第2回払込み以後は鉱山業者か

らの分担金は徴集しない。第2回払込金は 7千万パーツとみられ，これは国際錫

会議に納入される。

26日 V北部開発計画の立案を提唱一一タノム首相は共産主義者の主な日標になって

いる北部の開発計画を早急に立案するように N.E.D.B.命令した。

28日 Vパンコクポスト紙によると，ナーン県のテロリスト鎮圧隊の食料供給を保護

するため，数台のタンクが，ナーンからトンチャーンまでの幹線をノξトローノレ中

である。同県，サー郡でも約2個大隊のベトミン軍が破壊活動を行なっていると

いわれる。

29日 vタイタパコ公社の昨年度の売上げは21億2100万ノミーツで対前年比15.4%の増

加であった。また，政府への納入金は 3億6000千万パーツである。

31日 , 67年貿易収支大幅な赤字一一スントーン経済相は1967年度の貿易収支は輸出

142億ノミーツ，輸入213億ノミーツで、71億パーツの記録的な赤字になったと発表した。
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ククリット氏のアメリカ批判

ククリット・プラモート氏は，咋年末から本年初頭にかけて， サイアム・ラット紙

の“日々の問題（Panhapracam wan）”欄において，痛烈なアメリカ批判を展開した。

同氏は王族出身で，現在，サイアム・ラット紙の論説主幹ともいうべき地位にある。

またタイ論壇の第 1入者でもある。同氏の見解は，常にタイ有識者層から広い支持と

共感を受けており，今回の彼のアメリカ批判は，有識者層にかなりの影響を与えるも

のと思われるし，さらには有識者層の代弁とも見られるので， ここに抄訳，；紹介して

おきたい。

“日々の問題”欄は，読者の投書に対して， ククリット氏が応答するという形式で

行なう時評欄である。

昨12月26日の“タイ青年”という匿名による投書が， 彼のアメリカ批判の口火とな

った。投書の内容は，要約すると次のようなものであるO

「アメリカの著述家が，国王を引き合いに出して， タイ国を論じた文を読んで，強

い怒りを感じた。 このようなことは，今回が初めてではなく，度々のことなので、我慢

できない。国王を誹諒する記事が，アメリカ人によって，こう度々書かれれば，タイ

国に，“Yankeego home，，の言葉で表現される反米思想、が高まることになろう。友人

であるアメリカ人， lが何故このような行為にでなければならないのか？ジョンソン大

統領は，何故われわれの心を知る努力をしないのか？ われわれは国王を愛し，崇拝

し，国王に絶対服従しておる。タイ人のすべては， 国王のためにはあらゆるものを捧

げても悔いないのである。

友人とこの問題を論ずる時，皆同意見で，私は反アメリカ思想、を持つようになった。

友人の中には私以上に強く持っている者もいる。 タイ人の多くは，私と同意見だと思

う。先生に，私どもの高まるこのような感清を静める方法を教えていただきたい。毎

日，私は不愉快である。われわれの国王を誹諒する奴等に対し報復する能力を持たな

いからである。」

これに対してククリット氏は， 先ず問題になった本の著者， 「ノレイス・ E・レモー

クスなるアメリカ人は， 北ベトナム入国をことわられ，その腹いせに，ほこ先を変え

てタイ国，タイ国民，さらにはタイ国王に岐みついた狂い犬だ。」ときめ付ける。そし
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て，「このアメリカ人は，共産主義者と同じで，｛叫んでも破壊と結びつけて論じ，破壊

者の色眼鏡でタイを見ている」 「彼の記述はタイ人への挑戦であって， タイ人は心を

合わせて， アメリカ人の嘘を世界にむかつて明らかにしなければならない。このまま

放って置けば，今後，アメリカ人によるタイ国，タイ人を侮辱する論文，本は後を絶

たないで、あろう」という見地から， ククリット氏は， f.！！しい言葉でアメ 1)カ批判をは

じめる。

最初に， 「実際には， アメリカ人はタイ人の友人ではなく敵なのだ」と述べる。そ

して，その理由を六つの白lから指摘する。

「（1) 行政の歴史および伝統から見て敵である。タイ国はし、ずれの国にも隷従し

たことはない。アメリカはイギリスに隷従していた。そして主権を獲得してから100

年あまりしか経っていなし、。隷従者は他人を隷従することで誇りを抱くという性｜古j

をもっている。アメリカ人はタイ国が独立を維持して来たのは，大国を相互にぶつ

けることによって自己を安全に置いた結果であると侮辱している。隷従した経験の

ないタイ人にとっては，そのようなアメリカ人は敵である。

(2）彼等は国王を憎み，その存在に対して壊疑的である。彼等の国は，王朝を建

設したこともなく，ただお互に押し合いへし合って金（かね）を求め，他人の血肉

から大きな利益を得ているからである。彼等が国家建設にあたっては，アフリカか

ら黒人を捕えて来て奴隷とし，動物のようにむち打ち，ある時は殺すなどして酷使

した。アメリカの発展を，彼等は非常に自慢しているが，他国の人を連れて来て労

働力として酷使した結果なので、ある。

アメリカの行政は 2, 3人の金（かね〉を多量にばらまく人を土台として行なわ

れている，誰れが一番金（かね）をばらまくかで大統領になれる。大統領になれば

誰れも持ち得ないような権力が与えられ， 4年間は“牛のように愚鈍であっても円

権力者でいられる。 4年間に意に添わないようなことをすれば殺される。リンカー

ン大統領は奴隷制を廃止して殺された。つい最近も一人殺されている。このような

アメリカ人は国王を大統領と同じように考え，民主主義下では，国王の行政権限は，

何の利益を生まないとけなしつけるが，国王の威信は全国民の平和と調和にとって，

計り知れない利益をもたらしている。アメリカ人は威信から生ずる権力については

興味をもたないし，理解できないのである。

(3）社会面から見ても敵である。アメリカ人は金（かね〉をばらまいて，政府に

対し直接的な方法であるいはタイ国に入り込んで住み，デモンストレーションをや

りながら情深い方法で教育計画などに援助しているが，彼等の目的は，タイ人のタ

一（ 12 )-
。V
Q
U
 



タイ (1月）

イ人らしさを完全に払拭するためで、ある。農村におけるタイの子供達は代々の国王

を知らずに，ジョージ・ワシントンやアブラハム・リンカーンを知っている。その

ため，われわれの社会は，日々腐って悪臭を発するようになっている。

アメリカの奴等はタイ国に入り込んで来て，タイ女性に売春させている。彼等は

蓋恥心もなし公衆の面前で，動物の知く女性を抱いてキスしている。このようなこ

とは，タイ青年を不良化させている。女性だけではなくタイの少年も，彼等の性欲

の対象とされ，教え込まれている。アメリカの奴等は統計的に見て 6人のうち 1人

は男色の気がある。誰れでも夜，ラーチャプラソング付近に行けば，そのようなタ

イ人の若者が見られる。

(4) 文化，芸術面でも敵であり，泥棒である。現在，文化，芸術の研究と称して，

タイ国の潤いを吸い取るために入国して来ているアメリカの奴等は数多くいる。こ

の連中はタイ人の知識階級の頭脳を，かれ果てるまで吸いとり盗みつつある。

(5）経済面においても，タイの破滅を導くために，奴等はタイにやって来ている。

奴等が援助として与える金（かね）に対して，タイ側は同額の金を出さなければな

らない。援助が増大すれば，それだけタイ国の納税者は困窮することになる。政府

が多額な金（かね）を支出し，また奴等が息切れするまで，出し措しみせずタイ国

で金〈かね〉を使うことによって，毎日物価が高騰しているO タイ人は毎日，食べ

る食物が減じている。信じられない者は，毎日，食べる米について考えて見ること

だ。

(6) 共産主義者側は破壊集団である。アメリカの敵も，タイ国の秩序をぶち壊わ

しに浸入してくる破壊集団である。 “平和部隊”と呼称しながら，アメリカの奴等

はあらゆる場所に渉透している。」

ククリット氏は， 以上のような 6点を指摘した後，次のように結論付けている。す

なわち， 「タイ人に知ってもらいたいのは，タイ国にとっての敵は，共産主義者だけ

ではなく，共産主義者の追放を援助すると称して入り込んで来ているアメリカの奴等

自身も敵であるということである。彼等が敵であることを知れば，それにしたがって

行動すべきで，彼等に対する疑は，放って置いてはいけない。

敵である者が罵ってくればわれわれも罵り返えす。彼等は，何時，何を書いても何

をいっても自由であって， このような自由はわれわれも持っている。しかし，われわ

れはより高い心づかいをするので，それを行使していないだけである。

もし，勘忍袋の緒を切って，本気になれば，それを行使して，誰れでも首をつかん

で，それをたたっ切るのはどこででも，いつでも思うままである。
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アメリカの奴等に， タイ人が無価値な人間ではなく，奴等が考えるような怒りを知

らない人間でもないことを知らしめよう。 タイ国に住み働くタイ人の罵昔雑言をすべ

ての人に聞かせ分らせよう。もし奴等が自分の身の回りを良く警戒しないと，ある日，

タイ人が突然立上って，アメリカ大使館を破壊し，また USISを焼打ちするであろう。

その日になって世界は，奴等がタイ人をだますことが出来なくなったこと知るであろ

う。 “アメリカの畜生はうぬの穴に戻れ”J

12月28日には， この26日の回答に対して反対意見が， “アメリカに隷従しないタイ

人”という匿名の人から出た。 この投書者は，全般的には26日回答と同意見であるが

「われわれは，この問題に対して何をやるか」についての主張には反対だとし， その

理由として 7点をあげている。すなわち， 「（1）ある特定のアメリカ人によって生じた

問題であって，アメリカ人全体ではない。（2）問題となった本を書いたのが，たまたま

アメリカ人であったのが不幸で、あって，他の国の人が書いたのであれば何んとし、うか，

恐らくその国民全体を罵るようなことはしまい。（3）アメソカ人が社会を破滅に導いて

いると述べているが，ある一部のアメリカ人の悪行であって， 善良なるアメリカ人も

数多くタイ国にいる。（4）“実際には，アメリカ人は友人で、はなく，敵である”という

のは，真実ではない。問題となった本を書いた 1人のアメリカ人が敵なのであって，

アメリカ人全体を敵よばわりするのは間違っている。（5）“経済面でも，入って来て破

滅に導いている門という意見には反対である。タイ経済は，ここ 7年間成長して来て

いる。またタイ国はアメリカから多額の援助を受けることなどを見れば，ククリット

氏の意見は理解できない。技術経済協力局の資料でアメリカの援助について調べられ

たい。（6）ククリット氏の野卑な言葉使いに反感をもっO (7）タイ国民がアメリカ人を憎

むようにけしかけている部分がいくつかあり，さらにアメリカ大使館を破壊し， USIS

を焼打するよう提言するに至っては憂慮する。刑法を読み検討することをお願いした

い。J

これらの意見に対し，ククリットは各項目に対し回答をしている。

「（1）アメリカの出版物で，タイ国，タイ人，タイ国王を侮辱したことを書：いてい

るのは数多い。ノレイス・レモークス以外に，この種の単行書，論文があり，また今

回で終らないであろうと記しておいた。多くの人が，同じようなことを書し、ている

というのは，アメリカ国民全体が悪いからであるといえる。（2）ただ、し 2回のこと

であれば，あなたのいい分通りであって，黙るが，アメリカの奴等の行為は跡を絶

たないので，全国民を罵しるのだ。（3）サイアム・ラット紙論説はサイアム・ラット

A
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論説であって，私の父が最いたものでもなければ，私自身が書いたものでもない。

あなたが，私の言葉を無教養，野蛮だというなら，あなたのこの項目で見るモラル，

主張内容は子供でも判るようなものだといいたい。（4）いずれの面でも敵であるとい

った。だれがそのようなことをしても敵である。あなたは，何故，そんなにいらい

らしているのか，嘘をもって他国を罵しる自由は，アメリカ国民だけのものではな

く，誰れもが持っているものだ。（5）うまい冗談である。どこかの局がアメリカから

多額な援助を受けて，車を買って配り乗り回す事ができた。この局は利益があった。

技術経済協力局の資料を見ればというが，どの部分が真実，どの部分が嘘が判らな

い。ただ私は技術経済協力局長が，水は常に低きに流れるという自然の原理にもと

づいてアメリカ大使となって行なったことは知っている。（6）ある人の肉は他の人の

毒であるという諺があるが，あなたが，わたしの言葉を嫌らっても，わたしの言葉

を好きな人は山ほどいる。（7）私は首をもって，たたっ切るのは，どこでも思うまま

だといった。わたしはなにも恐れない。政府は空を飛ぶヘリコプターを打ち落すよ

うに人に奨励している。」

1月2日の“日々の問題”はふたたび， この問題に関する投書をとりあげている。

その内容は 6点の質問からなっている。

「（1）政府関係諸機関で働くアメリカ人は月給を政府から受けているのかどうか？

あるいは，月給は受けていないか？ (2）タイにいるアメリカ軍人が自動車，船の中

で，憶面もなくタイ女性を抱きキスし，タイの伝統を汚しており，これらアメリカ

人はタイ人を侮辱しているといわれるが，そうであろうか，アメリカ本国において

は，彼等は道路上や，タクシー，乗合船の中で，タイの女性に対すると同じように

押きキスしているのではなかろうか。わたしは，かつてそのような行為を見たこと

がない。（3）何故，アメリカ国民が，国王の権威をきずつけるようなことをいうのだ

ろうか，（4）わたしは，しばしば北京放送の“タイ人民の声”を聞いているが，彼等

が国王についてふれるのを聞いたことがない。敵である彼等がふれないのに，親密

なる友好関係（政府はそういう）にあるアメリカ人が，何故われわれを侮辱するの

か，（5）政府は，何故，タイの習慣，伝統に逆らってのタイ人との接触を禁ずるよう

な法律を，アメリカ政府が出すようにお願いすることができないのか，（6）学生同志

が話しているのを聞いたが，あなたの子供はアメリカ人であるというが本当か？」

これらの聞に対して，ククリット氏は次のような内容の解答をしている。

「（1）アメリカ人が月給なしで働くようなことはない。政府諸機関で働くアメリカ
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人が，タ f人を上回るような月給を政府諸機関から貰っていなし、ならば，彼等はア

メリカの援助，あるいはタイ政府の分担金からなる基金から月給を貰っているので

ある。（2）西洋人が道路で抱き合いキスするのは真実であるが，タイ国では，そのよ

うな行為は野蛮と考えられているので，タイ人はしない。外国人がタイ女性を同路

上で抱くのは，家族に対する敬愛の現われではないし，アメリカ軍人も，自分の妻

や母が相手で、あれば，道の真中でタイ女性を抱くような行為はすまい。（3）タイ人が

どう思うか関心がなく，またタイが彼等が長く居着くのを許したことが，国王をふ

みにじり，タイ国民を罵るような結果を招いている。（4）わたしのような純タイ人が

騒ぎ出せば，共産主義者が利益をうるというタイ人がいる。誰れが共産・主義者に利

益を得さしめるのか考えて見ょう。（5）彼等は逆にタイ政府に対しアメリカ人と会う

度毎にタイ人は平身低頭するよう要求しつくるであろう。（6）その通りであるが，妻

の母はロシア人である。」

1月9日にも“老いた叔父”としづ匿名で， この問題についての投書があり，それ

に答えている。その問は 2点で，（1）は「ダイ人がアメリカ大使館を破壊し， USISを

焼打ちするよう扇動しているのは，国法にふれるのではないか」（2）は「共産主義者が

宣伝の道具に使うことになれば，どうするか」という内容である。

これに対しククリット氏は次のように返答している。

「（1）わたしの書いた内容が，煽動であるという見方をするのは，あなた一人であ

るυ もし本当に煽動であり，法律にふれるならば，違法者を捕縛する役人がいる。わ

たしの書いた内容が煽動であるかどうか決定するのは裁判所だけであって，煽動で

あると決定されれば受け入れよう。（2）タイ人が日々侮辱を受けて，訴えるところも

なく沈黙をしいられているのは，共産主義者の利益であり，宣伝の機会を掴むこと

になろう。その結果としては心理的圧迫を受け，常に精神的苦しみを受けねばなら

ない。この圧迫を受けながら共産主義者に転向する人は，ほんの僅かであろう。」
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タ イ

注目のまとであった憲法草案は 2月8日，第3読会を通過し，引き続き22

1 国民議会において可決された。これにより，新憲法は国王の署名を得て

公布を待つのみとなった。

第2読会における憲法審議の後半から第3読会，国民議会にかけて憲法制

定に対する国民の関心は次第に高まりつつあり，憲法公布の実現する見通し

はきわめて強くなってきた。

憲法が公布されると 240日以内に総選挙が行なわれることになる。現在最

も懸念されていることは，総選挙が行なわれるまでに国境地域でのテロ活動

が激化すること，および選挙運動の過程で惨透活動が激化することである。

プラパート内相は 2月7日，憲法草案の第3読会の直前に憲法発布と総選

挙は，共産主義者に対して裏口をあけて待つようなものだと強い懸念を示し

ている。また，タノム首相も19日に憲法発布は圏内情勢次第であると一歩後

退した発言を行なっている。

チェンラーイやナーン方面におけるテロ活動以外に，ベトナム戦争に深く

コミットしたことより生じた国内の軍事基地に対する報復活動や破壊活動が

懸念されているが， 9日夕イ国全土の軍事基地，とくにB52爆撃機の駐留し

ているサタヒープのウタパオ基地に対する共産分子の一斉攻撃が伝えられ，

タイ国の陸海空軍および警察は厳重な警戒体制をとった。今回はその警戒体

制のためか事なきを得たが，今後もこうした事態は常に起ってくる可能性が

ある。これと関連して，タイ国政府は共産分子は陸路の警戒が厳しくて海路

からの侵入をはかりはじめたと発表しているが，これなどもタイ国政府が基

地に対する攻撃に対して如何に神経質になっているかを示している。

昨年末から今年初頭にかけてサヤームラット紙にククリットプラモ｝ト氏

によるきわめて激しい米国攻撃の論説が掲載され，国内外に大きな反響を呼

ぴ起した。（「アタアの動向J1月号資料参照〉それはこれまでの反米論調と

異なり，一流の新聞に有名なジャーナリストがきわめて野卑な言葉を用いて
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“米国および米国人は友でなく敵である”ときめつけたのみならず， “いつ

かタイ人が立ち上って米国大使館や USISの焼打ちをするだろう”という煽

動まで行なったためである。また，これまでタイ国にとってメリットとみな

されていた経済援助についても， “これはタイを破滅に導くもの”と酷評し

ている。

このような厳しい発言がこれまで経済・軍事の両面で多額の援助を受け，

ベトナムへの参戦によって，米国の友邦国としての態度をはっきりさせたタ

イ国の代表的な新聞において堂々と発表されたことは，言論の自由が比較的

少ない国であることを考え合わせれば全く異常な事であるといえよう。これ

は一つには，米国の一部の新聞雑誌がタイ国を批判したことに対するしっぺ

い返しであるが，基本的にはタイ国は独立国であり，決して米国の従属国で

ないという立場を明確にしたいという気持を表わしている。タイ政府が今回

の論評に対してその部狼な表現については警告を発したが，内容に全く触れ

なかったことは本質的には政府の立場も同じだということであろう。

昨年半ば以降タイ国の自主性を求める姿勢が，次第に強く打ち出されはじ

めているが，タナットコーマン外相が米国からの帰途フランスのクープドミ

ユノレピル外相と非公式の会談を持ったことが注目される。会談の詳細は明ら

かにされていないが，ベトナム問題をはじめ世界の重要問題が取り上げられ

たと伝えられている。これらの諸問題に関しては両国間で意見の一致がある

筈はないので，今回の会談は意見の交換に重点が置かれたのではなく，両国

間の友好関係を深めていこうという態度を示したことによって，将来の不測

の事態に対する布石を行なったものと考えられる。

新憲法発布，民選移管，英国勢力のシンガポールからの撤退，ベトナム戦

争の終結という，めまぐるしく動いて行こうとしている東南アジアの情勢の

中で，タイ国は真剣に生きる道を求めているといえよう。

一（ 18 )- -174ー



タイ（2月）

4 日 V投資委員会の認可した奨励産業。

1. Phywood of Siam Company Ltd.合板20万枚，投下資本100万パーツ，

タイ・米合弁。

2. MR. Sukri Potiratnangoon 人造繊維1220万ポンド，紡織820万ヤー

に投下資本1億5500万ノξーツ，日・タイ合弁。

3. Kampan Marble Registered Ordinary Partnership 大理石，年産3方

6000トン，投下資本1340万パーツ。

4. Burapha Cold Starage Ltd. 貯蔵能力拡張500～1200トン。

なお，投資委員会はカーボン紙，時計および時計部品に対しても奨励を与える

ことに決定した。その他，ホテJレ業については，今後首都では 500室，その他の

県で， 60室，都市部で80室以上ないときは奨励しないことになった。

5 日 V政党結成の動き一一パンコク・タイムズによると，新憲法制定後， 9政党が

結成される模様である。予想される主な政党と指導者は次の通り。

Liberal Democrut 現政府指導者

Constitutional Front 

Sahacheep Party 

Socialist United Front 

Labor Party 

元首相 LuangThamrong Nawaswat 

元副首相 Dr.Duen Bunnag 

元議員 ThepChotinuchit 

Veera Thanomliang 

People’s Party 元議員 LiangChaiya』earn

Democratic Party 元首相 KhuangAbhaiwong 

この他， Gen.Netr, Mr. Charuburt Seni Pramoj, Yai Sawitchart氏などが

政党を結成すると伝えられている。

Vタノム首相によると，ターク県メーソート郡の約70人のメオ族が北ベトナム

で訓練を受け，山地種族の聞に共産主義を広めている。

v貿易委員会の報告によると，タイ・メーズ貿易業者は価格低下と日本への輸

出協定のディレンマに悩んでいる。

昨年結ぼれた協定によると，タイは日本へ3月， 4月各7万トン，合計14万ト

ン輸出することになっていたが，日本はわずか5万トンしか集荷出来なかった。

これは貿易業者が価格低下のために売渡しを嫌ったためとみられる。 1月中旬以
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後，価格は低下しつづ、けているO 先月末，ソルガムの価格以下に低下した。先週

初の60kg当り57パーツまで低下，これは年初の62パーツ，昨年同期の71パーツに

比較すると大幅な値下りである。今週はさらに 56.50パーツまで下落したが，こ

れは1965年以来の最低である。

この値下りは業者が大量のストックをかかえても，伝統的な国以外に輸出する

ことが出来ないからである。これ以外の国へ500トン以上輸出するときは貿易局

の許可を必要とする。この問題を解決するために，貿易局では最低価格を決めた

月以後の引渡しの先物売買を認める予定である。以前は引渡しは最低価格を決め

た月内におこなう必要があった。しかし，今後も量，価格，期日等を明記して，

許可を求めなければならない。

6 日 Vターク県でテローーサヤーム・タイムズ紙によると，ターク県メーソート郡

で，共産主義テロリストの活動が激化している。北ベトナム正規軍がタイ人とメ

オ族に武器の使用方法やテロ活動のやり方を教えているといわれる。 6日， 1時

30分頃，警官の 1隊が襲われ， 2人が負傷した。

7 日 Vタナット外相はニューヨークで記者会見を行ない，次のように述べた。

もし，米国がベトナムで軍事的優勢を保たずに撤退するなら，心理的効果は

きわめて大きいだろう。

また，米国に対する敵意を煽るサヤーム・ラット紙の記事（本誌 1月号資料参

照）については，事情を誤って伝えていると語ったが，米国の新聞論調も同様に

タイ国をt比半リしているとつけ力日えた。

vプラパート内相，憲法発布の時期を強調一一フ。ラパート内相は憲法発布に関

して次のように述べた。

共産主義者はわれわれの裏口にいる。憲法発布と総選挙は彼等に裏口の戸を

聞くようなものだ。みんなが完全な民主主義を欲しているのだから憲法発布を

阻止することが出来るものはいない。しかし，タイミングが非常に大事である。

われわれは誰れが敵で，どのような状態におかれているか注意しなければなら

ない。われわれは事を急いではならない，現状では総選挙は憲法の規定にした

がって実施されるであろうが，総選挙の時に騒動が起るだろう。共産テロリス

トの影響を利用する政党があるかも知れない。射殺される候補者がいるかも知

れない。警察が保護すると，保護を受けたものは，政府側の候補者だという批

判がなされる。私がこのようにいえば，私が永久に内閣にとどまりたいからだ

と人々はいうかも知れないが，私は自分自身のことは心配していない。私が心
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配しているのは未来のこと，未来の世代のこと，国の安全のことである。

？開発省はパトムタニー，アユッタヤー，サラブリー，ナコンナーヨック，チ

ャチュンサオ，サムットプラカーンの 6県で， 1000ライ以上を所有している農家

から土地を購入して，土地のない農民に長期賦払いによって分譲する提案を考慮

中である。すでに， 1000ライ以上所有する農家20戸が売渡しに同意している。

8 日 Vタイ・ラオス国境に共産軍結集一一軍高官が明らかにしたところによると，

完全に武装したパテトラオとベトミンの 3個大隊がラオスのロンチャン県のムア

ン・グアンに集結している。ムアン・グアンはタイ・ラオス国境から約2～3km

であるがナーン県の共産テロリストの活動が活発化することが懸念されている。

現在，ナーンには第 1騎兵隊，第7山岳騎兵隊の他，ピッサヌロークから応援

隊が出ている。

V憲法草案第3読会を通過一一一制憲議会は満場一致で憲法草案を国民議会へ提

出することを決定した。 2月22日に聞かれる国民議会で，署名を求めるために憲

法を国王に提出するかどうか決定する。タノム首相はすべての議員にこの重要な

議会に出席するよう要請したといわれる。

v投資委員会は次の企業を奨励産業として認可した。

1. The Thai Durable Textile Co. 紡織，年産4200万ヤード，投資額

3500万パーツ。

2. The Universal Electric Co., Ltd. ラジオ， T.V.スピーカー，および

トランス，日・タイ合弁。

3. Mr. Vithya Viriyaprapaibit 窓わく，年産800kg，タイ・香港合弁。

4. Cosmo Dial Manufacturing Co. 時計ダイアノレ，年産120万個，投資額

1500万パーツ，タイ・スイス合弁。

5. The Sawankaloke Cotton Mill Co. 綿および綿実， 4000トン， 9600ト

ン，投資額1000パーツ。

なお，投資委員会はカオリン，絹，天然ゴム加工を奨励産業の中に入れること

を決定した。

9 日 V厳重警戒体制一一一政府は共産分子が軍駐屯地を一斉攻撃するとの情報を得て

34県における陸海軍3軍および警察に対して厳重警戒体制を命令した。今回の警

戒令はラオスのムアン・グエンに共産軍3個大隊が集結中との報告があった直後

に指令されている。共産分子はB52爆撃機のあるウタパオ基地をはじめとする米

軍基地およびタイ空海軍基地に対する攻撃を計画したといわれる。

-177ー 一（ 21 ）ー

句、



タイ（2月〉

10日 Vスントーン経済相辞職。

vタナット外相，アジアの解放運動強調一一タナットコーマン外相はニューヨ

ークで，古典的な戦術では東南アジアにおける共産主義の挑戦に対抗することは

出来ないと次のように語った。

われわれは伝統的な戦争よりいわゆる“解放運動”に対決しなければならな

い。古典的な戦争の意味ではなく，国民解放戦争の意味において挑戦にいかに

対抗するか研究せねばならない。タイにおける共産主義者達は決して“共産主

義者”という言葉を使わない。彼等は自らを“ナショナリスト”と呼びすべて

の種類の人を代表している。

12日 v政府は憲法発布と総選挙後の政治的安定と国家の治安を確保するため，次の

立法措置を講ずる模様である。

1. 政党統制法

2. 総選挙関係法

3. 新聞統制法

4. 労働法

5. 反 共 法

これらはいずれも総選挙前に立法化されよう。

フ。ラパート副首相はこれに関連して次のように述べた。

共産分子は農村で武力やテロを用いてわが国を奪う橋頭壁を築こうとしてい

る。憲法発布とともに彼等は政治的手段を用いるだろう。特に総選挙を通じて

浸透しようとするだろう。

サウエーン中将によると，タノム首相も来る総選挙に直面する危機に充分気

付いているが，首相は憲法発布を遅らせる気は全くない。それは，パンコクの

新聞や世論が憲法の早期発布を期待しているからである。

Vジャーナリストに対する入国規制一一政府は外国の新聞記者や通信社などに

対する入国規制を強化すると発表した。

vタイ空軍機，共産ゲリラ陣地を爆撃一一タイ空軍のT28型機は11, 12両日，

タイ北部のチエンラーイ県の共産系メオ族の陣地を初めて爆撃した。

Vポットサラシン開発相は経済相に任命された。

Vタイのプρラパート副首相兼内相は，タイは近く兵員1万人をベトナムに増派

すると言明した。

同国は現在2300人をベトナムに派兵している。
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14日 Vチェンカムで撃墜されたヘリコプターの周辺での戦いが続いている。この戦

いで政府軍は更に3人が死亡した。

18日 v政府の発表によると先週42人のテロリストおよびその支持者を逮捕， 2人を

殺した。

チェンカム郡チェデ、ィー・カム村では 1人の政府軍が殺され，応援にかけつけ

たヘリコプター 1台が撃墜されて，政府軍5人が殺され， 7人が重軽傷を負った。

Vナーム貿易局長によると日本は 3月， 4月積みメイズ14万トンを買付けるこ

とに同意した。しかし，実際には10万トンしか集荷出来ず，残りは 5月にのばさ

れるものと考えられる。

この発表の後，メイズの市価は直ちに上昇している。 1月26日に60kg当り56～

57パーツであったが， 2月15日には60パーツにまで値上りしている。なお， 3月

積み輸出価格は， 54.54ドル／トンに決められた。

19日 vゲリラ浸透激化一一タイのタノム首相はタイ北部および東北部に対する共産

ゲリラの浸透が強まっていることを明らかにし「メオ族，ヤオ族やパテト・ラオ

のゲリラ部隊は北ベトナムの要員に指導されて，ナン州から初めてチェンラーイ

県にまで侵入してきた」と述べた。

V憲法発布は圏内情勢次第とタノム首相語る一一タノム首相は記者会見で，も

し情勢が深刻化すれば総選挙を行なうことは出来ないかも知れないと述べた。共

産テロリストの活動は北部，東北部，西部，南部のほとんど全国で活発化してい

る。彼等の活動は特にチェンラーイでますます激化している。彼等は主としてパ

テト・ラオ，ベトミン，ミャオ族，ヤオ族である。

20日 vタナット外相，自立を強調一一タナットコーマン外相はタイ・ジャーナリス

ト協会の主催するぜミナーノレで次のように語った。

アジアの小国は相互援助および自助をはからなければならない。われわれは

アメリカが将来もこの地域に人や物資や金をつぎ込むことを期待出来ない。す

でに多くのアメリカ人がこのことに不満を述べているからである。ヨーロッパ

やアメリカなど遠く離れて住んで、いる人は，アメリカがヨーロッパ外の地域に

は関心をいだいていないと洗脳されて信じているものがある。はと派と呼ばれ

る人達は犠牲を嫌ってベトナムやタイやラオスのために闘おうとしない。今犠

牲を払わなければ将来の犠牲が大きくなるばかりである。はと派は自らの政府

のみならず，彼等の支部国をも攻撃している。将来，われわれは遠く離れた人

人に頼ってはならない。われわれには危機に直面する以外に選択の道はない。
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インド，インドネシア，カンボジアなど北京を喜ばす型の中立はとれない。コ

ミュニストに対する戦いは武器のみならず頭脳で戦わなければならない。

Vタナット外相はシアヌーク殿下がタイ固との会談にハイレベルの代表者を送

りたいと発表したことに対して，タイ国の名誉を傷つけるものでなければいつで

も交渉に応じると述べた。

22日 V憲法法案可決一一国民議会は満場一致で憲法法案を可決した。

27日 v内閣はパンコク・トンプリ一両市の議会選挙を要求する法案を認めた。この

法案が通過すると90日以内に選挙が行なわれる。なお，この法案は内務大臣に議

員の任命権を与えた革命団布告 34,40, 50号の布告を廃止することを要求して

ν、る。

28日 Vタナット・クープドミユルピ、ル会談一一一パンコク・ポスト紙によると，バリ

で、行なわれた，タナット外相，クープドミュノレピノレ外相の非公式の会談によって

多少悪化していたタイ・フランス聞の関係は好転した。

タナット外相はベトナムやその他の世界の重要問題に関して見解は異なるが，

タイ国政府はフランスおよびフランス国民との友好関係を深めたいと伝えた。両

大臣は意見の調整の可能性のないところでは“意見が一致しないことに意見が一

致した”が，両者は種々の国際問題に関する相手の立場を理解したといわれる。

特に，ベ十ナムとカンボジアに関する両国の論争については，相互理解が深められ

た。タナット外相によると， “フランスはアジアで重要な役割を続けることを欲

しているが”そのためには， “タイ国の戦略的，経済的その他の力を考慮して，

タイ国のフレンドシップを必要とすることを認識しなければならない”と強調し

たと伝えられる。

Vプラパート内相は，サムットサーコン県に怪しい一団が上陸したというニュ

ースに関して，共産分子は陸上での警戒がきびしいために海からタイ国に浸透し

ようとしていると警告した。

V経済省は 3月の米輸出プレミアムを次のように定めた。これは 2月のプレミ

アムに比較すると， 400～500パーツ高くなっているが，これは国際価格が上昇し

たにもかかわらず（ 1月比8ポンド高〉国内価格が下落してこの差が聞きすぎ、た

ためである。詳細は次の通り。

1. White rice 

2. White rice 

3. White rice 

%
%
%
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2,070パーツ／トン

1,970 グ

1,910 II 
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4. White rice 15% 1,850パーツ／トン

5. White rice 20% 1,670 " 
6. White rice 20%以下 1,570 " 
7. A・1broken rice 1 class 1,450 " 
8. A-1 broken rice 2 class 1,270 " 
9. Lower grade broken rice 1,220 " 
10. Glutionous rice 1 class 1,470 " 
11. Glutinous rice 2 class 1,430 ” 
12. Glutionous (broken) 1,120 " 
13. Parboiled rice (100%) 1,490 骨

14. Parboiled (lower grade) 1,430 " 
29日 V ピヤ法相は憲法改正は議会の直接の責任であると語った。

Vタウィ一国防副大臣は記者会見で，タイ国は地対地ロケット砲を完成したと

発表した。

V共産主義鎮圧司令部のサイユット少将は，タイの共産分子テロ活動は減少し

ていると次のように語った。

現在，共産分子は政治的勢力の強化と組織化をはかっている。勢力分配は次

の通り。

東北地方 1700～2000名 80グループo

（シンパ，支持者，食料供給者など 1万名）

南部中部 250名 17グループ

中

北

部

部

200名

150名

18グルーフ。

6グノレープ

（ほとんどメオ族）

役人の殺害は1966年44人から39人に，村長の殺害は87人から78人に減少した。

しかし，武力の衝突は217回から 370回に増加した。このように衝突の増加した

原因は1967年 1月に0910計画として知られる CommunistOperations Command 

Village Security Programを開始したためである。

タウィ一国防副相は，アメリカの軍事援助はベトナム情勢を反映して，毎年

5000万ドルから7500万ドルに増加したと発表。
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I タイ国アメリカ商業会議所におけるアンガア米大使の演説（要約〉

Bangkok World 1. 19 

諸君と懇談する本席で私はわれわれが現に滞在中のタイとアメリカ人としてのわれ

われとの関係について最初に述べる次第であります。 タイとアメリカとの関係は記録

に記載されてある通りで特に説明を必要としませんが， 両国間の一部基本関係がやや

もすれば忘却されがちなため， 私はこの機会にこの関係を明白に述べたいと存ずる次

第であります。まずこの演説の冒頭で私自身がアメリカ大統領の代表者としてタイに

現在駐在するだけでなく， 以前にタイとラオスとに外交官として滞在し，最近ではベ

トナム問題を主として東南アジア問題を担当してワシントンに勤務し， 以上通算して

10年聞東南アジア問題に没頭してきたことを述べるものであります。

周知の通りベトナムは今日のアメリカにとっては最も重要複雑な問題となっており

ます。 さてこの問題点とは，東南アジア諸国が各自の自主性を堅持することによって

破壊を目指す共産勢力の侵略を阻止できるか否かでありまして， この意味でベトナム

戦争の締結は極めて重要であり，そしてまた， 東南アジアの平和と秩序とを維持し東

南アジア諸国の自由を保証するような方式でベトナム問題を解決することを念願とす

る点ではタイ国政府はアメリカに劣らないものであります。

タイ国政府は東南アジア条約機構（SEATO）に加入して共同防衛態勢を整え，かく

して以上述べたタイの立場を明白に示し， なおまた北ベトナムの南ベトナム浸透を防

止するため必要なアメリカ空軍のタイ領進駐を承認し， タイ自身も南ベトナム防衛の

ため・現地に派兵し，さらにまた， 南ベトナムだけに限らずラオス領の大部分と一部タ

イ領土をすら攻撃する侵略者から，国民を守るため断乎たる措置を採った次第であり

ます。

建国以来700年の長年月を経たタイ王国は自国の思考様式を外国の思考様式に準拠

させることを必要としない国であって， したがって南ベトナム防衛が自国の最大利益

と合致することを知るこの固としては自国の行動がアメリカ国内でのベトナム戦争に

関する賛否両様の如く不一致であると解されることを欲しないのであります。 さらに

またタイは基本政策が単に大国の要望に応ずるためのものと解されるのを好まないの

であります。いずれにせよ，タイは近隣諸国での事態の進展が自国で再現するだろう

との仮定に憤慨していることをわれわれは認識せねばなりません。以下私はタイとア
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メリカとの関係をこの国の諸特質に照らしながら逐次説明したいと思うものでありま

す。

タイ国民は深慮遠謀を旨として政治と経済との将来を開拓することを目指して発展

途上を躍進している団結輩固な国民であります。土地は原則として耕作者が所有し，

全国民が仏教徒のため宗派争いが皆無で， 少数の他宗帰依者は国民生活に同化され融

合している。

タイの長所は以上述べた事柄のほかにも頗る多く， その主なるものを述べるとすれ

ば， 700年にわたって自主独往の発展を遂げたとの自負心， 優秀卓越した指導者によ

る支配， 有能の士を結集した行政府，ベトナム戦場で勇戦敢闘中のタイ国軍，年間生

長率の 8%経済進歩， 農村治安維持と農村開発計画とを完遂するに足る絶大な能力，

社会面と経済面とにおける国民生活の流動性がある。

タイは建国以来今日に至るまで国民生活と諸制度とが植民地としての経験のため撹

乱されなかったとの史実においても無比の国である。 したがって，植民地支配者を追

放するための独立運動が起るべきはずなく， 共産匪はベトナムの場合とは異なりこの

国では草命闘争に忠誠を誓う異分子を育成する機会を持たず， なおまた愛国運動に便

乗して国体の変革をはかる機会にも恵まれなかった。

以上述べた多数長所は別として最大長所はタイ国民が国王と君主制度とを中核とし

て万代不易の挙国一致体制を整え， 全国土にわたってこの国民意識が横溢しているこ

とである。 タイ国王が共産ゲリラの掃討に全力を傾けていることは政権転覆を目指す

破壊工作を封ずる最大障壁として役立ち， したがってタイでは共産党の反政府運動が

民衆の支持を得ることは至難で、もあり徒労でもある。このことの一例を指摘するなら

ば， 1千万人以上の人口を擁する貧困な東北地方では反乱軍が最近数年間破壊活動を

続け現住民の強制徴募を行なってきたものの彼等の総員は 2千名に充たない。 しかも

信頼すべき情報によればこの人数のうち 1千名余りは中国， 北ベトナム，パテト・ラ

オ根拠地で訓練を施された者達である。ではこの反乱軍の使命は何か。それはほかな

らない交戦， 殺害，政治工作である。彼等の使命は要するに政府と農村との紐帯を切

断し， 政府を打倒し代って共産政権を樹立するにある。反乱軍はこの使命を達成でき

ない。だがタイで共産ゲリラ隊が活動していることとアメリカ軍がタイ国内に常駐し

ていることとを綜合して， アメリカ軍の駐留目的は農村地方で反乱軍とひそかに交戦

して治安を維持するためだと誤解されている。だがアメリカ軍はベトコンを相手とす

る辺地作戦に従事するだけで， しかも空軍を除き地上部隊は戦闘任務に従事するため

の装備も組織も持っていない。 タイ国政府が再三言明した如く，政府が共産ゲリラ隊
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討伐のため必要とするアメリカの援助はタイ国軍と保安隊とにゲリラ隊討伐に従事す

る余裕を与えることに過ぎない。

われわれが正しく認識せねばならないことは， まずタイ国政府の反乱軍掃討計画に

アメリカが与える援助が， その本質上アメリカがこの掃討戦に直接介入することを許

さないとの点である。次にアメリカがベトナム戦争に忙殺されて，反乱を鎮圧し反乱

軍を国土から一掃するに必要な要員の訓練と装備の供給とを怠ってはならないとのこ

とがある。

タイが第2のベトナムと化L, アメリカ軍がタイ国内で共産軍と早晩戦わざるを得

ないだろうとの不吉な予言はすでに行なわれているし今後もかような予言は跡を絶た

ないであろう。たしかに，タイは「民族解放戦争」の美名に隠れて支配圏の拡大を企

てる共産勢力にとっては好餌に相違なし この点でタイはベトナムに似ている。だが

現在の事態を正しく認識するためには 1966年以来の事態の推移を回顧せねばならな

い。 1966年には1965年に雌伏していた共産ゲリラ隊は俄然猛威を揮い， 1965年に北京

の予言した反乱活動に符合する武装決起を行なった。共産反乱軍の活動は1966年末に

は最高潮に達し， 1967年 1月には政府の掃討作戦強化に伴って武力衝突件数は激増し

た。だが1967年3月には反乱軍は政府軍との接触を避ける戦法を採り，そのため武力

衝突の月間件数は 3分の lに減少し，農村での共産主義宣伝会合件数も激減し，暗殺

件数も徐々に減少し最近2年間に比し現在では著しく減少している。

以上述べた如く事態、が好転した理由としては，国軍と保安隊とが共同作戦を通じて

反乱軍を圧迫したことと政府の農村開発計画が広地域にわたって実施中とのことがあ

る。国軍と保安隊とは反乱軍をゲリラ戦根拠地から駆逐し，そのため反乱軍は食糧，

情報， その他の供給源との連絡を絶たれ，投降者と脱走者とが続出した。このことは

脅迫されるか私欲に釣られて反乱軍に参加した一部農民が， 政治上の動機に基づき行

動しない烏合の衆に過ぎないことを証明した。

しかしゲリラ隊の中核体は訓練を積み規律を厳守し共産主義を徹底鼓吹された反徒

である。ゲリラ隊は主として東北辺境地方で活躍し，最近では諸他地域も反乱の徴候

を呈している。反乱軍の長期計画はタイ国内に革命根拠地を確立するにあるが，差し

当つての目標はラオス経由で南ベトナムに浸透する共産軍の側面掩護， ベトナム援助

に使用の軍事施設を含めてタイ国内の軍事施設を破壊する能力の強化， タイ国政府と

アメリカとの協力体制を疑問視させ， 友好国タイの国情安定につきアメリカに不信感

を抱かせるにある。

タイ国政府は農村の反乱傾向を抑圧するため有効な計画を実施した。政府はこの計
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画の実施と農村開発計画の実施とに多額の資金を投入し， そのため破壊勢力が農村に

根をおろすことは至難となった。 タイ国政府とアメリカ政府とはアメリカの経済援助

と軍事援助とをこれらの計画に最も役立たせる方法につき合意した。

農村開発計画の主要目標は県道を主として諸種陸上交通網の整備拡充，農村におけ

る農業施設・公衆衛生施設・教育施設・諸他公共施設の増設， 農民団体の助成，飲料

水と潅概水とに必要な水資源の開発である。諸他開発事業の内容は反乱軍の脅威にさ

らされる僻村での地方保安隊の増強， 反乱勃発に則応した軍隊と警察隊との動員，大

規模な共産勢力浸透を阻止できる最新装備軍隊の養成である。以上述べたタイ国政府

の努力を援助するためアメリカは経済面と軍事面とで多くの費用を支出し， 昨年の援

助費総額は 1億ドルに達した。

アメリカがタイ援助計画で教育・技術訓練・諮問と勧告などの分野に重点を置いて

いることは最新知識と最新技術とを歓迎するタイの伝統に即応している。アメリカは

タイの要請に応じてタイが必要とする技術顧問， 訓練指導者，諸種専門家を大量提供

することを約した。アメリカの提供する援助資金の大部分はタイ国の文官と武官との

訓練と再教育とに割り当てられ， 1949年以来アメリカとその他の国で高度の訓練を受

けたタイ国人は 5千名を超えた。アメリカの援助資金は政府の大規模な要員養成計画

にも割り当てられた。 この養成計画には数種あり，まず1968年末までに国家警察隊員

1万2千名の新規養成計画， つぎに農村開発促進計画の実施に要する技術要員の養成

計画一一700名はすでに基本課程を修了し， 1500名は諸地方で実務訓練を受けている

そのほかに， 農村保健事業に従事する巡回医療班の養成計画，農村青少年に基本職業

技術を授ける巡回技術指導班の養成がある。

タイとアメリカとが何故にかくも多種多様の事業分野で共同提携しているかを理解

するためには， タイ以外の地域，つまりベトナムを含めて東南アジア全域を観察せね

ばならない。繁栄を誇る地域となる潜在力に恵まれたこの広大な地域には2億5千万

人が居住している。中共と北ベトナムとの共産圏拡張主義を阻止する有効な障壁が存

在しないとすればこの地域は支配欲に駈られる共産主義の魔手から免れることはでき

ないであろう。強大な労働力の貯水池でもあり西欧全域に匹敵する豊鏡な土地資源，

無尽蔵な水力発電能力， 老大な地下資源と豊富な石油資源を包蔵し，太平洋と印度洋

とを結ぶ陸海空路を持つこの絶好の地理条件を具えた東南アジアを共産勢力の蚕食か

ら守ることはわれわれの義務である。アメリカは以上述べた東南アジアの重要性を考

慮して独自の東南アジア政策を決定した。 この政策は不安なく安定しゆたかな生活を

目指して前進することを国是とししかも独自の国民性を維持しようとの東南アジア諸
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国に共通の決意を支持することを目標としている。アメリカは東南アジアの各国と大

同小異の相互関係を結び， この関係を通じて双方に有利な平等で、進歩性に富む共同一

致体制を維持することを目標とし， かかる関係の好例はタイとアメリカとの関係であ

る。

タイは東南アジア諸国と世界の地域とに対して独自の構想、に基づく政策を推進して

、きた。かかる独自の政策についてはタイとアメリカとの立場は完全に一致している。

タイはアメリカと同様に自国の利益のためベトナムを援助している。アメリカがタ

イを援助する理由も自国の利益のためであって， ベトナム問題が重大な点でこの問題

をはるかに超える将来の大問題の一局面に過ぎないと確信する点でアメリカはタイと

全く同一である。 この将来の大問題を解決する鍵はタイ国民とアメリカ国民とが緊密

に協力提携することにほかならない。この大問題を解決することは両国関係の効力を

験す絶好の試金石ともなるであろう。私は両国関係が現在の如く多方面にわたって緊

密に維持されることは将来必ずや多くの収穫をもたらすものと確信している。 タイは

共同防衛を目的とする SEATOに加入し，北ベトナムの侵略を阻止するためアメリカ

空軍の国内常駐を許した。 さらにまたタイは南ベトナムに派兵し，南ベトナムとラオ

スの大部分とのほかタイ本土自体をも共産勢力の攻撃から守るため断固たる措置を採

った。

共産勢力がタイを攻撃目標とする理由はこの国が東南アジアで重要な戦略地位を占

めるためで、あるが， ベトナム戦争勃発以来この国が東南アジアで占める重要な地位は

ますます鮮明に浮び上った。

タイとアメリカとの関係、が両国の新聞で酷評されている点については私は責任ある

自由討議の効用を非難するものでないものの， タイとアメリカと協力関係にかかわる

一部事実が曲解され， そのため両国の利益が損われ，ベトナム問題の解決に支障を生

じていることは憂慮に堪えない次第である。かような虚伝と事実歪曲とは最近とみに

激しく行なわれ， そのためタイ国民は動揺するに至った。自国が外国人に批判され詰

問されるのは決して愉快ではない。 しかも自衛のため多年間細心綿密に推進してきた

国策・事業計画・諸制度の真価が外国人によって疑問視されることは不快の極に相違

ない。

自主国家として 700年以上の歴史を持つタイは外国の行動規範に準拠して自国の行

動様式を定める必要を少しも感じない。 さらにまた，タイ国民はベトナム防衛がタイ

の最大利益につながることを認識しているが故に， 彼等の行動がアメリカのベトナム

政策につき行なわれている矛盾した見解に照らして解釈されることを望まない。 タイ
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国民は彼等の政策が，大国の要望に応じて打ち出されたものだと推定されることを好

まない。彼等は隣国での事態の推移が，タイでも必ずや再現するだろうとの皮肉まじ

りの推定に多くの憤りを感ずるものである。

タイが第2のベトナムと化し， アメリカ軍がタイ圏内で共産反乱軍と交戦するは必

至だとの不吉な予言が盛んに行なわれていることはすで、に述べた通りである。たしか

に民族解放戦争を手段として支配圏の拡大を目指す共産勢力にとってタイが好餌であ

るとの点ではタイはベトナムに似通っている，だが諸他の点では両国に共通点はない。

主としてタイ国外で訓練された共産テロ行為者がタイ圏内で暴力行為と殺害とに耽っ

ていることはタイでは共産勢力が国民の政治意識に喰い込めないことを証明する。ベ

トナムの場合とは違って， タイでは共産勢力は革命闘争の支持層を育成する機会を持

たず政権転覆に国民の愛国心を利用することもできない。

東北地方での共産反乱軍討伐が着実に成果を収めている事実に着眼して私はタイ国

政府が討伐に従事する軍隊と警察隊とを増強し， 反乱軍の攻撃目標をなす農村に常駐

保安隊を配置し， それと同時に村民の正当な苦情と抱負希望とを理解して有効適切な

対策を講ずるならば， タイ農村で共産組織を確立しようとの反乱軍の計画は1967年と

同様に本年も挫折するに相違ないと確信している。

E タイのゲリラ戦区域拡大

Le Monde 2. 21 

特派員ジャク・ドコノレヌワ

タイの軍事情勢を判断しようとする人は誰でもこの情勢のあらゆる面を正確に把握

することが不可能なことを悟るだろう。 したがって，不充分で互いに喰い違う情報の

断片を綜合して判断を下すだけで満足せねばならない。 とにかく情報を綜合して見る

と，眼まぐるしく変転する事態と諸種事件の交錯， 小規模な奇襲，小集団相互間の揚

げ足取りと中傷， 小劇場で演出の事件と同様の眼まぐるしい動きを示すゲリラ戦の散

発と拡大とがまざまざと感じられる。不穏な動きを示した一部地方が一定期間鳴りを

鎮めて現実面から影を消すことがある， だがその反面には従来平穏無事と思われ世人

から黙殺されてきた一部地方が突如注目されるような動きを示すこともある。

わずか 1週間の情勢を簡単に要約すればこうである。まず共産党側は死者4,5名，

負傷者約21名，投降者約10名， これに対して政府軍の損害は死者3名乃至4名，負傷

者若干名で，これが6省で約15日間にわたり行なわれた交戦の結果である。時にはも
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っと大規模な事件の発生することもある。例えば北方のナーン県でヘリコプターが先

目撃墜されたし 同じく北方のチェンライ県で、は空軍が活躍した。諸地方から得た情

報を綜合すると， 最近4週間に全国71県のうち12県で、程度の差はあれ重大事件が発生

したことになる。

従来不穏な動きを示した東北地方と最南地域とのほかに最近では北部， 中央西部，

バンコクの西南方に当るピルマ領とタイ湾との間にある地峡が，情勢不穏な地方とし

て新規に登場した。

執劫に拡大し続ける共産勢力が何を狙っているかを探る方法としては農村開発促進

計画区域を考察することが有効である。内閣書記官長プラソン・スクムの声明による

とこの開発計画の目的は「政府と農民との聞に存在する空隙を解消するにある」。彼は

アメリカから多くの援助を受けた。 さてこの開発計画が逐次実施されるに比例してゲ

リラ隊根拠地が増加するとの現象が認められる。開発計画の施行区域は最初は東北14

県だけであったが後程北部14県が追加された。 さらにまた程なく最南端の地峡にある

プラチュアップ県も追加された。なおまた，ピyレマ領とラオス領とに接触している中

央西部辺境地帯と東北国境地帯が開発計画に包含されないとも限らない。そうなれば

開発計画から除外され， そしてまた共産党の軍事活動地域からも除外されるのはパン

コクを中心とする平原と河川流域とからなる中部地帯だけとなる。

統計を見ると 1961～66年間に中部平原の 1人当り所得は30%増であった，しかし所

得増は南部ではこれほど著しくなく， 北部では微々たるものであった。東北地方では

所得は少しも伸びなかった。東北地方住民の 1人当り所得は中部平原住民の 4分のし

全国平均所得の辛うじて 2分の lである。 さて東北地方にはタイ国総人口の約3分の

lに相当する 1100万人が居住している。この広大な低開発地域一一ーただしこの地域だ

けが唯一の低開発地域でなく， そしてまた政治面と経済面とに諸種困難の存在する唯

一の地域でもないことを忘れてはならない一一の政治面と経済面とでの著しい遅れを

早急に取り戻すことを目的として現に地域利用計画が実施中である。 この計画の構想、

はアメリカ公文書に手際上くかように要約されている。すなわち「アメリカのタイ援

助計画は農村地帯での共産主義者の反乱を制限，拘束， 限定することに努めているタ

イ王国政府を援助することを唯一の目的とする。アメリカの援助は最初は東北地方に

集中されるJ。この声明通り援助費の70%は東北地方に注入された。

タイ王国政府は道路網を整備完成して諸地方を首都と中央政府とに直結させること

を当面の目標としている。 これとは別に政府は生産部門，教育部門，保健衛生部門で

も所要の措置を実施し始めた。
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治安維持の問題も忘却されていない。 1967年にはアメリカからの援助費の40%は地

方警察の増強に使用され，かくて東北地方で、駐在所が150ヵ所増設され， 1968年と1969

年とにさらに 500所新設の予定である。そうなれば全国にわたって警察網は完備する

こととなり， 東北地方だけでも1968年中に 1万2千名の警察関係職員が新規に任命さ

れるはずである。 この人数だけでも多いのに加えてほかに村長と緊密に連絡する「農

村保安隊j とアメリカが維持費の一部を負担する軍事教練所とがある。

巡回医療班の新設， 良好な道路と小水路との設置，東北地方と近い将来に北部とに

割り当てられる予算が国家予算で多くの比率を占めること一一これらの事柄は富める

地域と低開発地域との聞に存する空隙を，徐々に解消しようとする政府の努力を物語

るものである。

しかし国内の一部方面では警察組織の強化が憂慮されている。その理由は治安維持

の大任を担う警察が組織拡大のため強気となりそのため多くの事件が発生したからで

ある。 このことは別に，アメリカ軍の駐留が貧困地方の社会機構を圧迫していること

も否定できない事実である。周知の通りパンコクの売笑婦には東北地方出身者が多い。

最近発表の調査結果によると， コーラートのアメリカ軍基地周辺で働いている新聞の

いわゆる「調査済の売笑婦」は2100人である， だがこの人数は実際よりも少ない。こ

の売笑婦達の80%は文盲者で大部分はひと儲けする魂胆で東北地方から基地にやって

きた連中である。

中央政府と地方出先機関とは次第に増加する情勢不穏な諸省に関して軍事報告を今

後発表することを好まないであろう， だが発表する気があるならば素早く発表すべき

であって， そうすれば知足安住の地方と不平不満の地方との地域差が拡大し続けるの

を多少共阻止できるであろう。タイ通の某アメリカ人は記者にこう語った， 「私は平

穏無事な省とか平穏無事だと評される省を信用しない。私は対抗措置が公然実施され

ることを望む。 というのは，そうなれば共産勢力の実体を確実に把握できるからだ。

だがそうなると……」。

(2月20日パンコク発〉
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タ イ

2 8 Vプラパート副首相はフィリピン，中国，日本，韓国への訪問のために出発。

4 日 ，タノム首相は共産ゲリラの数は北部800名，東北1000名，南部400～500名，

だと次のように語った。北部では Thoengに約200名， Chiengkamと Tung

Changに各300名で，ゲリラ部隊はラオス経由で密輸されたソビエト製の近代的

武器と中共の武器で装備されている。

また，タイとラオスの軍隊が共同して対ゲリラ戦に従事しているとの噂は誤解

である。ラオスは中立国である。

, SEATO第35回の演習が開始された。この演習にはオーストラリア兵279名，

英国649名，米国569名，タイ国698名，ニュージランド27名，フィリピン7名

の兵士が参加している。

Vタノム首相は総選挙後ポット現開発相に政権を担当して貰いたいと次のよう

に語った。

民政に移管した後は軍の面倒をみたい。国の安全が脅やかされれば，ポット

氏は，武官と文官の合同の政府を率いるととができる。タイ国の歴史をみると，

軍の指導者が文官を加えて国を治め危機を切り抜けている。

V工業省の発表によるとミンブリー郡，パンチャンに約600ライの工業団地を

設立の予定。

Vオランダ貿易使節団来タイ。

5 8 , 22機のヘリコプターと18隻のパトロール船がアメリカの援助によって警察局

へ引渡された。 22機のヘリコプターのうち， 6機は Bell204 Bs, 16機は FHlOOO

である。パイロットの訓練を含めて総額650万ドル。

6 8 , N. E. D. B.は第2期5ヵ年計画における国民総生産の達成目標を 8.5%から

6-7%に下げた。

これは1967財政年度および1968財政年度における農業生産が減少したためと，

ジュートおよびゴム価格が下落したためである。

7 日 V工業省は国内の糖価安定のためにタイ製糖工業会から 6万袋(1袋100kg）の
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砂措を 1袋あたり 449パーツで員Lナ、れることを決定した。

v投資委員会は次の 5企業を奨励産業として認可したυ

(1) TheじhiengmaiTea Limited Partnership ランパーンにて緑茶年産

伺トン，投資額60万ノミーツ。 (2) The Sethavatana Co., Ltcl‘ スラーケ三

ーにてホテノレ 110客室，投資額800万パーツ。 (3) Swan Industry Limited 

Partnership エーロゾノレ容器， 年産300万繕， 投資額 180万パーツ。 (4) 

Saratis Industry Limited Partnership ボタン，年産200万グロス，投資額200

万パーツO (5) The Siam Chemicals Co., Ltd. 水酸化アルミ年産 4500～

6000トン，投資額llOO万パーツっ

8 B V元駐タイ米大使 KennethT・ Y ounyは下院外交委員で，タイ国における反

乱活動が増大すれば，米国はタイ国の米軍出動要請にこたえるべきだと大要次の

ように証言した。

タイ国が次のベトナムになるとは思わない。タイ国政府は中共や北ベトナム

の指揮によって破壊活動の行なわれる地域にならないよう積極的に行動してい

る。タイ国はこの世紀の問，牽制の原則を理解し複雑な国際状勢の中で他国の

力を利用しながら外交を処理してきたことで称賛を受けてきた。彼等は権力，

軍事力，外交を十分に理解している。さらに国主の指導のもとにタイ国はアジ

アにおいて最も統一のとれた発展しうる国である。東南アジアは，西太平洋と

インド洋を結ぶ戦略的重要地点である。東南アジア諸国連合はもし加盟国，タ

イ，マレーシアラシンガポーノレ，インドネシア，フィリピンが当分の開発民し

つづ、けるならばかなり有望である。タイ国はアジアでまずまず重要な役割を果

してし、る0

9 日 Vバンコクポスト紙によると，タノム首相はすでに政党結成の動きを始めてい

る。ポット開発相は元勅選議員のクVレープと数回の会合をf二年っている。ラヨンIU

身の SavetPiempo昭 sarn（元大蔵副大臣で有名な弁護士）が Pote氏の主な組

織担当者である。彼はコンケーン出身の元議員 CharubutτRerngsuwanと共に

米国やヨーロッパ，その他のアジア諸国を廻り政党組織に関する情報を集めてい

る。その他ポット氏との非公式の会談が政府の内外で持たれているのその主なメ

ンパーは次の通り。

Surapon只Trirat チャンダブリ－／：H身元議員

Che Abdullah Lan印 utch パッタニー出身元議員

Prasert Sutbanthat サラブリ－IH身元議員
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Khun Khongrit Serksakorn ナコンラーチシーマー出身元議員

Mrs. Raem Promobon Bunyaprasop プーケット出身元議員

Mrs. Suni Telan ラノン出身元議員

Sanon Saisawang ナコンパトム出身元議員

Norn Upramai ナコンシータンマラート出身元議員

Dusit Boontham ナコンナーヨック出身元議員

Somboon Bandhit ナーン出身元議員

Kiat Narkapong マハーサラカム出身元議員

Prasit Chulaket スラータニー出身元議員

Pheng Limpapan スコータイ出身元議員

11日 Vタノム首相は近い将来，米国との新たな軍事協定を期待していると次のよう

に語った。

現在外務省と米大使との聞で交渉が進められている。米国は当初乗り気では

なかったが，タイ政府は米国が日本，韓国，台湾との協定ですでに実施してい

るものに過ぎないことを指摘した。タイ国はこれ以上の米軍が駐留することを

要請はしない，ただより良い取決めを行ないたいだけである。

v労働局は警察局に対し労働者の福祉に関する労働法の施行に協力を求めた。

労働局は労働法に違反する工場や企業に罰金を科すよう警察に要請している。こ

れまで罰金が十分でなかったために違反がしばしば行なわれたが今後は最初の違

反は 500パーツ，それ以後は裁判にかけられる。

Vコーラートで弾薬庫爆発一一コーラート空軍基地南方6.4kmで弾薬庫が爆発

し2人の米軍飛行士が死亡し10人が負傷した。また， 3人のタイ人保安係も負傷

した。当局の調べによると弾薬を運搬中といわれるが，破壊活動の形跡はない。

爆発したのは 750ポンドの通常爆弾で当時信管は取りつけてなかったが，取扱い

によっては爆発することがあるといわれる。詳細は不明。

Vタイ国産業金融公社は貸付利子を 9%から10%に上げると発表した。これは

最近，当公社に融資を行なったアジア開発銀行の勧告に従ったものである。

12日 vタイ，ラオス国境閉鎖一一タイ政府は12日，タイ東北部のナコンパノム県の

ラオスとの国境を閉鎖した。この閉鎖は， 11日ラオスのパテト・ラオ軍と北ベト

ナム軍2個大隊が国境沿いのターケークから 4.8kmの村でラオス政府軍と衝突し

たとの報告に続いて行なわれた。

’タイ・タピオカ輸出組合の発表によると，米国が輸入を減少したためにタイ
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のタピオカ業界は危機に瀕している。米国は昨年1月1万2千トンを輸入してい

るが，本年はわずか3748トンである。これはタイ国のタピオカの価格が高く，米

国のコンスターチに代替されるためである。タイ国のタピオカ粉の価格を引下げ

るためにサイロ建設が考慮されている。

13日 V国王，憲法の早期発布を公約一一国王はタマサート大学の恒例の会合で学生

達に向って，憲法はできるだけ早・急に公布したいと次のように語った。

憲法は国王に上提された後初日以内に署名し公布することになっているが，

憲法草案は非常に良くできているのでできるだけ早急に公布したい。法律が良

くても行政が良くなければ法律は何等意味を持たない。われわれが独立を保っ

てきたのはわれわれが良き支配者と行政者を有していたからである。

14日 Vプラパート副首相訪日一一フ。ラパート・タイ副首相兼陸軍司令官は，マライ

内務次官補らとともに14日訪日した。同副首相は19日まで滞在し，佐藤首相，三

木外相，増田防衛庁長官らと会談する。

v政府は SiamCementのアユッタヤー工場の生産能力を日産3600トンに拡張

する計画を認可した。この拡張は新たな大型の設備投資をすることを意味してい

る。しかし，品質の低下，外国企業の49%以上の投資，クリンカーの輸入は認め

られない。

15日 Vバンコク市場の金価格は今週初頭（11日）の 15g当り 404パーツから 430パ

ーツに高騰した。しかし，金買付けのラッシュは見られない。

Vクアン・アパイウォン元首相死亡一一－I<;huangAphaiwang元首相死亡。 66

才。 1932年の革命にいわゆる Promoterとして参加。以後， 4回にわたり首相を

つとめた。

1944. 8～1945. 8 

1946. 1～1946. 3 

1947.11～1948. 2 

第1次アパイウォーン内閣

第3次か

第3次汐

1948. 2～1948. 4 第4次グ

Khuang Aphaiwongは1902年5月17日にパッタンパンで当時東部地区（現カ

ンボジア領〉の総督であった PhyaAbhai Bhubesrの子として生れる。

その後，フランスに留学し土木工学を学ぶ。帰国後逓信局に勤め後局長に昇進。

1932年の草命には Promoterとして参加。パンコクのすべての回線を切断した。

1937年9月～1938年9月第5次ノξホーン内閣で無所任大臣， 1938年12月～1942

年3月第1次ピプン内閣で文部副大臣。 1942年3月～1944年7月第2次ピブン内
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閣で運輸通信大臣。

1944年8月1日～1945年8月31日第1次クアンアパイウォーン内閣， 1946年1

月31日～1946年3月24日，第2次内閣，その後民主党，結成， 1947年11月12日～

1948年2月21日，第3次内閣。総選挙に民主党大勝， 1948年2月21日～1948年4

月6日第4次内閣。

Vアユツタヤー地方裁判所はアユッタヤー市議会t選挙は無効であるとの判決を

下した。

再調査によると投票用紙が投票者数を 141票上廻っていることが判明した。再

選挙は90日以内に行なわれねばならない。訴訟は選挙管理委員会の投票所の設置

が不十分であり， 投票数の計算が不正であったとして，落選した SugrceCha-

mornwanから起こされていたものである。

Vパンコク・ワーノレド紙によると SeniPramojと YaiSawaittachartが民主

党党主の後継者とみなされている。

17 8 T F-lllAジェット戦闘爆撃機6機がタークリー基地に到着した。

18日 Vベッチャブーン県知事チャムyレーン，ヒ。ヤンプットがパンコクポスト紙に語

ったところによると，共産主義思想に染ったメオ族の約4千人がラオスから山脈

沿いに南下し，ベッチャブーン県の山奥で銃器利用の訓練を行なっている。

V タノム首相はラオスの共産軍はターケークの町から15kmの地点まで退却し，

情勢は好転したと語ったよ

’スーム蔵相は金の退蔵を行なわないよう国民に警告した。

パンコク市場での金の価格は 15.244gr.当り 445パーツ（買い）および460パ

ーツ（売り〉である。

Vプェイ・タイ国銀行総裁はゴールドラッシュに関して次のように語った。

タイ国の外貨準備は約10億わレであるが，このうち 85%がusドル， 9%が

金， 6%がポンドである。外貨準備は預金されており年5%の利子を得ている。

これを引き出して金を買えば利子を失うのみならず，近隣諸国のドルに対する

信頼感を益々失なわせることになる。ドノレを弱めないことがタイ国の政策であ

る。しかし， ドル切下げが確実だとの情報が得られれば，金を購入するであろ

う。アメリカは次の理由によりドルの切下げは行なわないだろう。

(1）今年が大統領選挙の年にあたる。

(2）金産国である南アフリカが利益をうる。

(3) ソビエトも大量の金の貯蔵固として利益をあげる。
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(4) ドノレの切下げを期待しているフランスの勝利になる。

l Seni Pramoj元首相は DemocraticPartyの再組織が必要で、あると次のよう

に語った。

Democratic Parけはいかなる個人にも所属していない。党は大衆のもので

ある。従って，指導者は大衆から選ばれるべきであるO しかし，現在党の指導

者にふれるのは時期尚早である。憲法は発布されていないし，政党法や選挙法

もまだ公布されていない。

国民は法律の制定は勿論のこと，内閣の任命や解任にも絶対的に権利を持つ

べきである。’国民によって選ばれない種類の議員があれば，それは民主的であ

るとはいえない。タイ国の政治史をみると，第2のカテゴリーである任命議員

は決して選出議員を助けていない。たとえば，前回の選挙では数人の政治家が

Democratic Partyの名前で選出されたが，選出されると SeriManagasila党

に移ってしまった。 もし， DemocraticPartyが再建されるなら，そして多く

の人々から指導者におされるなら，私は受けて立たねばならない。他に選択の

道はない。しかし，われわれはまずわれわれの党の組織を改め，すべての党員

に対して党への忠誠心を宣誓させなければならない。

19日 l Siriヤラ県知事はゴム価格の下落と早魅による米の不作のためのヤラ県の経

済は危機にひんしていると次のように語った。

ゴムの情勢を改善するためゴム援助基金はゴムの植替えを早急かっ大規模に

行なうよう政府に勧告した。

オイルパームの計画は4年前からあがっているが，これまでのところ具体的

には何も行なわれていない。もし， 3年前に実施されていれば，もう十分生産

が行なわれている。試験場の段階では結果は良好であった。

その他，コーヒーの栽培が有望である。 4年前にくらべると約30%増加して

u、る。

20 B Vタナット外相は， ASEANを軍事同盟にせよとの提案は机上の空論であり何

等意味を持たないとこれを否定した。

Vペラパート副首相は 5日間の公式訪問のためソーノレに到着した。

21日 Vクイブリ郡（プラチャップ・キリカーン県〉で濯瓶局のジープがテロリスト

に襲われ1人が死亡， 6人が負傷した。警察では，丁度通過する予定であった県

知事を待伏せしていたものと推定している。

v内務省の発表によると，全国に約1500万人の有権者がある。パンコク県では
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人口 226万4812人で有権者数72万0458人，バンコク市の人口は201万9383人で有

権者数66万9569人， トンブリ県の人口84万2726人で有権者数25万9669人， トンプ

リ市の人口60人8430で有権者18万5090万人である。

, National Research Councilはアメリカの援助によって“アメリカ人に対す

るタイ人の意見”を調査することに決定した。

この調査はアメリカ人一般，アメリカ軍の駐留，タイ国がアメリカの植民地で

あるという共産国の非難，タイ国でのドルの使用，アメリカの投資，アメリカ系

企業におけるタイ人の賃金，アメリカ人とタイ婦人の路上での抱擁，タイ人のア

メリカ援助に対する期待など広範囲にわたる問題に関してタイ人の意見を取りま

とめようとするものである。すでに10人の専門調査官が東北タイに出発している。

この調査はアメリカの援助計画が，タイ人の希望に沿った方向で実施されるた

めの材料を見つけることを目的としている。

23日 , Thai-Kobe溶接会社として知られるタイ一日本合弁の新しい，近代的な電気

溶接工場が現在ノξンコク郊外に建設中で，今年中頃に操業予定である。

24日 , Phya Sriuisarn元副首相死亡。 1896年2月生れ。 Assumptroncollege, Ox-

ford Universityを卒業1932年革命後，外相就任，後に蔵相，枢密院議員を歴任，

1962年に副首相となる。

v政府に近い筋によれば，共産テロ活動は前週再び活発化した。彼等はナコン

パノムとサコンナコン両県で政府部隊を攻撃，サコンナコン県 BanMakbiaで

警官1名が殺された。政府側は共産分子4名を殺し， 17名を逮捕した。なお各地

の状況は次の通り。

（東北〉政府はメコンを越えてのパテト・ラオと共産分子の攻撃に主たる関

心を抱いている。前週彼等はナコンパノムで政府拠点2ヵ所を攻撃，ウドン，

サコンナコンでも 1ヵ所ずつ攻撃した。ナコンパノム県ナケーのドイ・サワン

＝ノミン・パノー・ドン道路上の橋が焼かれた。ナケーのドンルアン村の警察派

出所が攻撃された。サコンナコン県ワノンニワスの Makbia村で警官1名が殺

された。

またプラサート警察長官は前週この地域を訪問した。

（北部〉 チェンライ県でテロ分子の2回にわたる攻撃で鎮圧部隊員2名が負

傷した。ファーン県では政府基地と誤認された学校が焼かれた。チェンカーン

の道路上で村人3人が殺された。 3月15日にはチェンカーンの市場が焼かれた

が，テロ分子の仕業とみられている。
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一方ペッチャブ｝ン県の Chamroon知事は同県とナーン県， ターク県のメ

オ族が連絡して反政府活動をしている可能性を示唆した。

（クイプリ〉 プラチャップキリカーン県のテロ分子は，かんがい局のジープ

と護衛ジープを攻撃し，官吏5名を負傷させた。テロ分子3名が死亡。

26日 V プラパート副首相は 4ヵ国の公式訪問から帰国しドンムァン空港での記者会

見で次のように語った。

4ヵ国の首脳と経済，文化，軍事，その他一般的問題について語った。 4ヵ

国の首脳はアジアの小国が共産主義者の攻撃に対して軍事的協力の必要がある

ことに賛成した。 これは ASPAC内での軍事的協力であって新たに軍事的グ

ノレープを設置することではない。

28日 Vタナット外相は ASPACに軍事的役割を強制することは ASPACを分裂さ

せるであろうと次のように警告した。

まず，日本が脱退するであろう。もし日本が脱退すれば他の国もこれに続く

だろう。日本を説得することは容易ではあるまいQ

f National Research Council社会科学部長サアートは， “アメリカ人に対す

るタイ人の意見”に関する調査は USOMの資金によるものではないと語ったo

v“Voice of Free Asia，，放送局の落成式が行なわれた。

29日 Vナーン川開発計画の中心をなすパーソンダムの建設契約が濯瓶局とイタリア

の会社の間で結ぼれた。貯水量1万km3，発電量10億kw／年・濯瓶面積344万ライ，

世銀借款2600万ドノレ，国内予算9億4900万パーツである。

Vヤンヒー配電計画に対する西ドイツの援助協定が結ぼれた。西ドイツは 2千

万マルクの借款を供与する。

Vポット開発相は， N.E.D.B.の発表した第2次経済開発計画における 6億ノミ

ーツの経費節約は深刻な影響を与えるだろうと語った。なお，この6億パーツは

共産分子鎮圧のために用いられる予定。

31日 Vタナット外相はニュージーランドのウェリントンで開かれるSEATO閣僚会

議に出席するためパンコク空港を出発した。

一（ 42）ー -148-



タイ（3月）

プパン山ろくにはためく赤旗
人民日報評論員（1968年3月23日）

シャム湾のほとりではげしいあらしが吹きすさび， プパン山麓（ろく）には赤旗がは

ためいている。 タイ共産党の指導のもとに，タイ人民の武装闘争はすさまじい勢いで

発展し，絶好の情勢を呈している。

2年あまりまえに， タイ人民は革命武装闘争の火ぶたを切り，革命の炎は，はげし

い勢いで四方八方に燃えひろがった。 こんにち，全国71の県のうち，すでに29の県で

革命武装闘争ののろしがあがっている。タイの人民武装部隊は，ますますひんぱんに，

すすんで出撃し， 2年あまりのあいだに，敵と 800回近くも戦闘をまじえ， 2000人近

くの敵をせん滅した。

タイの革命情勢がこのように急速に発展したのは， タイ共産党がマルクス・レーニ

ン主義，毛沢東思想、の偉大な赤旗を高くかかげて，農村をもって都市を包囲し，武力

で権力を奪取するという道を堅持するとともに， タイの特徴にもとづ、いて，遊撃戦争

についての毛主席の戦略戦術を運用したからである。

われわれの偉大な教師，毛主席は「戦争の偉力のもっとも深い根源は民衆のなかに

ある」と教えている。

タイ共産党は武装闘争を指導しはじめた最初の日から， 農民大衆を立ちあがらせ，

農村で武装闘争をくりひろげることに， 活動の重点をおいてきた。かれらは「武装工

作隊J，「武装宣伝隊」をつくって，農村に深く入ってゆき，大衆への宣伝をおこない，

大衆を組織し，大衆を武装している。広範な農民大衆のなかで，アメリカ帝国主義の

野蛮な侵略とタノム＝フ。ラパート一味の売国的行為を暴露している。農民が好徒一

掃・悪徳地主反対の闘争をくりひろげるのを指導し支持して，極悪非道の罪を犯した

地主やボスのまわしもの，スパイを処罰している0・また，条件の熟した一部の地区に

は，根拠地がつくられつつある。いま，タイの東北部，北部，南部などの地区の多く

のところでは，農民が幅広く動員されている。ほかならぬ人民大衆の援護と援助のも

とに，人民武装勢力は，水を得た魚のように人民ととけあい，敵情をすばやく掌握し，

自由自在に行動し，戦闘のなかでたえず主動権をかちとっているのである。アメリカ

＝タイ反動派が，武装闘争のくりひろげてられている地区につづけざまに「包囲討伐」

をおこない，焼きつくし，殺しつくし， 奪いつくすという野蛮な「三光J政策を実行

したにもかかわらず， 人民武装勢力は，消滅されるどころか，かえって発展し，成長
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をとげながら，勝利につぐ勝利をおさめている。

タイ人民武装部隊は， 戦闘のなかで毛主席のさだめた遊撃戦争の戦術を活学活用し

ている。かれらはつねに「兵力を分散させて大衆を動員し，兵力を集中して敵に対処

するようにし， 小人数の分隊を組んで広大な農村に深く入っていって大衆を組織し動

員したかと思うと，また兵力を集中して， 敵軍に待伏せ攻撃をかけ，敵軍の哨所を襲

撃し，敵の車輔を爆破した。かれらは神出鬼没に行動し，機動性と弾力性に富んでい

る。そのため，全体的にいって劣勢におかれている人民武装勢力が，ひとつひとつの

具体的な戦闘では，優勢な兵力を集中して， 全体的にみて一時的に強大な敵を一部分

ずつ消滅して， みずからの力をたえず大きくし，小さな勝利を積みかさねて大きな勝

利にしている。人民武装勢力は，遊撃戦争についての毛主席の基本的な軍事原理であ

る十六宇の要訣一一「敵進我退，敵駐我擾，敵疲我打， 敵退我追J （敵が進んでくれ

ば，われわれは退色 敵がとどまれば，われわれはなやませ，敵が疲れれば，われわ

れは襲い，敵が退けば，われわれは追いかける〉を運用して， 遊撃戦争の威力を思う

存分発揮してたたかい， 敵を極度の不安におとしいれている。いま英雄的なベトナム

人民は， すでに五十余万のアメリカ軍をクギづけにし，アメリカ侵略軍と従属国軍三

十余万をせん滅している。さいきん，ベトナム南部の軍民は強力な攻勢に出て， アメ

リカ侵略軍をさんざんうちのめした。ラオス愛国武装勢力は， アメリカ侵略者とその

手先に思いきり打撃をあたえている。タイ人民の草命武装闘争の烈火は， ますます燃

えさかっている。アジア地域におけるその他の多くの国の人民も， アメリカ帝国主義

とその手先に反対する武装闘争をもりあげている。四方八方に兵力を分散させたアメ

リカ帝国主義は， 東南アジア諸国人民の打撃をうけて，こちらに気をとられるとあち

らが留守になり， 策に窮している。アメリカの侵略と奴隷あっかいをうけている各国

人民がみな団結して，それぞれの戦場において人民戦争でアメリカ帝国主義に対処し，

かれらの頭をたたくものもいれば， かれらの足をたたくものもいるというふうに，互

いに呼応しあい， 支援しあえば，各国人民はアメリカ帝国主義というこの大きな怪物

を分断して，ひと口ひと口とたいらげてしまうことができる。

タイ人民の武装闘争は，タイ共産党の指導のもとに， 凱歌が高くあがるなかを突進

している。タイ人民は草命の征途でどんなにきびしい困難や曲折にぶつかろうとも，

マルクス・レーニン主義， 毛沢東思想、の偉大な赤旗を高くかかげて，持久的な人民戦

争をおこないさえすれば， かならずアメリカ帝国主義とその手先タノムニブ。ラパート

売国集団をうち負かすことができる。最後の勝利はかならず， 戦闘を堅持する英雄的

るあでのもの
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（北京周報68年4月9日より）

-150-



イ（ 3月）タ

タイ人民武装闘争情勢図
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ジョンソン大統領の北爆の部分的停止と大統領選挙への不出馬の声明に対

して，タノム首相は“ウエイト・アンド・シ一政策”を採用すると，一応事

態を静観するとの態度を表明した。しかし，これまでの米国とタイの関係を

考えれば，この芦明のタイ国政府首脳部へ与えた衝撃はきわめて大きいもの

であったろうというととは容易に想像で、きる。米軍の園内基地の使用はもと

よりのこと，ベトナムヘ戦闘部隊まで派遣して米国のベトナム政策を支持し

てきたタイ固にとって，今回の米国の政策変更は，拭い去るこをのできない

不信感と将来に対する強い不安感をいだかせるものであった。

北部や東北部でのヂリラ活動が北ベトナムやパテト・ラオの支援によって

行なわれているといわれる現在，部分的にもせよ北爆を停止したととは，こ

れらの地域のグリラ活動を容易にするものであり，また，米国がベトナムか

ら撤退するというような事態にまで発展すれば，それは，共産主義に対する

防衛ラインが一歩後退するといった生易しい事態ではなく，戦火がラオスを

通じて直接タイ国領土に拡がることを意味しているからである。プラパート

内相はこの点に関して， 「北爆停止によって，共産主義者はますます破壊的

武器をタイ固に搬入しつつあるjと強い不満を表明している。

北爆の部分的停止に対してこのような強い不満を表明してはいるが，これ

が直ちにベトナムの休戦につながるとは見ていないようである。タイ国政府

首脳部の不安は，むしろジョンソンの大統領選挙不出馬におかれているo タ

ノム首相はロパート・ケネディーが大統領になれば，東南アジア問題よりも

ヨーロッパ問題に重点を置き，米国は東南アジアから撤退するのではないか

との見方をしている。しかし，一方では，プラパート内相やワン殿下によっ

て，米国が公約を破り東南アジアから撤退することは，自らの名誉を傷つけ

ることであり，絶対にありえないという希望的な見解も行なわれている。

いずれにしても，このような事態のもとでは，タイ固としてはこれまで以
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上に真剣に防衛問題に取り組まざるをえない。 3月に中国，日本，韓国等を

訪問したプラパート内相は， ASPACの軍事同盟化の構想を発表しているし，

また， ASEANを軍事同盟にするといったこともささやかれている。これら

の構想は，タナット外相が“机上の空論”と一笑に付したように，まず実現

する可能性は少ない。タナット外相は， SEATOは加盟国の利害が分岐・対

立してがたがきているが，新たな軍事同盟を結成するよりは，その内部の欠

点を是正する方が良いとの見解を表明している。しかし， SEATOをいかに

再編成しようとも，最終的にはアメリカの軍事力を頼らざるをえないのが現

実である。タイ国に対する共産主義の直接の攻撃に対して，米国が SEATO

条約のもとで，タイ国を個別的にも防衛出来るという 1962年のラスク・タナ

ット共同声明が，タイ同がSEATO条約にかける最後の拠り所であるといわ

れる。共同声明の米国に対する拘束力はともかくとして，もし万ーそのよう

な事態になれば，これまで米軍のタイ国内の治安活動への介入を断固として

否定しつづけてきたタイ国の独立国としての面白は全く失われてしまおう。

タナット外相のいうように，タイ国は今後，他人を頼らず，防衛の重荷を自

らが背負うという決意を新たにしなければならないだろう。

米国の政策変更が，タイ国経済にどのような影響を与えるであろうか。経

済開発庁は，たとえ大統領が交代しでも，米国のタイ国に対する援助はそれ

程減少せず，経済に与え面る影響は少ないと発表している。しかし，たとえ

援助額は減少しなくても，米国のベトナム政策遂行のためにタイ国に落され

ていたドルが流入しないということになれば，タイ国経済に大きな影響を与

えることが予想される。貿易面でも，米国はタイ国の最大の取引き国になっ

ている。 1966年の輸入総額212億ノミーツのうち，米国からの輸入はほとんどな

かばに近い 90億パーツをしめている。これは前年比，約3倍の急増である。

ベトナム戦争が終了すれば，貿易量も元の水準に戻り関税収入も激減するこ

とが予測される。このほか，ベトナム戦争の終了がタイ国経済に直接・間接

に与える影響は，計りしれないものがある。

ベトナム戦争によってドノレを蓄積したといわれているタイ国としては，ベ

トナム戦争終了後のドルの流出を避けることに，今から万全の対策をはかち

ねばなるまい。
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1 日 Vタノム首相はジョンソン声明に関しわれわれは“ウエイト・アンド・シー”

政策を採用すると次のように述べた。

タイ国が共産国から攻撃を受けるなら，最後の一人まで闘う。タイ国の共産

分子鎮圧は米軍が撤退しでも作戦の遂行に必要な経済軍事上の援助が与えられ

る限り影響を受けることはない。米国が東南アジアから引き上げても中共は大

戦争を引き起すとは思えない。中共は国民党からの攻撃を恐れており，また内

部抗争に苦しんでいる。ロパート・ケネディーが大統領になれば，米国は撤退

する恐れがある。それはケネデ、ィーが主としてヨーロッパ問題に関心をいだい

ているからである。たとえ，米国がベトナムから撤退しでもタイ国は SEATO

の一員として保護を受けられよう。

一方，ポット外相代理は次のように語った。誰れが大統領になっても米国の東

南アジアに対するコミットメントに変更はないだろう。ジョンソン大統領の決定

は民主党内部の分裂を回避するためであろう。

プラパート副首相はジョンソンの決定は困惑の種であると述べた。

タナット外相はウェリントンで米国の北爆停止の決定にはハノイも同様の措置

を行なうことを希望すると語った。

Vタノム首相談一一先週中に，共産主義テロリスト 2人を殺し， 27人を逮捕し，

5人が投降した。テロリストは，チエンライとナンにおいて待伏せして，役人3

人を殺害， 5人を負傷させている。

v貿易委員会の発表によると，今年1月のタイのゴム輸出は2万3286トンであ

るが， 2月， 3月の輸出は，ゴム生産地の早ばつの為，低下する見通しである。

1月の数字は昨年同月に比して 1万4460トン以上の大幅な増加である。

2 日 vタナット外相はシドニーで次のように語った。 SEATOの7ヵ国のメンバー

の利益は， 1954年に SEATOが創設されたとき以降，分散してきている。しか

し，条約が全ての期待を満たさないとしても，その欠点を是正する方がこれを完

全につぶしてしまうよりは良い。もし他に置きかえるとすると，新協定は，現在

の条約の下において，今日われわれが直面しているのと同じような困難に出会う

であろう。

また，アジア地域の各国は，共産主義の侵略に対して自ら計画し，組織して必
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要であるなら武力を用いてでも抵抗していくべきである。

V政府は反共法改正法案を法制顧問委員会に廻した。この改正法案はタイ国の

共産主義を鎮圧するために係官にこれまで以上の権限を与えている。

f N.E.D.B.のタレーン次官は記者会見でアメリ力の政策変更はタイ国の経済

にほとんど影響を与えないと次のように語った。

すべての経済開発計画は国家予算に重きが置かれておりアメリカの政策変更

はタイ国の経済状態にわずかな影響しか与えない。新しい大統領がジョンソン

大統領と全く異なった政策をとったとしても，それは特定のグループo，特定の産

業に影響を与えるのみでタイ国経済全般には影響を与えないだろう。しかし，

大統領の選挙の結果アメリカの政策に如何なる変更があったとしても，アメリ

カはこの地域を児捨てることはないと確信する。多少援助の削減はあるかも知

れない。

V消息筋によると，本年は国連開発計画（UNDP）の協力の下に，チェンマイ，

スコータイ，ペッブリー，ハージャイ，に4ヵ所の土壌改良センターが設立され

る予定である。これによって11ヵ所の建設計画が完成する。土壌改良計画は1966

年から開始し，その予算4千万パーツの半分はアメリカからの技術および技師の

援助による特別基金である。

V米輸出協会の発表によると，国際米価の値下りにもかかわらず，国内の米価

はもち米まで含めてわずかに上昇気味である。これは政府が4, 5月としてお万

トンの輸出を認めたためである。

3 日 Vブρラパート副首相は記者会見でこの段階で大統領選挙後のアメリカの政策を

予測することは不適当であると次のように述べた。

今後の政策がどの程度タイ国に影響を与えるか見守らなければならない。第

1次大戦後アメリカは常に国家の威信と重んじ公約を守ってきた。アメリカが

約束を破るほど政策を変更するということは彼等がもはや国家の名誉を重んじ

ないということを意味することので全くありえないことだと思う。共産主義に

対する攻撃を中止することはタイ国に対するゲリラ戦争を支持する共産分子の

力を増すことであろう。

個人的意見としては，アジア諸国は共産主義の侵略に対抗するために NATO

のような軍事同盟を作りあげるべきである。

0このアジア同盟は，共産諸国と“自由アジア”の境界線をハッキリさせ，

その防衛のために統合軍を組織すべきである。統合軍は共産側のいかなる侵犯
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にも対抗できるだけ強力でなければならない。

0これは個人的見解だが， 現在の SEATOがこの必要をみたすとは思わな

い。新しい同盟はアジア的性格のものでなければならない。

0北爆の部分停止は，軍事的にみれば同盟諸国に不利である。北ベトナムは

再建と兵力再配置の機会を与えられる。北ベトナムは完全に打ち負かされるま

で，和平交渉に応じないだろう。

Vチャムノレーン・ペッチャプーン県知事は共産分子の宣伝ノfンフレットを所持

した 2人のメオ族を逮捕したと発表した。取調べによると，この2人はターク県

のメーソート郡からペッチャプーン県の E三haoKawにあるメオ族の司令部に文

書を運びそこで待機するように指示されたものである。ベッチャプーン県はテロ

リストの攻撃に対して準備を開始した。これにはピッサヌローク＝ペッチャブー

ン＝ロップリー聞の国道のパトローノレが含まれている。また，県の国境防衛義勇

軍の訓練も開始した。

V開発大臣と ContinentalOil of Thailandとの聞に4日，石油資源調査契約

が調印される。契約には，タイ湾のスラータニー県周辺の2万1358平方キロメー

トノレにおける海底石油埋蔵量の調査が含まれている。

Continental Oilはアメリカの石油会社としては2番目（TennecoThailand 

Inc. 2月 15日契約が最初）である。他に GulfOil Corporation, American In-

ternational Oil, Union Oil of Thailand （以上全てアメリカ）， British Oil of 

Thailandの4社が同様の権利獲得を競っている。

V内閣は NationalTelephone Organization (NTO）の 6年以内に電話サービ

ス網を拡大する 7計画を承認した。この計画が達成されると，現在の 5万台から

さらに10万台が増加される。計画には約1300万パーツを要するが，最初の2年間

(1967～68）は世界銀行からの借款による予定である。

4 日 V北爆の無条件停止によって米国との平和会談を行なうというハノイ放送に対

してタイの高官はいずれも懐疑的な見解を発表した。

ポット外相代理は米・北ベトナムの会談の結果について推測することを拒否

した。また，タイの代表を送るかどうかについても解答を拒否した。しかし，

消息筋によると，米国が招待すればタナット外相もしくはタウィー国防副相が

タイ代表として派遣される。外務省スポークスマン Ensriはハノイ放送につい

て平和交渉にはほとんど希望はない，北ベトナムの態度の変更はトリックに過

ぎないと述べた。
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Vタナット外相はSEATOの閣僚会議終了後，将来アメリカがその軍隊をアジ

アから引きあげ，孤立政策をとる時，共産主義者の侵略に対する防衛計画をたて

るよう，政府および友好国に要請しており， ［我々はアメリカにおける新しい動

向を聞いているが，どの方向に行こうとしているのかについては知らない」と語

った。

Vスーム蔵相は，マニラで聞かれるアジア開銀年次総会へのタイ銀行代表団の

出発に際し， ADBに今年のタイの農業開発計画への巨額の融資を期待している，

銀行は発展途上国における開発のために 4億ドルの資金を有していると語った。

更に共産主義者の活動が増大したために次の5ヵ年には 6億ノミーツを費やす必要

が生じたため， 500億パーツの 5ヵ年計画を再調整している。世界に及ぼす広j凡

な影響を考ればジョンソン大統領は， ドノレの平価切下げは行なうべきではない。

タイの外貨準備は 8億 6千万ドルで、世界第6位であるとつけ加えた。

5 日 Vポット外相代理は，記者会見で北ベトナムとアメリカの会談の結果を予測す

ることはほとんど不可能であると次のように諮った。

もし会談が始まればまずベトナムでの休戦について話がまとまり，ついで、南

ベトナムの将来に関する政治的交渉が持たれよう。後者はきわめて困難である。

タイ国は戦闘部隊を送っている南ベトナムの同盟国であるから，米国が北ベ

トナムとの聞で行なういかなる取決めもタイ固に連絡すべきである。

6 日 V米， F111 2機を補充一一タイの米大使館スポークスマンが 6日明らかにし

たところによると， F111新鋭戦闘爆撃機2機が， 3月30日にタイ北東部で墜落

した同型機の補充として 5日，タークリー空軍基地に到着した。

Vニュージーランドのウェリントンで聞かれていたSEATOおよびベトナム参

戦7ヵ国会議から帰国した，タナット・コーマン外相は「ベトナムにおける同盟

軍は共産主義者の侵略に対抗する意志を弱めてはならない」ハノイは平和につい

て話しあうとは言っておらず，北爆停止について協議すると言うだけであって，

ハノイは真の平和を欲しているとは思わない。また，欧米やアジア各国内の反戦

運動について「共産主義の侵略続行を激励している」と非難した。南ベトナムと

の同盟については，戦争の主体は南ベトナム自身にあるが，同盟国はより優秀な

多くの武器を南ベトナムに送るべきである。ハノイとの会談についてタイが参加

することは，現在の段階においては不必要であると述べた。

8 日 v共産分子鎮圧作戦司令部は次のように発表した。

昨週3人のテロリストを殺害， 21人を逮捕し， 3人が投降した。
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最も激しい衝突は，ナコンパノム県タッパノム郡で，テロリスト 1人を殺害

した。

ウドン県パンドン郡で政府鎮圧軍が急襲されたが，損害はなかった。パンド

ン郡は共産活動の温床であったが，約2年前に政府と USOMが道路を建設し

て以来事態は改善している。

チェンマイ北方 150kmのメーアイで政府ノミトロール隊はホワ族と衝突したo

v投資委員会のアムヌアイ事務局長は，圏内漁網製造業者から，タイ市場にお

ける外国製漁網のダンピング防止の強力な手段が要求されている，と語った。こ

の要請を行なった ThaiCotton and Fishing Net Co. Ltd.の Khanaeng支配人

の言によると，国内の製造業は，毎年200万パーツ以上の損失に苦しんでいる。

咋年末，バンコクの輸入業者8社が250トンの網を輸入して倉庫に置いているが

これらは 300万パーツに相当するもので，国内企業にとっては大問題である。ナ

イロン製漁網の値は，過去5年間に 1キロ当り 200パーツから30パーツにまで下

がっている。日本，香港，台湾，韓国等の外国製品の輸入による競争で，年産25

万キロの能力を持つ彼の工場は現在3分の lしか稼動していない。漁網の輸入関

税はフィリピンでは80%，ベトナムでも50%であるが，タイは極めて低い，と述

べて政府の強力な施策を要求した。

9 日 V米輸出協会の発表によると 1月から 4月6日までタイは24万トンの米を輸出

したが，これは1967年 1～3月の48万3966トン， 1966年の46万6252トンに比べる

と大幅な減少である。このような輸出量の減少は米価の上昇にくわえて香港，シ

ンガポーノレが他国から輸入したためで、ある。

10日 V第3回東南アジア経済開発閣僚会議に出席のため，シンガポールに到着した

ポット開発相は，タイは第4回東南アジア経済開発閣僚会議を開催する用意があ

ると述べた。

Vチューサガー・チェンライ県知事は，タウィン内務省次官と， Jレアン・プラ

パン山脈の約千人の山地種族問題について会談するため，パンコクに到着した。

これはタイ政府が，テロリストの地域を一掃するため軍隊を派遣したが，山地種

族が低地への撤退を拒否しているもので，知事は政府に移住のための食糧および

住宅建設の援助を要請している。知事はこの地区の問題点として，第1にチェン

ライが中国との国境僅か 120kmの地点にあり，中国で訓練を受けた多くの少数民

族や中国人が，この地区に浸透してきていること，第2に，過去2, 3年の聞に

入植させた2万人以上の東北タイ人への配給，住宅および入植者の監督が県当局
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にとって重大問題となってきていることをあげている。

V韓国の握圭夏外相は，タノム首相，タナット外相との会談を終え，帰国に際

して，両国の経済的，社会的，文化的関係をより緊密にする原則について意見が

一致した，と語った。

11日 f Siamセメント会社は， 東北タイにおける工場建設の可能性について調査し

ており， 2, 3年以内には作業を開始する予定であると発表した。この計画には

2億ノミーツが投資され，完成すると日産1500トンの龍力を持つ。

12日 Vタイの AnandPanyarachun国連大使は，12日安全保障理事会に書簡を送り，

1月以降国境地帯における 7回にわたる，カンボジアの「侵略的行為」を非難し

た。この書簡によると， 3件はタイ領海内のタイ漁船に対する攻撃， 2件はタイ

領土内における「カンボジア側が設置した」地雷によるものであり，これらの行

為によって， 5人が死亡，負傷者5人，危険を免れたもの 3人である。

Huot Sambathカンボジア大使は書簡で国連安保理事会議長に対し， 2月24日，

カンボジア国境から「武装した一回のタイ軍兵士jを追い出した。 3月7日には，

カンボジア領海内で、密漁に従事していた漁船と 5人の乗組員を逮捕したと述べ，

また，別の書簡において，米軍および南ベトナム軍がカンボジア領土内に投下し

た爆弾により，村民が重傷を負ったと非難した。

Vタナット外相はロータリークラブの昼食会で“防衛の重荷は我々の肩にのみ

かかっている”と次のように述べた。

自由を守る努めは我々にあってアメリカ人にもヨーロッパ人にもオーストラ

リア人にもない。米国を強制して南ベトナムを助けさせることが出来るものは

いない。米国は自国の利益に応じて撤退するであろう。しかし，タイ人はもし

必要なら素手ででも自らの利益を守らなければならないであろう。他のものは

それが彼等の利益である限り加わる。たとえ米国が“アメリカの要塞”へ引き

上げても共産主義者の世界に対する挑戦は消え去るであろうか， “農村をもっ

て都市を包囲する”彼等の方針がますます活発化してくるであろう。

お人好しのタイ人は友情や親切が交換されることを期待したのに協力があた

かも罪悪かのように非難されたときは驚博した。友達と友であるよりは敵と友

であるような人々があることは遺憾である。彼等は彼等自身の倫理や道徳を有

している。ベトナム戦争における同盟国の前途は困難である。今は内輪喧嘩や

分裂をしてお互いを攻撃している時ではない。私は未来の危機は，あやまって

指導された，政治やビジネスに個人的な利益を得ょうとする味方の陣営から生
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れると思う。敵であろうと味方であろうと，いかなる陣営であれ攻撃に対して

は抵抗する用意をしなければならない。

15日 Vポット経済相兼開発相は，第3回東南アジア経済開発閣僚会議において，タ

イが提案した三つの主要議題が採択されたと語った。この提案内容は，第1に東

南アジア諸国が協力して工業化をはかり，域内諸国間の自由な商品流通L 域外

諸国からの同一商品に対抗する保護措置をとることである。第2にヨーロッパ，

アメリカおよびアジアに EconomicPromotion Centersを設置し，東南アジアの

生産品販売拡大を行なうもので，同時に工業投資および東南アジア旅行をも扱う

ことになる。第3に通信およひ苛命送に関する協力である。なお第2提案検討のた

めに作業班を設置することになり，来年の 2月か3月にパンコクで聞かれる次回

の閣僚会議で提案が承認されることになろうと語った。

Vフ。ラパート内相はタイ国における共産テロ分子は北ベトナムの将官に指導さ

れた国内外の混成部隊であり，鎮圧隊を敢然と攻撃出来るほど組織的である，と

語った。

17日 vタノム首相はオーストリア，オランダ，ブラジル，アメリカ，日本訪問のた

め出発一一ータナット外相，ポット開発相が同行した。出発にあたって記者会見し

たタノム首相はジョンソン大統領と東南アジア全般の問題，特にタイ固に対する

米国の将来の政策や経済軍事援助に関して討議すると語った。

v大蔵省は1967年の主な輸出統計を発表した。それによると米が依然として最

大の品目になっている。詳細は次の通り。

米

錫

ゴ ム

トウモロコシ

ケ ナ フ

量 価格

1,480,747（トン）

26,853 

209,148 

1,117,287 

324,433 

． 

4,523, 700（千ノξーツ）

1,805,000 

1,558,700 

1,367,000 

883,100 

タ ピオカ 十 749,800 

Vスーム蔵相は昨年度の大蔵省の実績を次の通り発表した。

関税局は45億9200万パーツを徴収したがこれは当初予算を 9億6770万パーツ

上廻った。

歳入局は45億0770万パーツ徴収したがこれは昨年度を 7億4950万パーツ上廻

った。
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間接税も昨年度実績を 1億9280万パーツ上廻る22億6920万ノξーツを徴収し

fこO

22億パーツの国債が発行されたがこのうち17億パーツは旧国債の返済にあて

られた。外国からの借款は 9億 4570万パーツであったが， これは Lam-nam

Oun瀧瓶計画，パーソムダム計画， ヤンヒー第4期計画， テレコミュニケー

ション計画等にあてられた。

67＇年会計年度末の外国からの借入残高は 82億7130万パーツである。

Vフ。ラパート内相は，共産党本部はタイ固に対する浸透を強め北ベトナムから

ラオス経由でますます破壊的武器を搬入しつつあるが，このような浸透の強化は

米国の北爆停止の結果であると次のように述べた。

北爆停止は北ベトナムに再建の機会を与えている。タイ国の共産テロリスト

は共産主義鎮圧隊に反撃を加えている。これちテロリストの性格は次第に軍事

力に変りつつある。ラオスで、はパテト・ラオがターケークを包囲しているが，

ここはラオスの最も狭い地帯にあり，パテト・ラオがターケークを陥れると北

ベトナム最大の軍事基地ピンから 4時間で軍隊をタイ国に侵入させることが出

来る重要な地域である。

Vスーム蔵相発表一一タイ国タパコ専売公社からの収益は1967会計年度におい

て3億 5千万ノミーツとなり，一昨年度より 5千万パーツ， 17%の増収となった。

18日 V米密輸取締委員会の発表によるとノンカイからラオスへ輸出割当は毎月 6千

袋に定められた。これについてのプレミアムは 1袋当り20パーツである。

v投資委員会は次の企業を奨励産業に認可した。

1. Mr. Chalerm Suvanarat タイシルク，年産 12万ヤード，投資額200

方パーツ。

2. Thai Sericulture and Raw Silk Producing Co. Ltd., 養蚕業，投資

額 200万ノミーツ。
ψ 

3. Saha Thai Synthetic Fiber Co. Ltd., 漂白，染色増設600万平方ヤ

ード，投資額1490万パーツ。

4. G. S. Battery (Thailand) Co. Ltd., 湿式ノξッテリ一年産， 2万5千

個，投資額1100万パーツ。

5. Phelps Dodge (Thailand) Co. Ltd., 銅線， ケーブ、ノレ年産3100トン，

投資額4400万パーツ。

6. Mr. Prasit Narongdej トイレットペーパー，印刷用紙，年産3500ト
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ン，投資額1800万ノξーツ。

20日 Vワン首相代理は，米国は東南アジアを見棄てることは出来ないだろうと次の

ように語った。

米国の政策を実施する原則や方法に変更があるかも知れないが，それは誰れ

が次の大統領になるかにかっている。米国が東南アジアを見棄てない理由は現

在までベトナムや東南アジアのその他の地域に共産主義の脅威を堰止めようと

試みて来たことである。中共はベトナム戦争に関する限り背後にあるが，もし

米国が東南アジアから撤退すれば公然と攻撃してくるだろう。その場合米国は

第3次大戦にまき込まれよう。もし，ハノイとワシントンの会談が成功すれば

事態はいちじるしく改善されようが，米国が自ら譲歩して共産主義者を有利に

するような弱身を見せることは絶対に不可能である。何故ならベトナムへ戦闘

部隊を送って米国の戦いを助けた自由諸国が，ベトナムの平和回復の会談に発

言する権利をすでに要求しているからである。

T ECAFE年次総会に出席しているプラソン駐オーストラリア・タイ大使は，

「アジアの発展途上国は，一方の手でひも付きの援助を与え，他方の手で発展途

上国の輸出品に対する障害を設けている先進国によってかたわにされているJと

語り， 「タイが種々の国々から受け入れている技術的，財政的援助が受入国にも

提供国にとっても有益である」と述べて，ひものつかない援助と，先進国の一次

産品の輸入制限措置の撤廃を訴えた。

21 B T Paily Newsによると共産軍はタイ北部ナーン県の国境から 3凶のラオス領

に軍隊を集結している。 5大隊1千人と見なされている。またラオス，ホワイサ

ーイで激しい戦闘が起こり，約2千人のメオ族とヤオ族がチェンライ県チェンカ

ム郡に逃亡してきたと伝えている。

vウィチャー鉱山局長は，米国の錫備蓄の放出により錫価格の回復は妨げられ

たと次のように述べた。

米国はベトナム戦争を賄うために錫の放出を行なわなければならなかった。

このことと英国のポンド切下げが錫価格下落の要因である。もし，錫備蓄の放

出がなければ錫の国際価格はトン当り 1400ドルに達したろう。

Vナーム貿易局長は最近の米輸出不振に関し次のように述べた。

我国の米輸出業者が適切な価格をつければ海外の顧客を失うことはない。現

在交渉を進めている価格は高すぎる。これはプレミアムが高いためではない。

業者の利益が高すぎるためである。たとえば1967年に商人の買付価格はトン当
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り2000パーツでプレミアムは 950パーツであった。 しかし，輸出価格は 58.15

ポンド（約3500パーツ〉で利益は 550パーツであった。昨年10月に買付価格は

2920パーツに上昇プレミアムは1640パーツに上がったが，輸出価格はトン当り

93ポンド（約5580パーツ〉で利益もトン当り 1020パーツに増加した。今年の2

月，買付価格はトン当り2300パーツ，プレミアムはトン当り 1640パーツで，輸

出価格はトン当り 102ポンド（5100パーツ〉に増加し，利益はトン当り 1260パ

ーツに増加している。

23日 V技術経済協力局の発表によると， 1968会計年度の米国の援助は 9億6400万パ

ーツであった。 1969会計年度には 2000万パーツ程増額することが見込まれてい

る。米国はすでに経済援助の約束をしているので米国の政策の変更には影響を受

けない。

Vナーム貿易局長は，自動車の輸入が急増して貿易収支と交通渋滞の面で問題

を引き起しているので，国内組立業の奨励と関税の問題を再検討すべきであると

述べた。自動車の輸入額は 5年前には11億2400万ノミーツ， 1966年には13億7000万

ノミーツであったが今年は25億ノミーツに達する見込み。

Vスリウォン貿易委員会議長を団長とする訪米貿易使節団が出発。

24日 v政府筋の発表によると，さる18日，タイ北部のチェンライ県チェコン郡ホワ

イコ一村付近の国境警察隊詰所が共産ゲリラによって襲われ， 17人の警官中15人

が殺されたと発表した。このゲリラは約100名で，主にメオ族から成るといわれ

最近共産主義者の活動が大規模に行なわれているラオスのパーン・ホワイ・サー

イから国境を越えてきたといわれる。二人の生存者の話では， 14人が殺され， 1 

人は行方不明，生存者の 1人は重傷である。 15人の死者数は，最近3年間の戦闘

で政府側が蒙った最大の損害である。

Vフ。ラパート内相は最近共産主義者の活動が激化していること，および，ラオ

ス政府が北部の Sayabouriや HouaKhong地区を通じてのタイへの浸透を阻止

する力を失ってきていることに対して憂慮を表明し， 「タイに入ってくる暴徒は

以前よりも良く武装してきており，彼らはソ連製の AK-47式ライフノレ銃や他の

近代的武器を持っている。 6ヵ月の雨期明けの 2月以降における共産主義者の活

動の激化は，彼らがタイを，ベトナム型の侵略の次の目標と決めたことを物語っ

ている」と述べた。先週における共産主義者の活動は以下のとおりである。

チェンライ県のチェンコン郡，警察官14人殺害， 3人負傷。

ナーン県のトワンチャーン郡の政府の前哨地点（ラオス国境沿い〉政府役人

一（ 58）ー -154ー



タイ（4月〉

1人殺害， 1人負傷。

同地区で待伏せ攻撃により，政府のパトロールが 1人殺害， 9人負傷。

' 「メコン計画」は2年半の期間にさらにアメリカから 311万1900ドルの援助

を得られる見込みとなった。これはキャンベラにおいて，メコン下流域開発協力

委員会と， アメリカ合衆国開発計画（UNDP）との合意によるものである。 タ

イ，ラオス，南ベトナムおよびカンボジアの負担は 287万4000ドノレに上る。

Vスーム蔵相の発表によると，政府は農民援助資金として1200万ノξーツを来年

度予算に組み入れることに決定した。この資金は農民に対する信用供与資金とし

て農業および協同組合銀行に預金される。

25日 v投資委員会の発表によると，タイ固における工業投資額の増加は最近特に著

しい。 1～4月までに10億6185万パーツが投資されたが，これは昨年同期のそれ

を7億ノξーツ上廻っている。これには ThaiOil Refineryの設備拡張投資の7億

7000万ノξーツが含まれている。主要なデータは次の通り。

投資奨励を受けた会社数

（うち設備拡張）

登録資本

タイ資本

外国資本

総投資額

1967年 1968年

26 26 

(3) (4) 

151,400,000パーツ 150,750,000パーツ

101,548,000 86,350,200 

49,852,000 64,399,800 

372,188,416 1,061,850,709 

労働者数 4,109 3,053 

（うち外国人） (183) (222) 

v陸軍高官筋が明らかにしたところによると，陸軍は山地種族からなる特別戦

闘隊を編成する。彼等の地勢に関するすぐれた知識が共産分子鎮圧に大きな効果

をもたらすものとみなされている。

V国道局の発表によると，世銀は道路建設のために総額2900万ドルの借款供与

を認めた。この借款によってパンパイン＝ナコンサワン間 192km，サラプリー＝

ロムサック間282km，計474kmの全天候道路が建設される。

26日 Vスーム蔵相は，米国の撤退はタイ国の国際収支に影響を与えるだろうと次の

ように語った。

もし米国が東南アジアから撤退すれば，タイ国は国際収支の赤字に悩むだろ

う。タイ国は輸出の促進と観光業の奨励によって外貨取得に努めなければなら
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ない。またベトナム戦争の終結はタイ国経済特に雇用の面に与える影響が大き

い。これには建設関係に従事している熟練労働者と非熟練の雇用者とがある。

熟練労働者の場合問題はないが非熟練労働者の場合問題は深刻で、ある。

28日 V国道局は次の支線道路建設調査を間もなく開始すると発表した。

1. ソンクラ県サティンプラヱナコンシータマラート県ラノート

2. チェンマイ県＝ドーイサケートニチェンライ県メーサーイ

3. カンチャナプリー市内＝ピノレマ国境オン

4. チェンマイ県サンサーイニプラウ

5. スパンプリー市内二シープラチャン

6. カンチァナブリー県ボープローイニラートヤー

29日 Vチューサガー・チェンライ県知事は主としてメオ族からなる約300人の共産

テロリストがチェンライ県の密林に潜んで、いると次のようにー語った。

チェンライの事態は切迫している。最近，タノム・フ。ラパート政権を攻撃し

たちらしがパーンサー村で発見された。その中で仲間や村民に次のような命令

をしている。

0命令に従え。

0住民かち強制的な物資の調達をするな。

o C政府のものを〕強奪したものはプールせよ。

0公正であれ。

0借りたものは返せ。

o損害を与えたものは弁償せよ。

0暴力や言葉で住民を傷つけるな。

0作物を傷めるな。

0強姦するな。敵を拷問にかけるな。

このちらしには“人民武装隊政治部”の署名が行なわれていた。

1965年にラオスの MuangHoonや MuangSaiにゲリラの訓練に行ったメ

オ族があったという証拠を発見した。 1966年になると村民達はメオ族がトゥー

ン郡の DoiHuey Chomphoo, Pahdaeng, Champakhai, Huadinkhao村に移動

したことを報告した。昨年の 5月に政府側と始めて衝突した。

30日 V元国会議員による「独立党J結成の動き一一約20名の元国会議員は「独立党」

結成を目指している，中心となっているのは，チェンマイ県の元議員 Thongdee

Issarachirin氏とチェンライ県の BoonchueySrisawat氏である。 Thongdee氏
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によると，約40人の元議員で党結成を行なう。その政策は，

1. 全ての宗教，宗派の保護奨励

2. 立憲君主政体の推進

3. 国民経済の中心である農業の推進と農民の救済

4. 公私立学校教育，文化の普及

5. 国および地方道路建設，航空，鉄道，海運の拡大，医者の養成，病院の

建設

6. 農商工業の自由化と安定，協力の推進

7. 圏内平和，国際的友好の推進，これには国連加盟国家の安定と安全のた

め国連憲章を確認した共産主義国，非共産主義国を含む。

8. その他
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6ヵ国公式訪問中のタノム首相一行は 3日に米国， 14日に日本を訪問した

が，その聞の活動はベトナム戦争終了後の事態に対処することに集中してい

た。米軍による北ベトナム爆撃の 8割がタイ圏内の基地から行なわれ，南ベ

トナムには戦闘部隊を派遣し，アメリカの経済・軍事援助やベトナム特需に

よって経済発展をはかつてきたタイにとって， 3月31日のジョンソン声明は

大きなショックであり，不安の色を隠しきれなかっただけに， “ウエイト・

アンド・シ一政策”で事態を静観すると言明してはいても，一方においては

共産勢力の侵略，膨張主義を強調し，パリ和平会談は共産側に，彼らが戦場

で達成できなかった勝利を会談の場で献上してやるようなものであり，また

ベトナムを南北に分割しておくような解決は共産主義者のベトナム支配に有

利であるとして，ベトナムでの共産勢力との対決を呼びかけ，戦火のタイ，

さらには東南アジア全土への波及を阻止しようとしながら，他方においては

ベトナム戦争終了後に予測される政治的経済的変動に対処していかなければ

ならない。

米国滞在中のタノム首相一行の活動はこのようなタイの不安を反映したも

のであった。 8' 9日のジョンソン大統領との会談後発表された米・タイ共

同声明の中では南ベトナムへの援助を再確認し， “ハノイが撤兵し，敵対行

為が縮小しない限り，米軍を撤兵させない”基本方針を確認して，今後も強

力な軍事姿勢を継続することを強調し，パリ和平会談に対する両国の態度と

して1966年10月のマニラ会議共同コミュニケおよび1967年4月の参戦7ヵ国

外相会議での決定を基礎とすることを明らかにし，ジョンソン大統領にベト

ナム戦争の解決が南ベトナムおよび参戦諸国の意志を反映したものとなるよ

うに確約させている。

タノム首相はすでに合意に達してしていた南ベトナムへの 1個師団の増派

のうち， 7月には 5千人を先発させることを発表したが，これはタイ国は約
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束を守るから米国も約束を守れというタイ国の立場をはっきりあらわしたも

のといえよう。

このようにバリ会談を朝鮮戦争の休戦会談と同様の経過をたどるものと予

想して，米国の対東南アジア政策における保証を求める一方で，その政策変

更やベトナム戦争終了後の事態を考慮していかなければならなU、。しかしタ

イ防衛の任務を自ら負担するとしても，依然として米国からの経済・軍事援

助に依存しなければならず，またベトナム戦争によって経済開発を進めてき

たといわれるタイにとっては，今後ともその発展を維持し，第2次5ヵ年計

画を完遂していくためには，ベトナム戦争終了に伴うわレの減少，貿易の激

減に万全の対策を取らねばならない。タノム首相一行に貿易投資使節団が随

行したことにみられるように，タイとしてはこれまでどおり民間企業の自由

な経済活動を経済開発のテコとするために，外国資本の導入と貿易の拡大に

力を注いでいる。アメリカの経営者団体におけるタノム首相やポット開発相

の演説は，タイの農産物の買付けと民間企業への投資を呼びかけたものであ

り，活発な投資活動を行なうにはタイの投資環境が極めて良好なことを説明

し，アメリカの資本家はタイへの投資額第1位の日本と競争せよと述べてい

る。日本に対しては，日本側の大幅な出超となっている貿易不均衡是正のた

めに農産物などの大幅な買付けを要求しており，この問題を検討するために

日・タイ貿易合同委員会が設立され，閣僚レベルで、話合いが行なわれること

となったが， 1967年の日夕イ貿易は日本の対タイ輸出が3億4千万ドノレ，同

輸入が 1億6千万ドルで，タイ側の大幅な入超となっており，今後タイの日

本に対する農産物買付けの要求は一層強まるであろう。日・タイ貿易合同委

員会が設立の趣旨どおりの役割を果すか否かはもっぱら日本側の姿勢如何に

かかっているといえる。しかし農産物輸出と経済・軍事援助に依存する現在

の経済開発の在り方は，国際情勢の変動の影響を直接に受けるだけに，タイ

は依然として前途多難な道を歩むことになるだろう。

こうした困難な事情の中で， 6月20日に憲法が公布されることが発表され

た。すでに式典など細かい手筈も決められようとしており，持に情勢の変化

がない限り憲法は予定どおり公布されるものと思われる。憲法公布後240日

以内に総選挙が行なわれることになるが，来春1月実施が予想されている。
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しかし政党法，選挙法の審議，国内外の情勢の変化を考えれば，総選挙によ

る完全な民政への移管はまだ相当遅れそうである。

多日本・タイ共同声明「地域協力を推進」

14日より 1週間の予定で日本を訪れていたタノム首相の離日にあたり，日本， タイ

両政府は，両国間の貿易を拡大し， 国連などで相互に協力し，またアジアの友好諸国

間の地域協方を推進する旨の共同声明を発表した。

日本・タイ共同声明の主な内容は，あらまし次の通り。

0両国首相は，現下のアジア情勢をかえりみ，ベトナムにおける紛争に対し深い

関心を表明するとともに，米国と北ベトナムの会談がパリで行なわれつつあること

に満足をもって留意した。両者は，この会談が 1日も早くこの地域に名誉ある永続

的な平和をもたらすこととなるよう心から希望した。

0両首相は，自由な国家として引き続き発展し繁栄したいとの両国共通の願望を

強調し，アジア太平洋地域の安定と繁栄の確保のため，国連その他の場における相

互協力を強化するとともに他の友好的な諸国と協力すべき旨合意した。

0両首相は，東南アジア開発閣僚会議，アジア太平洋閣僚会議およびアジア開発

銀行の参加諸国の間で調和のとれた実り多い協力を引き続き行なうことにつき，両

国政府の支持を再確認した。

0両首相は，日・タイ両国間の引き続く貿易不均衡に留意し，かかる状況を改善

するとともに両国間の輸出入両面における貿易のより一層の拡大を促進するため，

さらに努力する必要がある旨合意した。両首相は，この結果，日・タイ貿易合同委

‘員会の設立につき原則的合意に達し，その詳細は両国政府事務レベルの協議により

決定することとした。

0両首相は，日・タイ両国間の経済関係を強化改善するため実業界指導者の発意

を一層助長すべき旨合意した。
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1 臼 Vハイレ・セラシエ・エチオピア皇帝訪タイ。

Vタイ警察軍へ 1300万ドルの米国援助一一一PrasertRuchirawong警察局長官

は， タイ警察軍へ 1300万ドノレの米国援助が行なわれると発表した。 この援助に

は，ヘリコプター，巡視船，銃および種々の武器が含まれ，共産主義者出没地域

の郡警察署に補強が行なわれる。

2 日 Vフィナンシアノレタイムズによると，タイ政府軍は共産ゲリラに対する作戦を

展開するため，ラオス国境に近い北部タイの山地からメオ族，ヤオ族千人以上を

避難させたという。

V政府は中小工業サービス協会への UNDP（国連開発計画〉の 1830万パーツ

の配分に対する見返り資金として2570万ノミーツを寄付する予定である。同協会は

UNDPの協力の下に工業省が開始した小規模工業に対する奨励計画の一部であ

る。援助の一部は金属工業の電気めっきの応用技術訓練にあてられる。

Vタイ産業金融公社は， ドイツ財政協会から2580万パーツの借款を受けること

を承諾した。融資条件は年利5.5%，返済期間2年である。

v投資委員会は次の 6企業を奨励産業として認可した。

1. Far East Record Industry Co., Ltd. レコード年産8万8000枚，投

資額300万パーツ。

2. Sampran Karn Thor Co., Ltd. ナイロン網年産240万平方ヤード，

投資額500万パーツ。

3. Thai Ceramic Industry Co., Ltd. 捧T生陶器年産100万キログラム，投

資額1000万パ－Yo

4. Mr. Sea Kwangkee Sal Jeer 漂白，染色年産7200平方米，投資額

1100万ノξーツ。

5. Thailand Electrodes Limited Partnership 電極年産6000キログラム，

投資額400万ノξーツ。

6. Thai Optica Company Ltd. 特殊ガラスおよびレンズ設備拡張年産

60～70万枚，投資額233万パーツ。

投資委員会は次のものを奨励業種に定めた。

(1) Acrylic Plastic Sheet 資本金100万パーツ以上のもの。
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(2) Laminated Pl部 ticSheet 年産200万平方フィート以上のもの。

3 8 Vタノム首相および貿易投資使節団一行は3日，マイアミ空港に到着した。

v政府筋によると和平予備会談の地がパリに決定したことについて，タイ政府

がこの予備会談に参加すべきであるとは考えていない。多くの国が参加しすぎる

ことは会談を紛糾させるだけである。しかし重要な会談の後何らかの合意に達す

る以前に，ベトナム参戦7ヵ国全てが協議内容と主張すべき事に関して共通の基

盤を見い出すような会談を行なうべきである。タイ国は和平のためのいかなる決

定においても，和平が関係各国全てにとって永続的かっ公正なものである保証を

含むべきであると考えている。

現在訪米中のタノム首相，タナット外相は，パリ会談の前にジョンソン大統領

と会談してタイ政府の態度を伝える予定である。

4 日 Vタウィー国防副相はタイ国は共産テロリストの鎮圧に不必要な暴力を用いて

いないと次のように語った。

テロリストを一掃することは政府にとって困難ではない。しかし，テロリス

トもタイ人であり彼等が心を入れ替えることを願って政府は不必要な暴力を避

けている。今や多くのテロリストが投降している。彼等を一掃するためにジャ

ングノレを焼き払うことは必要ではない。米国は毎年7～8千万パーツの武器や

装備援助を行なって共産主義者の鎮圧に大いにタイ国を援助している。米国が

ベトナムから撤退してもタイ国に大きな影響を与えないだろう。タイ国民は昔

から自らを守りつづけているから。

サタヒープやタークリー基地の周辺からパーやナイトクラプを撤去する計画

については，撤去命令よりも米兵をそれらの歓楽地帯に足を踏み込ませない命

令が出されよう。

5 日 Vタノム首相はアメリカ経営者協議会で“東南アジアにおける事業の重要地点

タイ国一パンコグ’と題して大要次のような演説を行なった。

タイ国における投資環境が良いのは，タイ国が急速に発展しているからであ

る。経済成長率はあと数年間年率8.5%を計画しているし，政府も開発計画に

大きな予算割当を行なっている。経済発展は民間企業に負うところが多い。政

府は道路，学校，通信などに投資を集中している。政策や制度も外国の企業や

資本の流入を促進することをねらっている。タイ国の政情も通貨も安定してい

る。

引きつづきアムヌアイ投資委員会事務局長は“自由の国”タイ国はその名の通
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りの生き方をしている。 “我々は政治的社会的のみならず経済的にも自由を欲し

ている”と大要次のように演説した。

商業や貿易はタイ国経済の最も重要な要素であり貿易活動は国内総生産の20

%にも達しているc 貿易のほか民間部門の企業活動がタイ国経済に大きな影響

を持っている。個人のイニシアティプと最少の干渉が我国の発展に重要な意味

を持つ。このことを達成するために我々は良きパートナーを求めている。我国

の貿易と開発政策に重要な要素は投資奨励である。経済の持続的発展のために

は活発な投資活動が必要であるがそのためには良き投資環境が大切だと思う。

このほかプンチャナ駐米大使が奨励産業に対する特典，豊富な労働力，租税協

定，輸入税，外国為替制度などタイ国の投資環境を説明した。

Vタイで第4番目のミノレク工場 AlaskaMilk Industry Co., Ltd.が8月から操

業を開始することが同社支配人から発表された。同社はタイ＝オランダの合弁企

業で， 資本金1千万パーツ， タイ側51%, オランダの HollandCanned Milk 

International Ltd. 49%の比率である。

6 日 V タノム首相はミシガン大学を訪問したが， 20数名の学生はタノム首相がミシ

ガン大学名誉法学博士号を受けることに対して抗議のピケットをはった。学生達

は“タイは第2のベトナムになるつもりか”“タイ国で我が国民を殺すな”“我々

はタイ国の独裁者が名誉学位を受けることに抗議する”などと述べたが，学位授

与が行なわれたすぐ後解散した。なおタノム首相はこれについてコメントを拒否

した。

7 日 Vへラルドトリピューンの報道に上ると，タノム首相はエューヨークで，今週

パリで予定されている米国と北ベトナムの会談の結果がどのようなものであろう

と，タイは東南アジアの真の永続的平和には殆んど希望を見出していない，と次

のように述べた。

ベトナム戦争が終結したとしても，中国はこの地域の武装“解放”闘争を支

援する政策を追求するであろう。北ベトナムが共産中国かち独立して行動でき

るとは思わない。ベトナムを共産主義者の支配する北と自由主義の南とに分割

したまま残すような解決は共産主義者のベトナム支配に有利である。ベトナム

戦争は南ベトナムの保全と独立の継続以上のものである。この戦争は膨張主義

にH奈を屈する者と服従を欲しない者との戦争である。真の平和は小国が尊厳と

独立をもって存在できる自由と権利を保証しなければ、ならない。アメリカ人は

我国と協力を続けていくことが有利で、あることをはっきりと認識してほしい。
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ごく最近まで共産主義は多くのアジア人に“時代の波”であると考えられて

きた。一連の事件とベトナムにおける我々の立場とが東南アジアの民衆の態度

を徹底的に変えた。希望が絶望にとってかわり，楽観主義が不満に取って代っ

た。これらは集団的自発性の実現と正当な熱望を守ろうとする小国の国民の決

意とに基づいた希望への土台を築いた。

8 日 ，タノム首相はニューヨークにおいて，アメリカ経営者協会およびタイ経済界

の実力者と会談し，タイが，アメリカ製機械，設備，化学製品の良き顧客である

ためには，タイの原材料に対する相応な価格を必要とすると述べた。首相および

ポット開発相は，タイの貿易相手としては，アメリカは日本に次いで2番目であ

ることを強調し次のように述べた。

我々はゴ、ム，チーク，タピオカなどの一次産品に対する合理的かつ公正な価格

に依存せざるを得ない。もし価格が低く抑えられある場合には高い関税がさらに

障害となれば，我々の収入に影響する。売ることができなければ買うことが難か

しくなるのは当然なことである。

我々はタイを工業化した社会に変形させることを望んでいるのではなく，農産

物や有用な原料をより有効に利用しようと望んでいる。従って，工業製品生産技

術を援助してくれる企業を歓迎する。タイはアメリカの投資家に安い労働力，税

法上の優遇措置，健全な経済政策， 10億ドルの外貨準備に裏づけられた安定した

通貨および民間企業優遇政策を提供する。

v国境問題討議のためどyレマ代表団がパンコクに到着した。会談の主要内容は

タイに居住しているピルマの政治避難民の問題で，ピyレマ政府はこれら難民を潜

在的敵と見倣しているが，タイ政府は彼らがピノレマ政府に対する陰謀を企てない

限り居住を認めている。

ピノレマからの避難民はピyレマ農村の経済状況悪化によって増加してきているo

, IFCTの PoohPrabhailakshana副会長談，イギリスの輸出信用保証局（EC

GD）は IFCTに対して 100万ポンドから 200万ポンド（ 5千万から 1億ノξーツ〉

の借款を低利で貸付けることを通知してきた。 ECGDの借款はタイド・ローンで

全てイギリスからの機器，商品の買付にあてられる。カナダとの聞にも 500万ド

ルの借款を同じ条件で交渉中である。またドイツからも 500万マルクの借款を受

ける。この借款は不拘束貸付で，その25%はタイ通貨で行なわれる。またアジア

開発銀行からは，サムットサーコン県およびトラン県に建設する冷凍倉庫建設計

画への 500万ドノレの融資が 1月下旬にきまっており，協定調印後3ヵ月以内に渡
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される。

Vタイ警察局に対するアメリカの追加援助2億 5千万パーツの協定が 8日調印

された。タイ政府は規定に従って見返資金として 1億5800万パーツを追加する予

定である。この資金は警察署の増設，自動車，ヘリコプターなどによる機動力の

強化，通信設備，武器弾薬の購入，警官の海外における訓棟などに当てられる。

v訪米中のポット経済相兼国家開発相は記者会見で次のように述べた。

タイはアメリカ人が，タイ経済に第1位の投資額を持つ日本に挑戦すること

を奨励している。タイの企業家と合弁事業を求めるアメリカやヨーロッパの資

本家とは違って，日本人は全てを自分たちだけでやろうとしているようである。

タイには日本からの投資が多く為されている。我々はアメリカが日本と競争す

ることを望む，日本人は非常に奇妙なビジネスの慣行を持っている。ある日目

を醒ますとあれこれの企業を日本人が支回していた。しかし現在彼等は，我々

の主張によって合弁企業に入ってきており，我々は満足して日本と取り引きし

ている。日本はタイへの投資ではアメリカを凌いでおり，外国資本の45%から

50%を占め，次いでアメリカが10%，イギリスとドイツが各6%である。

9 日 V米・タイ共同声明発表一一ジョンソン大統領とタノム首相は 2日にわたった

協議を終え， 9日午後共同声明を発表した。同声明では， 「ベトナム問題の解決

は南ベトナム国民の自決権確保を基礎としなければならないこと」を確認し， 19

67年4月の参戦7ヵ国外相会議で決定された， 「永続的なベトナムの平和解決は

ベトナム国民の希望を尊重せねばならず，また紛争を解決するための協議には南

ベトナム政府はじめ参戦同盟国全てが参加しなければ．ならない」との声明を再確

認した。さらにパリ和平会談に対する同盟国側の立場として，「『北ベトナムが兵

力を引き上げ，浸透を停止し，敵対行為の規模を縮小すれば，連合国は 6ヵ月以

内に撤退する』という 1966年10月の参戦7ヵ国首脳によるマニラ会議共同コミュ

ニケを基礎とすること」および「公正で永続的な平和達成には外交解決追求とと

もに，強力な軍事姿勢がともに必要であること」を確認した。またジョンソン大

統領は今後も南ベトナム政府や参戦諸国と全面的に協議を続けること，タイをは

じめアジアの同盟諸国と結んで、いる条約の誓約を守る決意を強調し，タノム首相

は近く南ベトナムに兵力を増派することを約束した。

V タイ国とアメリカ合衆国は新経済友好条約の批准書を交換した。

ラスク国務長官は，新条約は両国間の貿易，旅行，投資を促進するであろうし，

またタイ貿易投資使節団の成功に寄与することになるだろうと述べた。
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新条約は入国，滞在，個人の自由，裁判手続き，財産収用の場合の補償などを

含む16ヵ条から成っている。

Vクラチャン・タイ・タピオカ貿易協会会長が語ったところによると，米国か

らの注文が減少したためにチョンプリーおよびラヨンの東部海岸地方にある 400

のタピオカ製粉工場の80%は4月初めから閉鎖している。タピオカ粉の最大の買

付国であるアメリカは年間約12万トンをタイから輸入しているが，最近低価格の

トウモロコシ澱粉にきりかえている。

現在3万トン以下の輸入を予定している日本に対してタピオカの買付を要請

し，現在訪米中のタイ貿易投資使節団が来週中にも訪日して日本政府とこの問題

を協議する予定である。

V信頼すべき筋によると， ThaiCardboard Co., Ltd.はナコン・パトムの

Sappran地区に工場を建設し，来年からボール紙を初めて国産化する予定である。

第1年目は年産約2820トンの予定であるが， 1972年には5千トンの生産能力にな

る。タイは1966年だけで 9千万ノ号ーツのポール紙を輸入しているが，この工場建

設によって 1千万パーツの外貨節約となる見通しである。なお IFCTから600万

ノξーツが同社に融資された。

11日 Vニューヨーク・タイムズは11日，タイは共産主義の脅威に対して自ら対処し

なければならないと次のような論説を掲げた。

タイのタノム首相訪米最終日に出されたホワイトハウスでのコミュニケで

は，タイ圏内の共産主義反乱分子をタイ国軍によって撃破することがタイの責

任であることが強調された。もしベトナムの経験が何かを証明したとすれば，

それはアメリカの軍事力が土着の革命運動の挑戦に対処するときに，その国の

イニシアティプに代り得ないということを証明したのである。タイ国は第2の

ベトナムになってはならないし，またなる必要もない。共産主義者達は主にパ

ンコクにある政府によって不面目にも無視され続けてきた，非タイ国民の少数

グループが占拠している国境地帯で紛争を起し続けている。

タイ人はアメリカの良き友人であった。彼らはその経済的社会的改草に際し

て，アメリカの援助を当然受ける価値がある。しかしタイ固とアメリカにとっ

て，アメリカ人がタイ圏内の事柄に余りに深く巻き込まれないようにするほう

が良いであろう。タイ人は過去何世紀もの聞やってきたように自ら対処すべき

である。

v政府筋によると内閣は輸出増大のため輸出税免除の品目を決定した。この免
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除は5月1日にさかのぼって実施される。主要品目は次のとおり。

冷蔵庫，エアーコンデ、イショナー，マッサージ，理髪用具，洗濯機その他類

似の機器，時計，テレピ，ラジオ，テープレコーダーおよび類似商品，楽器，

カメラ，映写機，写真判定機，フィルム，複写機，自動車，オートパイ，電球，

扇風機，アイロン，印刷材料。

13日 Vタイ国有鉄道当局は，コーラートーウボン線のプリラムとラムチー問30kmを

走る夜行列軍の前部に砂を積んだ貨車を付ける命令を出した。これは25mの間隔

をおいて走り，線路に仕掛けられた地雷を爆発させるものである。この措置は同

鉄道がカンボジア系住民の居住する国境に近いタイ農村を通過すること，国境12

kmの地点にカンボジアの大部隊が集結し，タイに破壊の任務を帯びて侵入する者

に援助を与えていることから必要となったとされている。

V大蔵省は1968予算年度前半期の収支状況について大略次のように発表した。

歳入 86億7400万パーツ（ 6億1700万ノξーツは借款〉

歳出 82億1800万パーツ（4300万パーツは借款返済〉

投資委員会の統計によると，経済成長率は毎年7%で，人口増加率は 3.2%で

ある，タイの国民総生産920億ノξーツは， 1964年の成長率7.8%から1966年の13.6

%に飛躍している。工業製品生産高は毎年10.5%の率で増加している。工業投資

は現在まで10億6185万0700パーツに達しており，昨年同期の 8億7218万8416パー

ツに比して大幅に増加している。

14日 Vタノム首相一行，訪日。

，パンコク銀行1967年度年次報告によると， 1967年の穀物生産は早越の影響で

大きな打撃を受けた。 1966年と比較すると以下のようになっている。

米

メイ ズ

ケナフ，ジュート

キャサパ

1966年 1967年 （単位トン）

11,845,522 約 11,000,000

1,250,000 

550,000 

1,780,000 

1,000,000 

280.000 

2ラ000,000

緑豆，落花生，綿花，ヒマの種子，大豆は微増している。木材についてはチー

クが18万3千nfから17万8千nfに減少した以外は他の木材は150万nfから170万nf

に増加している。漁獲高は63万5165トンから71万1700トンへ，淡水漁は8万5118

トンから 8万8000トンに増加している。

米穀の生産についてみると，濯瓶設備の不十分な南部および東北部では減収が
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著しく， 1200万ライの濯瓶面積を持つ北部および中部では比較的高い収穫があっ

た。この理由としては， 1967年の籾卸売価格はトン当り 1355パーツで， 66年より

75パーツ， 60年より 455パーツも高くなっているが，この米価勝貴が農民達に刺

激となったものであるとされている。

15日 vタノム首相談一一一アジアの共産主義国は故ダレス米国務長官が定義したドミ

ノ理論に賛成するであろうが，タイは賛成しない。ドミノ理論は共産主義の膨張

の概念を認めている。しかしアジアの1国が共産主義者の手に落ちても，他の国

も必らずそうなるとは限らない。アジアの共産勢力が膨張政策を放棄すれば東南

アジアの永続的な平和がもたらされる。しかしこのような徴候は何もない。従っ

てアジアの共産勢力の動向に対する監視を行なわねばならない。ベトナム戦争が

終っても，共産主義者の膨張政策は依然として続くだろう。我々はその対策を講

じる必要がある。

パリ会談については，もし双方が自己の見解を他におしつけるではなく，平和

解決を真剣に追求し，かつ双方が誠意を見せるならば，東南アジアに平和がもた

らされるチャンスがある。タイ政府はパリ会談を支持している。私はバリ会談が

実りあるものとなることを期待しているが，朝鮮戦争の休戦会談と同じようなも

のになる可能性の方が大きい。

v共産軍に備え軍事力強化，タノム首相談一一タノム首相は，東京・芝白金の

迎賓館で記者会見し，ベトナム問題などについて次のような見解を明らかにした。

0タイは現在，共産ゲリラに悩まされており，中国も北ベトナムも南ベトナ

ムの次の目標はタイだとハッキリいっている。ベトナムでの停戦が成立しで

も，タイやラオスに対する共産主義者の浸透は激化するであろう。われわれは

タイの共産化は絶対に函るので軍事力を強化しつつある。

o Cウ・タント国連事務総長が提案したインドシナ半島の中立化構想、につい

て〉各国からの保証をえられるかどうかということが一番だいじなことである

が，将来大きな問題として検討する必要がある。ただ，タイとしては自由主義

を欲している。

Vタノム首相と佐藤首相との会談で，日夕イ両国の経済協力関係を固めるため

日・タイ貿易合同委員会を設置することに意見が一致し，今後両国間の事務レベ

ルで検討が進められることになった。

V フ。ラパート副首相は定例記者会見で次のように語った。

共産主義者は依然として彼らのタイ支配の目的を達成するために為しうる全て
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のことを行なっている。共産主義者の活動は現在一時的に休止しているが，彼ら

がこの目的を放棄したことを意味するものでは全くない。小康状態は活動を数段

と激化させる序曲である。共産主義者は現在新聞を利用して公開状や，分類した

広告などで秘密連絡を行なっている。新聞は共産テロリストに対する戦記物の発

表に注意せねばならない。というのはそれは共産主義者に対する作戦の秘密を漏

らすことになるからである。過去1週間の聞に，テロリスト 2人を殺し， 5人の

投降者を含む18人を逮捕した，共産主義者の潜伏場所7ヵ所を破壊した。政府軍

側の損害は死者2人，負傷者4人である。戦闘は10回行なわれたが， 4回はチェ

ンライ， 3回はナコンパノム，およびサコンナコン，ナーン，ウドンで各1回で

ある。

Vプラパート副首相は，タノム首相の帰国後に最近のパス料金値上げ問題に対

して方法を講ずる，パス料金値上げに対して過度の煽動が行なわれている。幾つ

かのデモの話もあるが，平和と秩序は維持されねばならないと語った。

Vフ。ラパート副首相は，タイーピノレマ国境は北部のメーサーイ河に再び引かれ

ることになるだろう。河は流れを変えてピノレマ領内に移動している，両国は濯瓶

の目的で河に沿って堰を作っていたが，この堰と流路の変更が殆んど毎年誤解の

原因となっていた。紛争の可能性を排除するために河に沿って柱を埋め，永久的

な境界標とすることに意見が一致したと語った。

v毛沢東パッジを着けた4人のテロリストが，チェンコーン郡とトゥーン郡の

聞で政府軍に射殺された。メオ族3人とベトナム人3人とみなされている。

16日 Vパンコク・ポスト紙は政府軍に捕えられた 2人の共産主義指導者の自供を次

のように報じている。 BhuPham地域は警察と軍隊の活動によって共産主義者は

一掃され，彼らは現在の雨期中においですら隠れ場所を探すのは極めて困難にな

っている。先週中政府軍は16人のテロリストを逮捕した。ベップリーでメオ族2

人，チェンライのチェンカム郡でメオ族10人，リエンノクターおよびウボンで 1

人，サコンナコンの SwangDoenchinで3人である。また，ナコンパノムのム

クダハーンで2人，ウドンのノンプアランプーで2人のテロリストを殺し，カー

ビン銃2，口装銃1を捕獲した。

17日 Vタノム首相は，北ベトナムの共産外交官はバリ休戦会議において，戦場で達

成できなかった最終的勝利を勝ちとることになるだろうと次のように語った。

いつも他人の自由を売り渡そうと望みかっ準備している似非自由主義者の圧

力によってもたらされる，安易ではあるがいつわりの平和が，人間の自由と尊
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厳を守るたゆまない努力を通じて勝ち取った名誉ある永続的平和よりも，もっ

と割高なものになるということを，複雑で困難な会談の前に銘記しておくとよ

い。バリ会談での共産側の動きには疑問があり，また共産外交官の詐術を巧み

に処理するアメリカの能力に対しても疑問があり，休戦会談にはきわめて悲観

的である。共産主義者は戦場で敗れてきた。それ故単独かまたは撹乱と武力と

を組み合せて戦術的に会談に参加することは，彼らにとってより賢明な道であ

り，戦場で達成できなかった最終的勝利を彼らに認めることになるだろう。タ

イ駐留の外国軍隊の必要性に関しては，単にベトナムの状況だけではなく全世

界の平和と安全を考慮した上で決定される。現在タイにいるアメリカおよび他

の外国，たとえばオーストラリアの軍隊は東南アジアの現実の要請に応じてい

るものである，米軍のタイ駐留認可はベトナム戦争の継続中は有効である。将

来に関しては，我々はその時点でこの橋を渡ることになる。我々は全世界の平

和と安全を考慮せねばならない。

Vタノム首相は， 7月にキャンベラで聞かれる ASPACの年次総会において，

タイはASPACを地域的軍事同盟にするよう圧力をかけるつもりはない。そうす

るには時期が熟していないと語った。

19 8 V政府筋によると，内務省はタイ帰化人の土地所有に関する法律を明らかにし

た。これらの法律は，タイ帰化人の本国がタイと土地所有権に関する協定を結ん

でいる国の場合には，彼らがタイ市民権を得ると同時に土地の購入所有を認める

という最近の内閣の決定に基づくものである。このような協定がない国の出身者

の場合には5年間の期間を置くことになる。これらの法の適用は土地法に基づい

て行なわれる。

20日 V日夕イ共同声明発表一一タノム首相の離日にあたり日夕イ共同声明が発表さ

れた。 （要旨は特記事項参照〉

V帰国したタノム首相は空港で記者会見を行ない次のように述べた。

ジョンソン大統領から米国がタイ国を見棄てないという確約を取った。また

大統領はタイ国への援助は協定に従って完全に実施することを保証した。米国

の援助には遅れるものがあると伝えたが，大統領は経済・軍事援助を状況にそ

くしてスピードアップすると約束した。クリフォード国防長官はタイ国がテロ

リスト鎮圧活動に米軍の行動ではなく，単に武器や装備，特にヘリコプターを

必要としているということを理解した。

21 8 Vタウィー制憲議会議長は国王およびタノム首相に対して， “憲法は国王の署

-195- 一（ 75 ）ー



タイ（5月〉

名と公布を待つばかりである”と報告した。議長とタノム首相は調印式の日取を

検討しているが，タワィ一議長は“来月初め”を予定していると語った。

V移民局高官の話によると，現在法制審議会で検討中の新移民法が閣議で承認

されると，観光ピザを所有している外国人はタイ国内での雇用が認められなくな

り，雇用される場合には当局の持別許可証所持者に限られる。これは観光ピザ、し

か所有していない外国人がタイで就職し，ピザ、の期限が切れるとラオスやマレー

シアで新ピザ、の交付を受けて再入国し，金をためるか永住許可権を獲得するまで

繰り返すため，これに対する法的規制としてとられたものである。

V米国は農村促進開発計画のアグリビジネス計画を14郡から28郡に拡大するた

め58万3千ドルの供与を取り決めた。この計画は別名農民グループ計画といい，

1966年に開始された。現在1万7500名のメンパーを有するが今度の拡大計画によ

り3万5千名になる予定である。タイの商業銀行との協定によって，肥料，農薬

などのために貸付を行なっている。 1967/68穀物年度は 1万1500人の農民が 650

万パーツを借り入れ，その返済割合は95%に達している。またこの計画によると

トラクター，農薬散布器，その他近代的農機具もメンバーに利用させる。今回の

協定によって，ロイエット，カラシン，ナーン，チェンライの4県で新たに実施

されるほか，ワボン，ウドン，ノンカイ，サコンナコンの各県で追加実施される。

米国の援助は主としてトラクター，ディスクプラウ，ポンプなどの購入にあてら

れる。肥料は農民グループに売却され，売上げは各郡で回転基金として利用され

る。

Vスウィト・タイ・ジュート協会事務局長は東北地方の農民に対して，ケナフの

生産を抑えて他の作物を栽培するよう呼びかけた。ケナフは急速な生産増大と，

インド向け輸出の減少によって25万トン以上の滞貨をかかえ，価格はこれまでの

最低となっている。今年に入ってからのケナフ輸出は 2万トンで，主として日本

およびヨーロッパ諸国に向けられている。

22日 Vプラパート内相は先週の共産主義者との戦闘について次のように報告した。

政府軍は銃撃戦で共産テロリスト 8人を殺し， 24人を逮捕， 1人は投降した。

戦闘は13回行なわれ，ナコンパノム県で5回，チェンライで 3回，ナーン，サコ

ンナコン，プラチンブリー，ヤラー，スラータニーで各1回であり， 2ヵ所のテ

ロリストのキャンプを発見，破壊したo

v租税監査局高官の報告によると，南部国境を越えてマレーシアへ入る米の密

輸出は，密貿易取締りを任務とする特別委員会の過去数週間にわたる努力により
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減少した。しかし密貿易は再び新たなIレートを見つけて行なわれており， トラン

県の新ルートも報告されている。密貿易抑制のため，経済省は中部から南部へ船

舶輸送する特等米の数量を減少させている。

Vタナット外相は記者会見で， “アメリカ合衆国政府とタイ国政府は，永久平

和と東南アジアの安全保障とが南ベトナム国民の独立を維持することにかかって

いる点で意見が一致した。南ベトナムを北ベトナムの支配下に置いてはならな

い”と次のように語った。

共産主義者を含めた連立政権は南ベトナム国民，アメリカおよび他の諸国にと

って受け入れ難いものである。そうすることは共産主義者が内部から政府を転覆

し，南ベトナム全体を支配する方向に導くことになる。アメリカやヨーロッパの

いわゆる自由主義者は南ベトナムに連立政権を押しつけようとしているが，彼ら

は連立政権実現によって東南アジアからアメリカの軍隊を引き上げ，ヨーロッパ

や中近東に回そうと考えている。南ベトナムを自由主義国にとどめておくジョン

ソン大統領の“強い決意”は賞賛に値する。彼は大統領選挙への立候補を放棄す

ることによって，それに関して，彼に圧力をかけることを不可能とする位置に自

らを置いたのである。アメリカはSEATOにおけるタイへの誓約およびタナット

ーラスク声明を再確認した。また大統領候補のロパート・ケネディも選挙演説の

中で，韓国およびタイに誓約を与えると述べている。

パリ会談に関しては，ハノイは余りにも多くのことを要求している。ハノイの

要求は南ベトナムに対する侵略戦争の続行を欲しているからである。この過大な

要求はヨーロッパやアメリカにおいて，ハノイへの同情を失わせる結果となって

いる。会談が成功するためにはハノイがもっと道理をわきまえねばならない。

タイはワ・タント国連事務総長の和平会談援助と平和のための種々の努力を再

度肯定する。私は彼に“永久平和は南ベトナムが自由主義国として残った場合に

のみ可能である”と述べた。

カンボメアの国境問題については，カンボジアは国際司法裁判所に提訴すると

いうタイの条件を放棄するよう望んでいるが，この条件は絶対に放棄しない。ウ・

タント国連事務総長が両国の友好関係回復のために特使を派遣したことには感

謝する。

23日 v国民議会は30年間続けた旅行者による外国通貨持込禁止法を廃止する議案を

可決した。スーム蔵相の説明によると，タイはもはや外国通貨持込を統制する必

要はなくなった。タイは IMF加盟113ヵ国のうちでいまだ外国通貨持込禁止を残
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している唯一の国であった。

vランパン県メェーモーにある ChemicalFertiliser Companyは安い日本製肥

料の大量輸入によって年3万5千トンの生産能力をもっ同社の工場が操業停止状

態にあり，関税引上げないしは輸入禁止の措置を取るよう投資委員会および経済

省に訴えた。同社は資本金3億4千万ノξーツ，政府出資49.9%，民間出資51.1%

で1966年から操業を開始していた。投資委員会は特別委員会を設けて問題を検討

し，経済省の決定を待っている。

v投資委員会は以下の企業を奨励産業として認可した。

1. Nonburi Ginning Mills Co., Ltd. 投資額1452万5千ノミーツ，綿繰機

工場，年産3千トン。

2. Thai Animal Feed Mill Co., Ltd. 投資額1億 8200万パーツ，家畜

飼料，年産35万トン。

3. Mr. Y ongyud Pongsriprapadson 投資額6千万パーツ，家畜飼料，

年産 30万トン。

4. Somboonsab Co., Ltd. 投資額1500万パーツ，家畜飼料，年産 2万

3000トン。

5‘ Shin Shen Feed Mill Co., Ltd. 投資額2350万パーツ，家畜飼料，年産

4万8千トン。

6. Namboon Bleaching and Dyeing Co., Ltd. 投資額950万ノξーツ，

漂白，染色，捺染，織物・織糸設備拡張，新生産能力月80産万ヤーに

24日 v政府高官筋によると，北ベトナム避難民の第1回目の送還は新たな問題を引

き起している。

国際赤十字は協定に従って南ベトナムへ送還される90人のベトナム人が北ベト

ナムへ送還されることを希望していると主張している。この協定はタノム首相が

1月に南ベトナムを訪問した際に取り決められたものである。

タイおよび北ベトナム赤十字は4万人の北ベトナム避難民の問題を国際赤十字

に提出し， 1961年にラングーンで協定が結ぼれた。 2万人の避難民が北ベトナム

へ送還されたが1963年8月トンキン湾事件によって中断された。

現在，北ベトナムの避難民はノンカイ，ウドン，ワボン，サコンナコン，ナコ

ンパノム，ナコンラーチシーマー，シーサケート，スラータニー，パツタノレンの

各県に散在しており，国内の治安などに問題を引き起している。

内務省の毎月の調査によると，彼等の出生率は高まっており，すでに数千人増

一（ 78）一 Q
U
 

nu 



タ イ （5月〉

加している。政府は身分証明書を手交しているが，タイ国籍は与えられていない。

北ベトナムへ送還を希望しているものは，しばしば面倒を引き起しているもの

といわれている。

Vアムヌアイ投資委員会事務局長は，アメリカの経営者は多くの分野における

合弁企業，とりわけ缶詰，繊維，野菜，石油産業に関心を持っていると語った。

繊維関係では 3億ノミーツの工場建役計画が予定されている。

曹世界銀行ははタイの道路組織改善を援助するため 2900万ドルの融資を認め

た。しかし現在のタイの外貨準備保有高から考えて，タイ銀行が2500万ドルの融

資に参加することに意見が一致した。

融資を受けた計画は4億ドノレを投資して2800マイノレの道路建設， 2000マイルの

道路舗装を行なうものである。

26日 Vタイ・メイズの一流輸出業者および銀行家6名が TitanEnterprises Co. 

Ltd.を創設した。同社は資本金2千万ノミーツで， メイズ価格の安定， 競争の軽

減，貿易開発協力を目的とし，メイズ輸出の約50%を支配することになる。社長

にはタイ・メイズ生産輸出業者協会会長の ChinChutrakul氏，専務取締役には

Phakdi Seitharatanapongs氏を予定している。

27 B Vタノム首相は，ベトナム戦争のために訓練している 1万人の軍隊のうち 5千

人を 7月に甫ベトナムに派兵する予定であると次のように述べた。

米国への公式訪問中，ジョンソン大統領はベトナムで共産主義者と闘うために

至急軍隊を派遣するよう要請した。私は軍隊の訓練を十分に行なったあと直ちに

派兵することを約束した。タイ義勇軍の 1師団は現在カンチャナプリーで厳しい

訓練を受けており，来月には終了する。そのうち 5千人を 7月にベトナムに派兵

し，残りの5千人はその後派兵することになる。パリ会談が短期間に戦争を解決

できるとは考えていない。ベトナムは地理的に中国に近く， 2年以上の会談後に

朝鮮戦争を終らせることに同意した北朝鮮と似ている。

vタノム首相は憲法公布の日を 6月20日とすると発表した。

Vタノム首相は定例記者会見で，タイ国で活動している共産テロリストは彼ら

の攻撃目標を官吏や軍人から村の指導者に移していると次のように述べた。

先週3人の村長と 1人の国境警備隊兵士が殺された。村長のうち 2人はサコ

ンナコン県で， 1人はスラータニー県，兵士はサコンナコン県で殺されている。

政府軍はテロリストの 1団と先週2回衝突し， 2人の共産主義者を殺し11人を

捕虜としたが政府軍側の損害はなかった。ここ数ヵ月間散発的な戦闘の続いて
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いる北部では，約200人のメオ族のクツレープが降服と特赦についてチェンライ

県知事と協議するため代表を送ってきた。メオ族たちは彼らの以前の行動を罰

しないことを条件として降服を希望している。彼らは共産主義者の煽動に迷わ

されたと考えている。彼らは知事に対して，もし最初のグループが寛大に扱わ

れていることを知れば，まだ山に残っているメオ族達も自発的に降服すると思

うと言吾った。

28 B T Uan Surakulプーケート県知事は，県当局は経済省に対して許可を得ていな

い米の輸送は全て違法であると公布するよう要請したと次のように語った。

この目的は南部各県からマレーシアへの米の密輸出を阻止することにある。

以前は米の海上輸送は違法であったが，プーケート道路が建設されて以後はト

ラックで輸送できるようになった。最近上等米250袋をマレーシアへ密輸出し

ようとしていた漁船が捕った。プーケートには数百隻の漁船があり米の密輸出

は極めて簡単に出来るので違法行為に対する何らかの策を講ずる必要がある。

また県当局は経済省に対し増大する需要に対処するために，米の割当を現在

の8千袋の他にさらに 2千袋増加するよう要請した。

, Kraisri Nimmanhaeminda IFCT総支配人は，アジア開銀が先週 IFCTへ

の1億ノミーツの借款中第 l回分1500万パーツを承認したと語った。借款はドイツ

マルクで行なわれる。第1回分は TrangIce and Cold Storage Co. (509万6155

ノミーツ）， Samut Sakorn Cold Storage Co. (9:35万3640パーツ〉に対して融資さ

れる。

v経済省は米の輸出プレミアムを次のように改訂した。（）内は旧レート。

白 米 100% 1,830パーツ／トン（1,960)

白 米 5% 1,680パーツ／トン（1,810)

白 米 10% 1,590パーツ／トン（1,720)

白 米 15% 1,540パーツ／トン（1,670)

もち米 長粒 1,530パーツ／トン

もち米 短粒 1,440パーツ／トン

玄 米 5% 1,560パーツ／トン

蒸 米 100% 1,400パーツ／トン

29日 Vプラパート内相は，憲法公布後240日以内に行なわれる総選挙で共産主義者

の立候補者は国民から何らの支持も得られないだろうと次のように語った。

彼らが買収しようとしても成功しないだろう。というのは人々は金だけは受
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け取るが好きな候補者に投票するだろうから。もし国民が共産主義者を望むな

ら，その当選を阻止するような手段をとることはできない。しかし国民は共産

政権よりは民主主義を好んでいる。内閣は政党法草案を承認し，国会提出以前

に法制審議会に送付した。総選挙の頃まで私が内相に留まっており選挙を監督

する責任を負ったときには，公正を期すため与党の特別な地位は引き受けない。

政府は総選挙に 1億2千万ノξーツの予算をあてており，有権者数は1400万人で

ある。

30日 ，総工費4300万ドル， 23ヵ月をかけて完成されたサタヒープの港湾施設がタイ

国に正式に引き渡された。

，中華民国の高魁参謀総長訪タイ。

Vタイ国訪問中のJレーマニア貿易使節団は，スリヨン・タイ商業会議所会頭に

対してタイ製品の輸入増加を約束した。昨年の第 1回ルーマニア貿易使節団は 5

ヵ年間総額1100万わレの買付協定を結んだが，今年はさらにゴムを年額5千トン

に増加する。現在ケナフ 2千トン，麻袋20万袋もさらに増加される見通しである。

’ 「タイ人民の声」放送は，タイ東北部の武装闘争の発展に関して論文を発表

し，次のように述べた。

タイ全国71州のうち30州に革命的武装闘争の火が燃え上り，タイ共産党指導下

の東北部の人民武装勢力は過去2年聞に 490回の戦闘を行ない，米＝タイ反動武

装警官1200人余りをせん滅した。ここ 1年来， 155回にわたって「武装宣伝隊J

を派遣し，農民を励まし，大衆の階級的自覚を高めてきた。全国の革命的人民の支

持を受けている英雄的な東北部の人民武装勢力は，凱歌の中でさらに前進してお

り，マルクス・レーニン主義，毛沢東思想の偉大な赤旗を高くかかげているタイ

共産党の指導下に，全国の革命的人民と共に人民戦争を堅持しさえすれば，必ず

米帝国主義とその手先タノム＝フ。ラパート売国集団を打ちまかすことができる。

最後の勝利は必ず革命の武装闘争を堅持しているタイ人民のものである。

31日 ，信頼できる筋が語ったところによると，総選挙の日取りは来年の 1月25日と

なる模様であるo

v地方開発促進計画に対する USOMからの援助協定が調印された。援助額は

756万9805F；レで， 1969年の北部および東北部18県の開発計画に対して行なわれ

る。
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注目のタイ王国憲法が20日に公布された。 1958年10月20日のサリット元帥

のクーデターによって52年憲法が廃止された後， 59年1月の臨時憲法に基づ

いて設置された制憲議会によって新恒久憲法の起草が開始され，かなりの好

余曲折を経た後約11年ぶりに恒久憲法を持つこととなったわけである。 1932

年 6月にタイが立憲君主国となって以来，臨時憲法も含めると今回の新憲法

は8番目の憲法である。

ここで新憲法の内容を見てみることにしよう。憲法は全文 183条で総則，

国王，タイ国民の権利と自由，タイ国民の義務，国家政策の指導原則，立法

権，行政権，司法権，憲法審査委員会，憲法改正，確定規定，経過規定の12

章より成っている。

新憲法はまず第2条で「タイ国は国王を国家元首とする民主主義国である」

と規定し，国王は「神聖かっ不可侵JC第4条）「何人も如何なる方法をもっ

てするも国王を告訴または起訴しではならない」 （第5条〉と定めており，

国王の権限は国会，内閣，裁判所を通じて行使することとなっているが，国

軍最高司令官としての統帥大権，緊急事態の際には勅令が法律と同様の効力

を持つなど権限は極めて大きい。また諮問機関としては枢密院が置かれてい

る。国民としての権利と自由については，宗教，言論，著述，出版，印刷，

集会，結社，政党結成の自由などが認められてはいるが，非常事態の防止，

安寧秩序や良風美俗の維持，青少年の道徳的頚廃防止に関する特別法に基づ

く場合にはこれを制限することができ，また国体の変更を目的とする政党の

結成は禁止されるなどかなりの制限が加えられている。特に国内の共産勢力

抑圧のための諸立法措置が今後もとられるであろうが，国民の要求を抑えて

一層不満を強めていく可能性も十分考えられ，問題の残るところである。こ

のような自由の制限に対応して，タイ国民の義務として国防の義務，軍務に

服する義務，国王を元首とする民主政体擁護の義務などが定められている。

さて国家の政策としては，外交面では平和共存，善隣外交，国際正義を基
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調とし，内政面では教育の促進，民間企業活動の奨励，農業の奨励，社会福

祉事業などが掲げられている。国政は三権分立の建て前をとっており，立法

権は上院と下院とより成る国民議会に属するが，国王は国会で可決した法案

に対する拒否権を持ち，国王が拒否した場合には国会は当該法案を両院議員

総数の 3分の 2以上の賛成で可決しなければ発効しないことになる。上院議

員は国王が任命し年令は40才以上，任期は 6年で定足数は下院議員定足数の

4分の 3，第1回国会存続期間中は 3年で議員の半数が抽選で辞任すること

になっている。下院議員は国民の選挙により県を選挙区として15万人に 1人

の割合で選出され，任期は 4年であるO 選挙権は20才以上の男女であるが，

聾唖者，僧侶，牧師等は除外される。被選挙権は30才以上で下院議員選挙法

に定める標準教育を受けまたその他の資格を有する者となっているO 国会の

招集，解散権は国王に属し，両院はともに立法権を持つが下院が上院に優越

する。内閣は総理大臣 1名と15名以上30名以下の国務大臣を国王が任命し，

国会議員は大臣を兼任することができない。憲法改正については国会で行な

われるが国王が必要と認めた場合のみ国民投票に付される。

以上が憲法の主な内容で，憲法公布後15日以内に国王は上院議員 120名を

任命し，下院議員選挙後追加任命が行なわれることになっており，選挙まで

は上院が国会代行機関としての機能を果し，下院議員選挙は憲法公布後240日

以内に行なわれる。

新憲法の公布によってタイ国は一応軍事政権から民政移管への態勢を整え

たことになるが，なお様々な問題点が残されている。まず新憲法第 183条に

よって，軍政時代の臨時憲法第17条の治安維持規定に基づく革命団布告は全

て有効とされ，また19日のフ。ラパート副首相が言明したように戒厳令は依然

としてその効力を維持しており，総選挙にともなって集会や言論の自由が幾

分緩和される可能性はあっても，実質的には軍事政権時代と何ら変りがない

ことである。このままでは新J憲法発布に期待をかけていた学生，知識人層の

不満を呼び起すことになるだろう。一大政治宣伝戦とも言える総選挙におい

て集会や言論の自由が禁止ないしは制限されたままでは，国民の意見がどこ

まで正確に反映できるか疑問である。新憲法発布直後の21日に，ハイド・パ

ーク運一動の演説家が新憲法を楯にとって街頭演説を強行し，政府側が戒厳令
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によってかれを逮捕したことは，政治的自由を望む国民と軍事政権との矛盾

をあらわしたものと言えよう。また国会代行機関としての上院も任命される

議員の殆んどが現在の制憲議会のメンパーから選ばれる予定となっている。

タノム首相を始めとする現政権担当者は強力な新党を結成して，民政移管後

も引き続き政権を担当する決意を明らかにしているが，肝心の政党法と選挙

法は今だに閣議で検討が続けられている段階で，いつ頃成立するかはっきり

していない。タノム政権はこれまで東南アジアの政治情勢が不安定なことや

国内共産ゲリラの活動などを理由として何度も新憲法の発布を延期してきた

だけに，国内外の情勢如何によっては総選挙が延期される可能性もある。総

選挙に対して政府指導者の口からは買収，供応や暴力事件などについての不

安が語られているが，最も恐れているのはやはり反政府運動の活発化による

政情不安定，特に共産勢力の浸透であろう。

21日にはハイド・パーク運動のメンバーが，憲法をテストするとして街頭

演説を行なって逮捕され，これをきっかけとして数千人の学生，市民による

デモが行なわれた。デモ行進中の学生達が掲げたスローガン等についてデ、イ

リ－－－ニューズ紙は「かれらの意見の大半は，現政府の行政行為および警官

の学生に対する苛酷な取扱いに対する批判であった。これらの意見のうち幾

つかは新聞紙上に公表できない」と述べている。プラサート警察長官に突き

つけた11項目の要求の中には，ベトナム派遣タイ国軍の撤退や米軍のバンコ

クでの休暇訪問廃止など政府の外交政策に反対するものが含まれ，反米，反

政府的色彩のかなり濃いものであること，また戒厳令を完全に無視している

ことなどは注目すべきである。新憲法の発布はこれまで軍事政権下に欝積し

てきた国民の不満に火を付け，今後反政府運動が広汎に展開される可能性も

あるし，共産勢力の活動が活発化することは明らかである。政府側は，憲法

はデモ行進の許可証ではないとして学生に自粛を呼びかけ，学生デモも共産

主義者の煽動によるものと見倣して 11項目の要求も無視する態度に出てお

り，農業団体のメンバーに対する政治活動制限の立法措置なども伝えられて

いる。しかしこのような措置は政情の安定をもたらすどころか逆に反政府運

動を顕在化させる危険性を持っている。特に共産勢力が今月初め頃から諸政

治団体への影響力を浸透させる努力を強めつつあるといわれるだけに，民政
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移管後の政局は極めて流動的のものとならざるを得ないだろう。

経済的にもまたタイの将来には楽観を許さないものがある。特に輸出総額

の約3割を占める米の輸出がはかばかしくなく，今年1月から 6月15日まで

の輸出量は約43万トンと昨年同期の輸出量の半分に落ちている。香港市場で

はアメリカ米に押され，マレーシア，シンガポーノレ市場も楽観を許さない。

更にベトナム戦争が終った後に南ベトナムが米輸出国としての地位を回復す

れば，年間約20万トンのベトナム市場を失うばかりでなく，今日のタイの友

邦が明日の強力な競争相手となる可能性がある。年3%という高い人口増加

率をも考えあわせるとタイの米市場は重大な危機に直面することになりそう

である。同じくタイの重要な輸出商品であるジュート，タピオカの輸出もい

ずれも前年を下まわっている。このような輸出の不振に対して政府は 1日か

ら米輸出の割当を廃止して自由に輸出できることとし，また旧レートより軽

減した米プレミアムを 8月以降も有効とするなど，米輸出促進策を打ち出し

ている。この政策は輸出によって国内米価の高騰はあり得ないという見通し

によって決定されたものであるが，タイの経済成長に伴って全般的に物価が

高騰していること，農民が低米価を嫌って売り控えていることなどから考え

て，園内米価がこのまま安定するかどうか疑問であるが，輸出促進によって

国内米価が高騰したとなるとタイの国民経済上重大な問題となるであろう。

民政移管を迎えるタイの将来はこれまでのような順調な発展を続けていく

可能性はむしろ少ないと言える。特にベトナム戦争の終了がタイの政治，経

済に与える影響は極めて大きく，南ベトナムでは解放戦線の勝利が決定的と

なっているだけに，民政移管後早々にタイは大きな試練に立ち向わねばなら

ず，悪くすると新憲法の命取りとなる可能性もある。
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6 月
1 B Vチェンマイで50人のメオ族テロリストが攻府軍に投降した。

’政府は6月 1日より米輸出の割当を廃止すると次のように発表した。

6月1日より割当なしに自由に米を輸出できる。ただし 1月からの総輸出量が

65万トンに達すれば新たに政策を決定する。 5月31日までの総輸出量は40万トン

なので7月中はこの方式が続けられるものと予想される。この措置は国内米価が

低下しており，輸出によって米価の高騰はありえないという政府の見通しにより

決定された。

6月1日より貿易局は米の輸出許可を次のように与える。

1. 輸出許可を受ける権利を有する者は“米取引法” tこ従って登録を行なった

者で，かつ許可申請の時点で定められた米プレミアムを完全に支払った者。

2. 貿易局の輸出許可書の有効期間は30日で，延長，米プレミアムの返済は行

なわない。

3. 上記の方法での輸出許可は， l月1日以降のすべての種類の米の輸出量の

合計が65万ドンに達した時に廃止する。もち米の 6月～ 7月の輸出量は 1万

トンを越えない。

4. 許可申請を行なうものは売買が確実で許可書の期限内に輸出を行なうこと

が出来るものでなければならない。

V貿易局は米輸出許可の条件を次のように変更した。

輸出許可書を受けたものは政府への売渡し率をこれまでの10%から 5%に減少

する。また，政府への売渡米は精白米5%1種類とする。

これは政府の保有米が12万袋に達し，バンコク・トンプリ一地区住民の3ヵ月

分に達したためである。

2 日 Vマレーシアとの国境に近いヤラー県ベトン郡で，国境警備隊および地方警察

官10人が約20人の共産ゲリラに襲われ， 3人死亡， 3人が重傷を負った。

3 日 Vタノム首相は記者会見で次のように語った。

私が政党を結成ずるにはまだ時期が熟しておらず，最終的判断を下していない。

選挙法案については選挙区と立候補者が政党に所属すべきかどうかという点で意

見が対立している。私自身の見解は言えない。とにかく革命団がやってきたこと

はしっかりした政党を作り，民族のために有益なことを実施するためである。現
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在タイ国民は民主主義が良いものであると感じている。

' 3日に行なわれたアユダヤ市議会再選挙の結果が即日開票で以下のように発

表された。有権者は 1万5160人，投票率20%0

Prachachon Party 9 議席

Krungkao Party .) 「 " 
Development Party 1 I/ 

Opposition Party l " 

無所属 2 ？？ 

18 I/ 

V共産主義鎮圧司令部発表によると， 5月27日から 6月2日までの 1週間の共

産テロリストの活動は過去2年間最低であった。衝突は9件あり，サコンナコン

で4回，ナコンパノムで4回，チェンライで 1回であり，テロリストは2人死亡，

13人を逮捕， 17人が投降した。タノム首相は，鎮圧作戦の実施で彼らの活動は低

下している。また国民も以前より政府軍と協力していると語り，戦果を以下のよ

うに明らかにした。

殺害 逮捕 投降

東北部 323人 2459人 2305人 (1966年12月27日～1968年3月31日）

南部 29人 427人 30人（1968年4月30日～ 5月31日〉

北部 26人 156人 4人（1967年2月 1日～1968年5月31日〉

4 日 Vタウィー国防次官インドネシア訪問に出発。

V貿易委員会の報告によると1967年9月から1968年4月までのジュート輸出は

19万トンで， 1966/67年同期の21万9千トンに比較して15%減少した。農民，仲

買業者，輸送業者の手元にあるジュートのストックは20万トン前後と見積られて

いる。ジュートの低価格で農民の意欲がそがれ，新作物の刈取りが遅れている。

5 日 Vロパート・ケネディ上院議員暗殺事件についてタイ政界指導者は次のように

述べた。

セーワン総理府事務局長：アメリカの指導的政治家であるケネディが暗殺され

たことは全世界にショックを与えるだろう。このような事件が民主主義の模範で

あるアメリカで起きたことは遺憾である。

タナット外相：ケネディ上院議員は米国に多くの貢献をなしうる偉大な人々の

1人である。ケネディ氏の政策はタイ政府のそれと反対ではあったが，それで、も

彼が有能な人物であったということは言っておかねばならない。
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ワン副首相：もしケネディが大統領選挙を辞退すれば，ハンフリーが民主党の ’ 
大統領候補の指名を受けるだろう。マッカーシーは十分な得票を得られないだろ

う。アメリカの大統領選挙では政党の代表者大会のほうが予備選挙よりも重要で

ある。

某陸軍将校：もしケネディが辞退すれば，ハンフリーが民主党大統領候補の指

名を得ることになり，それはジョンソン大統領の政策と殆んど変化がないことを

意味する。

Vタナット外相は，最近におけるフランスでの出来事は各国に共産主義者は信

頼できないという教訓を教えていると次のように語った。

共産主義者達がインドやインドネシアで行なってきたことがいまフランスで起

きている。このことは他の国々に共産主義者違と友好関係を結ぶべきでないこと

を教えている。 Fゴール大統領はウラノレに迄達するヨーロッパ・ブロック建設の

希望から共産主義者達と親密になろうとした。今や彼は共産主義者達がフランス

で独裁権をうち立てようとしていると自ら言明した。フランス国民は共産主義者 1

たちが彼らを破壊しようとしていることを理解し，将来はより注意深くなるであ

ろう。私はフランスの学生や労働者が国内平和に有害な行動をやめることを期待

する。

パリ会談に関しては，北ベトナムがプロパガンダに疲れて真剣に話合いを開始

するまで静観する。北ベトナムは現在会談を安価な広報活動の舞台として利用し

ている。

V トンブリー市のトンナコン運輸会社のパス運転手と車掌200人は，事故によ

る損害を運転手の負担とすることに反対してストライキを行なった。パス料金が

一路線50サタンの時は事故を起した場合運転手は 1千パーツを越えない範囲で責

任を負ったが， 5月30日に75サタンに料金が値上げされると，会社は事故は全て

運転手の責任であるとの告示を行なったことが原因である。

6 日 Vアムヌアイ投資委員会事務局長は，今年の 1月から 5月末日までに33企業の

設立申請を認可し，登録資本は約12億ノξーツとなったと報告した。この企業数は

昨年同期より 10企業少なくなっているが，投下資本は 2億パーツ増加している。

新工場は約4千人の労働者を雇用する予定である。この期間中の奨励産業の中心

はThaiOil Refineryの精製能力拡充，缶詰業およびその他の農産物加工業であ

った。

Vポット・サラシン国家開発相と UnionOil Company of Thailandとの間
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に海底石油資源調査権契約が結ぼれた。調査権は 8年間有効で， 4年間の延長が

認められ，スラータニー県の 1億9076平方キロメートルの範囲で、行なわれる。

v投資委員会の認可した奨励産業

1. Vivat Industry Steel Wirerope Limited Partnership 450万パーツ鋼索年

産100万kg

2. Rangsit Industry Company Ltd. 710万パーツ綿布年産2千トン

3. Thai Hair Company Ltd. 150万パーツ

4. Universal Tyre Industry Limited Partnership 900万パーツ自動車のチュ

ーブタイヤ年産5万個

5. Thailand Gulf Oil Company 2億4千 5百万パーツ 石油資源調査

7 日 Vタノム首相はマレーシアのラーマン首相と会談するためベナンに向けて出発

した。一行にはタナット外相．ポット・サラシン国家開発相兼経済相，セーワン

総理府事務局長らが随行する。

Vタイのアナンド国連大使は，国連総会第 1委員会（政治委員会）に先だち，

米ゾ共同提案の核拡散防止条約は中国の侵略に対する具体的保証がないと次のよ

うに語った。

タイは条約の付託決議には賛成するが，条約そのものに関しては保留する。タ

イは核武装する意図はないが，条約の欠陥およびこの条約が世界中の核エネルギ

ーの平和利用を妨たげることを恐れている。アジアは原爆が投下された唯一の大

陸であり，部分核実験停止条約を無視している核強国が今だに大気中での核実験

を続けている大陸である。中国はいかなる核拡散防止条約にも公然と反対し，あ

らゆる有効な手段で攻撃的膨張政策を追求している。核拡散防止条約草案はこの

安全保障問題には全く触れていない。予定されている安保理事会での決議は，わ

が国のような諸国の立場の不安を静めるのに何の貢献もしないだろう。タイは総

会での決議の際には，核兵器の拡散を防止する原則を激励する意思表示として賛

成投票する。しかし国連で賛成投票しでも，それがタイ政府の条約自体に対する

最終的態度を前もって判断すべきものではない。

v元首相で民主党副委員長であったセニ一氏は，パンコクとトンブリーの市議

会選挙に民主党から24人の候補者をたてると発表した。

9 日 Vマレーシアのラーマン首相との会談を終えて帰国したタノム首相は，官邸で

の記者会見で、サパ問題に関して次のように語った。

われわれはマレーシアとフィリピンの意見の相違に関心を持っており，タイ国
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としては，両国の和解にできるだけの努力をするつもりである。しかしわれわれ

としてはこの問題にどのような形であれ，直接的に干渉したり巻き込まれたりす

る意志はない。サパ問題に関するフィリピンとマレーシアの話合いは， 6月17日

にパンコクで行なわれる予定である。

またタイはマレーシアに，毎月 1万5千トンの米の輸出を続けることを約束し

た。

10日 Vタノム首相は記者会見で，サパ問題に関してタイは会談の場を提供するにす

ぎないと次のように語った。

マレーシアのラーマン首相との会談で，タイはこの地域の平和と安全を守るた

めに，両国の和解をはかるあらゆる努力を払う準備があると伝えた。しかしわれ

われは直接サパ問題に関係する意図は持っていない。 6月17日にパンコクで開か

れる会議についても，会談の場所と十分な便宜を提供するだけで会談には参加し

ない。

ASEANや ASPACのような協力機構をより一層促進することは，私やラー

マン首相の固い決意である。 ASEANの力を強めるため継続的に努力していくこ

とには完全な意見の一致を見た。

カンボジアのシアヌーク元首の訪タイについては，彼が希望すればわれわれは

歓迎する。

パキスタンの SEATO脱退計画は，パキスタンが積極的参加国でなかったか

ら軍事同盟には何らの影響もないだろう。

V共産主義鎮圧司令部の発表によると，共産主義者の活動は激化してきており，

先週中に政府軍はテロリスト 4人を殺し， 9人を逮捕したが，鎮圧軍も死者5,

負傷者5を出した。衝突は6件あり，ヤラー県ベトン郡，パンコク南方のスラー

タニー郡，北部のナーン，東北部のサコンナコンおよびナコンパノムで起った。

V共産ゲリラとの戦闘一一一ナーン県トウンチャン郡で，国境警備隊は共産テロ

リスト指導者およびその部下 1名を殺害した。チェンライ県チェンカム郡では，

民間警備軍が共産ゲリラの待伏せ攻撃を受けて 1人死亡， 2人が負傷した。

V貿易局の発表によると，ルーマニアはタイ国から，ゴム，ケナフ，麻袋を買

い付ける契約を結んだ。この契約は S.R. International会社との聞に結ぼれた

もので，ゴムは初年度5000トンから順次買付量を増加し， 1973年には 1万トン，

1978年には 1万5000トンになる予定。ケナフ，麻袋は毎年，それぞれ3000トン，

300万袋が予定されている。

-141ー 一（ 91 ）ー



タ イ （6月）

V信頼すべき筋によると，昨年9月から今年6月末までの対日メイズ輸出は62

万トン， 6億7千万パーツとなる見込みである。 6月10日現在の対日輸出額は59

万トンである。

11日 V犯罪鎮圧隊は，タイ国内の飛行場に警備員募集に応募していた共産主義者127

人を逮捕したと発表した。

v国家経済開発委員会は 3年以内に工業団地を建設する“TheBangchan In-

dustrial Resettlement Project，，の3400万パーツの予算申請を承認した。

12日 Vカンボジア通信の報道によると，カンボジア外務省は 6日夕イ政府に覚書を

送り，タイ軍が5月30日，カンボジア領ノミッタンパン省に侵入し，カンボジア兵

16人を殺し， 2人を負傷させた事件に抗議し，タイはこうした侵略行為をただ、ち

に中止し，もし類似の事件が再発した場合，その結果についてタイ当局が全責任

を負わなければならないと警告した。

Vシンガポーノレとマレーシアの米市場視察から帰国したサマーン貿易委員会米

小委員会副議長は，タイ米はシンガポールで他国との激しい競争に直面している

と語った。主な競争国はピルマ，メキシコ，中国，イタリー，スペイン，米国，

オーストラリアである。輸出競争によってタイ米の価格低下を強いられているが

今後更に価格が低下する見通しである。

v経済省の発表によると，対日メイズ輸出の契約は今後輸出業者自身が行なう

ことになった。昨年までは貿易局がタイ側を代表して契約していた。

13日 Vタウィー制議憲会議長は，憲法公布後15日目に上院議員の任命が行なわれる

が陸海空軍に割当を行なうというニュースは誤りであるとこれを否定した。

Vチェンライ県知事 Choosa-ngaChaiyapanが語ったところによると，ナー

ンとチェンライの当局は山地種族を共産テロリストと闘かわせるための訓練を計

画中である。山地種族はナーン県に 1万人，チェンライ県に 3万 1千人居住して

いる。

V投資委員会が認可した奨励産業

1. Siam Ceramics Industry Co吋 Ltd. 150万 パーツ陶器年産150トシタ

イル年産1500トン

2. Trad Pramong Co., Ltd. 1000万パーツ製氷年産3万トン

3. Trad Pramong Co., Ltd. 500万パーツ 50トンの冷蔵庫建設

4. Borworn Industr匂sOrdinary Partnership 400万パーツ カオリン生産，

仕上設備，年産3000トン
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5. Anantasin Company Limited 100万ノξーツ カオリン生産，仕上設備，年

産1800トン

6. Thai Asahi Caustic Soda Co., Ltd. 設備拡張苛性ソーダ月産2000トン，

塩酸月産2400トン

7. Sangfa Chemical Industries Company Limited, 2500万パーツ 50%苛性

ソーダ月産1075トン， 35%塩酸月産1250トン

14日 Vチェンライ県チェンコン郡で警官2人が共産ゲリラに殺された。

Vピウ経済技術協力局次長は USOMと協議した結果，来年からタイ国におけ

る米国専門家の数を20%減少することに決定したと発表。これによって，見返り資

金 1千万パーツが節約される。なお，現在タイ国に滞在中の外国の専門家は 1千

人でこのうち各種の計画に携わっている米国の専門家は 500人といわれる。

Vナム貿易局長は近く公布する新法律は海上輸送に影響を与え，外国貿易の推

進を望む輸出業者を保護するものとなると語った。この新法の主要規定は以下の

とおりである。

全ての輸出業者を公正に扱うことを保証し，輸送業者は情実を用いてはならな

U、。

運賃延戻制及びその他関連する情報は15日以内に経済省に報告しなければなら

ない。

運賃延戻制の場合には，払戻金を前払いで輸出業者に支払わなければ，輸送業

者は運賃率を引きあげではならない。

輸送業者は 2ヵ月以上払戻金を延期してはならない。

17日 Vタノム首相談一一北部の山地種族の再定住の結果は良好である。何百人もの

メオ族や他の山地種族も再定住が彼らの利益になることを理解して降服してきて

いる。ラオス政府が共産主義者の浸透ノレートを遮断することに成功しているので

チェンライ，ナーン，ナコンパノム，ウボン各県の治安状況は改善されてきてい

る。

私が政党の党首になるかどうか決めていないが，あらためて考え直してみると，

私に示された信頼を避けることはできないだろう。多くの政治家が与党に参加す

ることを申請しているという話は知らないが，過去にあったような金銭的考慮か

らの入党は断わる。

私が提唱したアジア最高首脳会議開催には多くの国から反応があり，今年中に

開けるかも知れない。

-143- 一（ 93 ）ー



タ イ （6月〉

vタノム首相は記者会見で与党を結成して党首となることを明らかにした。新

政党は現在の政府の政策を継続し，総選挙では 206の選挙区全部に候補者を立て

る予定である。同党副委員長にはフ。ラパート副首相，ポット・サラシン国家開発

相がなる予定である。

上院議員120名は首相の推薦によって国王が任命することになっており，タノ

ム首相は現在人選を進めているが，メンパーの大半は制憲議会議員240人中より

選ばれる模様である。

Vタノム首相は，新憲法の“言論の自由”を祝して10人程の政治家が21日に

Pramane Groundで集会を開こうとしているのに対し，そのような集会は戒厳令

に違反することになると警告した。また警察局高官もそのような行動を行なえば

直ちに逮捕すると述べた。 10人の中には1958年以前盛んだったハイド・パーク運

動のメンパーであった者も含まれている。

V共産主義鎮圧司令部発表一一過去1週間で共産テロリスト 3人を殺し， 10人

を逮捕した。政府側では 2人の警官がチェンライ県チェンコーン地区の戦闘で殺

された。この 1週間のテロリストの活動は活発化してきている。

Vチエンライ県トゥーン郡で警官1人が共産テロリストの待伏せ攻撃で殺され

た。

v貿易委員会の報告によると，タピオカ製粉工場はタピオカ・チッフ。やペレツ

ト工場の買付価格と同じ値段でキャサパの根を買いとることができない為に製

粉工場の90%から95%が操業を停止している。とれば主に食用タピオカ粉の価格

下落によるもので，上質粉1ピクル当り 105パーツ，粗粉85パーツで4月より各

2.5パーツずつ低く，昨年5月に比しても 18.69パーツ， 14.30パーツ低くなって

いる。また最大の買付国で、あるアメリカはトウモロコシ澱粉にきりかえている。

Vチャyレーン貿易委員会副議長談一一一1967年の麻袋の輸出は 556方袋で輸出先

はインドネシア，オーストラリア，ヨーロッパ，南アフリカ，シンガポール，呑

港である。しかし現在2千万袋のストックがある。今年はルーマニアヘ20方袋か

ら30万袋輸出するが，買付けを増加するよう交渉中である。

18日 V内務省はパンコク， トンブリ一両市議会選挙を 8月31日とすると発表した。

議席数は両市とも24議席で，千人以上の立候補が予想されている。

Vウィチヤールン通商情報局長が語ったところによると，パンコク， トンブリ

ーの今年1月から 4月までの生計費指数上昇率は0.8%で， 1966,67年同期の4%

より低下している。これは主に米価の安定によるものである。
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19日 Vフ。ラパート副首相兼内相は，憲法公布後も戒厳令は有効であると次のように

述べた。

戒厳令は防衛体制が満足できると考えられたときのみ取り消される。しかし来

たるべき総選挙では公けの集会と言論の自由は許可する予定で，内務省はこの自

由を保証する特別命令を出すつもりでいる。国家の安全はまだ達成されていない

が，事態は平穏になりつつある。国内の共産勢力は行動を開始するためにいつで

も外部の共産勢力と結びつくだろう。もし情勢が私の言ってきたように悪いまま

であり，私がうそを言っていれば，そのときは私は政治活動から引退する。

政府はすでに政党を何年間も持っている。支持者と政党が背後になかったら政

府の機能は果し得なかったろう。しかし政府の指導者は正式に政党を結成し，総

選挙を通じて再び政権の座に着くことを決心した。その理由は政府が軍事，民政

の両面において強力であること，および政策の実行力を持つことが必要だからで

ある。現在の政府と新与党の政策の相違は全くない。新党には前国会議員も数多

く入党を招請されている。

V “農民は政治に無関心であることが望ましい”サラ米穀局長談一一農林省は

農業団体のメンパーが政治活動に関係したり，国民議会選挙に立候補するのは望

ましくないと考えている。けれども農林省が禁止命令を出すわけにいかないから

彼らが政冶活動を思いとどまるよう説得するつもりである。というのは，政治に

関係すると農業団体の分裂をもたらすからである。米穀局として農業団体が政治

団体にならないよう地方の農業官吏が監督するよう回状を出すつもりでいる。こ

れは農民自身にとっても政治家の道具にならないための良い方法である。農民組

合に関する新法では，農民団体のメンパーが政党に加入することを禁止するとと

を考慮中である。

v元首相で制憲議会議員のタムロンナワサワット氏は，新憲法がいつまで続く

か疑問である。万物は永遠に続くものではない。新憲法を認めない者もいるし皆

が喜ぶというのは不可能なことだと述べた。同様の意見は PrasertSudbanthat 

前文部次官も述べている。

, Puey Ungpakornタイ国銀行総裁はアタリカ商業会議所で次のように述べ

た。金本位制はタイのような発展途上国にとっては特に有害である。このような

制度の下では先進国は国際収支の赤字に応じて国内経済を引き締め原材料の買付

けを減らすので，低開発国は輸出価格と所得のいちじるしい低下をこうむること

になる。
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このような例は1929年から33年の大恐慌の時期に起っている。 IMF体制には

重大な欠陥があり，国際通貨の量が金の供給とドJレに依存しすぎ‘ている。米国は

財政問題解決の手段をとることが実に遅い。採用すべき最も重要な方法がまだ国

会議事堂の中に残されているのではない。私は税制上の手段や米国政府の浪費カ

ットのことを言っている。

Vポット経済相は生命保険会社12社中 4社を接収して政府の管轄下におくこと

を明らかにした。接収されたのは TheThai Prasit Life Assurance Co., Ltd., 

the International Life Assurance (Thailand) Ltd., The Eastern Life Assurance 

Co., Ltd. (Burabha Life Assurance), The Sri Ayuthya Life Assurance Co., 

Ltd.の4社である。接収の理由は，会計検査の結果同社が不適当な投資行為を行

なっていて経営困難に落入る恐れがあり， 6万人の保険契約者の利益擁護と国家

の経済的安定および商業活動継続を保証するためとされている。なお経済省の管

轄下にある間は4社の保険業務は停止される。 4社の接収は昨年制定された生命

保険業法に基くもので，タイの商業史上始めてである。

20日 vタイ王国憲法公布一一プミポン国王は10時50分新憲法に署名し公布した。（動

向参照〉

v新憲法に対する政界指導者の意見

タノム首相：憲法はタイの今後の政治を導く原則となるであろう。様々なグル

ープの人々がタイ国民全ての利益のために，成功裡に憲法起草に努力してきたこ

とは私の喜びとするところである。

タウィ一国民議会議長： 8年間の草案審議の後憲法が公布されてほっとした。

喜びは大きいが， 1932年12月10日にラーマ7世は最初の憲法を公布したときとは

違う。憲法は単なる行政の指針であってそれが成功するか否かは3200万のタイ国

民と市民としての責任にかかっている。

なお憲法公布を祝して特赦が行なわれることになったが，共産主義者等は除外

される。

Vハイド・パーク運動のメンパーの ChuanRattanaworaha氏は Pramane

Groundsでの演説許可をチャナンクラーム警察署に正式に申請し，次のように

語った。

警察は私を逮捕すると脅しているが私は演説することを決心した。これは草命

団布告に挑戦したり愛国心がないからではなく，言論の自由と権利を保証する憲

法の効力を試してみたいからである。論題はパス料金値上問題をとりあげる。礼
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儀上演説の許可を求めたが憲法があるから自由に話す権利がある。

' 「ナイジエリアはピアフラでペストを広めるためタイのヴィールスを使用し

ている。」とのピアフラからの報道に対し，ソムプーン厚生次官は，タイは過去

15年間ベストの発生はなかったし，我々は決してヴィールスの研究はしていない

と否定した。なおこの報道はスイスの人道主義団体 Caritasから伝えられた。

Vポット開発相兼経済相タイ＝台湾経済協力会議出席のため台湾に向け出発。

V経済省は 6, 7月の米の輸出プレミアムを 8月以降も指示があるまで継続し

て有効とすると発表した。

V共産主義容疑者逮捕ータイ国境警察はべ一トン郡で15人のマレーシア警官を

殺した共産ゲリラとみられる中国人5人を逮捕した。またラオス国境に近いナコ

ンパノムでは7人の共産ゲリラ指導者が県当局に投降した。

21日 V学生数千人の反政府デモーータマサート大学学生を中心とした数千人が，街

頭演説家逮捕とこれを阻止しようとした学生を警官が蹴ったことに抗議してデモ

を行ない，警官隊と衝突した。

国立劇場向側の PramaneGroundには4時頃までに 1千人が集まり， 5時半

から ChuanRatanavaraha氏らが演説を始めた。しかし演説開始直後に警官は

Chuan氏ら 3人を逮捕して警察署に連行したが，これを阻止しようとしたタマサ

ート大学学生に警察官が暴行したとして，同大学の学生達は直ちに大学構内にひ

き返し“正義は力である”およびタノム首相自身のスローガンである“善い事を

せよ，道徳的であれ，正直であれ”や“75サタンから50サタンに下げよ”と書い

た横断幕を持ってデモ行進を始めた。約5千人の学生と市民は“首相官邸に行こ

う”と叫んでラーチャダムヌーン大通りから国会議事堂に向って進んだが， Mak-

kavan橋でパリケードを築いた警官隊と衝突，学生数人が殴り倒された。警官隊

はデモ隊をロイヤノレ広場まで行進させて取り囲んだ。この行進中更に2人の街頭

演説家が逮捕された。同広場で学生達は，プラサート警察長官に次の11項目の要

求を出した。①パス料金を75サタンから50サタンに値下げする。②肉と米の値下
レ

げ，③憲法の一部条項の修正，④学生に対する監督の廃止，⑤外国専門家がタイ

国を彼らの知識の実験台として使うことを防止すること，⑥訴国列強の傭兵とな

って尊厳を売り渡すことを止めよ。⑦ UerChue Liang氏事件を公表せよ。③

チヤムナーン内務省行政局長兼ノξンコク市長を調査せよ。説国軍隊のタイ国に

おける休養制度の廃止。⑮来るべきパンコク， トンプリ一両市議会議員選挙と総

選挙の準備は清潔にすること。⑪逮捕者全員の釈放。
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学生達はタノム首相との会見を要求したが，同首相がラオスのプーマ首相と会

談中のために会えず，プラスート長官が①と⑪の要求を善処すると述べたので夜

7時頃解散した。

v消費者物価指数2.5%上昇一パンコク， トンブリ一両市の消費者物価指数は

113.3 C 4月）から116.1C 5月〉に上昇した（1962年を100とする〉。原因は主に

食料品（2.1%）輸送費（23.7%）の値上りによるものである。 5月の指数は昨年

5月より 4.2%高く，種々の商品やサーピス料金は徐々に値上りを続けている。

野菜類は4月から8.2%値上りしているがこれは季節的なものである。

v新工業法が近く制定されることがサアート工業省次官から発表された。新工

業法が制定されると，各企業は 2年毎に工業省の認可を更新する必要がある。

22日 v韓国訪問から帰国したタナット外相は，空港での記者会見で次のように述べ

た。

もし南ベトナム国民自身が連立政権を望むのであればタイ国としてはそれに反

対しない。しかしラオスのように連立政権を南ベトナムに押し付ける外部からの

圧力に対しては，タイ国はそれを認めないし支援もしない。もし南ベトナム国民

自身が連立政権に決めたのであればそれは南ベトナムの国内問題である。

V政府筋によると，チェンライ地区ではピノレマの反乱活動の動きに伴い，防衛

手段を強化しつつあるO 同地区から国境を越えてピノレマに入る反乱グループは 6

グループあり，主なものは ChineseHaw族， Muser族，カチン族などである o

vプラスート警察長官は記者会見で，デモ行進や屋外集会は革命団布告に違反

するものであり，憲法はデモ行進の許可証ではない。学生達は政治に関係しない

ようにしてほしいと述べた。

23日 Vマレーシアからの報道によると，タイとマレーシアの国境警察は両国国境で

の共産ゲリラ掃蕩戦のためヘリコプターの使用を考慮しているという。これまで

約157人の容疑者が逮捕されているが，同地区には600人から800人のゲリラが活

動しているといわれる。

Vタイで最初のガスタービン発電機がナコンラチャシマーで 6月中旬から発電

を開始した。発電力は 1万5千kwである。

24日 Vタノム首相は記者会見で， 21日のデモは情勢を有利にしようとする共産主義

者とその同調者が煽動したものである。学生の指導者が新聞のインタービューで

デモの前に何が起ったか発言していることでもわかると述べた。

プラスート警察長官は， 11項目の要求は事前に準備されていたものである。学
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生達はパス料金値下げと学生を蹴った警官の調査しか要求していない。しかし警

官は学生達に背後から殴られ手荒く取り扱われたのであり，警官の行動は正当防

衛である。警官に暴行されたと叫んだ者がいたが，これは騒動を助長しようとす

る共産主義者の陰謀であろうと述べた。

Vワン副首相兼タマサート大学学長は同大学学生に対してデモに参加しないよ

う忠告した。

Vタノム首相は記者会見で，政府としてパス料金問題を検討している。また21

日のラオスのプーマ首相との会談ではラオス，グイ，南ベトナムの一般的情勢に

ついて話しあったと述べた。

V貿易委員会の信頼すべき筋によると，タイ商業仲裁法は国際商業会議所の承

認を受けて 7月1日から発効する予定である。同法が発効すると，外国市場と商

契約を結ぶ実業家に特別条項が適用され，商行為に関する紛争はタイ商業仲裁委

員会が判定することになる。

V貿易委員会の発表によるとタイの米市場は依然として不活発であり，輸出価

格がトン当り 1～3ポンド低下しているのに対して国内価格は 1ピクル当り 1～

2パーツ値上りしている。本年1月から 6月15日までの輸出量は42万8304トンで

昨年同期の85万6974トンに比して半減している。また国内価格が不当なまでに値

上りした場合には臨時の輸出禁止措置もありうると述べている。

25日 v貿易委員会は先週経済省に対して，国内資本市場の基盤拡大に必須のものと

して公企業と株式取引所を援助するよう要請した。問委員会の言によると1962年

に設立されたパンコク株式取引所はまだ活動範囲が限られ，また組織自体も十分

に知られていない。このような制度を奨励する利点としては，①意欲ある投資家

にとって株式取引所は重要な資本市場である。②投資家に対する刺激。③資金源

の確保による小企業の大企業化促進。④国内の資本蓄積と外国企業への投資減

少。⑤外国資本のタイ産業への投資促進があげられている。公共企業に対しては

所得税や事業税の減税など税制上の措置が要請されている。

v政府はソビエトとの貿易協定に関する交渉を外務省が行なうことを許可し

た。協定草案は近いうちにソビエトに送られる。

Vタイと台湾は経済技術協力協定を締結した。協定は19日から行なわれていた

経済協力閣僚会議の結果得られたものである。この協定によって台湾からタイに

農業技術者，タイから台湾に都市開発および道路建設の専門家が派遣される。

Vサンパン警察局広報部長は各新聞編集長に対して，集会やデモに人々を巻き
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込む手段として新聞を利用しようとする政治家に注意し，時間や場所の報道，お

よび更に大きなデモを誘発するようなデモの報道を行なわないよう通知した。

26日 Vプラパート副首相は記者会見で，国境付近の共産ゲリラ鎮圧のため軍隊およ

び警察力を使用する範囲を広げるというマレーシア側の提案に対し，タイ政府は

マレーシアと話しあう用意があると述べた。また共産主義者の作戦は今月始めか

ら変ってきており，憲法を利用して政治的団体に浸透しようとしていると語った。

27日 Vタナット外相は，米軍がアジアから徹退するのに誰も反対できない，アメリ

カは自由意志でベトナム戦争に参加したのだ、から撤退するのも自由であると述べ

fこ。

28日 Vスリヨン投資委員会議長が語ったところによると，投資委員会は経済省に対

して今年度の米の輸出目標 100万トンに近づくようできるだけ米を輸出すべきで

あると申請した。今年度前半期の米輸出は約40万トン程度で，米輸出の減少は他

の輸出品目にも影響を与えている。香港，マレーシア，シンガポールなどもタイ

米の輸出が不安定なために買付け先を変えている。

V東北電力公社は東北タイの増大する電力需要に応えるため，イタリアに 1万

5000kw, 2800万ノミーツのガス・ターピンを発注。

30日 V国家開発省技術企画局は現在賦払購買による小作人への土地分配計画の検討

を進めている。同計画にはナコンナーヨク，サラプリー，アユタヤ，ノ汁、ムタニ

ー，チャチュンサオの 5万1900ライの水田が含まれており，同地域の1084の小作

農家に30～40ライの土地分配を援助するもので15ヵ年を要する予定である。

Vバンコク・ポスト紙によると次の政党が復活ないしは結成を伝えられている。

なおかなりの人数の元国会議員が与党に参加することを報じられている。

政党 指 導者

Prachatipat (Democratic) Party 

Sethakorn (Economist) Party 

M. R. Won Seni Pramoj 

Thep Jotinuchit 

Naew Ruan Sangkhom Niyon (Socialist Front) Klaew Norapati 

Prachachon (People) Party 

Issara (Independent) Party 

Liang Tayakal 

Luen Pongsopon 

Thongdi Issarachivin 

Sahabhum (Unionist) Party 与党内または分派
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i 

1 日 v黒ヒョウ師団の25人が先遣隊としてベトナムに向けて出発した。

vポット・サラシン国家開発相兼経済相は記者会見で，正規の軍人が政治に参

加していかねばならないと語った。

v国家経済開発委員会筋によると， 1969会計年度のタイに対する米国の経済援

助は， 1968年度と同額の 5千万ドノレとなる見込みである。

v貿易委員会はタイ国商業仲裁法が発布されたと発表した。

2 日 Vタウィ一国防次官はタイ，マレーシア国境地帯の共産ゲリラに関する会議出

席のためマレーシアに向けて出発した。出発に際して，国境地帯のゲリラに対し

て効果的な思い切った手段がとられることになるだろう，マレーシア軍のタイ国

内立入に関しては共同で提案を検討しなければならないと語った。

Vプラパート副首相は軍部の役割について次のように述べた。

タイの軍隊は望んで政治に関与しているのではなくそうせざるを得なかったの

だ。スコータイ王朝時代から今日まで，軍は侵略者から国を守り平和と秩序を維

持するために動かねばならなかった。軍の役割は国内，国外からの脅威に対する

点で現在は一層重要になっている。政府内における軍の役割について国民の代り

に一個人が批判するということはできない。国民が意見を表明できるのは総選挙

においてだけである。もし選挙後の議会が望んだのであればわれわれ軍人は喜ん

で引き退ろう。しかし軍人に必要な統率力は能率的な国家行政にとっては最も有

効であろう。

Vセーニー・プラモートを党主とする民主党はパンコク市議会の立候補者を発

表した。クァン・アパイウォン元首相の息子をはじめ， 2人の海軍将校が含まれ

ているのが注目される。

v政府は閣議でパンコク・トンプリー地域のパス料金を75サタンから50サタン

にもどすことを決定した。

v政府は閣議で1970年の第6回アジア競技大会をパンコクで聞くことを決定し

た。大会の必要経費2400万ノξーツのうち， 日本，マレーシア，韓国など加盟国か
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ら1400万ノ守一ツの援助を受け，残りの 1千万パーツは大会入場券やテレビ収入で

まかなう予定である。

3 日 v首相に近い筋によると，タノム首相は政府の活動に関する報告と世論をまと

め，また内閣改造に関する新聞記事の出所を調査するよう命じた。この命令は，

上院が設置されたばかりの段階で内閣改造をあれこれと推測することは国防上危

険であるとの理由によって出されたものである。

Vタウィ一国防次官は全ての政治家に対して，国家の進歩と主権の維持のため

タイ国民の革命的運動に参加し，共通の敵である共産主義者に対抗するよう呼び

かけた。

vパンコク刑事裁判所は，憲法は発布されたが戒厳令はまだ有効であるとして，

ハイドパーク運動の演説家の告訴を却下した。

Vアムヌアイ投資委員会事務局長が語ったところによると，米国の Plains

Cotton Cooperative Association of Texasはパンコク近郊に合弁の繊維工場の

設立許可申請を提出したc 資本金36億ノミーツで持株比率50%，紡錘数6万8千錘

である。また UnionCarbide Co. Ltd.からも 2千万ノミーツの塩化ビニーノレ工場

の設立申請が出されている。

4 日 vタイ・マレーシア共同声明発表（マレーシアの項参照〕

V タナット外相は記者会見でソビエトとの貿易交渉を開始する用意があると次

のように述べた。

交渉はソ連大使館からの通告があり次第始められるだろう。ソ連との貿易を行

なうことは何も外交政策の転換を意味するものではない。

またナム貿易局長も，ソ連との貿易協定はタイのゴムや農産物の輸出に新しい

市場を開拓することになるだろうと述べた。なおソ連はタイのゴムを 1962年に

7400トン， 1963年に5000トン， 1965年に5000トン買ってヤる。

v上院議員 120人が任命された。議員の出身別内訳は，陸軍61人，海軍13人，

空軍7人，警察10人，文民29人で，軍関係で91人を占めており，また制憲議会議

員であった者は 104人である。文民の中には SiarnRat紙主筆のククリット・

プラモート氏も含まれている。

vパンコク， トンプリ一両市議会選挙投票日は 9月8日と決まり，立候補受付

は7月15日から29日まで行なわれる。

v工業省は砂糖の国内価格安定のために新精糖9万袋 C1袋100kg）のストック

をキロ当たり4.7パーツで放出することを決定した。
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, Preecha Tanarasertタイ・メイズ生産輸出協会事務局長の語ったところによ

ると，今年度初め 4ヵ月の麻袋輸出は 550万袋， 2400万ノξーツで，これは1967年

1年間の輸出量に等しい。今年の 6ヵ月間に 700万袋以上輸出しており，さらに

200万袋の注文がきている。輸出の70%はマレーシア，シンガポールに向けられ

7こ。

v投資委員会の認可した奨励産業

1. Research and Resources Co. Ltd. 3360万パーツ，アセテート，弗化カル

シウム，年産2万4000～3万トン。

2. Thai Warp Knitting Co. Ltd. 6000万ノξーツ，綿，合成繊維，漂白，染

色，捺染， 997万平方ヤード。

3. Allied Manufacturing Co. Ltd. 620万パーツ，ディスクプラウ年産13万ト

ン，プラウストラクチャー， トラクター付属品2000セット。

4. Mahachai Cold Storage Co. 550万パーツ， 45トン冷凍倉庫建設。

5. Acrylic Plastic Industry 240万パーツ，有機ガラス。

6. Thai Organic Glass Co. 500万パーツ，有機ガラス。

7. Tienyhen Co. Ltd. 1500万ノξーツ，ぬか油， 日産5万kg。

8. Amoco Thailand Petroleum Company 402万パーツ。

Vタイで最初の繊維板工場が8月に操業を開始する。同社は資本金5千万ノξー

ツで日産60～70トンの製造能力を持ち，これによって年間5100万ノξーツの外貨を

節約できる予定である。

5 日 Vタウィ一国防次官は，タイとマレーシアの軍隊が国境を越えてテロリストを

追跡するのに公的な限界はないと次のように語った。

軍隊はおそらく 5マイル以上国境を越えていくことはないだろう。マレーシア

は軍隊と警察を混成して使用するが，タイはテロリストの集結が警察の手に負え

なくなる程大規模になったときにだけ軍隊を使用する。南部の鎮圧軍へは武器を

増強するが公表できない程大規模なものではない。

Vタウィ一国防次官はマレーシアのクアラノレンフーノレで，タイ，マレーシアそ

の他各国の共産反乱軍の背後にはタイのプリディ元首相がいると次のように語っ

た。

タイ政府は北京に本拠を置いているプリディ元首相の動きを注目している。彼

はタイ国内にまだ多くの支持者を持っており，支持者の大半は地下に潜行してい

る。彼が北京とハノイの間を自由に往来して，部下に指示を与えているという情
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報が入っている。共産主義者達は北ベトナムや雲南省のタイ国境に近い地点に前

進基地を設けているO

' 「タイ人民の声」放送は，タイ愛国武装勢力が今年の 1月から 6月にかけて

タノムニフ。ラパート売国集団と約400回の戦闘を行ない，敵兵500人を殺しま

た50回以上農村に入って宣伝を行なったと放送した。

Vタイ国内の漁網会社は投資委員会その他の政政機関に対して，外国製漁網の

ダンピング防止措置を早急に講ずるよう要請した。ダンピング防止法として価格

を現状のまま維持し，政府の統制下におくことを求めているc

vウィチャー鉱山局長談によると，今年の鉱区税は昨年の 3億3900万パーツよ

り数百万パーツ下まわる見通しである。これは国際錫市場の価格下落によるもの

である。しかし生産量は昨年（51万6975トン〉より多くなる見通しである。

Vアムポン経済省次官によると，本年上半期の米輸出プレミアムは総額5億

5400万パーツとなり，昨年同期より 23%増加している。米輸出量は昨年同期の約

半分であるが，輸出価格が高くなったため輸出フ。レミアムが増加した。

6 日 V南ベトナムに増派される“黒ヒョウ師団”の第一陣として5200人が19日に出

発することが発表された。

Vタノム首相は警察局に対してパンコク， トンブリー市への移住を調査するよ

う命じた。これは立候補予定者が市議会選挙での投票獲得のため市外から市内へ

親戚や支持者を転入させているもので， 1家族で20人から30人の有権者が登録さ

れているという新聞報道にもとづくものである。

7 日 Vタウィー前制憲議会議長は，暴動やデモは民主主義国家でとるべき方法では

ない。デモが行なわれるのはその国が民主主義国でないことを示すだけだ。教師

は人々に選挙権を行使させ，民主主義の意味を理解させるよう努力すべきである

と述べた。

Vオーソット輸出振興委員会事務局長が語ったところによると， 1967年のメイ

ズ輸出は 13億5600万パーツ， 109万3267トンで史上最高となった。ケナフは 8億

8500万パーツで1966年の16億1400万ノ〈ーツに比しほぽ半減した。

Vタイ・ジュート協会筋によると，今年のケナフ生産量は約17万5千トンで昨

年の50%に落ちるものとみられている。なお滞貨は12万トンから13万トンにのぼ

ってし、る。

9 日 V タウィン内務省事務次官が語ったところによると，内務省は政治的集会を禁

止した革命団布告13号に代わる法律を閣議に提出する予定で，これによって政治
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的集会は許可されるが，不法な演説を防止するためこれらの集会は内務省の管轄

下に置かれる。

v福祉局は北部，東北部の農民に対して，南部ジャングル地帯開拓の移住者募

集宣伝を強化することにした。各農民に対しては18～25ライの土地と 1万ノξーツ

相当の物資が与えられる。

10日 V広報局の山地種族ラジオステーションが8月15日から放送を開始する。同局

ではこの放送開始によって，ハノイ放送や「タイ人民の声」放送を聞いている山

地種族約3万人のうち，少なくとも 2万人を政府側に引き入れることができると

みている。

11日 Vスーム蔵相は，硫安および尿素肥料の輸入禁止は国内産業の発展のために必

要であり今後も継続すると述べた。

12日 Vチャオ・タイ紙の報道によると，政党法は法制審議会で検討中であるが，問

題となっているのは，所属政党を変えた議員は国会の議席を失なうかどうかとい

う点で，同紙はこれは憲法の政治的自由に反するものであると主張している。

14日 V工業省はパンコク東北のパンチャン， ミンブリ一地区に 127工場を建設する

予定で，敷地延面積はパンチャン地区で706ライ，予算総額920万パーツである。

15日 V黒ヒョウ師団の一部300人が米軍輸送機で南ベトナムに向け出発した。

Vタノム首相はサパ会談に関して，結果がどうであろうとタイとしては会談に

干渉するつもりはない。両国の友邦としてわれわれはサパ問題の円満な解決を希

望すると述べた。

Vタノム首相は記者会見で， 1965年12月7日以来東北地方で2370人の共産主義

者が政府軍に投降したと次のように語った。

共産主義者は農民を獲得することに失敗したので，憲法発布や来年の総選挙の

機会を促えて国内の政治団体に浸透しようとしている。私はタイ国民が自由を愛

好するかのような顔をしている共産主義者と闘い，彼らの犠牲とならないことを

希望する。われわれは確信をもって国家繁栄のために戦わねばならぬ。もしわれ

われが真の民主主義者なら共産主義者との戦いに勝たねばならない。そうすれば

勝利は国民のものとなるだろう。

V首都警察は都市でのデモや暴動鎮圧のため，国防センターから武官を招聴し

て警察官の訓練を強化することを決定した。

v日本・タイ，メイズ貿易交渉開始

16日 Vタナット外相は最近米国上院議員秘書らに対して次のように述べた。
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将来中国や北ベトナム，北朝鮮が膨張主義政策を放棄してアジアの非共産主

義国と共存していくのであれば，私は米国が中国その他アジアの共産主義国を

援助するよう勧めるつもりである。しかし彼等が力による膨張政策をとってい

る限り援助には反対である。タイとしては南ベトナムにラオス型の連立政権を

押し付けることには反対であるが，南ベトナム自らそう決定したのであれば反

対しない。

17日 Vフ。ラパート副首相は，タイがマレーシアに味方しているとのマニラからの報

道を否定し，それは誤解であってタイは完全に中立の立場をとっており，如何な

る手段でもサパ会談に干渉した事実はないと述べた。

’フ。ラパート副首相は定例記者会見で次のように述べた。

政府は山地種族民に完全なタイの市民権を与えるよう法律を改正中である。

また内務省では彼らに農耕用地を与えることを計画しているが，その土地は低

地帯ではなく高地にある土地となるだろう。彼らをテロリストの攻撃から守る

ために武器を与え，必要とあれば役人を派遣する。

カンボジアがタイとの外交関係回復を求めているという噂は信用していな

い。カンボジアは中国と深くかかわりすぎている。しかしその噂が事実であれ

ばわれわれは歓迎する。タイ軍がカンボジアを攻撃したという非難がきている

がそのような事実はない。

9月に行なわれるパンコク，トンブリー両市議会選挙立候補者は，交通妨害や

他人の権利を侵害しなければ地区警察の許可を得て集会を聞くことができる。

元国会議員が政府与党に参加するよう 1人当たり20万ノ守一ツで買収している

という報道はタノム首相も否定している。このような主張は元議員を与党に参

加させないための政治的陰謀である。

18日 v上院は国王の出席の下に開会したJ会期は22日迄で議長，副議長を選出する

予定であるo

v農林省に農業普及局が新設され， ThumnongSingala司rnnij氏が任命された。

同局は穀物，家畜の生産に関する研究，調査，実験，工芸知識の提供，普及を任

務とする。

Vナーイ・レーヌー予算局長は記者会見で，総選挙の予算は8250方パーツにす

ると述べた。また次年度の予算については今年度を11%上廻る 239億1000万ノξー

ツになると語った。国防関係費が24%，開発関係費が42%をしめている。

19日 V黒ヒョウ師団1674人が海路サイゴンに向け出発した。
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Vタナット外相は核拡散防止条約は不適当であり，タイとしては米ソ両国が共

同で非核保有国を核攻撃から守るという保証を望んでいると述べた。不適当であ

る理由としては，①数多くの国際紛争で無能であることを証明した安保理事会に

依存しすぎている。②潜在的な核の脅威は国連加盟国ではない中国，および安保

理事会常任理事国であるが条約に反対しているフランスからきている。の2点で

ある。

20日 ，投資委員会の認可した奨励産業。

1. Ka-U Phanichanon Ltd? Part. 850万パーツ，綿操機設置， 年産2496

トン。

2. Mitpramong Co., Ltd. 400万ノξーツ，冷蔵庫建設，氷年産6000トン。

3. Bangkok Fastening Co., Ltd. 600万パーツ，ボルト・ナット製造50万

kg, 10万kg。

4. Siam Electric Industry Co., Ltd. 2000万パーツ，電線，年産180万kg。

5. Prime Hotel 400万ノξーツ，新ホテル建設。

6. Agriculture Enterprise Thailand Co., Ltd. 400万パーツ，ゴム加工，

年産1500トン。

7. Eastern Block Rubber Co., Ltd. 200万ノミーツ， ゴム加工， 年産1200

トン。

8. Sinn Thai Tin & Rubber Co., Ltd. 300万ノ号ーツ， ゴム加工， 年産

1600トン。

22日 ，タノム首相はジョンソン大統領が南ベトナムへの武器援助を約束したことを

歓迎して次のように述べた。

グエン・パン・チュ一大統領が述べたように，南ベトナムの平和と秩序を維

持することは南ベトナム自身の責任であり，それは十分認める。しかし南ベト

ナムだけに防衛の任務を負わそうと試みるときには，共産主義者の侵略に対す

る国家の安全保障をどうするかということを考慮しておくべきである。米国軍

隊の撤退は，南ベトナムが独カで防衛できるようになった時に行なわれるだろ

う。

v国民議会上院議長に VorakarnBancha氏， 同副議長に PhraDulyapark 

Suvaman, Kruan Suthanin両氏が選出された。 VorakarnBancha氏は 65才で

ピプン内閣時代の副首相であり，外相や経済相を数回経験している。

V貿易委員会の調査によると，今年の穀物年度（1968～69）のメイズ生産量は
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約 135万トンとなる見通しである。主要生産地であるロップリー，ナコンサワン，

ベッチャプーン，ピッサヌロークでは雨に恵まれて順調に成育している。

23日 V貿易局はインドと 4万トンの米の追加輸出協定を結んだ。

Vハイド・パーク運動の演説家3人が当局の許可を得て 25日午後 Pramaine

Groundで演説を行なう予定である。許可理由はこの 3人がバンコク， トンプリ

ー市議会選挙立候補者であることによる。

Vノンカイ県のベトナム人難民達が県知事に抗議文を送った。その内容は，ベ

トナム人難民を戦場である南ベトナムに送還することは，かれらを死地に追いや

るようなものである。当地のベトナム人は北ベトナムへの送還を希望しており，

北ベトナム送還が未決定のままであることに抗議するというもので，県当局はこ

れらベトナム人達の政治的動機を調査している。この抗議はコラート県に留置さ

れているベトナム人難民が，南ベトナム送還を承諾したとの報道拾に行なわれた

ものである。

v政府は大蔵省に対して地価の高騰に対処するための税法改正を検討するよう

指示した。これは特に国家開発計画適用地域の土地の投機的売買に対処するもの

である。

l 1968会計年度の USOMの援助は4670万ドルで、政府予算約10億ドノレの 5%弱

であった。この援助額は過去10年間においては昨年度の4990万ドルに次ぐもので

ある。

Vプリーダー水産局長が語ったところによると，昨年の漁獲高は約70万トン，

30億パーツに上り，このうち 1億パーツ相当の魚をマレーシアへ， 5億から 6億

パーツ相当の海老を日本，米国へ輸出した。

24日 Vフ。ラパート陸軍司令官は，現在南ベトナムに派遣されている女王のコブラ連

隊が今月末迄に黒ヒョウ師団と交代して帰国することを明らかにした。

Vフ。ラパート内相は，先週中共産主義者 1人を殺し， 14人を逮捕したと発表し

た。政府軍側は死者1人である。

Vタイ・日メイズ貿易協定が調印された。今年度（ 9月～ 8月〉の輸出量は78

万トンで， 89万2千トンまでの追加輸出が認められる。輸出量の20%はタイ船舶

で輸送する。

V国家経済開発委員会は新たな経済開発計画をタノム首相に提出した。

1. プランプリー貯水池濯瓶計画

2. 中部平原土地開発計画
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3. タイ・オーストラリア土地開発計画

4. トンブリー技術学校

5. アユッタヤー県 BangbalPlain Water Pumping計画

25日 Vタナット外相はオーストラリアのキャンベラで聞かれる ASPAC閣僚会議

で，タイ・パンコクに本拠を置く経済調整センターの設立を提案すると次のよう

に語った。

ASPACや ASEANは最終的にはアジア共同市場に発展するだろう。経済

調整センターは共同市場設立への踏み石であるが，共同市場はまだ遠い理想、であ

り多くの障害を乗り越えていかねばならないものである。現段階で ASEANと

ASPACを合併することは，両機構の外交政策の相違や地域的範曜の相違から考

えて有効とは思われない。

v米国のウィリアム・パンディ極東担当国務次官補が訪タイした。タノム首相

との会談で、はパリ会談後のベトナム和平問題が議題となる筈である。

v国会上院は以下の 7委員会の委員を選出した。経済委員会，外務委員会，公

共行政委員会，軍事委員会，教育衛生公共事業委員会，上院記録委員会，上院分

類記録委員会，上院実務に関する規則と命令に関する委員会。

26日 v黒ヒョウ師団の第2陣として1500人が南ベトナムに向け出発した。

Vタナット外相は記者会見で次のように述べた。

南ベトナムの状況は軍事的にも経済的，社会的にも好転してきており，南ベ

トナム政府は安定して行政も能率的に行なわれている。パンディ国務次官補と

の会談で私はこのような結論に達した。

韓国がASPACを軍事同盟化しようとしているという報道は単なる推測記事

であり，韓国政府の方針であるとは思われない。 ASPACの軍事同盟化を討議

することは時期尚早であり，実際に行なわれば多くのメンパーがASPACから

脱退するだろう。

タイへの米国援助に関して，若干の援助削減はあるが必要な援助の調査は続

けている旨米国から連絡があった。 （パンコク・ワーノレド〉

Vタナット外相は26日アメリカは来年，世界の警察官の責任から身を引き，ソ

連だけが世界の大国になるだろう，しかし，たとえアメリカが望んだとしても，

米軍を完全にベトナムから撤退させることはできまいとしながら，つぎのように

アメリカのベトナム和平政策を攻撃した。

イギリス，フランス，アメリカが，単なる地域勢力に引き下がることによって
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タイ当局は自らの力に依存する必要性を痛感させられるだろう。われわれが自

力で立つことによって，われわれはアメリカに，われわれを助けることが彼ら

にとっていかに大事かを思い知らせることができょう。

ハンフリー米副大統領はベトナムの「名誉ある解決jを探究するといった

が，共産側が賢明なら若干のメンツをたてるかもしれないが，このような解決

はわれわれの立場からすれば名誉ではない。そうなった時，われわれは「売ら

れた」と天に向かつて叫ぶかもしれない。 （読売新聞 7. 27) 

v共産主義鎮圧司令部が明らかにしたところによると， 26日夜，タイ東北のウ

ドン米空軍基地に対して共産ゲリラが攻撃を仕掛け，タイ人兵士 1人を殺し，米人

4人を負傷させた。攻撃に使われたのは AK47式自動小銃，プラスチック爆弾，

手摺弾等である。米軍筋によると攻撃者は少なくとも 2箇所以上の地点から自動

小銃で、攻撃し， C141輸送機と RK4D偵察機を破壊した。攻撃側はこの戦闘で

ベトナム人2人が死亡した。同基地は北ベトナムや特にラオス対策用基地で， 5 

千人から 6千人の米軍が駐留している。

v社会主義政党の指導者である ThepChotinuchit氏は記者会見で，米国軍隊

のタイ国からの撤退を同党の政策として掲げると次のように語った。

外交政策として世界のあらゆる国，特に東南アジア諸国との友好を深める。

われわれはベトナム戦争に反対する。戦争の解決はベトナム人自身に任せねば

ならない。われわれは如何なる固といえども“世界の警察官”として行動する

ことには反対するし，外国軍隊の基地をタイ国内に作ることは絶対反対する。

なお同氏はピプン内閣時代の無任所大臣であり，中国を訪問したことがある。

サリット内閣時代は共産主義者として逮捕されたが，サリット首相の死後釈放

された。

28日 , Charoen Panthongウドン県知事が語ったところによると，地方警察と共産

主義鎮圧作戦部隊は，ウドン基地を襲撃したタイ人共産ゲリラ 2人を逮捕し，引

き続き捜索を行なっている。ノンカイ県からの報道では，共産ゲリラがラオス国

境内に逃亡しないよう厳重な警戒が行なわれている。米大使館の発表によると，

同事件の侵入人員は約20人で， 26日夜10時半に有刺鉄線を抜けて約300ヤード基

地内に侵入，約30分間攻撃を仕掛けて， C141輸送機と F4戦闘爆撃機を破壊し

た。

29日 Vタノム首相は記者会見でウドン米軍基地襲撃について次のように語った。

共産主義者は憲法の公布以後，タイ国民の聞に混乱をまき起こすととに失敗
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し，国民の支持を失なった。彼らは政府に協力する役人や村民を襲ったり，戦

略地点を破壊する方針にかえた。今回のウドン基地攻撃は3回行なわれ， 1回

目は26日夜10時半， 2, 3回目は27日の 2時45分と 4時に行なわれた。すでに

国内の基地や兵器庫その他の軍事施設には厳重警戒を指令したが，共産テロリ

ストによる攻撃は今後も起こり得るので十分警戒しなければならない。

Vへラノレド・トリビューン紙の報道によると，タノム首相は29日，ウドン米空

軍基地攻撃の目的は北ベトナムで釈放された 3人の米人飛行士を殺すことにあっ

たと語った。 3人の飛行士はハノイからピエンチャンを経て同日夜ウドンに到着

する予定であった。到着が遅れた理由は明らかにされていない。タノム首相は

米人飛行士の殺害はタイ国と米国を困惑させるだろう。攻撃の主要目的は 3人の

飛行士を乗せてくる筈であった救急用飛行機にあったと語った。

Vバンコク， トンプリ一両市議会選挙立候補受付は29日締め切られたが，バン

コクでは 374人， トンブリーでは 201人が立候補した。選挙は9月1日に行なわ

れる。立候補者の顔ぶれは多彩で退役軍人，映画俳優，学生などもおり，学生達

はInter-InstitutionalPartyを結成している。

30日 V政府は閣議で，来年に予定されている総選挙に，ラジオやテレビを利用して

選挙運動を行なうことを許可した。これは各政党が放送時間を買って政策発表を

行なうものである。各候補者の経歴や政見発表は広報局がラジオ放送を行なう。

Vタイ陸軍筋によると，米国の軍事援助の一環として HU・IA“Huey”ヘリコ

プター10機が8月2日にタイ側に引き渡される。このヘリコプターは共産主義鎮

圧司令部が圏内の反乱活動鎮圧に使用するものである。

V貿易局は7月30日からもち米の輸出を 2万トンまでは自由化することに決定

した。この決定は新米が昨年より多くなる見通しからなされたものである。なお

今年7月末までの米輸出量は53万トンである。

31日 Vタナット外相はASPAC閣僚会議で，米国が東南アジアから手を引く事態に

備えるべきであると次のように語った。

英国が影響を及ぼしていた時代は過去のものであり，米国の東南アジア撤退

の影響はもっと大きなものになるだろう。誰がこの空隙を埋めるのか。中国か，

ソ連か，それともわれわれ自身か。好むと好まざるとにかかわらずわれわれは

共通の立場で生き，考え，行動していかねばならない。 ASPACの枠内で新し

い状況に対処するための経済的，社会的，政治的機構を作りあげるべきであるo

vフ。ラパート内相は記者会見で，タイ国民は共産主義者に対して彼らの用いて
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いる方法，すなわち血には血を，歯には歯を，眼には眼をと同じ方法で対決して

いかねばならないと次のように語った。

今日では中国だけでなく北ベトナムもタイに対して，共産主義者が国家権力

を奪取するという究極目標のために攻撃を仕掛けてきている。このことは逮捕

した北ベトナム軍将校の証言や，ワドン米軍基地攻撃で死んだ共産テロリスト

が持っていた文書などで明らかである。北ベトナム軍将校はワットラディット

県で共産テロリストや山地種族と共に活動していた。彼はハノイの陸軍士官学

校出身で，諜報およびゲリラ戦の訓練を受け，北ベトナムの利益となるように，

タイ政府に対する反乱活動を組織，指導するためにタイに派遣された。ウドン

基地攻撃で死んだベトナム人の持っていた文書は，ハノイとホア・ピン省野戦

軍司令官からの指令で，タイ国民の聞に分裂と不安をかき立てるよう指示して

あり，更にテロリストの活動に参加するため北ベトナムから兵力を送ることを

述べている。

すでに明らかなように，中国だけでなく北ベトナムもまたタイを占領しよう

としている。われわれは共産主義者が行なうのと同じようにあらゆる手段で彼

らと戦っていかねばならない。共産主義者は国際法や人間性，道徳などには一

顧だに与えない。したがって彼等の無法な行為には，血には血を，歯には歯を，

眼には眼をもって答えねばならない。

Vプーケット県で米が 100kg当たり 30パーツ値上りして問題となっている。こ

れは米密輸出防止委員会が，許可なしに同島内で米を輸送することを禁止したた

めである。
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タイ（7月〉

タイ軍民のウドン米軍基地襲撃に歓呼（“タイ人民の声”放送）

「タイ人民の声」放送は7月30日論評を発表し， ウドン県の人民と人民武装勢力が

ウドン米軍基地に勇敢な襲撃をかけた輝かしい勝利に熱烈な歓呼を送り，さらに次の

ようにのべた。

この勝利は，米帝国主義とタノム・フ。ラパート集団を恐れおののかせ，タイ人民

を喜ばせ，励ました。

最近，タイ各地の人民武装勢力と人民は，タイ共産党の正しい指導の下に，いっ

そうひん繁に，激しい攻撃を敵に加え，次々と勝利をおさめている。これと同時に，

米帝国主義とタノム・フ。ラパート集団に反対する都市の青年・学生の愛国闘争も新

たな段階に発展じ，米帝国主義とタノム・フ。ラパート集団に手痛い打撃を与えると

ともに，農村人民の武装闘争と力強く呼応し，それを支援している。

今度のウドン米空軍基地襲撃は，米帝国主義者侵略者に直接的な打撃を与えた。

それはウドン県人民と全国人民の米侵略者に対する憎しみを反映し，米帝国主義の

タイ侵略に断固反対し，米侵略者を追い出すタイ人民のかたい決意を反映している。

これはタイで悪事の限りを働いている米侵略者に対するきびしい懲罰である。

この襲撃によって，米帝国主義がいかなる近代的な防御兵器を持っていようと，

またどれだけ兵力をつぎこんで、厳重に守ってみても，敢然とたたかい，敢然と勝利

す7る精神をもったタイ人民武装勢力は，どこであろうとそれに攻撃を加えることが

できるということがはっきりした。

ウドン米空軍基地は，米帝国主義がベトナムおよびラオスを爆撃・侵略するため

に使用している重要な軍事基地の一つである。したがって，ウドン県の人民武装勢

力が同基地を襲撃したことは，抗米救国闘争を進めているベトナム人民とラオス人

民に対する大きな支援である。

今度の手痛い打撃をこうむったあと，敵は気ちがいのようにウドン県人民への弾

圧を強化している。ウドン県人民は警戒心を高め，いっそう固く団結し，人民武装

勢力と幅広く協力・支持しあい革命の気高い精神で，米帝国主義とタノム・フ。ラパ

ート集団の弾圧に断固反撃しなければならない。ウドン県の人民武装勢力と人民は

戦略的には敵を軽視し，それをハリコの虎と見なさなければならず，戦術的には敵

を重視し，ほんとうの虎と見なさなければならない。人民戦争に関する毛主席の戦
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タイ （7月〉

略・戦術思想、で自らを武装し，さらに効果的な戦いを進めなければならない。

ウドン県人民武装勢力は， 「革命戦争は大衆の戦争であり，戦争をするには大衆

を動員する以外になく，戦争をするには大衆に依拠する以外にない」ということを

深く会得した。かれらはまた，一時的に優勢な敵と持久的な戦いを進め，一歩一歩

敵に打ち勝ち，最後の勝利をかちとるためには，人民武装勢力は農民を動員し，農

民大衆を武装させなければならないということを認識した。したがって，人民武装

勢力は，農民大衆に宣伝し，農民大衆を動員し，農民大衆を武装する活動を村々で

幅広く，深くっつ込んで、くりひろげている。人民武装勢力と大衆が一体となること

によって，大衆の力強い支持をかちとることができる。したがって，人民武装勢力

は水を得た魚のようになり，自由に行動ができ，活動地区はだんだん拡大し，敵を

攻撃するための条件をさらに多くっくり出すことができる。

人民大衆と一体となり，人民大衆に依拠しているウドン県人民武装勢力は，かな

らず発展し，強大になっていくであろう。かれらは，全国各地の人民武装勢力と人

民とともに，米帝国主義とタノム・フ。ラパート売国集団に対する持久的払猛烈な

攻撃を加える戦いでかならず一層偉大な勝利をおさめるであろう。
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米の輸出は例年7月末には 100万トンを越えるのが普通であるが，今年は

約53万トンに半減して米の輸出不振が大きな問題となっている。今年の米の

輸出目標は 100万トン（当初 130万トン）と昨年輸出実績の 3分の 2に抑え

である。これは昨年の早越による米の生産減少から政府が国内米の確保を優

先させたことによるもので，従って政府間ベースでの米輸出は努めて抑制し

てきた。 7月31日までの米輸出53万4千トン中政府間ベースの量は18万トン

となっているが，昨年同期の 104万トンに対する47万トンという割合から比

較しでもその減少ぶりがわかる。さらに民間ベースについても輸出クオータ

ー制をしき，また米の輸出プレミアムを増額するなどして輸出を抑制し，国

内の米不足からインフレをひき起すことを極力避けてきた。

しかし輸出総額中に占める米輸出の割合は 3～4割近くとなるだけに，そ

の輸出不振は貿易収支に大きな影響を及ぼすことになる。このため政府は相

次いで輸出規制の枠をはずして輸出の自由化を行なってきた。 6月には輸出

量65万トンに達するまでは輸出クオーター制を廃止することとし，プレミア

ムも軽減したまま実施期間を延長し， 7月には信用状の廃止，ドルの売買レー

ト5サタン引上げなどの措置をとり，また政府間ベースでの輸出拡大にも力

を注ぎ始めている。しかしタイ米買付国側では豊富なストックをかかえ，ま

た輸入業者が将来更に米プレミアムを軽減した場合の安値を期待して注文を

手控えている状況なので，輸出目標達成にはかなりの努力を要するだろう。

米をはじめとする主要輸出品目の輸出不振は，経済開発計画の進展による

輸入の急増と相侠って貿易収支の赤字を増大させており， 66年度44億ノξー

ツ， 67年度68億パーツ， 68年度も10月～ 6月の 9ヵ月間で76億7千万ノξーツ

と増加する一方である。ベトナム戦争による大幅な直接間接特需収入によっ

て，総合国際収支で黒字を記録しているとはいえ，このような貿易収支の赤

字が増大することは重要な問題である。政府は 8月にソ連・東欧への貿易使

Q
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タイ（8月〕

節団派遣を発表して新しい市場獲得の姿勢を見せており， 10月に開かれるこ

とになった日・タイ貿易合同委員会では 1億8千万ドル（昨年）にのぼる対

日入超是正を日本側に強く要求することになるだろう。

政治面では，新憲法の発布後上院議員 120人の任命， 5人以上の政治的集

会を禁止した革命団布告第13号の廃止，それに伴ってパンコク・トンブリー

市議会選挙での集会許可，政党法草案の発表などが行なわれてきた。しかし

これらは新憲法と反共軍事政権の枠内での自由主義化の措置である。上院議

員 120人の 4分の 3は軍，警察関係者であり，また 2分の 1は現政権の基盤

である陸軍出身者となっている。ポット国家開発相が「どんな国の政府でも

政府に反対することがわかっているような人聞を議員に任命する筈がないJ

と語った言葉が端的に上院の性格を物語っているといえよう。

昨年12月の統一地方議会選挙のときには実施されなかったバンコク， トン

ブリ一両市議会選挙は 9月1日に行なわれることになっており，学生，民主

党，ハイドパーク運動党などの立候補者が数多くの演説会を聞いて活発な選

挙運動を展開している。政府与党側は立候補者を出していないので簡単に判

断を下すことはできないが，有力な反対党である民主党などの現政権批判勢

力がどの程度進出するか，来年の下院議員選挙を占なう一つのバロメーター

として、注目してよいであろう。

7月26日に北ベトナム，ラオス爆撃用基地であるウドン米空軍基地が共産

ゲリラに攻撃され，損害は軽微とはいえ政府，米軍に大きなショックを与え

た。政府側は米軍基地周辺の警備を強化する一方，国民に対して共産勢力と

の対決を呼びかけ， 8月12日にはナコンパノム米軍基地攻撃を計画した18人

を逮捕したと発表した。タイ国内にはウドン，ウボン，ナコンパノム，コーラ

ート，タクリー，ウタパオの 6米空軍基地がある。タイ愛国戦線がベトナム

戦争の進展と関連して攻撃目標をこれら米軍基地に向けているのかどうか判

断できないが，ウドン基地攻撃が南ベトナム派遣の黒ヒョウ師団の出発，米

国のパンデ、ィ国務次官補訪タイの時期と一致していることは注目される。 8

月 1日の「タイ軍の北ベトナム侵攻J,7日の「共産ゲリラのウタパオ米軍基

地攻撃など相次ぐ誤報事件ともあわせて，ベトナム戦争に深く関係している

タイの複雑な立場を示している。
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1 日 Vタナット外相は ASPAC閣僚会議で，バンコクに本部を置く「経済調整セン

ター」（ECOCEN）の設立を提案した。これは加盟各国の経済開発計画の促進，

経済協力の促進，貿易関係の調整と安定を目的とするもので， ASPACでは今後

常任委員会で構想を検討し，来年東京で聞かれる ASPAC会議に勧告する予定で

ある。タナット外相は， ECOCENは情報交換が目的で援助引出しのための団体

ではないと述べた。

vパリ会談で北ベトナム代表団が，タイがベトナム難民に対して不当な待遇を

与えている限りウドン基地攻撃と同様な攻撃が引き続き行なわれるだろうと述べ

たのに対し，タノム首相はベトナム難民を虐待している事実はないとこれを否定

した。またフ。ラパート副首相は，共産主義者はソ連，中国，北ベトナムおよびチ

エコから武器援助を受けており，これらの武器はラオスやカンボジアを通じてタ

イ国内に密輸入されている。また北ベトナム・ホア・ピン省のゲリラ訓練学校で

訓練されたゲリラのタイ国内侵入を防ぐため，ベトナムでの同盟軍に同訓練学校

を空襲するよう要求した。しかしこのような学校は何回破壊してもすぐ建て直せ

るし，地下のトンネル内で訓練していれば完全に破壊するのは難かしいだろうと

語った。

V上院本会議は， 5人以上の政治的集会を禁止した革命団布告第13号を廃止す

る法案を可決した。

V行政局は下院議員定数を219人と発表。各県の議員定数は以下の通りである。

15人ーバンコク； 9人一ナコンラーチャシーマー，ウボン； 7人ーコンケー

ン，チェンライ； 6人一トンプリー，チェンマイ，ナコンシータマラート，ウ

ドン； 5人一ナコンサワン，プリラム，ローイエット，シーサケット，スリー

ン； 4人－8県， 3人－13県， 2人－18県， 1人19県o

v貿易委員会はタイ・ヨーロッパ，タイ・日本海運同盟の代表者に対して，最

近公布された海運会社法に基づいて同盟所属会社の契約基準改正を要求した。そ

の内容は，①輸出業者が第3者に自己のストックを販売しその第3者が同盟外会

社を利用できるようにする。②外国の輸入業者が同盟外会社を利用して F.O.B.

価格で契約できるよう協定に明示する。③紛争の裁定はロンドンではなくパンコ

クにおいて行なう。
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タイ（8月〉

V投資委員会の認可した奨励産業

1. Union Carbide PV Aプラント， 1910万ノミーツ，年産5000トン。

2. Mrs. Su visa Singhasemanond 絹織物工場建設， 100万ノミーツ， 年産

14万4000ヤード。

3. Capital Tricot Co. 合成繊維織物工場， 2450万ノミーツ，年産20万ヤー

ド。

4. Sinthani Co. 鋼索および有刺鉄線生産設備拡張， 1240万パーツ，年産

3万3000～4万4000トンO

5. Critall Hope Thailand 銅製窓枠生産。

6. S. P. Ceramic Co. 1000万ノミーツ，年産1800～2800トン。

7. Thai American Steel Works Co. 1500万ノξーツ，鋼管年産4万8000

～5万6000トンO

2 B V黒ヒョウ師団の1500人が第3陣として南ベトナムに向け出発した。

v米国軍事援助の一環として UH I型ヘリコプター 10機がタイ陸軍に引き渡

された。

曹ウテーン・グイ銀行協会会長とソムプーン東南アジア銀行頭取は記者会見でヲ

タイ銀行協会の意見としては中央銀行が行なったドル売買レートの引上げは適切

ではないと次のように語った。

今年は米や錫，麻などの重要商品の輸出が思わしくないことから考えて， ド

ノレの売買レートの引上げは適切な時期ではないと思う。この方法による輸出奨

励は損害の方が多いだろう。ドノレの売買レート引上げは市場の交換レートに影

響を与える結果となり，パーツ価を切り下げたのと同じことになる。今年2回

行なわれたのを合わせると 0.5%のパーツ価切 Fげとなる。これは外国人の目

から見るとパーツの信用を失うことになる。特にわが国が外国人のタイ国内工

業への投資を奨励，勧誘している時期にパーツを不安定にすることは，投資家

の投資意欲を損うことになる。

C Lt) タイ中央銀行は7月29日からドルの売買レートを引き上げ，従来の中央

銀行買相場 1ドル， 20パーツ67サタンを20パーツ72サタンへ，また売相場 1

ドル， 20パーツ72サタンを20パーツ77サタンに改めた。

T Chin Chutrakulタイ・ジュート協会副会長ー談によると， 今年のケナフ生産

量は15万トンから20万トンの見込みであり，ストック15万トンと合せて供給量は

30～35万トンで， ヨーロッパ向け15万トン，日本7万トン，国内 6万トンの予定
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である。インドとパキスタンが洪水や早魅などで生産が減少しているので，タイ

のケナフ輸出の見通しは明るくなっている。

3 日 v社会主義的政策を掲げた以下の 6政党が復活する予定である。 HydePark 

Movement Party, Sri Ariya Maitreya Party, Thai Muslimまたは ThaiIsla-

mic Party, Socialist Party, Labour Party, Social Democrat Party.これら 6政

党は！日経済党と共に社会主義連合戦線を結成する予定で，議長は経済党の Thep

Chotinuchit氏が就任する見込みである。

V北ベトナムから釈放された3人の米空軍飛行士が，民間航空機でパンコクに

到着した。

4 日 Vイッサラタム党の指導者ノレアン・ポンソポン氏は同党の政策として，①閣僚

が実業に携わることを禁止する。②首相の三選禁止を掲げると述べた。同党には

創設者のトンディー・イッサラチウイン，マーノップ・イエムスット両氏の他，

元警察局次長クンピチャイ・モントリー氏や元国鉄工場理事長などが党員として

名を連ねている。

v経済省は先週末 SriAyuthya生命保険会社の監督を解除した。

5 8 Vサニット気象局長談によると，米国とタイは共同で軍事および農業用気象観

測計画を実施することになり，観測機械は米国から提供される。これはウドンと

ウボンで，米国とタイ共同の軍事用気象観測ステーションの開設に伴って決定さ

れたものである。サニット局長は，タイと南ベトナムに駐留している米空軍は気

象観測を利用してベトナムでの飛行計画や爆撃計画を立てていると語った。

V共産主義鎮圧司令部発表によると，東北タイで政府軍と共産テロリストが戦

闘を行ない，テロリスト 1人を殺し， 20人を逮捕した。政府側損害は死者 I，負

傷2名である。

v貿易委員会は8月1日から紙の輸入関税を10%から30%引き上げ，パノレフ。そ

の他製紙原料の輸入関税は30%から10%に下げることを発表した。

v投資委員会は圏内の漁網産業から要請されていた，外国製漁網のダンピング

防止措置を講ずることを承認し，大蔵省に認可を要請した。

vプアイ・タイ中央銀行総裁は，今回のドルの売買レート引上げの目的は輸出

鑓励と輸入抑制にあると次のように語った。

今回の措置は財政や貿易に殆んど悪影響を与えない。売買レートの引上げは

輸出のスムースな増加を奨励し，また輸入品の価格が上ることによって輸入を

減少させるo これは貿易収支の逆調を改善する手段の一つである。タイは過去
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2, 3年の聞に外貨相場を次々に下げてきたが，今回はドノレの売買レート引上げ

に絶好の時期であり，またそうせねばならないと考えて実施した。

6 日 v第4回アジア国会議員連合会議，パンコクで開会。

Vプラスート警察局長は，密輸された武器が共産テロリスト活動地域や犯罪者

の手に渡っているため，如何なる犠牲を払っても武器密輸を阻止するよう警察に

命令した。これらの武器は日用品と引換えに旧国民党第93師団，バテト・ラオ，

カレン族，カチン族，その他ピノレマの反乱諸族などから得たものや米軍輸送船か

ら盗んだりしたものである。

Vチャーン経済技術協力局長が語ったところによると， 1968会計年度の米国の

経済技術援助は5032万則的ドノレとなる見通しで，プロジェクトは47である。

Vタイ中央銀行の発表による1967年の貿易収支は，輸出総額 142億2300万パー

ツ（対前年比0.9%増），輸入総額210億4000万パーツ (13.7%増〉で，赤字は68

億1700万ノミーツとなり， 1966年の44億0500万ノミーツより増加した。なお輸入総額

中には同盟軍向けの輸入物資は含まれていない。

Vヤラー県ベトン郡南方8kmの地点で，タイ・マレーシア合同国境警備隊と約

10人の共産ゲリラが交戦し， 5分の戦闘の後共産ゲリラはジャングノレに引き上げ

た。

7 日 Vタウィ一国防次官は，米軍基地警戒のために米国の軍用犬600頭を基地周辺

に配置したと述べた。さらに東北地方のジャングノレにいる共産テロリストは餓え

に苦しんでおり，犬の肉まで食っている。われわれはかれらに新たなチャンスを

与え，報復行為から保護するつもりであると語った。

Vスーム蔵相は新年度予算の税収は 170億パーツとなり，今年度より 10%増加

している，またドルの売買レートの引上げは，輸出を奨励して財政と貿易収支の

安定を図ることを目的とするものであると語った。

Vナム貿易局長は，貿易団体から要請されていた米の輸出プレミアム引下げに

ついて，政村としては引き下げる考えはない。プレミアムの調整は農民が米を売

りに出す年度始めに行なうべきであると語った。

Vククリット・プラモート氏はタマサート大学で行なわれたパネノレ・ディスカ

ッションで，政府党は来年初めの総選挙が公正に行なわれた場合には勝つ見込は

まずないと語った。このパネル・ディスカッションは，タイ近代法の創設者であ

る HRH.Rabi王子の48周忌を記念して“新憲法下の民主主義”というテーマで

開かれたものである。
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V政府はフ。ラパート内相を委員長とする国家家畜振興委員会に対して，パンコ

ク・トンプリー地域の豚肉不足問題について調査を命じた。

8 8 T ASPACおよび ASEANに出席していたタナット外相は 8日帰国したが，

空港での記者会見で，会談の成果は満足すべきものであった，経済調整センター

については今後 ASPAC常任委員会で検討を進める， 大きな国際情勢の変化が

あった時に ASPACおよび ASEAN加盟各国が首相乃至は閣僚レベルで，非公

式に会談を開くべきであるというタイの提案は各国の賛同を得たと語った。

V政府は 8月20日からソビエトのモスクワで聞かれる国際動力会議に，ウィチ

ャー鉱山局長を団長とする 6人の代表団派遣を決定した。

Vプラパート副首相は記者会見で，政府党は総選挙で全区に立候補者を立てる

と語り，さらに記者団の質問に答えて， SethakornPartyや社会主義連合戦線が

中共も含む“あらゆる国との友好”を政策に掲げているが，これが違法であるか

どうかについては今後詳しく法律を検討していかねばならないと語った。

Vイッサラタム党指導者トンディー・イサラーチーウィン氏は9 同党は 5億ノミ

ーツの新国会議事堂建設，および現在上院で審議中の国会議員俸給を 4千ノξーツ

から 6千ノミーツに引き上げることに反対すると語った。

9 日 ' 9月15日に行なわれるパンコク県議会選挙に 174人が立候補した。定数は36

議席であるo

vタイ産業金融公社は第2回公債発行を準備中であると発表した。総額5千万

ノミーツ，利子率7%，償還は10年。なお， 7月に発行された第l回公債3千万ノミ

ーツはすでに全額消化済み。このほかに，公社は世銀，アジア開発銀行などから

2億 5千万パーツの借入れを準備している。

10日 Vポット経済相は，今年の米輸出は 100万トン以下となるだろうと語った。

v米共和党の大統領候補にニクソン氏が選出されたことに対して，セーワン総

理府事務局長は，米国の次期大統領にハンフリー，ニクソン両氏のどちらが選ば

れようとも同じことであり，タイその他東南アジア諸国に対する米国の基本政策

にはなんらの変化もありえないだろうと語った。

vラオスのプーマ首相はパリからの帰途タイに立ち寄り，共産ゲリラの浸透を

防ぐためにラオス政府はタイに十分な協力を与えると語った。

12日 , Momrajwong Virapongse Thongthaem氏は新政党 AdvancedPeople Party 

を結成すると語った。同党の政策として，経済政策では「二重社会主義」を採用

して農民，中小実業家，労働者の生活水準引上げ，平等化を保障し，経済的抑圧
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や社会的不正に反対する。外交政策としては「自由な中立主義」で，国家の最高

利益を指針として各国と条約や協定を結ぶ，共産主義には反対するというもので

ある。

v貿易委員会の発表によると， 7月31日までの米輸出量は53万4117.52トンで，

政府間ベースは18万0335.9トン（昨年同期47万0581.4トン〉である。

v東北電力公社は NamPhromダム計画を承認した。予算は 3億6千万パー

ツ，発電能力 4万kwの予定である。

13日 v外務省筋によると，今年の 2月，タイ政府と米軍当局はタイ国内で犯罪を犯

した米軍人をタイ側が裁判するかどうかはタイ側委員会が決定することで一致し

た。同委員会はタウィ一国防次官を委員長として関係機関の代表者で構成してい

る。

v政府は閣議で、国家経済開発株式会社のスパン／プリー砂糖工場とパーンパイン

の製紙工場を工業省の管轄下に移すことを決定した。

f Chin Chutrakulタイ・ジュート協会副会長は， 今年のケナフ生産量は昨年

より約20万トン減少し， 14万8千トン程度となる見通しで，インドが要求してい

る9万トンの需要にこたえることは困難であると語った。生産量が減少した理由

は，国際価格の下落により農民が他の作物へ作付けを変えたためである。

14日 V民主党指導者のセーニー・プラモート氏は記者会見で，来年初めの総選挙に

立候補しないと語った。その理由として，もっと若い人に選挙に出てもらい彼は

党務に専念したい，およびタノム首相が次期首相になるため選挙に立候補しない

ということを聞いていること，現在の憲法は国会議員が閣僚や他の政治的地位を

得ることを禁止していることからみて民主的であるとは忠わないということをあ

げている。

Vタナット外相は記者会見で，米国にはベトナムから撤退するか駐留を続ける

かの選択があるだけであると次のように語った。

米国は東南アジアを売ることはできない。われわれは自分達の将来について

一言言っておきたい。米国は東南アジアを守るためにやって来た。しかし現在

米国の一部では東南アジアから撤退しようとする動きがある。駐留するのがい

やだったら引き上げるが良い。米国は共産主義者と取引きして南ベトナムや東

南アジアを彼らに与えることはできない。これはわれわれの生命で、あり自由な

のだ。

f M. R. Viraphong Thongtaern氏を指導者として PrajaPhatna (People De・
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velopment) Partyが結成される。同党は社会主義と資本主義を同時に採用し，

農民援助，労働者の保護と平等，あらゆる国との友好，軍事強固となることを望

まない等のことを政策として掲げている。

Vチャーン経済技術協力局長が語ったところによると，今年外国政府および諸

機関からの援助額は約 13億3500万パーツとなる見通しで，内訳は米国10億パー

ツ，国連7000万パーツ，コロンポプラン 1億2500万パーツ，その他1億1000万．パ

ーツとなっている。

15日 Vタイ南部のヤラー県ベトン郡 CherokGunun山で15日午後3時，タイ・マ

レーシア合同鎮圧軍が共産ゲリラに包囲され，未確認情報によるとマレーシアの

警官l人死亡，タイの警官5人が負傷したといわれ，戦闘はなお続いている。岡

山頂には15の共産ゲリラのキャンプが発見されている。また同時刻にナラーティ

ワート県ウェーン郡マイケーン村では， 10人の国境警備警察隊が約30人の共産ゲ

リラに襲われ， 3人が重傷を負った。

v政府は1969会計年度予算案を22日の国会上院に提出する予定であるQ 新年度

予算は総額236億9千万ノミーツで，今年度より約10億パーツ増加している。各省

別配分は以下の通り。 （単位ノミーツ）

中央予算 4,320,443,600 文 部 省 1,363,038 , 300 

総 理 府 1,172,170,700 経 済 省 52,131,800 

国 防 省 3,770,000,000 厚 生 省 643,610,000 

大 蔵 省 712,934,400 工 業 省 56,171,600 

外 務 省 160,829,200 王立学術院 750,900 

運輸通信省 366,373,200 国会事務局 26,382,300 

農 林 省 630,975,400 y民よ司．
内 庁 49,418,000 

国家開発省 5,016,987,000 王室事務局 1,321,800 

内 務 省 5,062,456,300 国営企業 468,751,800 

法 務 省 85,253,400 

v国鉄の報告によると，タイとラオスを結ぶメコン河の鉄橋は， 5年以内に完

成する予定であるo この橋が完成するとバンコク＝ノンカイ聞の鉄道はピエンチ

ャンまで延長され，アジア・ハイウェーA12号線もピエンチャンに達することに

なる。

V豚肉取引調査委員会は来週から豚肉の価格値上りの原因を調査することにな

った。現在 1kg当たり24～26パーツとなっており，政府の目標価格は18パーツで
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あるo

v投資委員会の認可した奨励産業。

1. Union Oil Company of Thailand 4200万パーツ，タイ湾石油探索。

2. Thai Yazaki Mahaguna Textile Co., Ltd. 2430万パーツ，綿繰機工場

建設。

3. Thai Cotton (Tubkwang) Co., Ltd. 750万ノミーツ，綿繰機工場建設。

4. Chow Rai Ruam Toon Co. Ltd. 1100万パーツ，綿繰機工場建設。

5. Decola (Thailand) Co., Ltd. 600万パーツ，積層プラスチック紙，年産

400万平方フィート。

6. Trakulkum Animal Feed Production Co., Ltd. 500万‘パーツ，飼料年

産3万6000トンO

7. Sri Thong Industrial Ltd., Partnership 640万パーツ，漂白，染色，捺

染，織糸，年産300万平方メートノレ。

16日 vタナット外相はパンコク・ポスト紙記者に対して，米国の次期大統領は南べ

トナムから撤退するか，残るかを選択することになるが，南ベトナム国民の運命

と未来を支配することはできないと次のように語った。

米国は南ベトナム国民に連立政権を押し付けたり，自由と尊厳を北ベトナム

に譲渡することはできない。どんな米国人でも南ベトナムを共産主義者に引き

渡すなどとは考えられないが，もしそうしたら，われわれアジアの自由な国民

は一致して反対する。南ベトナムでは軍事よりも政治的戦争に勝つほうが重要

である。共産主義者は米国やヨーロッパのいわゆる“自由主義者”の支援を受

けて効果的に政治戦を戦っている。

Vヤラー県ベトン郡での戦闘は16日も続いており，マレーシア人警官 1人，共

産ゲリラ 4人の死亡が確認された。ナラーティワート県の戦闘では更に警官1人

が死亡， 1人が行方不明である。タウィ一国防次官は国境警備警察に増援部隊を

派遣して共産ゲリラを一掃するよう命じた。

vウドン県ブ。パン山麓とクムパワーピー郡の2個所で警官隊と共産ゲリラが戦

闘を行ない，警官2人が負傷した。

17日 v“女王のコプラ”連隊帰国。

, Charoen Panthongウドン県知事は，ワドンの共産テロリストはその主要行

動を破壊から武装攻撃へと変えていると次のように語った。

これは彼らが反政府宣伝に失敗した結果である。彼らは鎮圧軍や村民を襲っ
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て村人に彼らが政府軍より強いということを証明しようとしているが，政府軍

の素早い反撃でこれも失敗に終るだろう。現在当局は村民に武器訓練を施して

おり，フ。パン山麓の10村で、の訓練で、終る。同時に心理作戦を施しており，殺生

に嫌悪感を示していた村人達が共産テロリストに対しては銃を向けるようにな

り， 15日には共産テロリストを撃退している。

19日 Vタノム首相は，ナコンパノム空軍基地攻撃を計画していたテロリスト 6人と

シンパサイザー12人を逮捕したと次のように語った。

逮捕と同時に基地の地図3枚と兵器庫の鍵4個を押収じた。当局は早くから

この計画があることを知っていたが， 8月下旬決行の予定だったので12日に逮

捕した。これらのテロリストはウドン基地を攻撃したグループρとは別で，ベト

ナム人とタイ人とから成っている。またこの他に同じグループのテロリスト 6

人がラオスで逮捕されている。

Vタノム首相は記者会見で，ナム貿易局長を団長とする貿易使節団を今月中に

東欧へ派遣する予定であると語った。訪問国はソビエト，ポーランド，チェコ，

Jレーマニア，ハンガリー，フ、lレガリア，ユーゴで，主にゴムとジュートの輸出拡

大を目的としている。タイと東欧との貿易は1966年輸出 1億7120万パーツ（輸出

総額の 1.2%〕，輸入1億9790万パーツ（輸入総額の 1.1%）となっている。

21日 Vククリット・プラモート上院議員はアメリカ商業会議所における演説で，新

憲法が発布されても政治的自由はまだなく，タイにとって真の民主主義は遠くに

ある。軍事支配は無期限に続くだろうと語った。

’大蔵省は JangChin Heng Co., Ltd.に24万トロイオンスの金輸入権を与え

たと発表した。

Vポット経済相は豚肉不足と価格高騰に対する対策を閣議に提案すると語り，

更に，豚は足りないのではなくて売り控えられているのであると語った。

22日 v国会上院は1969会計年度予算案を承認，通過した。

V貿易委員会は小委員会を設置して主要品目の輸出不振，特に米の輸出不振に

ついて原因を調査し，改善方法を検討することになった。

，ソビエト等5ヵ国軍のチエコ侵入に対するタイ政界の反応。

タノム首相：国連はチェコを援助できるかどうか調査すべきである。ソ連はチ

ェコに対して武力を用いてその意志をし押し付けようとしている。

タナット外相：東欧共産主義国が成功しているという話は神話であることがは

っきりした。ヨーロッパの強硬な共産主義者は西側の自由主義者が支持を与えて

n
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いるので元気づけられている。

タウィ一国防次官：ソビエトのチェコ侵入は共産主義者同志で、の争いで、あり，

共産主義者達が他国の干渉なしに自身で解決すべき問題である。

テープ・チョーティヌチット氏：ソ連はまたやりすぎた。しかしわれわれは関

連する事柄全部を知っているわけでもない。

v民主党のセーニー・プラモート氏は豚肉の価格高騰について，豚肉の自由取

引によって問題を解決できるとは思わない。独占行為はまだ存在している。価格

の高騰は養豚業者が豚を売らないよう圧力をかけられているのが原因である。養

豚業者は不当な安値のために売らないと伝えられていると語った。

23日 , Udomny Panyaphol東北電力公社総裁が語ったところによると，西独とフラ

ンスが水力開発計画に対して技術援助を申し入れている。西独はチャイヤプーム

県の HuiPhu Khi計画，フランスはウボン県の Pakmune計画に対しての援

助申し入れで，西独については現在検討中であるが，フランスについては受入れ

を決定している。

v暴利取締中央委員会は26日から都内の豚肉の最高価格を設定し，小売業者は

価格表を掲示することを決定した。これによると，卸売価格はキロ 12パーツ，小

売価格は20パーツに設定されている。豚肉価格は15日頃キロ当たり24～26ノミーツ

であったが20日以後は50～60パーツとなっている。

V農林相はバンコク・トンブリ一地域の住民は豚肉の代りに魚をもっと食べる

べきであると語った。現在魚はキロ当たり 2～2.5パーツである。

V信頼しうる筋によると，タイ政府とアメリカの Camp,Dresser and Mckee 

Comsulting Engineersとの間に水道施設調査契約が結ばれた。 これは首都圏4

県の水道施設整備拡張計画のため， 30年後の供給量を想定して行なわれるもので

ある。

24日 V今会計年度ヲヵ月間（1967年10月～1968年6月）の貿易収支は，輸出94億3

千万パーツ（昨年同期より20%減〕，輸入171億ノミーツ（ 5%増）で， 76億7千万

ノミーツの赤字となっている。国際収支の差額では 1億8千万パーツの黒字となっ

ており，外国援助および日本の特別円支払いは11億5千万パーツ，外国からの投

資は25億ノミーツである。 6月末日現在の金および外貨準備高は 189億0200万パー

ツ（約9億0900万ドル〉となっている。

25 B Vナム貿易局長は，過去6ヵ月間の輸入は昨年同期より 3億2千万ノξーツ増加

していると次のように語った。
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主な輸入品目は機械，自動車，石油，手芸品であり，輸入先は日本，米国，

英国，西独の）I頂となっている。輸入の増加はわが国経済の高度成長によるもの

である。今年の輸出見通しは昨年より明るい。特にジュートは35万トンのスト

ックがあるが，日本に10万トン，ヨーロッバに20万トン売る予定である。

Vピット農業局次長は1972年までには綿花の自給が可能になると述べた。目標

は4万5千トンで， 1967年の生産額は 1万7千トンであった。

26日 Vタノム首相は記者会見で，下院議員選挙立候補者の資格は以前より質の良い

議員であるためにも最少限マツタヨム（旧制中学） 6年卒業の資格が必要である

と語った。

, Pong Kesornbphaナコンシータマラート県知事顧問は，ナコンシータマラ

ートの共産テロリストは10年前にソ連で訓練されたことのある地方有力者に指導

されていると語った。この有力者は SomboonChongchit氏で現在は山中に潜ん

でいるが，地方住民への影響力が大きいといわれる。

v民主党指導者のセーニー・プラモート氏は民主党の政策の第 1に憲法改正を

掲げ，憲法をより民主的なものにすると語った。憲法改正の要点は行政が直接人

民に基礎を置いたものに改正することである。また総選挙不出馬について，セー

ニー氏自身も参加した1949年憲法より非民主的な現行憲法下では議員になりたく

ないと語った。

vウットラディット県の QueenSirikitダム建設労働者700人が労働条件改善

を要求してストライキに入った。

27日 v閣議は政党法草案を承認し， 9月5日の国会上院に提出することを決定した。

V東欧への貿易使節団派遣はチェコ事件のため延期されることになった。

v歳入局の発表によると， 1968会計年度9ヵ月間 (10月～ 6月〉の税収は38億

0600万パーツとなり，昨年度同期より9.08%増加した。

’貿易委員会の発表によると，今年1月から 8月17日までのメイズ輸出は75万

4132.344トンで，輸出先は日本（33万9464.549トン〉，台湾（18万6664.170トンλ

シンガポール（ 7万3303.156トン），香港（ 6万2897.567トン），マレーシア（ 5

万8285.867トン〉の順となっている。

28日 Vフ。ラパート副首相は記者会見で，社会主義的，共産主義的政策は憲法の精神

に反するものであり，社会主義政党の結成は認められないだろうと語った。

v政府は 9月2日から東京で聞かれる ILOアジア地域会議に， ニコム労働局

次長を団長とする代表団派遣を決定した。
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29日 夕ナット外相は，アメリカ大統領選挙がハンフリー，ニクソン両氏の間で行な

われることになったことについて，これはアメリカ国民の大多数が“偽の自由主

義者”の見解を拒否したことを示すものであると次のように語った。

タイにとってはこれは良いことである。というのは両者共にベトナム戦争に

ついてタイと同じ見解を持っているからである。この 2人は，共産側の譲歩を

求めないで一方的に北L爆を停止せよとするマッカーシー氏のような人々とは違

う。 2人が大統領候補に選出されたことは，アメリカ国民の大多数が，誰が真

の平和と発展をもたらすかを知っており，共産側に有利となる譲歩をしないこ

とを示したものである。

Vタナット外相は，自由世界の小国はベトナム戦争終了後団結して共産主義の

脅威に対抗しなければならないと次のように語った。

この団結の例は ASPACや ASEANなどの創設である。共産主義からの危

険が広がりつつあることを認識しなければならない。彼らを懐柔して中立の態

度をとらせたり，友好関係を結lまうと試みてはならない。ピノレマラインド，イ

ンドネシアのように共産主義の侵略の犠牲となるだけである。

Vナム貿易局長が語ったところによると，ユーゴとブ勺レガリアは 9月12～20日，

9月22日～10月1日に両国で国際見本市が聞かれる時期にタイの貿易使節団が来

訪するよう招請してきた。

v投資委員会の認可した奨励産業。

1. Fruits Industry of Thailand, Inc. 1000万パーツ，輸出用パナナ，年産

4500トンO

2. M. Thai Enterprises Co., Ltd. 1400万パーツラマンガン鉱生産設備拡

張。

3. Thai Mercerizing and Dveing Works Co., Ltd. 1800万パーツ，漂白，

染色，織物設備拡張。

30日 V上院本会議はヤンヒー電力公社， Lignite公社，東北電力公社を統合し，

Electricity Production Authorityとする法案の第 1読会を終了した。

V海運同盟筋によると，タイ，インド西岸，西パキスタン，ペルシャ湾の海運

同盟は 9月からその運賃率を10%引き上げることを決定した。

31日 v政党法草案の主な内容はは以下の通り。

党の財政は党員の党費と寄付による。党費は月 100パーツ，終身党費は5000

ノミーツ，他の費用は 100パーツを越えない範囲で徴収できる。
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収賄は禁止し，これを犯した党の指導者や事務局長は最高6ヵ月の禁筒また

は5千パーツの罰金または双方を課す。外国人，外国企業または機関から収賄

または外国人ー党員を認めた党は政党登録を取消す。党に贈賄した者は最高 1年

の禁箇刑または 1万パーツの罰金または双方を課す。

内務大臣は政党の登録を認める有限を有する。政党登録の手続きは， 25才以

上でタイ国籍を有する者15名以上が政党希望グノレーフ。として登録し，政党名，

政策等を発表して党員募集の広告を行ない， 500人以上となったときに政党と

して登録し，これを官報で公示する。登録を拒否された場合は最高裁判所へ提

訴できる。

検察庁は次の行為があったとき政党の解散を告訴できる。①国家，宗教，国

王，憲法に反する行為，②安寧秩序，道徳を踏みにじった場合，③党費，寄付

に関する規則を犯しまた外国人，外国企業や機関等から収賄した場合。以上の

点について最高裁の判決が下ると官報で政党登録取消の告示を行なう。党員が

解散決議または 500人以下となったときは自動的に政党は解散となる。また連

続 2回の選挙で議席を得られなかった政党も登録取消となる。 （パンコク・ポ

スト紙）

31日 V最高司令部筋によると，数日前タイ南部国境地帯に特別訓練を受けた警官を

派遣した。人数は不明。

-195ー 一（ 129）ー





タイ

9月に入ってからタイ政界は来年2月の下院議員選挙を目指してしだいに

活発な動きを見せ始めている。 1日に行なわれたバンコク・トンプリ一両市

議会選挙は投票率20%前後と比較的低調のうちに終ったが，パンコク市では

民主党が24議席中22議席を獲得して「地すべり的勝利」をおさめた。市長は

議会で選出されるので，パンコク市政は民主党が担当することになる。更に

民主党は， 24議席中11議席にとどまったトンブリー市についても，第 1党の

「トンブリ一人グループ」を排して市政を担当する意志を明らかにするなど

強気の態度に出ている。現体制内という限界を持ちながらも野党の民主党が

これだけの進出を見せたことは，一般民衆の感情を理解するうえで重要であ

る。これに対してタノム首相やフ。ラパート副首相は，下院議員選挙は市議会

選挙と違って党の政策で争われる，市議会では政治問題は扱わないのだと述

べているが，内心動揺の色は隠しきれないようである。

8月に閣議で承認された政党法草案は上院の第 1読会を終了し，法制審議

会での条文化作業もすでに半分以上を終了していると伝えられている。選挙

法についても立候補の資格となる最終学歴をどの程度にするか，選挙区を県

単位の大選挙区にするか，または小選挙区にするか等の点で若干論議の余地

を残しながらも， 10月上旬には閣議承認，上院提出の段取りとつなている。

市議会選挙の結果によって，政府側としても早急に政党結成，政治宣伝の強

化などを実施する必要が出てきているので，政党法，選挙法の審議もテンポ

を早めていくことになるだろう。

こうした法制上の措置とは別に，与党結成の準備は着々と進められており，

与党総裁にタノム首相，幹事長にタウィ一国防次官が就任することもすでに

決っている。与党の中核になると見られているのは，共産主議者と闘うこと

を目的として 5月頃結成されたタイ自由人民連盟で，タノム首相，プラパー

ト副首相，タウィ一国防次官など現政権の主だった実力者を集めている。結
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成当時100～300人程度の会員数で、あったが， 9月に入ってからは全国各地に

支部を設置し， 10月までには 1万人以上の会員獲得を目指すなど組織拡大に

力を注ぎ始めている。この自由人民連盟が政党に該当する違法団体であるか

どうかについて，ユット法制審議会事務局長（民主党から政界入りを噂され

ている）とプラパン自由人民連盟会長との問に多少のやりとりがあったが，

与党結成の準備組織的色彩が強く，タノム首相も認めるとおり，同連盟のメ

ンパーの大半が与党結成に参加することは確実である。

更に選挙が近づくにつれて内閣改造が行なわれるだろうとの見方が強まっ

ている。タノム首相は 2度にわたってこの噂を否定してはいるが，閣僚が高

齢化していることや，選挙を控えて与党支援のため強力な体制を組む必要が

あることなどから，人心刷新の意味を含めて選挙前に内閣改造が行なわれる

可能性は十分にある。

20日に行なわれたタイ・マレーシア国境会談は 2日間の予定を 1日で切り

上げ，今後共産ゲリラ掃討作戦を強化するという声明を発表して終った。タ

イとマレーシアの国境周辺にいる共産ゲリラは，人数が500人から800～1000

人へと増加している。これについてマレーシア側の説明では，回教系ゲリラ

の参加，またゲリラ掃討のために村民を追い立てたりしたことによって，住

民がゲリラに参加し始めているという。タイ側の説明とはかなりの相違があ

るが，両国政府の取組みの差をある程度反映しているようである。

10月11日からはバンコクで日・タイ貿易合同委員会が開催される。 1億 8

千万ドノレという大幅な対日入超を抱えているタイにとっては，この会談でそ

の是正をはかりたいところである。すでに砂糖，タピオカ，麻袋等の要求品

目が，業界筋などからあげられている。砂糖について言われている「特別価

格Jがどのようなものかは不明であるが，大幅入超是正のため高値買付を要

求することもあるだろう。貿易収支の赤字が年々増大しており，最近では米

輸出で，インドでの国際入札でフィリピンに敗れ，また国際錫会議の決定で

今年末まで錫輸出許可量が6344トンに抑えられるなど不利な条件も重なって

きているだけに，日本に対する期待，圧力は相当大きなものとなるだろう。
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1 日 vバンコク・トンブリー市議会選挙一一パンコク市ではセーニー・プラモート

元首相の率いる民主党が大勝， トンブリー市で、はマハイサワン候爵の率いるトン

ブリ一人グループが第 1党となった。バンコク市は有権者66万9564人，投票率

19.9%, トンプリー市は有権者18万5090人，投票率25%，各党派別当選者数は以

下の通り。

ノミンコク 24 トンプリー 24 

民主党 22 トンブリ一人ク勺レープ 12 

地方開発グルーフ。 2 民主党 11 

ノ、ィド・パーク運動 1 

なおパンコク市長には民主党のチャリ Vト元海軍少将， トンブリー市長にはマ

ハイサワン氏（元トンブリー市長，元商務相）が選出される見通しである。

Vメコン河国境警備一一ー海軍筋の情報によると，タイ海軍はラオスからの共産

主義者の浸透を防ぐため，メコン河を 3隻の巡視船で警戒を開始した。巡視船は

米国からの供与である。

2 日 Vタノム首相，市議会選挙結果について語る一一市議会選挙で民主党が圧勝し

たことは民衆の感情をはかる決定的な尺度とは思っていない。しかし民主党は政

府にとっては恐るべきライバルで、ある。民主党の勝利は，政党として長年培って

きた評価と政治宣伝のおかげだと思う。だが国民は政党法の発布後，各政党がそ

の政策を明らかにしたときに党を決めるだろう。総選挙は市議会選挙とは異なり

党の政策が投票の基準となる。従って総選挙では全政党が等しく自分を売り込む

機会がある。市議会選挙ではこの機会がない。

民主党が中央政府と協力して地方行政を行なえないという理由はないと思う。

民主党の好意と善意を期待し，政府は道理を以て市の行政に対処する。選挙の投

票率が20%であったのには失望したが，秩序整然と行なわれたことはうれしい。

V選挙の結果は人民の勝手lj，セーニー・プラモート氏談一一私はこのような地

すべり的勝利を予想していなかった。それが可能となるのは民衆がそうすること

が有益であることを知っているときだけであり，従って勝利は民衆自身のもので

あって民主党のものではない。民主党はチャリット元海軍少将を市長に選び，任

命議員の選択は党指導者に任せた。私は民主党の全議員が進んで辞表を書き，公
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約に違反した場合には辞表を提出することを要求したい。

チャムナーン前市長時代の 2億0700万パーツの土地買入契約は，もし地方開発

計画に十分な資金を運用できないのなら無効とすべきである。民主党が内務省直

轄下の市の行政を担当するには多少不安が残る。その理由は資金の不足にある。

もし全く資金を運用できなければ党は内閣に資金を要求しなければならない。そ

の時は新聞に援助を求めることになるだろう。

私は市の中に広報局を設置して民衆の不満を受け付ける窓口としたい。これは

人民による人民の為の政府の重要な制度である。

Vチャリット・バンコク市長候補談 政策として第1に豚肉価格問題，第2

に市の小学校の整備と教育水準の向上に取り組む。予算の裏付けが必要だが 6億

9千万ノミーツの予算のうち半分は職員の給与に当てられており，困難な状況にお

かれている。

vタイ・シンガポール航空協定調印

3 日 Vマハイサワン・トンブリー市長候補談 われわれの市行政の第 1政策は都

市政策と公共福祉にある。 トンプリ一人グループは安定過半数勢力ではないが，

他派議員の協力を得ーて市民の福祉を憎進できると思う。 4人の任命議員の人選は

まだ決めてし、ないo

f PXの横流し取締り一一トーンテーン関税局長は PXの横流しといわゆる AP

O特権の乱用防止のため， 近く米軍当局と協定を結ぶことになると語った。 PX

の横流しによって徴収できなし、税金は数百万パーツと見積られている。

V今年の米の生産は良好一一サラ米穀局長は，今年の稲作状況は全国的に順調

で，早魅はおそらくないだろうと述べた。政府は下等籾米 1クィエン当り 1100パ

ーツを保証している。

V貿易収支赤字の原罰一一オーソット輸出振興委員会事務局長が語ったところ

によると，貿易収支赤字の原因は以－fの点にある。①輸出は FOB価格，輸入は

CL；、価格によっていること，②農産物を輸出し，資本財を輸入しているが， トン

当りにすると資本財は農産物の 100倍近く高くなる，③高価な資本財輸入はタイ

の開発計画にとって不可欠である，主外国人のタイ旅行が含まれていない，＠外

国人旅行客が買った金額が含まれていない，⑧米等の作物は国内消費に留保して

おかねばならない， ＇J）中央銀行の行なったドルの売買レート 5サタン引上げが輸

入に影響を与えると思われる。

5 日 Vプラパート副首相総選挙について語る一一一プラパート副首相はパンコク市議
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会選挙で、の民主党の圧勝について次のように語った。

民主党の勝利で、幾つかの困難が生ずることになるだろう。野党である以上民

主党は政府と違った政策を持っか，政府の政策を理解しないだろう。また市議

会は地方行政を扱うのであって政治問題を扱うのではなく，この点で民主党は

見通しを誤った。地方自治体は議会制度に基づく政府とは異なる。地方行政は

お互いに協力して行なうもので政党ベースで行なうものではない。地方自治体

が政党ベースで事を運べば混乱するだけである。民主党が多数を占めたことが

市議会にとって良いことかどうかはわからない。政府は市民が自分違の行政官

を選べるよう配慮して立候補者を立てなかった。

v政党法，上院第 1読会を通過

' 「タイ人民の声」市議会選挙を論評ー一一「タイ人民の声」放送は 1日のパン

コク， トンブリー市議会選挙では住民の大多数は投票しなかった。これは米国・

タノム集団の反動的支配体制下のすべての選挙が，ご、まかしであることを意味す

る。選挙は茶番劇であり，われわれは売国集団の正体を暴露し，その政治目的を

破壊することを決定したと論評した。

v日本に砂糖買付けを要請ー一一フ。ラシット砂糖生産者協会会長は経済省に対

し，日本との片貿易是正のため，日本側にタイの砂糖を特別価格で買い付けるよ

う要求してほしいと要請した。

v投資委員会の認可した奨励産業

(1) Ashland Chemical Company 7430万パーツ，カーボン・ブラック，

年産1万トン。

(2) Saraburi Ginning Mill Co., Ltd. 1690万パーツ，綿繰機工場建設，年

産4千トン。

(3) Phatana Wig Co., Ltd, 500万ノミーツ，髪，毛の選別，クリーニング

工場建設。

(4) Bangkok Steel Industry Co., Ltd, 8500万ノミーツ，設備拡張，年産4

万トン。

V各種用紙の輸入許可制廃止一一経済省は10月1日より，印刷用紙，新聞用紙，

各種包装用紙の輸入許可制を廃止した。この措置により，これらの商品の輸入に

は事前許可を必要としなくなったが，これは輸入関税の引上げによって，国内生

産者の保護は十分に行なえると経済省が判断したためで、ある。

6 日 V米の輸出制限撤廃，アムポン経済省事務次官談一一米輸出に関しては65万ト

凸可
UFO 
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ンを越えても数量制限はしない。現在では米の輸出制限が必要であるとは考えて

いない，今何人かの外国のパイヤーと商談を開始している。

v政府はゴム樹の植替えを援助一一サウェーン農林省事務次官は，政府はゴム

援助資金を使ってゴム栽培業者の新改良品種植替えを援助すると語った。これは

農林省が 1ライ当り2000パーツの現金または物資を与え，その見返りにゴム栽培

業者は農林省指定品種を植え替えるもので，指定品種以外の品種を使用する場合

には援助は 1ライ当り 1500パーツとなる。

v砂糖キピの生育は順調一一サアート工業省事務次官は，今年の砂糖キピの生

育はカンチャナプリーを除いては順調である。砂糖の対日輸出の努力は続けてい

るがその際には“特別価格”となるだろうと語った。

7 日 V農民党結成一一一農民の利益擁護を政策として SawangCharusorn氏らが農民

党を結成する予定である。

8 B Vタノム首相， SEATOの団結を強調 タノム首相は SEATO14周年を記念

して大略以下のような声明を発表した。

SEATO加盟諸国の受ける利益が変化してきていることによって， SEATO

に対する各国の支持は薄らいできている。しかし敵の侵略は直接侵略ばかりで

はなく間接侵略もあることを認識しておかねばならない。従って加盟各国は地

域の安定と安全を維持する条約の下での団結の重要性を認識すべきである。こ

の点でSEATO設立の目的は変っていない。

タイは昨年SEATO加盟各国から幾つかの援助を受けた。私はタイが SEA

TOの目的を支持し続けることを確信している。これはわれわれが利己的だか

らではなく， 14年前にSEATO加盟各国が受け入れた規律と義務とを尊重して

いるからである。タイが北ベトナムの侵略から南ベトナムを守るため派兵し，

また同盟軍にタイ国内の基地使用を許可しているのはこの理由によるものであ

る。

重大な情勢が続く限りタイとしては十分に警戒し，自分自身努力していかね

ばならない。この地域に影響力のある国が撤退したときには，タイやその隣邦

は政治的，経済的，社会的に密接に協力しあい，われわれと自由世界の自由と

を守っていかねばならない。

（なおタナット外相の発表した声明も同趣旨である。）

v中国の膏或強調， S正ATO年次報告書－SEATO本部（パンコク）は68年度

年次報告を発表し，その東南アジア情勢の分析の中で， 「中国は過去1年間，可
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能なあらゆるところで民族解放戦争を作りだすという目的を追求するための努力

を続けてきた」と述べ， 「中国がその外交政策を大幅に転換しない限り，東南ア

ジアにおける共産主義者の反乱と破壊活動の脅威は依然重要な問題として残るで

あろうJと述べた。 (9月9日，東京新聞）

なお同年次報告はタイに関して， 1967年におけるタイの経済発展は東南アジア

にとって最も満足すべき且つ有益なものであり，タイは東南アジアの輝しい地点

であると述べた。

vプラナコン・トンブリー県議会選挙一一プラナコン（パンコク〉，トンプリ一

両県議会選挙は投票率10%と低調のうちに終った。

V国民所得統計一一国家経済開発委員会は， 1967年度の国民所得統計を発表し

た。それによると GNPは1056億3300万ノミーツ，経済成長率名目9.1%C実質4.9

%），国民所得は864億2600万パーツ， 1人当り所得は3088パーツ，また圏内資本

形成（償却前）は 268億6400万ノミーツとなった。

9 日 Vタノム首相，内閣改造の噂を否定一一タノム首相は，来年初めの総選挙以前

に内閣改造が行なわれるだろうとの噂を否定し，閣僚を変えるべき理由は何もな

いと語っfこo

v国債残高一一政府筋によると 1968会計年度9ヵ月間（1967.10.31～1968.6. 

30）の政府収入は 137億2500万パーツで，そのうち実収 121億8900万ノξーツ（前

年度比11%増〕，借入れ11億3600万ノミーツとなっている。 5月31日現在の政府債

残高は 146億8800万ノミーツで内訳は国債140億2100万パーツ，政府保証債は 6億

6700万ノミーツとなっている。

v新ダム建設一一一国家エネルギー会議筋によると，ウボン県のムーン川に 8万

～10万kwの第2の水力ダム建設が計画されており，決定されればラムドンノイ計

画の一部となる。

10日 V内閣改造は総選挙前後一一タノム首相は記者会見で，内閣改造は来年2月の

総選挙前後に行なうが，政治的意見の相違によって行なうものではないと語った。

また，タイ自由人民連盟に参加している元国会議員達は，共産主義と闘うという

共通の目的を持っているから政府党結成に参加するだろうと語った。（パンコク・

ポスト紙〉

vバンコク・トンブリー，地方自治体移行一一閣議はパンコク・トンプリ一両

市を内務省の監督から解き，地方自治体に移行させる法の草案を承認した。両市

は1959年以来内務省の直轄で議員は任命制となっていた。
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V私立大学法草案，閣議で承認一一私立大学法草案は閣議で承認され法制審議

会に送付された。また予算局の提案によって政府補助金を交付するため回教系学

校を今後私立学校として扱うことになった。

v自由人民連盟は違法，ユット法制審議会事務局長談一一最近注目を集めてい

るタイ自由人民連盟は違法団体の疑いがあり，創立者や会員は最高 2年の徴役刑

で、起訴で、きるだろう。連盟は政党の選挙士伝のための政治結社として結成された

もので，政党法を骨抜きにしようとする試みであり，法の規定に従って登録され

た組織ではない。もし連盟の日的が純粋なら登録を行ない，反共活動を公開で行

なうべきで，政党活動に巻き込まれではならない。

Vトンブリー市長に民主党からも立候補一一トンプリー市の民主党指導者・Ta-ngai

Su wanna that氏はトンブリー市長を同党から選出するための方‘法を次のように語

った。

最初の会議ではトンブリ一人グループのマハイサワン氏が仮市長に選出され

るだろうが，仮市長は正市長の投票権を持たない。無所属のチャーン氏は民主

党に投票することを約束しているので，正市長選挙では民主党候補者12票，マ

ハイサワン氏11票となって民主党市長が選出される。正市長は投票権を持つだ

けでなく，賛否同数の時の特別投票権を持っているから，以後はチャーン氏の

票も合せて13票を獲得できる。しかし民主党としては議会を解散して選挙を行

なう方が問題の解決には良いと考えているし，新しく選挙が行なわれなければ，

9月1日の選挙には違法な点もあるから選挙無効の訴訟を起す予定である。

vフリゲート艦建造一一一タイ海軍と米軍当局の間で 900トン・フリゲート艦建

造協定が結ぼれた。タイ海軍が新艦を建造するのは第2次大戦後始めてである。

11日 V自由人民連盟会長談一一フ。ラパン自由人民連盟会長は，同連盟が違法である

との意見を“無責任な発言である円と非難し，同連盟は 8月23日に登録してあ

り，会員の間では政治的論議が行なわれているが，しかし政党結成の目的で元国

会議員を集めているのではないと語った。同連盟は約 100人前後で会員の中には

民主党員も含まれているO

V外債は累計aot意パーツ スーム蔵相は，タイは外債残高80億パーツにのぼ

っており，国家開発計画の進行に伴って更に増加するだろうと語った。

T 1967年の輸出状況，貿易委員会発表（単位， 100万ノミーツ〉

1966年 1967年

輪出総額 14,309.9 14,662.5 

一（ 138）一 -172-



国 産 品（パンコク港経由）

再輸出（ グ ） 

地方港経由輸出（含再輸出）

JUSMAG輸出（大半が再輸出）

10,302.1 

208.4 

3,588.8 

210.6 

タ

10,102.1 

239.7 

3,861.8 

458.9 

商品輸出総額 14,099.3 14,203.6 

イ（ 8月）

品目別輸出では米，錫，ゴム，メイズ，ジュート，タピオカ，冷凍エピ，チー

ク，タバコ，緑豆の順となっており，これら10品目で輸出総額の 80%, 118億ノミ

ーツとなっている。 (1966年は輸出総額の82%)

' 4プロジェクトに米国援助一一運輸省筋によると，米国はタイの提案になる

4プロジェクトに 36万ドルの資金を提供することを認めた。このプロジェクト

は，①タイ＝ラオス電話網（20万ドノレ），②タイ＝インドネシア間海上輸送促進

(6万ドノレ），③プノレネイ，インドネシア，ラオス，マレーシア，シンガポール，

タイ 6ヵ国に放送網および海難救助基地を設置（ 7万2千ドル）， ④6ヵ国間の

直接航空網。

12日 Vタナット外相談一一フィリピンとマレーシアはサパ問題に関する紛争を注意

して避け，平和と独立を維持するための地域協力に不利な影響を与えないように

すべきである。地域協力の後退は共産主義者の思うツボであり，彼らは東南アジ

ア諸国の団結を望んでいなし、。それはセイロンやカンボジアの例をみてもわか

る。われわれは他の国にASEANへの加入を強請したり，お願いしたりするつも

りはない。われわれはまず内部の団結を固めていかねばならない。

vラジオ広告の統制一一共産主義鎮圧司令部筋によると，共産主義者の秘密連

絡を防ぐためラジオ広告を統制する法案が近くタノム首相に提出される。

13日 v元タイ共産党員談一一元タイ共産党トラン地区委員PhumChingchitは共産

主義鎮圧司令部における記者会見で，彼の以前の仲間はジャングノレ生活の窮乏に

苦しみまた逮捕を恐れており，ゲリラに参加する以前の良い生活を思い出したと

きには政府に投降するだろうと語った。

v養豚業者を協同組合に組織一一ポット開発相は養豚業者を保護し仲介業者を

排除するために，信用販売協同組合局が援助して養豚業者を協同組合に組織する

計画を作成中であると語った。

vメコン河増水一一ピラン濯概局次長は，現在のところメコン河が氾濫する危

険はないが増水には注意していると語った。ウドンとサコンナコンでは洪水で道

路や田畑が水をかぶった。
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V麻袋輸出一一チャルーン貿易委員会副委員長が語ったところによると，今年

の麻袋輸出は約 3千万袋となった。

14日 vベトナム戦争後米軍基地建設は中止一一米大使館筋によると，ベトナム戦争

が終るかまたは米国の新大統領が対東南アジア政策を変更した場合，タイ国内の

米空軍基地や軍港建設は 2年以内に中止される。その場合タイ側はシーラーチャ

ー港建設を停止しなければならないが，その代りにサタヒープ港が民間船舶の利

用に供される。

v新憲法は外資導入に悪影響一一パンコク銀行は 6月号の月報で，タイの新憲

法は外国の投資家に脅威を与えていると次のように論じている。

外国人投資家は今ではタイへの投資を嫌っている。新憲法が政治的不安定や，

民間企業や外国資本により好意的でなくなる前兆と考えているからである。新

憲法は上院に多くの権限を与えすぎているし，政府党の党首となるはずの首相

が，上院議員に高級軍人や警察官ばかりを任命したことは憲法を愚弄するもの

である。しかし憲法の不完全な点はさておき，経済の全般的成長と投資対象分

野の拡大は政府の政策如何にかかわらず確実であると思われるし，憲法の64条，

66条は民間企業活動の自由を保証している。

16日 vドン・バン・ミン氏の帰国を歓迎一一タノム首相はタイに亡命中のドン・パ

ン・ミン氏の南ベトナム帰国を歓迎し，同氏の帰国はベトナムの情勢が改善され

てきていることを示すものであると語った。

v今年のジュート生産一一タイ・ジュート協会の報告によると，今年のジュー

ト植付面積は80万ライで昨年作付面積の40%に減少している。生産量は推定14万

8千トンで同様に昨年の42%に減少している。

17日 vラザク副首相，バンコクに到着一一タイ・マレーシア国境合同委員会出席の

ためマレーシアのラザ、ク副首相がパンコクに到着した。ラザ、ク副首相は空港での

記者会見で，会談の目的は，両国国境地帯の共産ゲリラ掃討の話合いだけである

と語った。出迎えのタイ側代表タウィ一国防次官は，マレーシアがタイに軍隊を

使用するよう圧力をかけているとの噂を否定し， 国境附近の共産ゲリラは約800

人おに人数が増加しているのは最近彼らのキャンフ。を発見したからであると述

べた。会談は20日， 21日の 2日間行なわれる。なおラザク副首相は17日夜，タナ

ット外相，タウィ一国防次官らと非公式に会談を行なった。

vタウィ一国防次官談 共産ゲリラの数は最近500人から 800人に増えてい

る。また彼らは住民の問で，何千人もの青年をシンパサイザーとして教育してい
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る。中国が陳平〈マラヤ共産党書記長〉を援助していることは疑いない。陳平は

Raschid MaydinとAbdullahの2人を副官としている。 （ストレート・タイム

ズ紙〉

vユージン・ブラック氏訪タイ一一ジョンソン大統領の特別顧問ユージン・ブ

ラック氏がバンコクに到着した。

V日本のカンボジア国境承認は法的効力なし一一タイ高官は，日本がカンボジ

ア国境を承認したとの報道について，このような承認は何らの法的意味を持ない。

カンボジアが自分の主張する領土を認めよと主張していることは国際史上にも前

例のないことである。タイはフランスがインドシナを支配していたときに彼らと

領土条約を結んでおり，従ってカンボジアやラオスとの国境を承認する必要は毛

頭ないと語った。

' 5千家族が南部3県に再入植一一アラーム福祉局副局長は，ナラティワート，

ヤラー，サトウーンの3県に5千家族を再入植させたが，まだ1万家族入植させ

る余地があると語った。これらの家族には 1家当り 18ライの土地を与え，果物ま

たはパームオイルを植え付けさせるものである。なおマレーシアのストレート・

タイムズ紙は，これら再入植者は共産ゲリラと戦う任務を持っと報道している。

18日 Vユージン・ブラック氏の訪タイを歓迎一一ータナット外相はジョンソン大統領

特別顧問ユージン・ブラック氏の訪タイを歓迎して，同氏の訪問はタイやメコン

流域諸国の経済開発に重要な意義を持つものであり，ブラック氏がメコン河のパ

ー・モン計画に熱意を見せていることは同計画の将来の成功を期待できるもので

あると語った。

v米国大統領選挙は対アジア政策に影響なし一一ユージン・ブラック氏は昼食

会の席上で，米国の対東南アジア政策は誰が大統領になっても変わらないだろう。

ハンフリー，ニクソン両氏のどちらが大統領になっても，東南アジア諸国の経済

開発援助は続ける。これは東南アジア諸国の利益であると同時に米国の利益でも

あると語った。

vメオ族の訓練一一チューサガー・チエンライ県知事は，国境警備警察のキャ

ンプで90人のメオ族を訓練して共産主義者に対抗するよう訓練していると語っ

Tこ。

v共産主義者の矯正一一共産主義鎮圧司令部のサーイユツト陸軍中将は， Kar-

undep作戦と名付けられた矯正計画によって職業訓練などを受け，この 1年間に

千人以上の共産主義者が新しい生活のスタートを切ったと語った。
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19日 Vメコン計画は融資面では困難なし一一ジョンソン大統領特別顧問ユージン・

ブラック氏は記者会見で次のように語った。

メコン河をはさんでラオス，タイ両国を結ぶパーモン計画は世界史上最大の

計画の一つであり，完成には約8億ドノレを要する。この資金については世銀，

アジア開銀や米国を中心とする国際借款団が援助するだろう。米国は調査段階

で1200万ドノレを供与している。計画完成には 6, 7年を要すると思う。

v黒ヒョウ師団への命令 一南ベトナム派遣黒ヒョウ師団に次のような命令が

下されている。

1. 我々は｜有ベトナムでは招かれた客であることを認識し，特権を要求しては

ならない。

2. 住民の問題を理解し，現地語を話すよう努め，彼らの風俗習慣や法を尊重

して根本をきわめよ。

3. 婦人に対しては親切丁寧であれ0

4. すべての人に親切であれ。

5圃 住民の通行は規制するな0

6. 常に警戒，装備を定、るな。

7. 大声をあげたり乱暴な言葉を使うな，下品な行動はするな0

8. 金持であることや特権を見せびらかすな。

9. 外国で困難な任務を果している軍隊の一部であることを常に認識せよ。

v南タイで米の自給計画一一政府は南部で米を自給できるようにするため，来

年から 4ヵ年計画で米の増産を計画している。国家経済開発委員会の計画では19

69年にナコンシータマラート，パツタノレン，ソンクラー 3県の 6万1479ライを経

営し，以降南部各県に拡大していく予定で，予算は 850万パーツが充てられる。

v電力料金値下げ勧告一一一政府は首都電力公社に対する電力料金値下げ勧告を

承認した。特別委員会の勧告によると，電力公社の経営は十分利益があがってい

るので以下のように値下げする。①値下対象一般消費者23万6000戸，総額年1000

万パーツ，②会社商店7万1600社， 1200万パーツ，③2318工場， 3400万パーツ。

V力ポック輸出一一一信頼すべき筋によると，今年のカポック輸出は生産減少か

ら不足を来し船積みは延期されている。カポックの価格は16～18日の聞に15～20

ノξーツも値上りしている。生産減の原因は過去数年来の価格低下によるものであ

る。なお今年度8ヵ月間の輸出は 1万3535.237トンで輸出先は米国1万0781.550

トン， 日；本1082.002トン，イタリア293.063トンとなっている。
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V麻袋工場新設禁止一一オーソット輸出振興委員会事務局長は，今週の閣議で

麻袋工場新設禁止を決定した。現在麻袋の製造は国内需要を上まわり，また国際

価格より 1袋当り 1.8パーツ高いため輸出も困難である。日本に対してケナフの

代りに麻袋を買うよう要求すると語った。

V国際錫会議，錫輸出統制を決定一一一ロンドンで聞かれた国際錫会議で，錫産

出国は 9月19日から12月31日まで輸出を統制することとなった。この 104日間に

錫産出国6ヵ国の総輸出許可量は4万2950ロング・トンとなるo

v投資委員会の認可した奨励産業

1. Thai Button Industry Ltd., Part. 120万パーツ，ボタン製造工場，年

産3300万個。

2. Pioneer Chemical Co. 170万パーツ，水ガラス，年産3400トン。

3. BP Petroleum Development Limited 900万パーツ（第1期入鉱油資

源調査。

4. Thai Inter-trading Co., Ltd. 250万パーツ，綿，毛織物，年産20～30

万ポンド。

20日 Vタウィ一国防次官談一一タウィー国防次官は第8回タイ・マレ｝シア国境会

談の結果について，過去の欠点を除去し，調整と作戦効率を改善することを決定

したと次のように語った。

国境付近住民の福利改善に努力を集中することも決定した。作戦効率は両国

部隊の機動性を強化することで改善されるだろう。更に待伏せ攻撃に対する作

戦行動，火力や爆撃の増強，ヘリコプターの使用も行なう。ここ数週間両国は

鎮圧のための努力を強めてきたが，敵も同時に活動を強化したので成果は現状

を維持しただけにとどまる。両国が直面している様々な問題や困難のため，こ

の問題を一気に解決するのは困難である。

ソビエトの犯したチェコ侵入という政治的失敗は国境付近での闘争でわれわ

れに有利な材料となる。この事件は共産主義の道を歩んでは得られるものは何

もないということを明らかにした。

Vサバ問題で警告一一タウィー国防次官はサパ領有をめぐってフィリピンとマ

レーシアとの聞に戦争が起るとの噂に対して警告し，次のように述べた。

事態は確かに重大であるが武力行使にまでは発展しないと思う。しかし一歩

誤まれば予期しないような危険も起り得る。両国間の紛争が ASEANや AS

PACに影響を与えることは避けられない。われわれは事態が円満に解決され
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ることを望む。

21日 Vタイ・マレーシア共同声明発表－20日のタイ・マレーシア国境会談にもと

づいて共同声明が発表された。要旨は以下のとおり。

両国は軍事，経済，社会，政治等あらゆる分野において両国共通の敵を徹底

的に追求し，打ち負かすことを決定した。この目的のためにタイとマレーシア

両国は利用しうるあちゆる手段を準備した。

会議は軍隊による鎮圧の結果と地方自治体当局による住民の人心掌握の努力

に満足の意を表明した。地域住民は現在政府に対する信頼を深め，軍隊への支

持，援助を準備している。

会談では，強要や脅迫を受けてきた人々に適切な保護を与え，共産主義者の

影響下にある地域住民には政府への完全な支持を与えるよう要求するという決

定を再確認した。

T Phya Sarabhayabhibhad氏死亡一一79才， 1889年生れ，ラーマ 5世皇子私設

秘書，国防省高lj次官，海軍大佐を経て 1922年政治的事件で囚われたがマラヤに

脱走，第2次大戦中は連合軍側に参加，自由タイ派の指導者に推されオーストラ

リアに行き，セーニー・プラモートらと連絡をとる。戦後国民議会議員立候補，

制憲議会員を経てアパイウォン内閣文部大臣，その後上院議員を数年勤めて政界

から引退，最近は民主党顧問。

V密輸防止に巡視船配置一一サワット関税局副局長は，密輸を防止するため米

国からファイパー・グラス製巡視船3隻を購入し，来年にはタイ湾に配置すると

語った。密輸出防止のため今年は拳銃20挺，ヘリコプタ－ 1機，巡視船7隻の予

算が認められている。

v日本にタピオカの買付を要請一一ークラチャーン・タピオカ協会会長は，メイ

ズ価格の下落によって，西独やベルギー，オランダなどはタピオカからメイズに

切り替えている。今後はタピオカの輸出は日本に集中すべきであると語った。

22日 Vユージン・ブラック氏，パーモン・ダム建設予定地視察

T ?Iイ・ラオス国境合同委員会を構想一一政府高官筋によると，タイ政府はラ

オスとの国境地帯の共産ゲリラ鎮圧のため，ラオス政府と合同委員会を設置した

い意向であり，会談の準備はできている。

v今年度9ヵ月間の貿易収支

〔輸出〕 90億3000万ノミーツ，昨年同期よワ22億8600万パーツ減， 20%減。

米 輸出量42万2447トン減，価格トン当り 567パーツ増，→9億0300万ノミーツ
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減。

錫 1734トン減， トン当り3344パーツ減，→ 1億8200万ノミーツ減。

麻 19万7244トン減， トン当り 737パーツ減，→7億7500万ノミーツ減。

メイズ 6万2307トン増， トン当り 146パーツ減，→7800万パーツ減。

タピオカ 2万6760トン増， トン当り69パーツ減，→2100万ノミーツ減。

ゴム 2万3697トン減， トン当り 1767パーツ減，→ 1億5300万パーツ減。

その他 1億6700万ノミーツ減。

〔輸入〕 171億パーツ，昨年同期より 7億7000万ノミーツ， 5%増。

貿易収支赤字 76億7000万パーツ

綜合収支黒字 1億8000万ノミーツ

特別円

外国援助

資本収支黒字

5600万ノξーツ

11億5000万パーツ

2M意パーツ

金および外貨準備高 189億0200万ノミーツ

23日 V内閣改造説強まる一一政府高官筋によると，政府内部には内閣改造に賛成す

る意見が強くなりつつあり，タノム首相もできるだけ早い機会に内閣改造を行な

いたい意向だが，閣僚から辞任を求められるのを嫌っていると伝えられている。

内閣改造の芦が上がる理由としては，①閣僚の高齢化（閣僚12人中5人は73～75

才である〉また病気がちであること，②重要な経済相の職はポット開発相が兼任

して重荷となっていること，③来年2月の総選挙で与党が勝つためには強力な内

閣が必要となることがあげられている。内閣改造が行なわれるとかなりの若返り

となると予想されているが，留任確実の閣僚としてはワン副首相やポット開発相

の名があがっている。

v共産主義鎮圧司令部発表一一先週1週間に共産テロリスト 2人を殺し， 1人

逮捕， 13人が投降した。戦闘があったのはナコンサコン，チェンライ，ナコンパ

ノムの 3県である。スコータイでは共産主義容疑者17人を逮捕した。

v米輸出一一貿易委員会の発表によると， 8月の米輸出は8万5530.71トンで，

政府間ベースは 5万1235.70トン，民間ペースは 3万4295.01トンとなっている。

これによって今年1月～ 8月の米輸出量は61万9468.23トンとなった。このうち

政府間ベースは23万1571.20トン，民間ベースは38万8077.03トンである。

v錫市場，回復の兆し一一貿易委員会の発表によると， 9月前半の錫市場は回

復の兆候を見せている。錫価格は 1ピークノレ当り2410パーツ（ 2日〉から2475パ
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ーツ（12日〉と上昇している。なお8月の価格は2413～2416パーツ，また昨年9

月は2556.54パーツであった。

V工場用地造成一一ー政府高官筋によると，工業省は現在パンコク周辺とタイ湾

沿岸の 2ヵ所に工場用地造戒を計画しており，早ければ11月には日本の通産省と

協力して調査を行なう予定である。タイ湾沿岸の工場は輸出向け製造工場のみと

なる。

24日 V私立学校への補助増加一一政府は閣議で私立学校への補助金を20%増加する

ことを承認した。

V錫輸出統制の影響一一鉱山局に近い筋によると，国際錫会議の決定によって

タイの錫輸出は年11%減少させることになり，国内の錫生産もストックを大量に

抱えているため約40%の減産を余儀なくされ，新鉱山や中小鉱山には大きな影響

を与える。また大量の労働者が失業するものとみられている。今年9月19日～12

月31日のタイの輸出割当量は6344トンである。同筋の意見では，錫価格を上げよ

うとする動きは一時的なものであり，輸出割当協定（国際錫会議第3次5ヵ年協

定1965～1969年〉が終るまで 3年以上は価格は現在と同じ程度で，協定期限が切

れる頃にはより多くの問題が出され，価格も下がるだろうと見られているO なお

タイ第2次経済開発5ヵ年計画では毎年8%の錫の増産を計画している。

V間接税収入一一－ThanatthawilAmatayakul間接税務局長談によると， 今年

度9ヵ月間の間接税収入は目標額を3000万パーツ上まわる19億3000万パーツとな

った。今年度目標額は24億7500万パーツである。来年度は28億7900万パーツの目

標で，石油，煙草から11億7000万， 6億2700万ノξーツを徴収する予定である。

25日 V選挙法草案の争点一一政府は10月 1日の閣議で選挙法作成で論議の焦点とな

っている以下の 3点について決定する予定である。（1）立候補者の資格としてマツ

ダヨム（旧制中学） 6年終了資格を要求するか。（2）立候補者はすべて政党に所属

していることを必要とするか。（3）選挙は小選挙区で行なうか，県単位で行なうか。

この 3点について閣僚の大半の意見としては（1), (2）は必要，（3）は県単位となって

いる。（1）について賛成意見は，①文官は部下の尊敬を得るためにも最低限の資格

としてこれだけは必要，②議会運営には教育ある人聞が必要，③1957年の革命団

の目的からして高い見識を持った人聞が必要。というもので，反対論としては，

人生経験や各専門分野での紐験を持った人間の方が良い場合もあるとして初等学

校4年をあげている。（2）の政党所属については，タイに政党政治を根付かせる。

無所属では公約は無責任になりやすいとのこつの理由で、賛成，（3）については内務

A
H‘
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省の原案で、は小選挙区制だったこともあり、なお議論がわかれている。

Vタイ自由人民連盟，各地に支部設設立一一ータイ自由人民連盟のチャーワワッ

ト事務局長は，タイ自由人民連盟は全国各地に支部を設けて活動を広げており，

来月までには 1万人以上の新会員を獲得できるだろうと語った。

V錫輸出統制の影響一一国際錫会議（ITC）から帰国したウィチャー鉱山局長

は， ITCの決定は政府と同じく鉱山業者に対して決定的な影響を与えるだろうと

次のように語った。

しかし他の国も影響を受けるし，ある場合にはタイよりひどいだろう。 ITC

の輸出削減決定は一時的なもので今年末まで有効だが， ITCとしては次の手段

を考えねばならぬ。その手段はアメリカの備蓄錫の放出如何によると思う。（バ

ンコク・ワールド紙〉

vウィチャー鉱山局長談一一ITCの輸出規制はタイにはそれ程大きな影響を与

えないだろう。 1957年12月15日から1960年9月まで錫産出 6ヵ国は28.5%の割当

制限を受けたが実際には 2.5%だけだった。われわれは主として生産コストにも

とづいて，害1］当賦課に関する数字を集計している。調整は 3ヵ月毎に行なう。錫

価格が改善されるか否かは，主として一般役務調達局の決定にかかっている。私

そしてはITCの決定によって，タイの錫鉱業がそれ程窮地に落ち入るとは思わな

ν－。 （パンコク・ポストキ氏〉

v超音速機等のため新空港建設ーブエ f スアイレースで聞かれた第16回国際民

間航空会議から帰国したポン運輸相は，タノlは国際民間航空機構に対して， 1970

年および74年までにジャンボ・ジェット機，超音速ジェット機用飛行場を提供す

る用意があることを通知したと語った。ジャンボ・ジェット機用にはドンムアン

空港の改修，超音速機には Bangplee,Samut Prakarnの第2国際空港建設が予

定されている。

Vサリット元首相を非難一一ハイド・パーク運動の Chuan氏ら数名は Phra-

maine Groundで演説し，サリット元首相が反対者を武力で倒して以来共産テロ

リストの活動が始まったとして非難し，また現政府は地代家賃統制法を貧乏人が

利益を受けられるよう拡張すべきであると要求した。

V日本にタイ製品の輸入増加を要求一一アムポン経済省事務局長は，日本政府

はタイとの片貿易是正のためタイ製品の輸入割当を増すべきであると次のように

語った。

日本は何年間も貿易収支の赤字に苦しんでいるタイの立場を理解すべきであ
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り，日本製品の輸入に何らの規制も行なっていないタイの自由貿易政策に応え

るべきである。片貿易を是正すれば両国の貿易関係はよりスムースなものとな

るだろう。 10月中旬ノミンコクで聞かれるタイ・日貿易合同委員会のタイ側委員

に対しては，対日輸出要求品のリストを渡してある。

vケナフ輸出一一貿易委員会の発表によると，今年1月から 9月14日までのケ

ナフ輸出量は16万4021トンとなった。

V人口センサス一一統計局は1970年に行なう人口調査の実験段階として，今年

の11月にトラン県で調査活動を行なうと発表した。

26日 T ILO「アジアの人的資資源開発計画」実施センタ一一一ニコム労働局副局長

は，来年初めに ILOの専門家 12人がパンコクに「アジアの人的資源開発計画」

実施センター設立のため訪タイすると語った。同計画は東京で、聞かれた ILOア

ジア地域会議で承認されたものである。

27日 V共産ゲリラとの戦闘 国境警備警察はナラティワート県 Ruso郡 Sakaw

村で共産ゲリラと交戦， l人を殺した。これは26日夜10時から翌朝4時まで同村－

内BanPaneh部落で約20人の共産ゲリラが村民を集めて反政府集会を聞いたが，

役人が警察に連絡したため27日9時頃散開しようとしていた共産ゲリラと警察が

交戦したものであるO

V原子力開発計画一一－KasemJatikavanitchヤンヒー電力公社総裁は，タイは

原子力開発の準備をすべきであり，技術訓練を始めねばならないと語った。候補

地の選定は今年初め国際原子力機関の専門家による調査でタイ湾岸の4ヵ所が推

薦され，政府で検討中であるO プラント設計に 2年，建設に 5年を要する。プラ

ントは価格20億パーツ，発電能力5万kwに決定されている。

Vタピオカ輸出一一貿易委員会の発表によると，今年1月から 9月14日までの

輸出量は，タピオカ・ミ－Jレが22万3271.376トン，タピオカ・チップが23万8366.

897トンとなっている。

v政府与党結成準備一一29日夜，約 300人の政治家がプラパート副首相邸で会

合を持ち，政府与党の総裁にタノム首相，幹事長にタワィ一国防次官を推して結

成することを申し合せた。

30日 Vタノム首相，内閣改造の噂を再度否定一一タノム首相は記者会見で内閣改造

が近く行なわれるという噂を否定した。また与党に関して，党名や事務所はすで

に決っているが正式に登録するまで明らかにできない。政策は現政府の政策を継

承するが，経済開発と輸出振興に重点がおかれようと語った。
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Vタイ・マレーシア国境に特殊部隊派遣一一タノム首相は記者会見で，国境地

帯の共産テロリスト掃討のため特殊部隊を派遣すると語った。

v上院， 1969会計年度予算案を可決

vメイズ作付減少一一ThapanaBunnag貿易委員会事務局長は，過去数ヵ月間

のメイズ価格の低落によって農民がメイズから棉花に植え替えているが対日輸出

への影響はない。また今年の生産も130万トン以下とはならないだろうと語った。

Vタナット外相，東南ア集団防衛機構結成を呼びかけ一一タナット外相は米国

イリノイ州立大学の講演で，東南アジア諸国は集団防衛機構を作るべきであると

次のように語った。

東南アジア中立地帯構想、は永久平和を奮すものではない。この構想、は短命に

終るだけでなく，小国に重い負担を強要するものである。東南アジア自由主義

国間の団結力と機能的な軍事力を基礎とする結合こそが，永久平和建設の鍵で

ある。このような集団防衛機構こそが現在の東南アジアにおける「力の真空」

状態を埋めるものであるo 共産主義者もまたこの力の真空を埋めようとしてい

る。もし彼らが勝てば安定も平和もなくなり，さらに，将来世界中に紛争の種

を播き散らすことになる。従って東南アジア諸国にとっては，軍事力を増強し，

我々自身の生命と生存とを守る以外に道はない。
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タイ

ジョンソン大統領が近く北ベトナム爆撃を全面停止するだろうとの観測が

強まるにつれ，タイの指導者は複雑な反応を見せ始めている。タノム首相は

北爆の全面停止に反対し，現在共産側は人員，武器の補給に苦しんでいるか

ら，北爆および南での戦闘行為を強化するととによって共産側の侵略を撃退

し，ベトナム戦争を早急に終結させる絶好のチャンスであると強硬な意見を

主張し，黒ヒョウ師団5千人を来年1月に増派することによってタイの従来

からの立場を再確認しようとしている。

しかしその一方で， 4月の北爆部分停止以来表面化してきた米国に対する

不信感は，北爆全面停止の見通しが強くなり，しかもタイ政府に対しては正

式の事前協議もなしに行なわれたことでかなり強まっている。すでにタナッ

ト外相は 7月下旬に，世界の警察官としての米国の役割は1969年に終ると述

べ，その後も米国のベトナム政策を批判し，米国の責任回避を警告しながら，

米国の東南アジアからの撤退を予想して東南アジア集団防衛機構の結成など

を提唱してきた。

タノム首相はいつまでも米国に頼るのは得策ではないとの判断から，タイ

陸海空三軍の強化による自主防衛を主張し，また21日にはタナット外相が米

国で，タイは今後米国依存をやめ，東南アジアの隣国との協力体制を強化す

ると諮っている。このタナット外相の言明の様子からして，ラスク国務長官

から北爆全面停止の示唆が行なわれたものとみられる。タナット外相の帰国

後，タウィー国防副大臣が米国とタイ政府の事前協議を要求したのも，米国

の北爆全面停止決定に際して，何らかの言質をとっておこうとしたものであ

ろう。

この点でタナット外相が5日にラスク国務長官に対して，東北タイの治安

状況は良好であり，共産ゲリラに対してはタイは今後独力で対処していける

と発言していることは重要である。ワン副首相も24日に同様の趣旨で，タイ
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が必要としているのは経済援助のほうだと語っている。これまでタイは国内

共産ゲリラの存在や，中国，北ベトナムなどからの侵略の脅威を理由として

米国から軍事援助，経済援助を引き出してきた。今回のタナット外相，ワン

副首相の発言内容は，これまでの動きからみると逆の方向であり，米国に対

する不信感はそれだけ一層強くなっていると言えよう。

国内では政党法の発布にともない，各政党の動きが活発化している。現在

までに政党として正式に結成，登録を行なったのは与党のタイ国民連合だけ

であるが，党員すでに 1万人と伝えられる民主党を始めとして，民主主義戦

線，自由道徳党，人民党，農民援助党などが政党結成準備申請を提出してお

り，社会主義政党と言われる経済主義連合戦線を含めて，総選挙までにはか

なりの政党が出揃うであろう。

31日に上院は選挙法案を修正して可決した。修正されたのは原案作成段階

から問題となっていた立候補者の学歴，および政党所属の 2点で、学歴はマツ

タヨム 6年〈中学3年〉からパトム 4年〈小学4年〉に引き下げ，また立候

補者は政党に所属することを要しないとする修正案が圧倒的多数で可決され

ている。現政府の任命した上院であり，しかもこの 2点については政府部内

で殆んど異論がなかっただけに，政府原案の重要な部分が否決，修正された

ことに対し，タノム首相，ポット開発相らは強い不満の意を表明している。

政府は11月から米プレミアムを更に引き下げることを決定した（特記事項

参照〉。今回のプレミアム引下げは50～390パーツと大幅な引下げになってい

る。政府は 100万トンの輸出目標達成のためにかなりの努力を払っており，

10月の米輸出量は12万トンと今年最高の輸出量となり，昨年10月の実績4万

3955トンを大きく上まわっている。今回のプレミアム引下げで来月以降の米

輸出が10月の好調を維持することも期待できょう。 10月の輸出の伸びは輸出

価格が下ったことが一つの原因と見られる。米価は昨年に比べて今年は安定

しており，新米の出まわりとともに輸出米価，園内米価とも下ってきている。

これは今年が豊作であることを裏付けるものといえる。北部，東北部の一部

では降雨不足によって干ばつの恐れがあると伝えられているが，全国的には

良好で，収穫は1200万トンと予想されている。このことは暗かったタイ米の

輸出見通しに，やや明るい見通しを与えるものである。
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場参米輸出プレミアムの引下げ

経済省は11月1日より 12月31日まで， 米および米製品の輸出プレミアムを次のよう

に引き下げると発表した。

White Rice 

" 
" 

100% 

5% 

10% 

15% 

20% 

2s % 1 
35% } 

45 % J 
White Broken Rice A. 1. Extra Super 

II A. 1. Super 

A. 1. Special 

A. 1. Ordinary 

White Broken Rice C全種）

Rice Powder rovgh J 
Glutinous Long 

Short 

Glutinous Broken Rice 

Cargo Rice 100 % 

5% 

5%以下

Cargo Broken Rice 

Parboiled Rice 100 % 

グ 100%以下

Parboiled Broken Rice 

Rice Powder 

Glutinous Rice Powder Rough 

Noodle Made With Rice 
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旧プレミアム新プレミアム

1,590 1 

1,540 I 

1,510 ) 

1,440 J 

1,260 

920 

1,530 I 
1,440 J 

900 

1,650 l 

1,560 } 

1,530 J 

760 

1,400 

1,290 

920 

450 

450 

400 

100 

1,440 

1,300 

1,150 

800 

750 

1,250 

750 

1,250 

650 

1,000 

750 

400 

400 

400 

100 
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1 日 V労働者団体の復活承認か一一フoラパート副首相と SangPathanothai氏との

会談の結果， 10年ぶりに労働者団体の結成を認める可能性がでできている。これ

は職業別の組合として団体交渉権を持つことになる。 Sang氏は1958年解散とな

った全国労働組合会議（組織人員7万人，国際自由労連所属〉の元議長で，共産

主義容疑者として 7年間投獄されていた。

v対政府貸出しは10億パーツが限度，プアイ中央銀行総裁談－1969会計年度

では約25億ノミーツの中央銀行の対政府貸出しが見込まれているが， 10億ノミーツが

限度であり，それ以上だとインブレを引き起す恐れがある。政府は今年度20億パ

ーツの国債発行を予定している。国債は投資債と貯蓄債とに分かれるが，貯蓄債

は利子7%で，発行は 1億パーツを越えることはない。 1967年の国債発行は15億

ノミーツで，そのうち14億ノ〈ーツが投資債であった。投資債は先日中旬にすべて売

り尽されたが，貯蓄債は3500万ノ〈ーツしか売れなかった。投資貯蓄の大半は商業

銀行，貯蓄銀行その他金融機関に売り出され，タイ中夫銀行の引受け額は 900万

ノミーツにすぎなかった。政府債は投資家や金融機関の間でしだいに人気が高まっ

ている。中央銀行は向業銀行に対して証券市場を開設するよう申し入れ，数銀行

がこれに応じている。

内債残高は 8月未で 146億0700万ノミーツ，外債は60億パーツであり，内債のう

ち7億ノξーツは大蔵省証券である。

V外貨準備高10億ドルに達す一一プ。アイ中央銀行総裁は，タイの金および外貨

準備高は10億ドノレに達したと語った。正確な数字は明らかでないが大半はわレ保

有である。外債は 3億ドノレで，世界銀行から 1億5千万ドノレ，米国から7500万ド

ル，西独から4300万ドノレとなっているが，この額は外貨準備高から考えて負担と

なっていないと言吾った。

V来年の国道建設一一ウタイ国道局民が語ったところによると， 1969年には以

下の国道建設が予定されている。

東北タイ 655km 1億1500万パーツ

Chokechai-Dejudom 

ブリラムーPrakonechai

ウポン－ChongMek 
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ムクダーハーンーThatphnom

ローイヱット－Kasetvisai 

北タイ 179km 3000万パーツ

乱faelaluang-Khunyuam-Maehongsorn

チエンマーイ－Farng

中部，東部タイ 285km 6280万パーツ

Kokesamrong-Banmi 

Daokanong-Phra Chula Fort 

Laksi-MinburiーChachengsao

Chanthaburi-Pong Narom Srakao 

Trad-Mairood 

タイ（10月〉

なおパーンパインーナコンサワン間192kmの建設は世銀借款により行なわれる。

Vディーゼル機関車買入れ一一タイ国有鉄道は西独のクルップ機械工場と液体

式デ、イーゼル機関車（1500馬力） 30台の契約を結んだ。総額1億4000万パーツで

引渡しは来年4月に行なわれる。

2 日 V選挙区は県単位に決定一一政府は閣議で選挙法草案を承認した。問題となっ

ている選挙区は県単位で実施，立候補者は最終学歴マツタヨム 6年， （中学卒と

同程度）すべて政党所属を必要とする。選挙法は10章84条からなり，各章は1.総

則， 2.選挙権と立候補資格， 3.有権者の登録と選挙人名簿， 4.投票所， 5.選挙管

理委員， 6.政党代表者， 7.投票手続， 8.投票の監督および開票， 9.異議申立，

10.選挙違反に対する罰則となっている。

3 日 V政党法，上院で可決一一政党法は上院第3読会で可決された。官報による告

示は来週の予定である。政党結成を希望する者は15人で内務省に次のような手続

を行なう。

政党設立準備申請（党名，党の記章，政策，発起人氏名，職業，住所，署名〉

と政党へ加入申請書の写し 3通を提出する。登録認可は 15日以内に決定され

る。党員が 500人以上となった時，党名，党章，党本部所在地，党執行委員会

および党員の名前，職業，住所，署名を提出する。執行委員会は更に党規約，

政策およびその実施方法の写し 3枚を提出する。登録官は30日以内に政党登録

の認可または不認可を党委員長に連絡する。

v政党は3党で十分，プラパート副首相談一一政党は与党，野党，中間政党の

党で十分である。中間政党は国家および民衆の利益を守るために行動する。政府
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が正しいと見なしたときには政府を支持し，常に反対という態度は控えるべきで

ある。

vベトナム人難民のデモ一一一プラパート内相はノーンカーイ県およびウドン県

でベトナム人難民がデモを行なったことに対し，当局は適切な処置をとるあらゆ

る権限を持っていると警告した。このベトナム人難民のデモは，親共産主義者と

されてウドンに抑留されている約 100人のベトナム人難民を，近く南ベトナムに

送還するという噂から引き起されたものである。ノーンカーイでは約 180人が抗

議デモに参加している。またバンコクでも約 100人のベトナム人が内務省前に集

まり， Ladboakao地域のベトナム人同胞の移転を要求した。

V国連産業開発機構｛UN.Industrial Development Organization）の地域事務所，

バンコクに設置一一一アムヌアイ投資委員会事務局長が語ったところによると，新

たに設立された国連産業開発機構の地域事務所が来年2月，パンコクに開設され

る予定である。

V力ラーテレピ、の生産決定一一一一TheNational Thai Co., Ltd.は PALシステ

ム（625-line）によるカラー・テレビ受像機の生産を決定した。 NationalThaiの

親会社は日本の松下電器である。この他に日本企業がカラー・テレビ 3万台生産

のプラントを計画中といわれる。

vメイズ政府保証価格設定一一一フ。ラユーン国内通商局長が語ったところによる

と，政府はメイズの適正価格販売を保証するため， 20リットノレ当り，サワンカロ

ークで11パーツ，サラブリーで、12パーツの政府保証価格を設定した。

v投資委員会の認可した奨励産業一一TheCapital Rayon Co., Ltd. 850万ノミ

ーツ，織機30台増設，合成繊維。

4 日 Vポット開発相，平和実現に悲観的一一ポット国家開発相は記者会見で，米国

大統領にハンフリー，ニクソン両氏のどちらが選ばれても，基本的に大きな変化

はない。数多く発表されている声明は選挙目当てのものである。国連による平和

維持という考えは何年も前から言われてきたが，安保理事会は未だに明確な協定

に到達していない。従って近い将来に平和が実現されることはないだろうと語っ

fこ。

v水不足深刻一一ポット開発相は記者会見で，今年雨期末の降雨量が少なく，

このままでは米作に影響を与える，干魁となりそうな地域にポンプ。をつけるよう

予算局に特別手当を要求したが，予算不足を理由に拒否されたと語った。またチ

ェーンチャーン濯瓶局長の説明によると，降．雨量：不足によって大半の河川で水位
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が下っており，現在の水不足は昨年の状況より悪い。プーミポン・ダムの貯水量

は咋年より 12億nfも少ない。北部では 8月以来雨が全く降らず，主要河川は60～

65%水位が下っている。メナム河についても水位が下っている。もしこの状態が

続けば北部，東北部，中部の稲作はかなりの打撃を受けそうである。濯蹴局は84

個のポンプ設備を被災地域に送ったが，予算不足で効果的にいっていない。

v米国，警察の通信設備充実を援助一一内務省筋によると，米国はバンコクと

地方警察を結ぶ近代的通信設備1億0200万パーツ相当を援助する。該当する地方

警察は中部13県，北部18県である。

v共産ゲリラと戦闘一一10月3, 4日，ナコンシータマラート県チャワーン郡

とヤラー県リードン村の2ヵ所で，警察隊と共産ゲリラの戦闘が行なわれ，共産

側3人と義勇兵1人が死亡，警官3人が重傷を負った。

v小売商への資金援助一一フ。ラユーン国内通商局長が語ったところによると，

同局はパンコクの小売商44社に対して 150万パーツ以上の融資を行なっている。

この計画は小売商の開業または拡張を援助するもので，予算は 500万パーツ，融

資は 3万パーツまで，利子年9%である。なお同局では小売商援助のため，中央

および地方の研究と市場調査等を含む計画を検討中である。

V奨励業種にセメントを検討中一一アムヌアイ投資委員会事務局長の語ったと

ころによると，投資委員会は現在，奨励産業指定業種を拡大してセメントを含め

るかどうか検討中である，セメント価格引下げ，建設事業のコスト・ダウンなど

の点から工場建設を認める方針である。

5 日 vタナット外相，タイの治安状況を報告一一タナット外相はニューヨークでラ

スク国務長官に対し，共産ゲリラ活動地域である北，東北タイの状況について説

明し，同地の治安は改善されつつあり，タイはいまや独力でゲリラに対処するこ

とができると語った。アーナン国連大使の話では，共産ゲリラ対策に米国の援助

を要請していない。共産ゲリラは1000人から1500人で， 10人から40人単位で行動

しているという。

v心理作戦委員会設置一一共産主義鎮圧令部高官筋によると，閣議で国家心理

作戦委員会（議長，フ。ラパート副首相〕が新たに設置された。同委員会はテレビ，

ラジオの反共番組作成，放送に協力することになっている。

Vヤンヒー・ダムの水位低下一一カセーム・ヤンヒー電力公社総裁が語ったと

ころによると，プーミポン（ヤンヒー）ダムの水位低下によって，発電，濯j既用

水の確保が難しくなっている。現在の水位は 238.3mで通常水位より 12m低く，
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10月の降雨が最後の望みだ、が，貯水量が40億rrfを越えることはないとみられてい

る。同ダムは建設当初の予定では水位260m，貯水量60億dの見込みであったが，

平常は水位250mである。

7 日 Vタナット外相，サバ問題仲裁に努力一一一国連総会に出席中のタナット外相は，

サパ問題が ASEANに悪影響を与えるのを避けるため，ニューヨークで，フィ

リピンのラモス外相およびマレーシア閣僚と会談し，サパ問題の仲裁に努力する

予定である。

vタノム首相談，北爆停止案について一一一タノム首相は記者会見で，ハンフリ

ー民主党大統領候補の北爆停止提案について次のように語った。

米国はベトナム政策を変えないだろう。というのは軍事的手段でベトナムの

平和を作ろうとする米国の政策には広汎な世論の支持があるからである。南ベ

トナムに帰国したドン・パン・ミン氏に対しでも，南ベトナムのすべての勢力

が協力すれば共産主義者に勝てると言っておいた。

5日のタナット外相の発言によって米国援助が減ったとしても，我々は共産

テロリストに対する闘争を緩めはしない。共産主義は循環病であり，闘争を緩

めればすぐまた息を吹き返してくる。

v新選挙法は無効，セーニー・プラモート氏談一一新選挙法で立候補者全員に

政党加入を強制していることは，憲法や国連人権宣言に違反しており，無効であ

る。憲法第37条によれば，現行憲法体制に違反しない限り，各人は民主的手続で

政党を結成し，政治活動を行なう完全な自由を有する。この点から選挙法による

政党加入強制は違憲である。人権宣言20条はいかなる人も団体への加入を強制さ

れないと規定している。クイも国連加盟国であるから，人権宣言に従うべきであ

る。

Vポット開発相，日本の輸入制限に警告 ポット国家開発相は毎日新聞言己者

との会見で，慢性的な貿易のアンパランスは反日感情を高めるのに貢献している。

日本が今後も輸入制限を続けるなら報復措置もありうる。 1年前佐藤首相はタピ

オカ買付増を約束したがあまり実現していない。口先だけでなく，日本はもっと

現実的態度で、問題に取り組むべきであると語った。

v日夕イ貿易合同委員会一一一第 1回日夕イ貿易合同委員会の事務レベルでの会

談が行なわれ，タイ側ナム経済省貿易局長，日本側鶴見外務省経済局長らが出席

した。アムポン経済省次官が明らかにした輸入要求品目は，白米， ソノレガム，パ

イナップノレかん詰，麻袋，タピオカi殿粉，葉タバコ，錫，鉄鉱石，盤石などであ
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る。この会談は明8日にも行・なわれる。

' 9月の米輸出一一貿易委員会の発表によると， 9月の米輸出は 9万4360トン

で，政府間ベース 5万8866トン，民間ベース 3万5854トンとなった。

v電力供給不安なし一一一カセーム・ヤンヒー電力公社総裁は，プーミポン・ダ

ムの水位低下により，電力供給は Bangkrueyの火力発電と現在建設中のガス・

タービンで補充する。また濯瓶用水および塩水調節用の水は他の対策を講じなけ

ればならないが，国家開発省や濯瓶局で対策をすでに実施していると語った。

vバンコクの犯罪発生率低下一一モンチャイ首都圏警察副局長が語ったところ

によると，パンコク，トンブリーの犯罪発生率は警備力の増強によって低下した。

犯罪件数は1966年10万7043件， 1967年10万2791件となっており，大半は自転車，

自動車を利用した窃盗である。

8 日 V地代家賃統制法有効期間延長一一政府は閣議で，地代家賃統制法の効力を 1

年間延長して来年10月11日まで有効とすることを決定した。首相事務局の説明に

よると，同法有効期間満了後，高い地代，家賃の強制や追いたてなどが行なわれ

る恐れのあること，政府の住宅建設計画による住宅不足緩和に約 1年を要するこ

とによるものである。

Vコロンボ・プランにポット開発相が出席一一韓国の京城で聞かれる第四回コ

ロンボ・プラン諮問会議にポット国家開発相を首席代表とする代表団が出席する

ことになった。

タ日 V労働問題対策を要求一一プローム・マンパワー調査計画局長は，労働者を正

しい方向に向ける適切な措置がとられない限り，近い将来労働問題に直面するこ

とになろうと次のように語った。

園内労働者が自覚するにつれて労働組合の必要性は不可避となってくる。政

府は現在の労働局を労働省に引き上げるよう準備すべきである。国家経済審議

会（NEC）の統計では， 1971年にはタイの労働者は1710万人となり， 1967年よ

り230万人増える。第3次5ヵ年計画では更に221万人の労働者が必要となる。

この労働力需要によって将来の人的資源余剰は2%程しかなくなる。何百万と

いう労働者を管理するために，労働組合が必要となってくる。労働組合員が共

産主義者となることはまずない。というのは，労働者は正当な権利と収入を保

証されれば共産主義の教義などに興味を示さないだろう。労働組合を排除する

代りに，政政は対策を考え，労働者の権利と責任について彼らを教育すべきで

ある。
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Vレーヌー予算局長，濯瀧援助資金を説明一一レーヌー予算局長は記者会見で，

予算局が濯蹴用の緊急援助資金を遅らせているとの非難を否定して次のように語

った。

緊急援助資金には800万パーツの予算を充ててあり，この額は例年より 300万

ノミーツ程多い。昨年も予算より 600万ノミーツ多い1100万パーツが緊急援助に支

出されている。濯i既局の要求している water向pumpboats修繕費170万パーツ

のうち 95万パーツは認められよう。 j雀i低用運河の予算は 2億 7500万ノミーツで

あり，提防に2600万パーツ，堤防上の道路に4800万パーツが支出される。農民

援助計画には総計8000万パーツの予算が充てられているo

vタイ・西独借款協定調印一一タイ・西独借款協定が調印された，借款総額910

万マノレク，年利3.5%，支払猶予期間11年で，ディーゼノレ機関車買入に充てられ

る。

vメイズ，ソjレガム輸出 貿易委員会の発表によると，今年1～9月28日の

メイズ輸出量は84万3602トンで，輸出先は日本35万1825トン，台湾21万2421ト

ン，シンガポーノレ9万0545トンとなっている。またソノレガムの輸出先は 1月～ 9

月27日間に日本 1万3462トン，香港7457トンフシンガポーノレ6215トン，マレーシ

ア5393トンとなっている。 9月のメイズ市場価格は 1ピクノレ当り 51～51.50パー

ツで， 8月より 7.5パーツイ民くなっている。

v米の生産見遇し，今年は1200万トン サワット米穀局副局長が語ったとこ

ろによると，米の作付面積増加に上り今年の米の生産は昨年より多い見込みで，

統計局の調査では，籾米1200万トンと昨年より 300万トン増加している。

V精糖法案の審議調始一一一工業省は議会に精糖法を提出した。この法案による

と，工業大臣と経済大臣はこの法により設置される委員会の助言と提案に基づい

て次のような規則を定めることができる。

l. 工場の所有者または支配人に操業開始および終了のH，使用する砂糖き

びの量，生産物または副産物，販売量等を報告させる。

2. さとうきびの作付を奨励する地域を定める。

3. シーズンに各工場の生産する精糖の最高量を定める 0

4. さとうきび買付けの最低価格と条件を定める。

5. 精白糖の価格を定める。

この他この法案は大臣に必要に応じて，価格維持のために売買を行なう権限，

および取引業／昔に対してストック量を報告させる権限を与えている。
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10日 vタナット外相，北爆停止に反対一一一タナット外相は国連総会で，北ベトナム

爆撃は共産側を会議のテープyレにつけさせたが，一方的な北爆停止は平和をもた

らさないだろうと次のように演説した。

現実主義者と真の平和追求者は戦争当事国双方に大量殺人をやめるよう圧力

をかけるだろう。しかし侵略の犠牲者達は国連に助けを求めることができず，

せいぜい国連が自由主義国から侵略的全体主義体制へのスムースな移行を促進

しないことを期待できるだけである。北爆停止という北ベトナムの要求に屈す

ることは，ベトコンを南ベトナム唯一の代表として認め，全国同盟軍の南ベト

ナムからの撤退等の譲歩要求を引き出すだけである。

ベトナムや東南アジアに平和がもたらされるのは，北ベトナムやその同盟国

が膨張主義政策を放棄するか，軍備を十分に縮小した時だけである。北爆は望

ましい結果をもたらし，ハノイの侵略的政府を，またベトナムの軍事的解決固

執を改めさせて予備会談の場に引き出した。

Vタナット外相，共産側の態度変化を期待一一タナット外相は国連総会での演

説終了後，パリの和平会談は米国の新大統領が選出されるまで進展はないだろう

と次のように語った。

北爆停止が近い将来真の和平会談実現をもたらすとは思わない。しかし北爆

停止は米国の圏内問題である。

タイの共産ゲリラは中国や北ベトナムの統制下にあり，タイ国民が支持して

いないので前進できないでいる。北ベトナムや北京は今や山地種族に頼らねば

ならなくなっている。山地種族は各地を移動し，国家に対する忠誠心など全く

持っていないからである。

私は中国やソ連が，西側諸国や東南アジア諸国と共に平和のために働くこと

を期待している。平和は大国によって維持，保証されねばならないかちだ。北

京が平和を追求する兆候は全くない。しかし我々は現在にだけ生きるのではな

く将来をも護らねばならない。我々は現在敵対している国が将来，共通の問題

で協力しあう可能性を排除するものではない。これは我々の持論であり夢なの

だ。

V選挙法，上院第 1読会で可決一一選挙法は上院第 1読会の審議で，大選挙区

制，立候補資格のマツタヨム 6年の学歴，政党所属の問題で論議がかわされ，小

選挙区制，学歴に初等学校4年などの反対意見が出されたが，多数で原案を可決

した。
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v投資債の利子取得税一一一予算局高官筋によると，政府は閣議で，今会計年度

に発行する政府投資債のうち，法人企業の利子所得に対しては課税するという大

蔵省の提案を承認した。これは開発計画資金獲得のために行なわれた措置で，昨

年度の投資債の97%は法人企業が買っている。政府債は年手IJ7%である。利子所

得に対する税率は以下のようになっている。

投資債 50万～100万パーツ 税率 15%

100万～500万ノミーツ 20% 

500万ノミーツ以上 25% 

vタピオカ輸出一一一貿易委員会の発表によると， 9月のタピオカ・ミーノレ輸出

は3516トンで，今年1～9月の輸出量は 6万5126トン，タピオカ・ベレツトは 9

月の輸出量3万8921トン，タピオカ・チップの 1～9月の輸出量は24万8482ト

ンである。

T Kew Lornダム建設－ータイ北部のラムパ‘ーン県ワン川の KewLornダムが

建設中であり， 1970年に完成すれば52万ライの耕地濯瓶に利用される。

v首都圏の電話機入札決定 ポン運輸相は首都圏地域の電話機7万5千台の

入札で，総額4億4944万3千ノミーツで日本の松下電気が 1番札を獲得したと発表

した。フ。ロジェクトの融資は 1番札をとったものが行なう条件となっており，松

下電気では年利5.75%, 15～18年の長期クレジットを供与する予定である。

11日 V第 1回日夕イ貿易合同委員会一一第1回日夕イ貿易合同委員会が椎名通産相

とポット国家開発相兼経済相の間で、行なわれ，日本側から①澱粉用タピオカの

国内消費分についてタイからの輸入割当を 3万トンから 4万トンに引き上げる。

③ケネディ・ラワンドによるインドネシア向け食糧援助300万ドノレ分の米（約 1

万5千トン〉をタイから買い付ける。③ノξイナッフ勺レ缶詰の輸入を「見本市用」

として 100トンだけ認めると提案，タイ側もこれを了承した。同日発表した共同

コミュニケの要旨は次の通り。

0タイは両国間貿易の不均衡が拡大しているので，妥当かっ有利な価格でタ

イ生産物の買付け増大を要望した。日本側は貿易不均衡は長期的貿易の規模の

拡大と多角化で改善すべきだが，タイ国産品の買付け増大に努力すると述べた。

0タイは輸入割当の増大と幾つかの品目について関税引下げの措置をとるこ

とを含め，タピオカ，米，葉煙草，パイナップ。ノレ缶詰，麻袋および粗糖の輸入

拡大を要望した。

0日本側は米，タピオカ，葉煙車につL、ては国内で過剰在庫をかかえている
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ので困難である。メイズ，マイロなどの飼料作物，盤石，油料種子はタイの供

給力が増大すれば買付量を増大すると述べた。

01969年に東京で第2回会議を開くことに合意した。

Vルアン元協同組合相，イッサラタム党に参加ー一一元協同組合省大臣ルアン・

スナーワインワィワット氏が，イッサラタム党（FreeMorals）の顧問に就任する

ことが発表された。ノレアン氏は第4～7次ヒ。プン内閣の協同組合相であった。な

おイッサラタム党は10月31日に政党登録を予定している。

vケナフ輸出一一9月のケナフ輸出量は 1万8966トンで8月より7066トン増加

した。主な輸出先は日本4776トン，ベルギー2753トン，ユーゴ2111トンとなって

いる。 1～9月の総輸出量は17万3789トンとなった。

v蛍石業者協会結成一一チエンマイで聞かれていた盤石生産業者の会議で，生

産者の利益を守るため新たに協会を結成し，価格対策として来年2月までの間，

80%グレード鉱石をFOB価格トン当たり 30.5ドル以下で売らないことを申し合

せた。

12日 v経済党，選挙宣伝，遊説を開始一一経済党党首のテープ・チョーティヌチッ

ト氏は，同党はすでに総選挙に向けてキャンペーンを開始していると語った。す

でに東北タイのコーンケーンでは経済党員5人が，無許可で拡声器を使って演説

を行なったため戒厳令違反で逮捕されている。

14日 v共産主義者6388人が3年間に脱落一一タノム首相は記者会見で，過去3年間

に共産テロリストは死傷，逮捕，投降などで6388人を失なったと語った。東北タ

イでは2000人以下の共産テロリスト中核分子が現在活動中であり，北部ではそれ

以下，南部では500～600人と推測している。各地域別にみた共産主義者の死傷等

状況は以下の通りである。

殺害

東北 358人

北部 31グ

中 央部 10 n 

逮捕

2,571人

192" 

159グ

投降

2,489人.（1965年2月27日～）

5" (1967年2月～ 〉

7l n (1967年8月～

南部 33 n 434 n 35グ (1967年8月31日～〉

v産業金融公社公債の売行き好調一一PuhPrabhairaks産業金融公社副総裁が

語ったところによると，同公社が発行した第2回の公債5千万ノξーツ（額面 1千

ノξーツ，年利7%，償還期限10年〉の売れゆきは好調で，すでに 600万ノξーツ以

上が商業銀行などに買われている。償還および利子支払は大蔵省が保証している。
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v北部米作地の水不足深刻一一ピラン濯翫局副局長が語ったところによると，

雨期が予想通り今日で終るとすれば，米作，特に濯瓶設備のない約30万ライの米

作は，早魁による影響を避けられないもようで，特にカムペーンペット，ピチッ

ト，ピッサヌロークなどの各県が最初に被害を受けそうである。

vバンコク地域の水道事業計画一ーダムロン地方公共事業局長が語ったところ

によると，パンコク， トンブリ一地域の水道事業計画で20億ノミーツの資金を要す

る見込みで，数ヵ年計画で行なわれる。現在7万ni'の給水を実施しているが需要

は90万nfとなっている。今年度の予算は 2億3千万パーツである。

15日 v黒ヒョウ師団の増強要請一一南ベトナムから帰国した黒ヒョウ師団長 Cha-

lard Hiranyasiri陸軍少将は，米国と同盟軍は南ベトナムをよく掌握，統制して

おり，政策変更の必要はない。黒ヒョウ師団については任務遂行上人員を補充す

る必要があると語った。

vバンコク市長にチャリット元海軍少将一一一第 1回パンコク市議会はバンコク

市長に民主党のチャリット元海軍少将を選出した。またその他理事には次の4人

が選ばれた0 Pracha Buranathanit, Thavil Rawangpai, Chana Rungsaeng, 

Nathavudh Suthisongkram。

v観光収入10億パーツを越す一一一チャラーム観光協会会長によると，今年の観

光収入はすでに10億ノξーツを越えている。

v力ポック輸出一一一貿易委員会の発表によると 9月のカポック輸出は2270トン

で， l～9月の輸出量は 1万5149トンとなった。またヒマの種子の輸出は 9月が

1496トン， 1～ 9月が2万0805トンとなった。

lq日 Vカンボジアの抗議に反論一一ーカンボジアのサンパス国連大使は，タイの軍隊

が9月中旬， 4度にわたってカンボジア領に攻撃をかけ， 6人を殺し， 8人を負

傷させたと国連安保理事会に抗議したが，これに対してタイのアーナン国連大使

は公開書翰で，カンボジアは敵意と好戦的態度を正当化しようとしているだけで

あり，今回の抗議も何ら事実に基づくものではない。タイは隣国の領域を奪おう

などとは考えていない。カンボジアの指導者はクメーノレ帝国の妄想、に取り窓かれ

ており，領土拡張欲からタイだけでなく，南ベトナムやラオスとも国境紛争を引

き起していると反論した。

' 2政党が政党結成申請提出一一政党法は15日に官報で告示され， 16日から内

務省登録局で政党結成準備申請受付けが開始された。タノム首相の率いる与党は

タイ国民連合（SakaPracha Thai）として申請し，民主党も結成準備申請を提出
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した。その他に民主主義戦線，国家民主党など 8政党が申請書を受けとった。タ

イ国民連合は24日に正式に政党登録を行なう予定であり，同党の標語は， “タ

イは空のように永遠である。タイの開発，タイの団結”である。

v日夕イ貿易会談の結果に不満を表明一一スリヨン・タイ商業会議所会頭は日

夕イ貿易合同委員会の結果に“深い失望”の念を表明して次のように語った。

我々は日本製品の自由輸入を認めているのに，日本はタイの農産物に厳しい

輸入割当を行なっている。日本の化粧品2個に支払う価格はメイズ1トンの価

格と同じだ。会談の前に政府に対して，不公平な輸入割当制にかわって自動認

可制に改めるよう日本政府に要求することを要請した。輸入割当制はタイ農産

物を差別している点で不公平である。過去4年間，日本は毎年タイ製品買付増

加を約束してきたが，貿易のアンパランスは拡大する一方で，今年は赤字が40

億パーツにも達しようとしている。商業会議所としては，日本製品に対する輸

入割当を課すよりも，日本が自動認可制に改めるほうが望ましいと考えている。

共同声明の内容は，会談を行なっただけの価値があるかどうか疑わしめるもの

である。

vタイ・デンマーク海洋生物学技術協力協定調印

17日 V米国の援助削減はタイに影響なし一一プラヤット国家経済開発庁事務局は，

米国の軍事援助削減はタイには殆んど影響を与えないだろう，米国政府は東南ア

ジア自由主義諸国にはこの援助削減の影響を与えないようにすることを保証して

いる。援助削減の埋め合せに，米国は援助形態を贈与から借款に切りかえた。タ

イは有利な条件で米国からの借款を期待できると語った。

vタイ国民連合，総選挙での勝利を確信一一サウェーン・タイ国民連合副幹事

長（首相官邸事務局長〉は，来年の総選挙ではタイ国民連合が過半数投票を獲得

することを確信していると述べた。

v共産ゲリラ再集結一一チェンラーイからの報道によると，昨年12月に政府軍

によってナーン県トウン・チャーン郡から掃討されたメオ族共産ゲリラがナーン

県およびチェンラーイ県 Pong郡に再集結しており，ナーン県 DoiPa Lorn山

に集結したゲリラは約600人といわれている。過去2週間の聞に20回の衝突が起

っている。

vメイズの買付開始一一プラユーン圏内通商局長は，倉庫機構に対して，メイ

ズを保証価格（各県別〉で買付けを開始するよう命じたと発表した。

Vインドへの米輸出落札一一TheSaeng Thong Rice Company Ltd.はインド
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向け米輸出入札に勝ち， 1万トン（ 3千万ノミーツ〉を輸出することが決った。こ

れで今年のインド向け米輸出量は15万トンとなった。

v投資委員会の認可した畏励産業

1. Chaipichit Ltd., Part. 200万パーツ，深海漁業，年産1416トン。

2. Vichit Pramong Ltd., Part. 720万パーツ， scaleice工場建設，年産3

万3千トン。

3. Canning Food Factory Ltd., Part. 150万パーツ，缶詰工場建設，年産

55万kg。

4. Penkanal四（2504)Co., Ltcl. 850万パーツ，寄せ木床板，防腐木材，木

材乾燥，生産工場建設，年産各700nf, 7500 nf, 600 nf。

5. Thai-Asahi Glass Co., Ltd. 3900万パーツ追加投資，平板ガラス 65万

ケースから92万ケースに増産。

v新工場法案一一政府は新工場法案を議会に提出した。これは，これまでの工

場法（仏暦2482年，仏暦2503年に改正〕が新しい情勢に適さなくなったからであ

ると説明されている。新法案は工場の設立，拡張，許可証の更新等について定め

るほか工業大臣に，業種別地域別に工場の設立，拡張を許可する権限を与えてい

る。サアート工業副大臣はこの法案の主旨は工場の状況を確実に握把するためで

あり， 2馬力以上のエンジンまたは 7人以上の労働者を使用する工場が適用を受

けると語った。

18日 Vポット開発相，ソウルに向け出発一一ポット開発相兼経済相は，コロンボ・

プラン会議出席およびタイと韓国の経済関係について協議するため韓国のソウル

に向け出発した。

v外国援助事務所の閉鎖で5万人失業一一一内務省の報告によると，外国援助事

務所の閉鎖によって約5万人の職員および建設労働者が失業する見通しである。

大半は外国援助のブ。ロジェクトによる建設作業に従事しており，サタヒープ，タ

クリー，ウボン，パンコクだけで3千人が失業し，空軍基地関係ではそれ以上の

影響がでる模様で，政府としては国道局や濯瓶局の事業でこれら労働者を吸収す

る予定である。

T Prachuab Soontarangkul港湾機構総裁は， クロントワーイ港はあと 8年以

上港の混雑に耐えうるが，更に拡張を計画している。タイ最初の深水港はチョン

プリー県の LaemChabangに決っているが，現在の状況から考えて早急に建設

しなければならないと語った。
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19日 T ARD5ヵ年計画の成果一一首相側近高官筋によると， 共産主義の脅威に対抗

する稜壁としての開発促進5ヵ年計画（1964～68）の結果について，このBuddha

Chedi計画は最良の成果を収めている。同計画に対する外国からの援助は 2億7

千万パーツにのぼっており，タイ政府も1968年度には 2億4500万パーツを支出し

ているO ARD計画適用地域はサコンナコン，ナコンパノム，ノーンカーイ等21

県で，これによって1400万人が恩恵を受けたといわれる。この BuddhaChedi計

画の成果は次のようになっている。

1. 県道1400km, 1250以上の水資源フ。ロジェクト建設， 1000家族に開墾地授

与， 1000人以上の医療助手訓練。

2. 特別医療班， 3000万パーツ。

3. すべての戦略地域に青年団体を組織。

20日 V米援助削減なし一一米国の外国援助関係筋によると，タイに対する援助の大

幅削減は行なわない見通しで，米国政府は，タイへの経済援助に12億5600万ノξー

ツ，支持援助に 10億パーツ，技術援助に 2億 5600万パーツを予定しているとい

っ。
v米国が蛍石の大量買付け打診一一鉱山局に近い筋によると，米国の業界代表

が盤石の大量買付けを打診しており，買付け額は年36万トンとなる模様である。

盤石の生産は昨年が13万3151トン，今年は約21万1000トンの見込みであり，米国

は日産能力1000トンの浮遊選鉱フ。ラントを建設する予定である。

v共産ゲリラ対策－NirandornJayanamaチェンマイ県知事は，隣接するチ

ェンラーイ，ナーン両県の共産ゲリラ活動が活発であることから，県警，国境警

備警察の人員不足，病院の不足，山岳国境地帯の道路網整備などの問題を早急に

解決しなければならないと語った。

21 B Vタノム首相，北爆強化を主張一一一タノム首相は記者会見で，北ベトナム爆撃

と南ベトナムでの戦闘を強化すべきであると次のように語った。

北ベトナム爆撃は強北すべきであり，共産側が北爆停止を求めるなら，共産

側が武器補給の停止と如何なる戦闘行為をも行なわないという条件の下で停止

すべきであると考える。タイは来年 1月中に 5千人の軍隊を南ベトナムに増派

する予定である。北爆停止の可能性について，米国外交官からの公式な相談は

ない。共産側は人員および武器の不足に苦しんでおり，北ベトナムには近い将

来大規模な攻撃を仕掛ける能力はない。同盟軍はこの機会を捉えて，戦争の早

期終結のために軍事行動を強化すべきである。
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ソピエトは東南アジア海域に軍艦を派遣し，インドネシアの諸島沿いに公海

上を移動している。

vタノム首相，国防強化を強調一一タノム首相は記者会見で，タイは 5ヵ年計

画で陸海空3軍の近代化，戦力強化を実行しつつある。我々はもっと自分自身の

力に頼らねばならない。いつも米国に頼ることはできない。英国がスエズ以東か

ら撤退しており，米国の第7艦隊がその真空を埋めるのは困難であろうと語ったo

vタナット外相，米国の北爆停止示唆一一一タナット外相は米国で，今後数週間

以内に北爆停止がありうることを示唆する調子で，タイは今や米国に頼りすぎる

ことをやめねばならない。我々は方向を変えて，東南アジアの隣国と力をあわせ

ていかねばならない。我々は大国に依存しすぎてはいけない。我々はその教訓を

学んだと語った。（パンコク・ポスト〉

Vポット開発相，集団援助システムを提案一一韓国のソウノレで開かれているコ

ロンボ・プラン諮問委員会総会で，タイのポット開発相は，低開発国間相互の技

術援助，および EEC諸国が採用しているような集団援助システムを提唱した。

vタイ国民連合の政策発表一一一タノム首相は記者会見で，タイ国民連合の政策

を以下のように発表した。

外交政策では，①国連が諸国の平和と安全を確保できるよう，国連と緊密に

協力する。②タイ国の栄誉の維持，③隣国諸国と協力して地域機構を設立し，

国連を支援する。④タイに対する悪意を持たないあらゆる諸国との友好，⑤国

際紛争の平和的解決。

その他に①国際的尊厳の保持，②民主主義社会の発展に基づく政治的安定，

③国民的統合，④共産主義者の徹底鎮圧，⑤私企業奨励と多様化した経済の計

画的開発などがあげられている。

v北京帰りの共産ゲリラが投降一一共産主義鎮圧司令部は，北京で 3年間訓練

を受けた共産テロリストが投降したと発表した。投降者の氏名，投降場所は発表

されていない。同じく先週中に，テロリスト 6人を逮捕， 3人が投降した。また

サコンナコン県Sawangdaendinで60～70人の共産ゲリラのキャンプを発見した。

これは東北タイで発見した集団の人数としては最高の人数である。

vメイズ輸出一一一貿易委員会の発表による今年 1月～10月12日間のメイズ輸出

量は91万1468トンで，主な輸出先は日本37万5929トン，台湾22万8010トンとなっ

ている。対日メイズ輸出価格はトン当り 45.33ドル（11月〉であるが， 12月， 1 

月の価格は上る見通しである。
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22日 V人民進歩党， 24日に設立準備申請一一人民進歩党（Pacha-Pattana）のサムラ

ーン書記長は24日に政党設立準備申請を提出すると語った。同党委員長は M.R.

Birabong Thongthaem氏である。同党は1932年の人民党の路線に沿って民主主

義を推進し，クーデター，独裁政．治に反対し，労働者，農民を含む低所得層を援

助することを政策としている。

' 11月のメイズ輸出価格発表一一貿易局は11月のメイズおよびソルガムの輸出

保証価格を発表した。トン当り価格はメイズ45.33ドル（旧価格47.44ドル〉，

milled maize 48 . 13ドル（50.25ドノレ〉， sorghum 40 .80ドル（42.70ドル）， milled 

sorghum 43. 60ドル（45.50ドル〉である。

23日 V経済党，党名を変更一一ー経済党の指導者テープ・チョーティヌチット氏は，

党名を経済主義連合戦線（Sethakorr

更の理由は，以前社会主義戦線に属していた諸政党と合体して 1党とするためで

ある。

Vセイロンへの輸出額一一セイロンの貿易筋によると，今年上半期のタイの対

セイロン輸出額は2億3100万ノξーツである。

V香港に米3万トン輸出一一ナム貿易局長は，香港のタイ米輸入業者協会が3

万トンの米を輸入することを確認したと述べた。香港へは例年20万トン輸出して

いるが，今年はタイの供給能力がないため現在まで 8万トンにとどまっている。

24日 Vワン殿下，米国は東南アジアを見棄てす一一ワン副首相は，米国や英国は大

統領選挙やスエズ以東からの撤退等のことがあってもタイを見捨てることはない

と次のように語った。

11月の大統領選挙の結果によって米国が東南アジアから軍隊の大半を撤退す

ることはありうる。しかしSEATO加盟国としての義務は遂行していくだろう

と思う。

タイが現在当面している脅威は浸透や転覆活動である。ヲ？イは今や独力でこ

れに対処できる。従っていまタイが欲しているのは経済援助である。

英国も米国と同じくマニラ条約の実行を尊重すると思う。しかし早く撤退し

すぎるとタイにとっても問題が起るだろう。

vタイ国民連合，正式に政党登録一一タノム首相は24日，内務省で与党タイ国

民連合の正式な政党登録を行なった。総選挙に向けての宣伝は10月下旬から11月

上旬に始める予定である。党員数は現在1022人である。

V民主主義戦線が政党設立準備申請提出一一民主主義戦線（NaewPrachatipa・
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tai）が内務省に政党設立準備申請を提出した。同党の発起人は以下の通りである。

Paitoon Cruacao, Precha Samakkhitham, Prachuab Chaisat, Vorapote 

Vongsangah, Cham Phumipark, Krerk Rawangphai, Boonyen Vothong, 

Ying Sithitham, Sanong Boonchai, Thong Daoruang, Kamen Yaovanavisit, 

Paithum Cruacao, Thongpan Vongsangah, Saman Thongaram, Luan 

Chaithongsri, Pit Daenwong, Pavith ¥A/ attanaamphorn, Yin Charoensuk。

V トンブリー市長にマハイサワン氏一一第 1凹トンブリー市議会が聞かれ， ト

ンプリ一人グループと民主ー党双方が候補者を立てて争ったが，いずれもトンプリ

一人グループの候補者が選出された。 トンプリー市長にはプラヤー・マハイサワ

ン氏， 市議会議長には ChitTangsubutr，副議長に BoonyongNimsomboon, 

また理事には Paetai Chotinuchit, Pak Hon只tonふ Term Netsiri, Narong 

Sakolvariの4氏が任命された。

v石油化学，鉄鋼プラント一一一パンコク・ポスト紙に上ると，政府は現在 AS

EAN諸国を市場の対象とする石油化学（2億ドノレ〉，銑鋼・貫生産（ 4億ドノレ〕

の産業設立を検討中である。石油はタイi寄にあると推測されている原油，天然ガ

スを利用する。鉄鋼については原料輸入上シンガポーノレに高炉を設置，圧延工場

や鋼材はタイ国内に置く。石油化学については奨励産業指定種に加える方向で検

討中である。

25日 V民主党，党員 l万人獲得一一民主党のセーニー・プラモート氏は，民主党は

近いうちに正式な政党登録をする。現在党員は 1万人，準党員は10万人である。

すでに 5県の立候補者は決っていると語った。

v共産分子，東北ヲイのベトナム人を煽動一一ウイット・ノーンカーイ県知事

は，共産主義者は東北タイのベトナム人難民を煽動して重大な脅威となっている。

ノーンカーイ県のベトナム人難民約 1万人のうち97%は北ベトナムに忠誠を誓っ

ている。彼らはピエンチャンの北ベトナム大使から，タイ国内で破壊活動を実行

するよう命令を受けている。彼らが武器訓練や宣伝をしているのは県当局も知っ

ているが，口頭で行なわれているため取り締りょうがない。ラオスへの渡航禁止

の他に，彼らの再入国禁止等の手段を講じなければならないと語った。

Vオーストラリア・ニューサウスウエールズ11111の貿易ミッション，訪タイ

V発電プラント一一カセーム・ヤンヒー電力公社総裁は， 1975年までに発電量

を270万kwC現在の 6倍）にするため，次のような新プラントを建設ないし計画

中であると語った。新プラントは， Gas Turbine Power Plant （完成 1968～69
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年）， South Bangkok Thermal Power Plant (1971年）， Phasom Hydro-Electric 

Project (1972年〉， Quae Y ai No. 1 Hydro Electric Project （カンチャナブリ

ー， 1974年）， Nuclear Power Plant (1975～77年〉である。

26日 V反政府文書印刷で10人逮捕一一警察局スポークスマンは，22日にウボン県で，

反政府文書を印刷した廉でベトナム人移民2人，タイ人8人を逮捕し，タイ字文

書50点，英字リーフレット 153点を押収したと発表した。

v送電繰の防衛一一レック・ワボン電力公社総裁は， 421kmに伸び、た送電線の

防衛が弱体であると次のように語った。

東北の共産テロリストはウボンダムを破壊する気はないようだが， 115kv,

421 kmの高圧送電線の大半は共産テロリスト活動地域内を走っており， その破

壊を防ぐ手段はとられていない。政府はダムの予備防衛を命じたが，共産テロ

リストの目標は送電線切断だろう。

最近西独開発金融公社から行なわれた4400万マルクの借款はこの地方の生活

水準を引き上げ，共産主義者の活動の余地をなくすのに大いに役立つだろう。

借款は期限20年，年手IJ3%で元利返済で5300万マルク（約2億7560万パーツ）

となる。

vメオ族共産ゲリラ指導者投降一一警察局筋によると，北ベトナムで数年間ゲ

リラ戦の訓練を受け，その後メオ族を訓練していたメオ族共産ゲリラの指導者

Laochow sae Whoeiが政府側に投降した。

v魚の増殖計画に米援助一一プリーター水産局長が語ったところによると， 5

ヵ所の貯水池での魚の増殖計画に米国から50万ドルが贈与される。この5ヵ所は

カラシン県の LamPao，コーラート県の LamPhra Phlemg, Lam Takong, 

サコンナコン県の LamNam Oon，チェンマーイ県の KiewLomである。

27日 v人民党の役員決定一一人民党（Prachachon）は総会で委員長に LiangJaya-

karn氏を選出した。副委員長は KhemchartBunyaratbhand, Khum Chandri-

suriyawongs, Veerapol Chitmuangの3氏，書記長は Khemchart氏， 副書記

長は ChaichanNgarmsnga, Laks Nitilaksanavichanの両氏で，執行委員会は15

名で構成する。また元駐オーストリア大使 Wathanalsraphakdi氏は顧問として

参加している。

28日 V総選挙は来年2月15日一一タノム首相は記者会見で，総選挙は来年2月15日

に行なうことにしており，近く勅令が出されようと語った。

v北爆停止の可能性に疑問表明一一タノム首相は記者会見で， 25日にタナット
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外相がワシントンで北爆停止はありえない事ではないと述べたのに対し，北爆停

止がありうるとは思わない，ワシントンからは事前協議について何の連絡もない

から，来週中に北爆停止声明が出されるというのは単なる推測にすぎないと語っ

Tこo

Charoon Chalerm Tiarana海軍司令官は， 北爆停止は同盟国にとって将来ト

ラブノレを起すものとなるだろうと語った。

またポット開発相は北爆全面停止の可能性を否定はしないが，南ベトナムがそ

のような行動を阻止すると思う。同盟国等のベトナム戦争に利害を持つ諸国が決

定に参加するとなれば事態はもっと複雑になるだろうと語った。

v共産ゲリラと戦闘 共産主義鎮圧司令部は，先週中に共産テロリスト 3人

を逮捕， 10人が投降したと語った。戦闘はサコンナコン県とナラティワート県で

行なわれた。

vバンコク銀行，インドネシアにクレジット供与一一パンコク銀行はインドネ

シア政府に対して， l億ノミーツ， 180日の短期クレジットを供与することを決定し

た。これはタイ米 3万5千トンの輸入資金に充てられる。

29日 V錫輸出統制の影響一一信頼すべき筋によると，国際錫会議による錫輸出割当

は第3次協定期限の1971年 6月まで継続される可能性が強く，政府はその対策を

たてる必要がある。錫輸出統制によってすで、に国内で幾つかの鉱山が閉鎖されて

いる。なお昨年の錫生産量は 3万1194トン， 13億3980万ノミーツで，輸出量は精鉱

と地金双方で 2万6775トン， 18億0510万パーツとなっている。

vケナフ輸出一一貿易委員会の発表によると，先週2年ぶりにインドに1670ト

ンのケナフを輸出した。今年 1月から10月19日までのケナフ輸出量は18万2597ト

ンで，輸出先は日本5万1529トン，ベルギー 2万5729トン，イタリー 1万1975ト

ンとなっている。インドへは更に 1万3500トン追加輸出できる見通しである。価

格は 6月以来上昇傾向を続けているが， 11～12月の輸出価格はトン当り 68ポンド

はこえないとみられている。

30日 v北爆停止説に困惑一一ーブンチャナ駐米大使は，私の知っている限りでは北爆

停止について米・タイ両国政府が協議したことはない。前線に近いタイに対して

事態の進展状況を何も連絡しないのは不思議で、ある。オーストラリアのゴ一トン

首相やラオスのプーマ首相とは北爆停止計画を相談または連絡したことに，我々

は非常に困惑していると語った。

vタナット外相，北爆の全面停止示唆一一米国，欧州訪問から帰国したタナッ
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ト外相は空港の記者会見で，北爆停止に関するワシントンの決定を知っているが

内容は言えない。最終決定は北ベトナムの態度如何にかかっており，もし北爆停

止があるとすれば，北ベトナムは侵略行為を停止しなければならず，一方的北爆

停止はありえないと語った。

V関税税率変更一一勅令により輸入関税率の変更が発表された。 30日より効力

を発する。

銅精鉱，アノレミニウム屑

スポーツ靴

銅線，銅棒，銅ケーブル

アルミニウム線，コイル

アルミニウム棒

塩酸， クロノレスルフォン酸，苛性ソーダ

シツハー

バター，チーズ

5% （旧税率 10%)

10% 

15% C 5%) 

20% (15%) 

25% 

30% (25%) 

40% (30%) 

50% (30%〕

燕の巣 60% 

31日 vタウィ一国務次官，北爆停止の事前協議要求一一タウィ一国防次官は，タノ

ム首相は北爆停止に関する何らの連絡も受けていない。米国が北爆を開始したと

きは我々と協議した。北爆停止の場合も同様に協議すべきであると語った。

v上院，選挙法を一部修正して可決一一上院の選挙法審議で激しい論議が行な

われ，一部を修正して可決した。審議の争点となったのは選挙区，立候補者の学

歴，政党所属問題である。選挙区については政府原案の県単位とする案に対し，

郡単位の小選挙区とする対案が出され，採決の結果（44対25）選挙区は県単位と

なった。学歴については原案はマツタヨム（旧制中学） 6年，対案はパトム（初

等学校） 4年で，対案を圧倒的多数（67対 8）で可決，また政党所属についても

無所属を認める対案が可決（60対8）された。なお選挙区の審議中，タウィ一国

防次官は，もし国家の安定を脅やかすような事態が発生すれば総選挙は行なわれ

ないことになるだろうと述べ，小選挙区制は国家の不安定をもたらす原因になる

と示唆した。

' 3政党が設立準備申請一一以下の 3政党が政党設立準備申請を提出した。こ

れで設立準備申請を提出したのは 9政党となった。

自由道徳党（Issaratham）発起人，クンピチャイ・モントリー， トンディー・

イッサラチウィン他
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人民党（Prachachon) Liang Jayakam他

農民援助党（Samachik-chuaylua-chaona) Mom Chao Sitthichai Krisdakara 

他

v化学肥料初輸出一一一ChemicalFertilizer Company of Thailandは11月及び

来年2月に，フィリピンに硫安各5千トンずつを輸出する。これは政府が昨年6

月化学肥料輸入を禁止して以来初めての輸出である。その他にインドネシアと尿

素6千トンの商談が進行中である。同社は49%の政府出資で，硫安年産6万トン，

尿素3万トンの生産能力を持っている。

, 10月の米輸出 ナム貿易局長が語ったところによると， 10月 1～28日間の

米輸出は12万トンで、過去12ヵ月中最高となった。これで今年 1月から10月28日ま

での輸出量は83万トンとなった。
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1967年 の 主 要 国 産 品 輸 出 額

貿易委員会が発表した1967年の主要国産品の輸出額は1966年とほぼ同額で，以下の

ようになっている。

1966 1967（概算）
，－－－ー～一一「

価格 価格
量 （百万パーツ〉 量 （百万パーツ〉

笹 石 （トン） 73,670 30.0 126,112 56.3 

麻 袋 (1,000袋） 5,972 47,8 6,440 45.8 

タングステン （トン） 816 21.7 858 43.2 

重 油 (1,000リットノレ） 205,502 42.7 175,893 40.4 

糖 蜜 （トン） 117,855 35.0 64,500 39.9 

車目 (100平方ヤード） 5,792 36.7 5,425 37.7 

原 料 糖 （トン） 49,848 74.0 15,126 37.2 

アスファノレト （トン） 32,612 32.4 

マ ン港ガの ン
（地方 8～12月輸出分を除く）

66,453 30.7 51,627 24.2 

豆類，ココナツ 28,166 45.3 13,588 23.2 

もち米粉 （トン） 5,114 15.3 5,725 17.4 

セ（地メ方港ンの10ト－1｝月ト輸ン出）分を除く） 45,423 16.8 27,373 13.5 

綿布・化繊 (100平方ヤード） 9,771 13.0 9,343 13.4 

ふ す ま （トン） 8,869 10.9 11,458 12.8 

鉛 鉱 （トン） 12,405 12.2 13,675 12,6 

家禽の羽根 （トン） 616 32.3 470 10.2 

鋼 主同主＝ （トン） 466 1.5, 1,872 5.9 

建築用材（床張用寄木細工） （トン） 1,813 2.0 2,501 8.6 

落花生油 (1,000リットル） 1,825 11.5 1,092 7.9 

魚
（地方港の 8粉～1｝月ト輸ン出）分を除く） 7,140 1.20 4,039 5.8 

果物缶詰 （トン） 4 0.01 1,759 5.8 

乾（地方電港の 8池～1｝月I，輸00出O偶分）を除く） 12,085 11.6 5,657 5.3 

潤 滑 油（2,000リットル） 3,034 2.5 4,806 5.2 
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黒金象眼細工品 9.4 4.3 

精 製 糖 （メートル・トン） 5,009 7.6 

平板ガラス （メートル・トン） 47 0.1 760 1.3 

総 計 522.6 510.3 
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ジョンソン大統領の北ベトナム爆撃全面停止決定に対して，タイ政府は北

爆部分停止のときと同様に“ウェイト・アンド・シ一政策”を採用し，今後

の事態の発展を静観するとの態度を表明している。今回の北爆全面停止措置

はあらかじめ予想されていたこととはいえ，タイ政府指導者の不満は極めて

強い。フ。ラパート副首相などは米国を“戦意を失った雄鶏”と評している。

北爆全面停止がタイにおよぼす影響として懸念されているのは，国内の共産

ゲリラ活動の激化である。タノム首相，タナット外相などは，北爆停止によ

って北ベトナムからの脅威が増大し，ラオスを通じての共産ゲリラの浸透が

激化し，タイ圏内の共産ゲリラ活動が活発化していると述べている。将来の

米軍撤退も予想しながら，タイは自力で共産ゲリラを鎮圧するため，国防を

強化し，タウィ一国防副大臣が述べているように，米国の軍事援助の形態に

ついても，ヘリコプターなどの機動力強化，軍需工場建設援助を要求してい

る。

この点で米国大統領に共和党のニクソンが当選したことはタイ政界指導者

にとっては歓迎すべきことであろう。 “反共ニクソン”というイメージから

米国の反共政策が強化されることを期待している。ニクソン政権がタイ側の

期待通りに動くかどうかまだわからないが，外交面におけるオーバー・コミ

ットメントの修正だけではなく，自由貿易政策を基本方針とする政策がタイ

の貿易構造にどのような影響を与えるか，今後注目していかねばなるまい。

総選挙の日程は最終的に 2月10日と決定された。政府は選挙活動の自由を

保障するために， 8月の革命団布告13号の廃止に続き，戒厳令第11章第 1条

の効力を 2月10日まで一時停止し，各政党の集会を自由に開くことを許可し

た。同時に共産主義浸透地区26県の公共の集会も許可している。現在までに

政党として登録許可を受けたのはタイ国民連合と民主党の 2党だけである

が，この他に 500人以上の党員を集めて登録許可を求めているのは，民主主
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義戦線，経済主義連合戦線，労働党，人民進歩党，農民援助党，人民党，農

民党，自由民主党，自由道徳党の 9政党となっている。

与党のタイ国民連合は12日から15日まで 4日間党大会を開いたが，早くも

内部の分裂をさらけだした。紛争の発端は，タイ自由人民連盟に所属してい

る党員約300人が，党機構が共産主義的であるとして党規約の改正，および

左傾化している党員の除名を要求，更に自分達をタイ国民連合の候補者に選

び，選挙資金を党が援助するよう圧力をかけたことに始まる。党の機構は党

大会，中央委員会，政策委員会となっているが，これがソ連共産党の党大

会，中央委員会幹部会，共産党政治局を模倣しているというのが理由であ

る。党首脳部は党規約は共産主義的なものではないし，共産主義者と闘うた

めには強力な党の組織が必要であると説明しているが，党規約の語句の修正

には応じるとの態度をとっている。しかし強硬派はこの説明に満足せず， 23

日には 160人がタウ f一幹事長に口頭で脱党を通告するという事態に発展し

た。

この党規約改正問題には総選挙立候補者の党内選考とからんでかなりの駆

引があったと忠われる。 19日にタイ自由人民連盟の指導者であるプラパート

副首相が， 300人の大半が元国会議員で選挙民での知名度も高いから，脱党

されると安定過半数をとれなくなると発言しているが， 27日には脱党者が出

たとは聞いていないと述べている。 25日のタノム首相の， 160人は党内選考

に洩れたから脱党したとの発言とはかなりの相違がみられる。 28日にタイ国

民連合は立候補者 191人を発表したが，この中にはユアン・イアムシラー氏

をはじめとする83人の党規約改正要求グループが含まれている。この点で19

日のプラパート発言は一種の庄力であるとみられる。この措置で一応大きな

分裂は回避できるだろうが，党内選考から洩れた 5人が無所属で立候補する

ことを表明しており，与党内部の調整には今後も困難が続きそうである。
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1 8 V北ベトナム爆撃全面停止に対する反応一一米国のアンガ一大使はタノム首

相，タナット外相と会談，北爆全面停止に関する米国の決定を伝えた。タイ政界

指導者はこの決定について次のように語っている。

タナット外相：米国の平和の意思表示は今回で10回目である。我々は北ベト

ナムがこれに報いるか，または侵略を続けるか見守らねばならない。爆撃停止

はハノイの誠意を試すものであり，彼らが侵略をやめなければ北爆は再開され

るだろう。北爆停止はタイに対する脅威が減少したことを意味しない。実際に

はもっと厳しくなろう。というのは，北ベトナムは軍事的にも政治的にも新し

い目標を自由に攻撃できるからであるo

タウィ一国防副大臣：爆撃停止は永久に必要なものではない。これは北ベト

ナムがどれだけ平和を愛しているかを試す誠実なテストである。

ポット開発相：最良の方法は北ベトナムがどう対処するか waitand seeで

見守ることである。

V民主党，正式に政党登録一一民主党はタイ国民連合に次いで正式の政党登録

を行なった。党員は1580名である。主な役員は以下の通り。

委員長 セーニー・プラモート

副委員長 レツカ・アパィウォン夫人，ブンテン・トンサワット

書記長 ヤイ・サウイットチャート

院内総務 チャリット・クンカム

広報局長 Somboon Uirithorn 

財政局長 Chana Rungsaeng 

セーニー委員長はインタービューで，候補者は若い人を中心に選ぶ，党が援助

するのはリーフレツトだけだから候補者は自分で資金調達をしなければならない

と語った。

Vサウェーン副幹事長，与党内の対立説を否定一一サワエーン・タイ国民連合

副幹事長は，現在党内の分裂はない。起るとすれば立候補者の選択だろう。 10日

に党大会を聞いて立候補者を決定するJ 候補者は上院の決定した学歴よりも高い

教育水準の者を選ぶ。選に漏れたものが脱党して無所属で立候補するのは自由で

ある。党内に左翼がいるというが誰が左翼かと言う前に彼らの政策を検討せねば
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ならないと言苦った。

Vタイ自由人民連盟，新党結成か一一一信頼できる筋によると，タイ自由人民連

盟に所属する元国会議員達は，タイ国民連合が彼らの存在を無視しているため新

党結成を準備しており，フ。ラパート副首相の帰国を待って態度を決定する予定で

ある。

Vポット開発相，錫輸出業者の協調を要請一一ポット国家開発相は，タイの錫

輸出業者は協力して過当競争を排除し，個人よりも国家の利益を優先して考える

べきであると語った。またウィチャー鉱山局長は，米国の備蓄錫の放出がない限

り現在の価格の上昇傾向は続くだろう。生産量は75.7%におさえる。供給は年6

%の増加率なのに対し，需要は 1%しか増加していなし、ので輸出規制は行なわね

ばならないと語った。

T WUIがテレコミ網技術援助一一シープーミ逓信局長は，米国の＼Vestern

Union International (WUI）と協議の結果， テレコミ網に関して WUI が技術

援助を行なうことに原則的に同意したと語った。

2 日 vフィンランド貿易使節団訪タイ

vプーケットに海軍基地建設 アナン海軍副司令官は，プーケット島に海軍

基地建設を計画し，適当な土地を調査中であると語った。

v石油関係 2法案，近く閣議に提出 首相側近筋によると，政府は来年2月

以前に石油法および石油所得税法の2法案を制定する準備を進めている。この 2

法案は石油産出にともなう国益擁護を目的とするもので，国内の石油資源調査を

行なう会社に対し，利権の期間，原油および、石油製品のロイヤリティー，生産調

整，保安設備について定めであり，所得税は総収益の50%，その他に鉱区使用料

として12.5%を政府に納める。現在米英等の石油会社7社が東北部，中部，タイ

湾でボーリングを行なっているがまだ発見されていない。

3 日 vタナット外相，対米政策を発表一一タナット外相が米国訪問中に行なったテ

レピ・インタービューが 4日公開された。この中でタナット外相は，タイの共産

ゲリラが第2の東南アジアの戦争へと戦闘を拡大する可能性はなくなっている。

われわれは米軍がタイで闘うことを要求しない。ゲリラに対してはタイ国軍だけ

で対処する。タイ国内の米軍人5万人はアジアの平和を守る客人であり，パート

ナーである。アジアその他の自由主義国を強化することが，米国の利益になるの

だということを十分理解できる程，米国人が現実的であることを望んでいると語

った。
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V農民への融資計画一一農民援助委員会は農民の負債返済，土地買入れに対す

る援助を承認した。この方法は第 l段階としてプラーチーンブリー，ナコンナー

ヨック，ラーチャブリー 3県で実施し，農業及び農業協同組合銀行と土地開発局

等が選択した融資申し込みを同委員会で審査し，同銀行が融資を行ない，土地開

発局が土壌改良等の技術指導を行なう。融資は年手1110%, 10ヵ年返済である。

4 日 V綿紡績，織物業を奨励産業に再指定一一投資委員会は綿紡績，織物業を奨励

産業指定業種として再指定した。決定は11月 1日より有効とし， 90日以内に申請

がなされねばならない。これによるとタイ国籍資本を優先し，所得税免除は行な

われず，設備の近代化にのみ優遇措置がとられる。

V錫鉱山の一部で採掘中止一一一貿易関係筋によると，錫輸出の統制によって錫

鉱山の一部で採掘が中止され，錫鉱山労働者の約 1割が失業している。 12月にな

ると更に操短が行なわれる見通しである。

V白米価格引下げ一一国内通商局は小売奨励部の 5%白米卸売価格をキロ当た

り210パーツから206パーツに引き下げると発表した。この措置は小売商の小売米

確保と国内米価安定のため行なわれた。また小売米価は20リットノレ当たり32パー

ツ，または5キロ当たり 11パーツでの販売を許可した。

5 日 V総選挙は来年2月108－アムヌアイ首相官邸事務局スポークスマンは，閣

議で総選挙の日取りは 2月10日，立候補受付期間は 1月2日から 8日の 1週間と

決った。予算は l億ノミーツを充てる予定で， 1万8000ヵ所の投票所， 35万人の係

官を配置すると語った。

V農民団体法一一政府は 7日に上院に農民団体法を提出する。結成された農民

団体は，農林省，国家開発省，内務省，経済省，国家経済開発庁，予算局，農業

及び農業協同組合銀行で構成する国家農民団体促進委員会の監督下におかれる。

農民団体の結成には50人以上の会員を必要とする。団体は村，郡，県，全国の各

段階で結成され，郡，県段階では，同種の各3団体がそれぞれ上部団体を結成す

るが，全国段階では20県以上の農民団体が参加することを必要とする。農民団体

の主要業務は以下の通り。

①資産の購入，占有，借入，所有権の取得，賦払式購入，質入れ，抵当権設

定，販売等行なうこと。②組合員に対して資産の貸付，賦払式販売，譲渡，質

受け等行なうこと。③農民団体登録係の承認の下に資金を借入れること。④会

員の借金または貸金に保証を与えること。⑤奨励家畜の病死について保険料を

支給すること。⑥登録係の承認の下に会員から貯蓄預金または定期預金を受け
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入れること⑦会員の農産物の保管と販売。⑧穀物の作付失敗や，自然災害に対

する適切な援助。⑨会員の技術援助。⑮登録係の承認の下に政府機関，外国機

関，その他の団体から援助を獲得する。なお農民団体登録係は国家農民団体促

進委員会の書記もっとめる。

V精糖法改正案一一法制審議会は精糖法改正案を 6日に決定し， 14日に上院提

出の予定である改正点は，農閏や精糖工業の問題を扱う特別委員会の構成は精糖

生産に直接関係する者だけとする。国内価格安定のため，工業省に市場向け精糖

を政府企業または機関に引き渡す権限を与える。また罰則については従来の 1年

間の精製工場閉鎖の代りに罰金制とする等である。

' 9月中に238工場設立許可 工業省は 9月中に238工場の設立申請を許可し

たと発表した。資本総額 1億4100万パーツ，雇用人員約2000人である。また27工

場の設備拡張を許可した。

6 日 vタイ政府，ニクソン当選を歓迎一一米国新大統領に共和党のニクソン氏が当

選したことについて，タイ政府指導者は一様に歓迎の意を明らかにした。

タノム首相：ニクソン氏が新大統領に当選したことを歓迎する。米国の反共

政策が強い形で継続されることは確実である。

タウィー国防副大臣：ニクソン氏は当地の情況を理解，認識している 1人で

ある。

フ。ラパート副首相：彼はアジアで何が起っているかを理解している立派な指

導者である。

ワン副首相：米タイ両国友好関係の新時代を期待できると確信している。

Vフ。ラパート副首相，北爆停止の効果を否定一一フ。ラパート副首相は記者会見

で，米国の北爆全面停一止は心理的にはマイナスの効果をもたらしたと次のように

語った。

北ベトナム側が対応措置をとっていないので，米国が彼らにある程度譲歩して

いるという印象を与える。北爆停止は，米国が戦意を失った雄鶏という印象を与

えている。私が会った米国人のうち，民間人は遠い場所での戦闘に関与したがら

ず，利己的になっている。中には南ベトナムがどこにあるのかを知らない者もい

る。しかし軍人の大部分は共産主義の侵略を阻止し，米国の威信を守るために戦

うことを欲している。

vスーム蔵相，ベトナム戦争後の開発に期待一一スーム蔵相は，ベトナム戦争

終結はタイに不利な効果をもたらさず，逆に大きな利益を受ける，と次のように
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語った。ベトナム終戦の結果として外資がタイに向かつてくるだろう。タイ経済

は戦争や特需収入に基礎を置いているのではない。ベトナム戦争が終結しでも米

国は東南アジアから完全に徹退しないだろうし，戦争に代って復興と開発に力を

注ぐだろう。パーモン・ダムその他メコン計画等の国際的プロジェクトには米国

からもっと援助が期待できるし，戦争が終れば完成も早まる。

V農民援助党の役員決定一一農民援助党のシッティポン議長は同党役員を明ら

かにして次のように語った。多くの人々が農民に同情し，援助したいと考えてい

る。私はチュアン氏と共に余生を農民援助に捧げるべく党に参加した。農民を援

助しなければ農業生産はあがらない。農民が裕福になれば他の人々も裕福にな

る。私は英国で教育を受けたから，英国式議会内閣制度の思想を持っている。我

我は内閣を組織するつもりはないが，国民の権利を守るため政府権力が強大化す

るのを阻止する。

農民援助党役員

議 長 シッティポン・クリッダーカン（第3, 4次アパイウォン内閣

閣僚〉

副議長 Sawang Charusorn （精米業者〉

グ ChartWattanangkur 

委員長 チュワン・カセートシンパカーン（ピプン内閣農相）

副委員長 Sunthorn Sunthornnawin （海軍中将）

グ Paopued Thephasdin （アユタヤー出身〉

書記長 Luan Vejjarikanon 

書記次長 Fong Karin, Prasert Thephasdin 

7 8 Vタイ政府，東南ア首脳会議開催を打診一一首相官邸高官筋によると，タイ政

府は現在の東南アジア情勢の深刻さに鑑み，地域外相会議とそれに続く最高首脳

会議とを開きたい意向であり，タナット外相がすでに各国外相と接触しているこ

とを明らかにした。時期については不明である。

vスーム蔵相談・米新政権でドル強化一一スーム蔵相は，ニクソン大統領の金

融政策は国際通貨制度を害するような変化はないだろう。ニクソン政権の下でド

ルの地位は強化されると思う。またタイへの財政援助を継続すると確信している

と語った。

V農民団体法差戻し一一上院で農民団体法の審議が行なわれ，農民団体に対す

る政府の監督が強いこと，農民団体の参加条件として過去5年間に投獄歴を持つ
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ていない者に限るとした点などに反対意見が出され，表決の結果，同法案を再検

討するよう政府に差し戻した。

vタイ工業製品規格法一一一上院はタイ工業製品規格法を可決した。同法が発効

となり次第，工業省に工業製品規格課が設置され，工業製品は同課の品質検査を

受け，許可マークを押して販売することになる。これによって消費者保護および

工業製品の品質向上をはかる目的で、ある。

v民主主義戦線が政党登録一一一民主主義戦線が正式に政党登録を行なった。党

員数 786人で，いわゆる青年トルコ党から構成されている。役員は委員長兼書記

長に PaitoonCrucao,, 副委員長，に SmarnThong”abhai, Voraphote V ongs咽

angah, Klerg RawangphaiとなってU、る。

8 日 vタノム首相，東南ア首脳会議開催説否定一一首相官邸スポークスマンによる

と，タノム首相はタイ政府がいわゆる東南アジア最高首脳会議を計画していると

の噂を否定し，閣議ではまったく検討されておらず，個人的にもその上うな会談

を希望したことはないと語った。また外務省筋でもそのような情報はない。

vタノム首相，国防強化を強調一一タノム首相は軍旗敬礼分列式で演説し，ベ

トナム戦争は複雑すぎて会談で簡単に解決できない。共産主義国は侵略政策を放

棄していないから，タイ国民は防衛態勢を弱めではならない。タイは現在内外の

共産テロリストの危機に直面し，我国の独立と尊厳を脅やかそうとしている共産

国が彼らを援助している。この危機打開のため劇的手段をとりつつあると語っ

7こO

v総選挙中止の噂を否定一一チャーウ・タイ紙の報道によると，クリット陸軍

副司令官は，総選挙取り止め，または総選挙後革命が起るとの噌を否定し，選挙

は行なう予定であり，選挙後の動乱もないと信ずる。政府も与党も総選挙実施を

完全に支持している。南ベトナムでさえ選挙を行なえたのに，同じことをわれわ

れができない筈はないと語った。

v密輸取締り法改正検討一一トンテーン関税局長は，密輸取締り，特に中国製

品の密輸防止のため法律改正を準備中であると語った。同局長は現行法の欠陥と

して，密輸品を販売することは違法でもそれを所有することは違法とならない点

をあげており，改正はこの点を中心として罰則を強化するものとみられる。

V農民党が結成準備申請ー←農民党（ChaoRai-Chao Nah）が結成準備申請を

提出した。結成準備申請を出したのはこれで10党である。同党の政策は農民援助

を中心とし，立候補者も農民を優先するQ 党委員長は PaibulAreechon，副委員
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長は ThanakitWongsaroj, Singkam Methanon, Chamroon Lakamthorn, Nisit 

Atthachinda, Pote Panyathip，書記長は SanitThanaratである。

V工業製品規格法案一一上院は工業製品規格の監督，統制権限を委員会に与え

る法案を可決した。同委員は工業省次官を委員長とし，工場局長，技術局長，工

業振興局長，および農林省，国家開発省，内務省，経済省，厚生省，関税局，応

用科学調査協会，投資委員会，国家経済開発庁その他6名の名誉会員で構成し，

事務局長として工業製品規格課長が参加する。

V中部タイ河川の水位低下一一国家開発省筋によると，降雨量不足からメナム

河に注ぐピン，ワン，ヨム，ナーンの各河川水位は昨年の65～75%になり，ヤン

ヒーダムの水位は50%に落ちている。濯概局が水不足地域にポンプ設備を急送し

ているが，予算不足でJi展調にいかず，第3次5ヵ年計画まで、幾つかの濯瓶計画が

延期されることもあるという。

vタイ日合弁の軽量形鋼会社一一タイの ShaviriaPanich Co.と日本の富士製

鉄，丸紅飯田は軽量形鋼生産の合弁会社設立に同意， ShaviriaLight-Gauge Steel 

Co.として発足する。資本金700万ノミーツ，出資比率は日本側so%C富士，丸紅

各25%），タイ側50%である。 1969年9月の生産開始を予定しており，初年度は

6000トンの生産計画である。なおタイはこれまで軽量形鋼は全量輸入（年約 1万

トン〉に頼っていた。

9 日 v北爆停止にタイと事前協議行なわる一一パンコクの消息筋は，タイが北ベト

ナム爆撃停止の相談を受けており，タノム首相，タナット外相等のトップレベル

で協議が行なわれていたと伝えた。同消息筋はタナット外相が，現段階では事態

を複雑にするのを避けるため，同盟国は和平会談に関与すべきではない。最終段

階で参加すべきであると語ったと伝えている。

なおプンチャナ駐米大使はワシントンでの記者会見で，和平会談には全同盟国

が参加すべきであり，その際には米国が代表団長となるべきである。何故なら，

米国はベトナム戦争の主当事国であり，会談の指導に責任があるからであると語

った。

T 1968年度の米国援助額一一チャーン経済技術協力局長は，米国議会で援助削

減があっても国防計画，東北タイ開発計画には影響がないだろうと語った。同局

長によると， 1969年度の米国のタイ援助は4000万から5000万ドルとなる見通しで

ある。 68年度の援助（贈与〉は5032万8000わレであった。 USAIDによる米国専

門家に充てる額は約1000万ドノレで援助全体の20%にすぎない。 68年度のプロジェ
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クト別援助額は農業関係485万7000ドル，工業54万8000ドノレ，通信運輸37万2000

ドル，公衆衛生472万6000ドノレ，教育256万6000ドノレ， 行政95万9000ドノレ，地域開

発 1552万2000ドル，公安 1422万8000ドル，地方プロゾェクト359万3000ドノレ，そ

の他295万6000ドノレである。今会計年度のプロジェクトは大半が前年よりの継続

で，新規のものとしては家族衛生，栄養等のプロジェクトがある。

10日 T ASPAC首脳会議を提案一一タナット外相は，タイはベトナム戦争後のアジア

の将来を討議するため ASPAC首脳会議を聞くよう提案していると次のように

語った。

この首脳会談ではベトナム戦争後のアジアのあり方だけが議題となる。アジ

ア諸国民は自分の将来を設計し，運命を決定しなければならない。最初の平和

はベトナムに訪ずれる。北ベトナムとベトコンが軍事的に敗北し，南ベトナム

に力で勝てないことを理解するようになっているから，平和のチャンスは強ま

っている。タイその他の同盟国は最終段階で和平会談に参加するだろう。ニ

クソン新大統領の主主場によって和平会談の米国代表団は強化されるだろう。

ASPAC首脳会議はベトナム和平が達成された直後に聞く予定である。

vスーム蔵相，土地売買税引上げに同意一一一スーム蔵相は土地売買税引上げに

同意した。現行では土地売買によって10万パーツ以上の利益を得た者には50%の

土地売買税を課税しているが，最近の土地価格高騰に対処するため課税率を引き

上げるものである。なおこの問題を審議している国家安全審議会の公式報告はま

だないo

v工業関係5法案一一サアート工業次官は，工業関係法案によって今年度の

タイ工業の発展は推進されるだろうと語った。この 5法案は工場法（10月17日参

照〉工業製品規格法（11月7日参照〉精糖法（11月5日参照〉，工業抵当法，工業

省改革法である。工業省の改革については，工場統制課の局昇格などが予定され

ている。新工場法では，各企業は 2年毎に操業許可を更新することになった。

11日 T FAOの機構改革を提案一一タイは現在パンコクで開かれている FAOの第9

団地域会議に， FAOの機構改草を提案する予定である。現在6議席割り当てら

れているアジア極東地域の理事国につい句て三つの改革案を用意している。第 1は

アジア諸国を二つに大JJIJL,，第2は地域内諸国だけが当該地域の理事国を選出で

きるようにする。第3は6議席中 3議席を日本，インド，インドネシア，パキス

タン，フィリピンの 5大国に割り振り， 3議席を他の 9ヵ国に割り振るというも

のである。
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Vプラパート副首相，与党の10原則を発表一一フ。ラパート副首相は，来年2月

10日には必らず総選挙が行なわれると語った。この言明は総選挙が延期ないし取

りやめになるとの噂が広がっているため，打ち消しのため行なわれたものであ

る。なおタイ国民連合の党大会が12日から15日まで行なわれるが，フ。ラパート副

首相は党の政策の10原則を以下のように明らかにした。

(1) タイ国民連合（UTP）は完全な国家の独立と尊厳を維持する。

(2）民主主義社会の推進に必要な政治的安定と安全を築く。

(3) 国家の統ーを推進する。

(4) タイ国の敵である共産主義者を鎮圧する。

(5) 行政を円滑かつ効率的ならしめるため， UTPの機構は国家の機関と協

力する。

(6) 民主主義政府の基礎となる地方行政を推進する。

(7) UTPは法と秩序を維持し，公共の安寧をはかる。

(8) UTPは憲法に保証された国民の十分な権利を推進する。

(9) 国民に義務と責任を周知させる。

M 国民に政治の理解と知識を普及させる。

V自民党が党再建申請一一一自由民主党（SeriPrachatipatai）が政党再建申請を

提出した。発起人は CharubutRerngsuwan （委員長）， Col. Somkit Sriangkom 

（書記長）， Sawat Peungtone（元国会議員）， Charumuk Rerngsuwan等である。

Charubut委員長は同党が政権を得た際には，すべての教育機関を文部省の管轄

下におき，工業省，運輸省を廃して経済省に局を設置する。予算局を総理府から

大蔵省に移管，徴税監査委員会は廃止すると語った。

T lO月の米輸出一一貿易委員会の発表によると， 10月の米輸出量は12万4443ト

ンで，このうち政府間ペースは 5万3373トンである。しかし実際に船積みされた

のは2万トン程度で，大半は11月からの輸出プレミアム引下げ待ちである。白米

の輸出価格はトン当り 3～8ポンド下がっている。

Vケナフのグレード改正一一経済省は輸出品規格法に基づきケナフの輸出規格

を従来の A.B.C3等級から， A.B.C.Dの4等級に改正，併せて検査料と証明

書交付料の改正を行なった。検査料は25トン以下の場合は 250パーツ， 25トン以

上についてはトン当り 10パーツを加える。証明書料は 100トン以下100パーツ，

100～500トンではトン当り 1パーツを加える。 500トン以上ではトン当り 50サタ

ーンを加える。なお輸出規格は1969年1月3日より発効する。
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V今年の綿花は減産一一政府筋によると，今年の綿花は早越のため30%から40

%の減収の模様。

12日 vタノム首相，戒厳令は近く廃止と発表一一タノム首相は記者会見で，下院選

挙で候補者に十分な演説活動の余地を与えるため，戒厳令を廃止する予定である

と次のように語った。タイ国民連合の立候補者は 1ヵ月以内に発表できるだろ

う。党内には伝えられているような分裂はない。総選挙後にクーデターが起るよ

うなことはないだろう。またタイ国民連合の顧問として，ワン副首相，アタカー

リ一法相，ウェーチャヤン工業相，ピン文部相，チット首相補佐官代理の 5人を

任命した。なおタイ国民連合の党大会は約 900人の71県の代表者を集めて聞かれ

fこ。

’セーニ一民主党委員長，クーデター否定を歓迎一一一タノム首相，タウィ一国

防副大臣，プラスート警察局長らが総選挙後のクーデターはないとの保証を与え

たの対し，セーニー・プラモート民主党委員長はこれを歓迎し，更に政府は二つ

の点を注意すべきである。第 1は共産主義者の浸透で，民主党でも某県で立候補

しようとした者が中国帰りの共産主義者であることを発見したことがあり，この

点に注意すべきである。第2は，タムロン・ナワーサワット元首相のように政府

側が負けたときに仕事を投げ出さないことであると語った。

v投資債の利子課税に反対 ブンチュー・バンコク銀行副頭取は，投資債課

税が行なわれると民間企業は現在ほど投資債を買わなくなり，政府も開発資金を

得ることができなくなるから，投資債の利子課税は再考すべきであると語った。

v米輸出入銀行 100万ドルの農業援助一一ープンチュー・パンコク銀行副頭取は

記者会見で，米国輸出入銀行のタイ農民援助計画に関して次のように述べた。

米国輸出入銀行は 500万ドルの協力を決めているが，試験的に濯瓶その他の

面で 100万ノミーツをピッサヌローク県の農民に援助する申し入れがあった。援

助を受けるグノレーフ。はこの援助に対して， 400ライの農地を提供する能力を有

さなければならない。 500万ドノレを完全に使用するための計画は輸出入銀行に

提案しており，銀行側もその計画に賛成している。銀行は援助を受け入れる範

囲を広げるよう準備し，係官を派遣して調査させている。水不足に悩む農民は

水や機械を受けて，生産を急速に伸ばすことができょう。

13日 T Flll爆撃機引上げ一一サイゴンの米空軍筋によると，米国はタイのタクリー

基地の Flll戦闘爆撃機を 2週間以内に米国に引き上げる予定である。同機は北

ベトナム爆撃の試験飛行を行なっていた。引上げの理由は 9月の米国Nellis基地
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およびベトナムでの墜落事故が原因とされている。

Vプラパート副首相，戒厳令存続と発表一一フ。ラパート副首相は，戒厳令の存

続自体は大きな問題ではない。政府は国内の治安維持，外国からの侵略防止のた

め幾つかの戒厳令は残しておくことになろうと語った。

vベトナム人避難民送還で北ベトナム赤十字と接触一一プラパート副首相は，

北爆停止の事態は北ベトナム人避難民の本国送還の好機であり，タイ赤十字に北

ベトナム赤十字との接触を指示したと語った。また共産テロリストの活動は北爆

停止以来減少しているが，ナーン，チェンラーイ等では戦闘が行なわれ，パンコ

ク近辺ではかなりの宣伝活動が行なわれており， トンプリーでは宣伝文書を持っ

た共産主義者を数人逮捕したことを明らかにした。

v経済主義連合戦線が政党登録一一経済主義連合戦線が正式な政党登録を行な

った。党員数565人である。テープ・チョーティヌチット委員長は登録後，総選

挙では少なくとも 100人の候補者を立てる予定であるが，全県に立てることも可

能である。しかし東北部と南部に重点を置く。我党は共産主義ではなく社会主義

であり，共産主義者の浸透は防ぐと語った。

, First National City Bankバンコク進出を打診一一フ。ラパート副首相が語ったと

ころによると，ニューヨークの FirstNational City Bankがパンコク支店開設

を打診してきており，支店開設の際には国内航空網，住宅建設計画，農民援助等

について同銀行から融資が行なわれるものとみられる。

v濯漉計画は目標達成不可能一一国家経済開発庁筋によると，第2次5ヵ年計

画終了時の1970年までに，濯瓶地は330万ライ増加できるだけで，目標の910万ラ

イは達成出来ない見通しである。 1970年までに完成するダムはウットラディット

県のシリキット・ダム（24万kw, 300万ライ濯瓶）だけである。

14日 vタナット外相，北ベトムを非難一一一タナット外相は記者会見で，北ベトナム

は和平のために話しあっているのではなく，パリ会談を戦闘の代りに利用してい

るにすぎないと次のように語った。

米国や同盟国は和平のために真剣に努力しているが，共産主義は南ベトナム

を乗っ取ろうとしている。北爆停止にもかかわらず彼等は南ベトナムや非武装

地帯で侵略を続けている。北爆停止は一時的なものであり，侵略が続けば再開

されることになるだろう。

中国もまたタイ・カンボジアの関係を擾乱しようとしている。タイはいつで

もカンボジアとの関係改善を望んでいる。
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vタナット外相， ASEAN外相会議説を否定 ータナット外相は，タイがサパ問

題討議のため ASEAN外相会議を開くよう提案しているとの噂を否定し，会議

を聞いても得るものは何もないと語った。

vタイ国民連合党大会紛糾一一タイ国民連合の党大会3日目は党規約改正問題

等で紛糾した。同党党員のうちタイ自白人民連盟に所属する代議員約300人が，

党規約と政策の改正，正体不明の役人2名の除名要求をタノム首相に提出した。

改正要求の理由は，総会，党委員会，政策委員会等の党機関が共産主義政党の人

民協議大会，常任幹部会，共産党政治局などを模倣しているというものである。

約 100人の代議員は同夜集会を開いて規約が改正されなかった場合にとるべき態

度を討議している。これに対してタノム首相は，同党は共産主義者と闘うとの強

い決意を確認した。草案賛成派は共産主義者と闘うためには強力な党組織が必要

であるとし，賛成派と反対派が激論，これに総選挙立候補の指名を受けようとす

る代議員の思惑が重なって大会は混乱した。

Vデンマークから 1億パーツの借款一一一福祉局筋によると，タイの低家賃住宅

建設計画に対してデンマーク政府から 1億パーツの借款がなされる。貸付け期間

25年，条件は建設機械のデンマークからの買入れと技師招聴である。

V精米所の自由建設許可一一政府は工業省に対し，国家経済開発庁実行委員会

の精米所自由建設の勧告を検討するよう命じた。政府も精米所の自由建設を認め

る方針である。勧告内容は以下の通り。

(1) 精米所の建設場所を自由とする。これによって新精米所の他，現在の精

米所についても精米の質を高めさせる。

(2) 操業の許可条件

a. 精米過程でもみとぬかを分離できるものでなければならないo

b. 籾米から最低66%の精米を作り出すものであること。

c. 新精米所はすべて工業省の規格に従った設備を必要とする。

(3) 工業省は精米所定期検査の適切なスケジューノレをたて，また操業許可更

新前に検査を指導する。もみすり機は機械の交換によって精米もできるもので

あること。もし工場がこれらの指示を満たさない場合は更新を拒否する。

(4) 工業省は RiceMills Unitを能率的にするよう改善し，精米作業の調

査分析を行なれまた工業省は外国から技術援助を求める。また予算割当を受

け，仕事を能率的に指導するための職員を置く。

15日 Vジャラワ・ガンピア首相一行訪タイ
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Vタイ漁船，ピ、ルマ軍艦から銃撃を受ける一一ビノレマ国境近くのラノーン県

Chang島附近で；タイ漁船がピノレマの軍艦2隻から銃撃を受け， 1人が死亡， 6 

人が負傷した。乗組員は22人中 7人が島に辿りついた以外は行方不明となってお

り，漁船はピノレマの VictoriaPointに引航された。

Vポット開発相，党内対立説を否定一一ポット開発相は，与党内の対立はな

い，党規約は改正することができるが，共産主義者と同じ概念であるという言葉

を使うのは許されないことだと語った。

16日 Vタウィ一国防副大臣，米国軍事援助の改善を要求一一タワィ一国防副大臣は

特別記者会見で，米国の軍事援助は短期的目的には十分であるが，長期的にみる

ともっと必要となると次のように語った。

タイが必要としているのは二つある。第lに軍需工場建設である。タイ国軍

の装備は米国に依存しており，規格もすべて米軍と同一にしてある。米国はタ

イが長期的に自立化するのを望むなら軍需工場建設を援助すべきである。第2

は機動力の強化で，特に空中輸送力が必要である。ジャングノレで、はヘリコプタ

ーが特に有効であれ米国はこれまで多くの援助をしてきてくれたが，ヘリコ

プタ一等はもっと援助を強化してもらう必要がある。

Vタイ国民連合内部に分裂の兆し一一タイ国民連合スポークスマンは，党大会

は成功した。総選挙立候補者は11月末までに発表できると語った。立候補者 219

人の選定は現在三つの委員会で、行なわれている。 3委員会は，立候補予定者の過

去の言動，人気の測定と党大会の総括を行ない，特別委員会に報告して候補者を

推薦することになっている。

約300人の自由人民連盟に属する党員が自分達を立候補者に選ぶこと，選挙資

金の援助を要求し，要求が入れられない場合には，大量脱党して個々に立候補す

ると述べている。これらの党員は立候補者の選から洩れたグループといわれてい

る。

サャーム・ラット紙は，プラスイツト元協同組合省副大臣を中心とする元内務

官僚のグノレーフ。が党内の協力を拒んで、おり，左傾した党員の除名を要求している

と伝えている。

v党規約改正の動き一一タイ国民連合のサウェーン高lj幹事長は来年， 2月の選

挙以前に党規約を改正することは不可能であると語った。一方タワィー幹事長は

記者会見で，近くタノム首相に党規約改正案を提出する。 300人が脱党，新党結

成という行動をとっても，憲法はそうした個人の権利を保証している。党規約は

戸
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共産主義的なものではない。規約というのは火器のようなもので使う目的如何に

よる。我党は民主主義社会の発展に使用する。共産主義的というのは規約中の社

会という言葉を社会主義の意味にとった誤解であると語った。

17日 vタイ国民連合ノーン力一イ支部分裂か一一タイ国民連合ノーンカーイ県支部

では，候補者2名がすで、に決まっており，選にもれた 3人が脱党して無所属で立

候補するとの噂が流れている。 3人のうち ThongmarkRamasutr夫人は，指名

を受けなかったときは，父親のチューン元農相の支援で無所属で立候補すると述

べており，何人かはこれに続いて脱党するとみられている。

V日本に電力プラント発注一一ヤンヒー電力公社は日本の三菱重工業に，サウ

スパンコク火力発電所用電力プラント（20万kw）を発注した。これは第2次発注

で引渡しは1970年11月の予定である。

V南部錫鉱山に世界最大のドレッジャー一一ThailandExploration and Min-

ing Company Limitedは， 近い将来月産能力40万立方ヤードのドレッジャーを

導入する予定であると発表した。建設申請は来年 1月に提出する予定である。ド

レツジャーは1970年初めにパンガー，プーケット両県の錫鉱山に配置するが，錫

採掘のドレツジャーとしては世界最大のものである。

18日 vビルマ領海附近に巡視艇増強 国防省高官筋によると，タイ海軍は領海線

附近で予想される漁民とピノレマ巡視挺との紛争に備えて，ラノーン近辺に巡視艇

を増強する予定である。ピルマ政府は18日領海12海里を正式宣言したが，これに

よってピノレマ領海内で、操業していたタイ，パキスタンの漁民は打撃を受けるとみ

られる。

vタノム首相，党規約再検討を約束－YuangIamsila氏らは，タイ国民連合

党規約は共産主義的であるとして党組織の改正要求書をタノム首相に提出した。

これに対してタノム首相は，党の機構は共産党をモデノレとしたものではない。し

かし再度検討して，総選挙前に党大会を聞くと語った。

v共産ゲリラの活動増加－ータノム首相は記者会見で，北爆停止は共産テロリ

ストの浸透ばかりでなく，園内の闘争を増加させた。ハノイは東北タイやラオス

での活動激化を指令し，またラオスの共産テロリストはタイ国内に侵入して武装

闘争と宣伝強化を指示していると思われると語った。

v共産ゲリラとの戦闘一一タノム首相は記者会見で， 11日から17日までの 1週

間にノーンカーイ，ウボン，サコンナコン県の戦闘で共産テロリスト 3人を殺

し，ナコンパノムのナーケー郡ではヘリコプター基地を発見した。プリーラム県
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では村民2人が殺された。ナコンパノム，サコンナコン， yレーイ，ナーン各県で

は役人が襲われ，ピッサヌロークでは村長が負傷したと語った。

19日 Vプラパート副首相党役員辞任説を否定一一プタラパート副首相は特別記者会見

で，もし 300人の元国会議員が脱党すれば与党は下院で絶対多数をとれなくなる

と次のように語った。

選挙まであと 3ヵ月しかないし，選挙区は県単位となっているので知名度の

高い候補者が必要だ。新人を立てることも必要だが，今からでは間にあわない

ので今回は元議員に頼ることになる。私やタヴィ一国防副大臣，クリット陸軍

副司令官が，党規約が改正されなければ党役員を辞任すると脅迫しているとい

う噂があるがそのようなことはない。しかし党規約改正についてはできれば選

挙前に検討すべきである。

Vタイ南部の新旧ゲリラが同盟か一一ソンクラー県警の確認によると，タイ南

部の共産ゲリラは新旧交代が行なわれ，両者が合流する試みはかなり成功して当

局にとって重大な脅威となっている。過去20年間マレーシア共産党の陳平による

指導は失敗に終り，共産ゲリラはナラティワート，ソンクラー，ヤラー県の一部

に閉じ込められた形となっていたが，最近2年間に主として若いタイ人のグルー

プが活動の表面に出てきてパツタノレンからプラチュアプキーリーカン県にかけて

活動しており，タイ中央部の約200人のゲリラとも接触がある。このグルーフ。の

指導者は PhayomeJulanondh元陸軍中佐と MongkolNa Nakhonの2人で，

古い共産ゲリラとの同盟関係樹立を推進しており，サトゥーン県の回教系ゲリラ

の所へ代表を派遣しているという。

V英国の投資増加を要望一一スリヨン貿易委員会委員長はロンドン商工会議所

使節団に対し，タイ英貿易は過去3年間に毎年8億ノミーツの貿易収支の赤字を出

している。貿易収支の逆調を是正し，タイ農民を援助するためにも英国は農産物

加工工業への投資を増加してほしい。これは英国にとっても投資の利益と資本財

市場を得られることになると語った。

V第2金融市場の創設を要請 プンチュー・パンコク銀行副頭取は，政府

債，有価証券，大蔵省証券，商業手形などを扱ういわゆる第2金融市場を創設す

べきである。このために政府は小切手法，予算法を改正すべきである。また外国

投資誘致のためにも，国内銀行は外国銀行の支店設置に反対すべきでないと語っ

た。

v南部のパーム樹開発計画一一ヒ。ツト農業局次長が語ったところによると，南

月
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部のパーム開発計画は成功の見込みがあり，民間または政府のパーム油産業への

投資が期待される。パーム樹はサトワーン，ナコンシータマラート岡県に試験的

に植樹する。このプロジェクトはコロンポ・プラン援助として英国から 100万パ

ーツの英国人調査員費を受けとっている。

v砂糖生産過剰の見通し－PongsakdiPassavanij工場局長は，今年の砂糖生

産は国内需要を 8～10万トン上まわる見通しであると語った。

20日 v中国の国連加盟たな上げについて一一中国の国連加盟が今年もたな上げされ

たことについて，与党のサウェーン副幹事長は， rp共の国連加盟を阻止で、きたの

で，国連の議事が邪魔されないですむと述べた。一方経済主義連合戦線のテープ

委員長は，中国の国連加盟に賛成しているが現在は態度を保留する。中国が国連

に加盟すれば社会の秩序はもっと守りやすくなると思うが，中国が直ちに侵略政

策を放棄することはなかろうと語った。

vフラン切下げの影響なし一一一スーム蔵相は，フランスがフラン切下げを行な

ってもタイの金融には大きな影響はない。現在の対仏貿易は正常であるし決済は

わレで、行なわれている。西独のマルク切上げの場合には西独商品を高い価格で、買

わされることになる。なお政府としては自動車の輸入関税引土げは考えていない

と；語っfこO

v共産ゲリラの活動増加一一一フ。ラパート副首相は記者会見で，北ベトナム爆撃

停止は共産主義者の侵略を止められなかっただけでなく，かえってタイでは増加

させている。タイ国内のテロリストは北爆停止後多くの武器装備の供給を受けて

いる。現在は乾季のためラオスやカンボジアからの武器輸送は比較的楽である。

共産主義者はその関心をベトナムからタイに向けつつあると語った。

vメオ族は共産ゲリラの温床一一一チューサガー・チェンラーイ県知事は，県内

にいる約8000人のメオ族は中国語を話L，中国名を持っている。従って中国語を

話す外部の共産ゲ、リラとはすぐ親密になり，武器の供給を受けて県の巡視隊を襲

う。外部の共産主義者は主に中国とラオスから来ており，また北ベトナムで訓練

を受けた土着のゲリラもいると語った。

vバンコク銀行，農産物の流通機構を批判一一パンコク銀行は 9月号月報で，

農業開発の背後に隠されている流通機構の非能率J性は大きな問題であると大要次

のように述べている。

農産物の流通市場には多くのr11間業者が介在しているがこれは多くの問題を

起じごし、る。第 1は庭先価格と／卜'TC価格の差が大きいことであり，その差が40
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%を越えている品もある。第2は中開業者の多くは農民に金を貸しているため

農民が適正販売できないことであるO 債務のために農産物を収穫後すぐ売りに

出さなければならないが，業者はこれを買いたたく。問屋制度は便利だが，私

企業は最大限に利潤を追求することを考えると，問屋制度導入は論議の余地が

ある。政府や農業協同組合が流通機構に介入しでも効果は疑わしいし，役人は

官僚的非能率，腐敗の悪名が高い。協同組合についても政府の干渉，有能な実

務担当者の不足，資本の不足によって効果はなかろう。この解決のために農

民，バイヤー，中開業者，輸出業者で市場委員会を設置し，協力していくこと

が必要で、ある。

V中央部上流地域で水不足深刻一一チュンチャーン濯概局長は今年の水不足は

深刻であると次のように語った。

シーズン始めの降雨は順調であったが， 8月9月に降雨量が少なく，河川の

水位が下っている。例えばナーン川はウドン県で平年より50%，パーサック川

はサラブソで、60%水位が下っている。濯瓶のない地域で損害が増えている。す

でに28県で 130万ライが不足に悩んでいるという報告がある。これらの地方は

大部分が，中央平野の上流部にあたるピッサヌローク，ピチット，ガンパンペ

ット，ベッチャブーン，ナコニサワンの諸県である。現在援助した面積は37万

ライである。

21日 vタイ・ビルマ国境委員会は11月末開催一一一タウィ一国防副大臣は，今月末に

チェンラーイでピノレマと国境問題について会談すると語った。議題にはメーサイ

河の流域問題およびタイ漁船銃撃事件が含まれる。なおタイ海軍の巡視艇を，タ

イ漁船のピノレマ領海侵犯を防ぐためラノーン県沖合に配置する。

V国家防衛法一一パンコク・ポスト紙によると，現在政府は国家防衛法の検討

を進めており，共産主義および戒厳令に関する革命団布告廃止後，現行の共産主

義活動防止法の追加法規として以下のような特別権限を与えることとしている。

(1) 共産主義容疑者は裁判なしで 420日間拘留できる。この場合警察署で90

日，更に警察局長の許可を得て60日間拘留できる。 150日を越える場合は裁判

所の許可を得て留置期間を90日延長できる。 90日間延長は 3回申請できる。

240日をすぎたら起訴するか釈放しなければならない。

(2）殺人容疑者は警察で 7日拘留，裁判所の許可を得て12日間延長する。延

長申請は 7回できる。

(3) 政府が共産主義侵透地区と宣告した地区は，捜査令状なしに武器，文書
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の捜索を行なう。また住民を安全地域に移住させるo

v上院，精糖法改正案を可決

V重晶石採掘にタイ米合弁企業一一一アムヌアイ投資委員会事務局長は，タイ・

米合弁の InternationalMineral Chemical Co. Ltd. of Texasが重品石採掘のた

め，奨励産業指定業種の適用を申請したと発表した。同社は資本金2200万パーツ

で49%はタイの MaeHuey Y ai Mining Co.が所有している。重品石はこれま

で全量アフリカからの輸入に頼ってきたが，最近ソンクラー，ヤラーなどで鉱石

が発見された。

v消費者物価指数一一パンコク・トンブリ一地区の消費者物価指数 (1962年二

100）は 9月が114.3, 10月が115.2となった。 10月の食料品は1.6%上昇したが，

特に野菜，果実は7.3%値上りしている。

v粗悪なタイ・シルクは輸出禁止－ーポット商品規格課長は，今後粗悪なタイ

シノレクは輸出を禁止すると語った。タイ・シルクの品質低下についてはオースト

ラリアからすでにクレームがつけられている。なおタイシルクの輸出については

11月始めから商品規格課の監督下にある。

v投資委員会の認可した奨励産業

(1) Thai-Mitsui Textile Co. Ltd. 4600万パーツ，織機120台，ポーラー，年

産112万5792ヤード

(2) Far East Textile Co. Ltd. 3400万パーツ， 1万錘，ポリエステノレ・綿混

紡織糸，年産165万7500ポンド

(3) Synthetic Resin Glues Manufacturing 4100万パーツ，第 1期合成勝

年産 1万5000トン，第2期蟻酸アノレデヒド年産 1万トン

22日 V政党登録一一内務省登録局の報告によると，現在まで政党の登録を許可した

のはタイ国民連合と民主党の 2党だけである。登録許可を求めているのは民主主

義戦線，労働党，経済主義連合戦線，人民進歩党，農民援助党，人民党，農民党，

自由民主党，自由道徳党の 9政党である。

v中央銀行総裁，金融状勢について語る一一プアイ中央銀行総裁は，フラン切

下げが行なわれたとしても，他の通貨が安定していればパーツに影響はない。し

かしポンドの再切下げがあると，各国との貿易はポンド建てが多いので、パーツ切

下げの問題がでてくると語った。現在タイの外貨準備は10億ドノレで，このうち金

が約9000万ドル，ポンドは約2200万ポンドとなっている。中央銀行は昨年8月以

来600万ポンドを売っている。なおタイ銀行協会は22日から交換レートを次のよ
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うに定めた。

ポンド

マルク

買 49.25 パーツ

5.22375 グ

売 49.61 パーツ

5.28375 " 

フラン 5.14 " 5.19 " 

V米輸出に明るい見通し一一アムポン経済省次官は，今年 1月から11月22日ま

での米輸出量は 90万8600トンで， 100万トンの輸出目標は達成できょう。米国が

米輸出補助金を停止したので，タイ米がヨーロツパ，中東市場を回復するチャン

スがあり，接触を開始した。香港もストックが減っているので大量注文がくるだ

ろう。日本には貿易のアンバランス是正のため，昨年並みに買ってもらうと語っ

fこO

23日 T 160人がタイ国民連合から脱党を通告一一タイ国民連合党員約160人が脱党し

て無所属で総選挙に立候補することを決定し， SathitSopharatana, Nissit Vetsi-

riyanan 2人の代表がタウィー幹事長に口頭で伝えた。タウィー幹事長は再考を

求めたが2人の代表は要求している党規約の改正と規約推進者の除名が入れられ

なかったので大量脱党すると語った。

v党規約の修正を約束一一タウィ一国防副大臣は記者会見で， 22日の党首脳会

議でタイ国民連合党規約は共産主義的なものではないということで意見が一致し

た。しかし語句の修正を行ない，国民がわかりやすいように改正することを決定

したと語った。この日発表した党声明は，党の政策や規約は民主的なものであ

り，党は共産主義者を鎮圧し，民主主義社会の建設に努めることを強調してい

る。なお12月中にフ。ラパート副首相が東北タイへ，タウィ一国防副大臣が北およ

び南部へ，またタノム首相は圏内の重要地域を遊説してまわる予定である。

vラオスから正体不明のヘリコプタ一一一警察筋によると，正体不明のヘリコ

プターがラオスからノーンカーイ県プンカーン郡に飛来した。今週初めにサンコ

ム支郡で共産ゲリラとの戦闘が行なわれた。

24 B V密輸防止のため巡視艇増強一一最近行なわれたタイ・マレーシア警察高官会

議で，密輸の増加を防止するためサトワーン，ナラーティワートの海岸地域で，

タイ水上警察の巡視艇を増強することが決定された。

25日 vタノム首相談一一タノム首相は記者会見で，タイ国民連合の党員の大部分は

党規約を信頼しており， また党内に共産主義者が潜入している事実はない。 160

人の脱党は，候補者に選ばれなかったから脱党したのだ。規約については語句を

修正して目的をわかりやすく改めると語った。
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Vプラスート警察局長談一一プラスート警察局長は記者会見で，共産テロリス

トや盗賊が国境を越えて逃げたときには，マレーシアとタイ双方が追跡権を有す

るとの合意に達した。チャムラット副局長が南部を視察したあと，マレーシア警

察当局と国境防衛の共同手段を相談する。共産ゲリラ鎮圧のため現在以上の兵力

を必要とするが，警察官は 1万人以上不足している。当局としては警察官の徴兵

を考慮していると語った。

v共産ゲリラが村を襲撃 タノム首相は記者会見で， 18日ピッサヌローク県

ナコンタイ郡のペッチャプーン山麓で，約30人のメオ族共産テロリストが村を襲

い，義勇兵8人と伍長2人を殺したと発表した。共産ゲリラは北ベトナムで訓練

を受け，ラオスからタイ国内に入り，民衆の支持がなかったので絶望して村落を

襲ったと発表されている。なお18～24日の聞にチェンラーイ，サコンナコン，ピ

ッサヌロークで共産ゲリラ 3人を逮捕， 13人が投降した。

26日 V政党の集会を自由化一一ーアムヌアイ首相官邸事務局スポークスマンは，閣議

で戒厳令第11章第1条の効力を来年2月10日まで一時停止し，各政党は総選挙準

備のために自由に会合を開くことを許可したと発表した。同時に北，東北，南部

の共産主義浸透地区26県の公共の集会も許可される。

27日 V南ベトナムのパリ会談参加を歓迎一一一タイ外務省は南ベトナム政府のパリ和

平会談参加決定を歓迎するとの声明を発表し，同時にパンコク駐在大使を通じて

米国と南ベトナム両国政府と声明発表前に綿密な相談を行なっていたことを明ら

カ斗こ Lfこ。

Vプラパート副首相，脱党者なしと語る一一ブ。ラパート副首相は，自由人民連

盟のメンパー中からタイ国民連合の脱党者が出たということは聞いていないと語

った。現在までに正式に脱党したのは元国会議員（アユタヤー選出） Prasert 

Boonsom氏 1人である。

vタイ・マレーシア警察当局会議一一一タイ・マレーシア両国は国境付近の密

輸，ゲソラ活動，海賊，違法入植等の問題について会談を行なった。プラスート

警察局長は，マレーシア側が非公式に要請した合同海上警備，タイ国内にマレー

シア警察軍を駐留させるとの点につし、て言明を避けたが，現在の警備活動は成功

しており，合同警備は不必要である。しかし両国当局間の密接な協力は続けねば

ならないと語った。

v新出版法一一一フ。ラパート副首相が語ったところによると，新出版法では，全

ての編集者はチュラロンコーンまたはタマサート大学でマスコミ，または広報活
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動の学位を得ることが必要となる。しかし新法発効以前にその地位にある者はこ

の適用を受けない。

vタイ湾干拓の事業計画一一アムヌアイ投資委員会事務局長の報告によると，

現在投資委員会ではチョンプリー県Angsilaのタイ湾6280ライの干拓計画を奨励

産業に指定するか否か検討中である。同計画は投下資本11億ノξーツで第1期（ 5

年） 1580ライ，第2期（ 5年） 4000ライを干拓する。干拓地は工場用地とする予

定である。プロモーターは PrakaipetIndhusophon氏で，奨励産業に指定され

次第 GeneralDevelopment Company Ltd.として発足するが，すでにヤンヒー

電力公社，タイ国電話機構が協力を申し入れている。

vタイ・シンガポール合弁冷圧延工場申請一一投資委員会の報告によると，タ

イ，シンガポールの実業家グルーフ。がタイに冷圧延工場建設のため奨励産業指定

を申請している。この計画はシンガポールで、インゴットを生産，タイ国内で冷圧

延を行なう。資本は数千万パーツの予定。同様の申請はタイ合弁の企業からも出

されている。投資委員会としては，日本のフィーズィピリティ・スタディが終了

後二つの申請について検討する。

v籾米買入価格設定一一米穀予約委員会は新籾米買入保証価格を次のように設

定した。 （各1クイエン当り〕籾米 1等1300パーツ， 2等1150パーツ， 3等1100

ノξーツ， 4等1000パーツ。（ 1クィエンは約 1トン〉

28日 vタイ国民連合，総選挙立候補者発表一一タイ国民連合は 905人の立候補希望

者の中から 191人を選考して発表した。パンコク， トンブリー，アユタヤー，ラ

ーチャプリーの候補者は未定である。候補者の30%は元国会議員である。消息筋

によると，パンコク， トンプリーが候補者未定なのは，両市の議席が不明である

こと，及び議席を失なうのを恐れているためといわれる。なお党規約改正を要求

した 300人の指導者ユアン・イアムシラー氏はウドンの立候補者に選出されてい

る。アユタヤーが未定であるのは，岡県の有力者 PrasertBoonsom氏が脱退を

声明しているが，規約が改正された場合は復党が予想されるため。

vタウィー幹事長，党内選考の事情説明一一タウィー国民連合幹事長は，バン

コク， トンプリーの候補者が未定であるのは，両区が非常に重要な選挙区であ

り，あまり早く候補者を明らかにするのは得策でないからだ。自由人民連盟のメ

ンバーを選考の対象から除外したことはないと語った。

v与党内の 5人が無所属で立候補を表明一一タイ国民連合の党内選考からもれ

た，タイ自由人民連盟の BoanthamChumduang氏ら 5名は無所属で立候補する
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ことを明らかにし，我々は中道政策でいく，他に60県で約200人が我々と共に無

所属で立候補すると語った。

v中小企業開発融資開始一一中小企業開発融資事務局は30日からコーンケーン

での中小企業への融資を始める。今会計年度の融資総額は3000万から3600万パー

ツで，融資は KrungThai銀行を通じて行なわれる。同局設置以来380社， 8000

万パーツを融資している。資本金200万パーツ以下の企業に50万パーツ以内で融

資し，返済期間は 3～10年である。

v日本に買付約束実行を要求 タイの農業貿易関係団体は経済省に対して，

タイ日貿易合同委員会の協定にもとづき，日本が買付けを増大するよう圧力をか

けるように要求した。関係団体は日本が約束を守らないことを心配している。

v投資委員会の認可した奨励産業

(1) Chieng mai Commercial Co. Ltd. 750万ノξーツ，豊産物加工工場建設，

年産3500トン

(2) White Elephant Wood Flooring Co. Ltd.追加投資72万パーツ，寄木床

板3 木材乾燥の生産能力40%拡張，および寄木細工床板生産設備年産600m3

(3) Thai Cotton and Fishing Net Co. Ltd. 追加投資5100万パーツ漁網年

産250トンから750トンへ拡張

(4) Thai Nylon Co. Ltd. 追加投資4900万ノミーツ 生産を年360トンから490

トンへ拡張

29日 vタイ国民連合の立候補者・半数はタイ自由人民連盟所属一一パンコク・ポス

ト紙によると，タイ国民連合が発表した候補者 191人のうち， 83人は党規約改正

を要求したタイ自由人民連盟に属するグルーフ。で、ある。

vタイ独立党が結成準備申請一一タイ独立党（Thwitipad）が政党結成準備申請

を提出した。委員長は PrapansakKamolpet氏で，総選挙ではカラシン州にだ

け候補者をたてる予定。同氏は元内務省官吏，日本の生産性本部に勤務，東京大

学でタイ語を教えたことがある。

v総選挙広報活動費一一内務省は総選挙の広報活動として 1千万パーツを充て

る。広報活動としては映画，ポスター，外人向英語版ガイドブック，ラジオやテ

レビ番組，作曲募集などがある。

v対ピルマ・サッカ一戦で火炎びん 国立競技場のタイ・ピノレマ対抗サッカ

ー試合で火炎びんが投げられ， 1人死亡， 6人が負傷した。

vアジア・ココナツ共同体創設に合意一一ECAFE筋によるとタイ，セイロン，
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インド，インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール7ヵ国は，アジ

ア・ココナツ共同体の創設に同意した。初年度には UNDPから15万ドルの融資

を受け，加盟国は最低5千ドノレの分担金を支払う。

v米輸出見通し一一ポット開発相は，今年の米の生産は昨年よりもよく， 1969

年は120～130万トン輸出できるだろう。今年についても輸出は 100万トンを越え

ると思うと語った。なお 1月から11月28日までの輸出量は93万2700トンで，この

うち政府間ベースは38万2700トンに達している。

30日 共産ゲリラが襲撃一一ノレーイ県で山地種族開発チームが共産ゲリラに襲われ，

1人が死亡， 2人が負傷した。

I 紡績業奨励の再開

（カーウパニット紙11月9日論説〉

投資奨励委員会では紡績工場の投資奨励を一時中止していたが， その後再開を望む

芦が強まってきたこと及び織物工業の側から国内産の綿糸が不足している上に価格が

高いという不満が出されたために，この問題を審議した結果， 11月1日から明年1月

29日までの90日間，紡績及び織物業への投資奨励の審査を次の条件を理由により再開

することを決定した（11月4日参照）。

“現在，糸製品と織物の需要が急激に増加したので，投資奨励委員会は奨励審査を

再開することが必要だとの見解に達した”そして，委員会は次の三つの条件を設定し

た。要約すると次のとおり。

(1）出願者は所得税免除の特権と利益を受けることなく，申請通り実施する保証と

して，委員会に現金または国債を積み立でなければならない。（2）最新式の新しい機

械を使用しなければならない。 （3）全額または大部分の資本がタイ人のものである出

願者の審査を優先する。

その後， 11月7日に全国 10工場（国防省の織物公社の工場を除く〉の紡績工場を会

員とする織物工業会の会長プラマーン少将は， これについて記者会見を行ない次のよ

うに述べた。 「当局の今回の措置に関しては賛成出来るが，過剰生産を防止するため

に，各工場の紡錐数を制限しなければならない。 しかし委員会を満足させる程，現金

または国債を保証金として積み立でなければならないという条件については賛成出来
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ない。保証は必要だが，現金や国債ではなく銀行を保証人とするだけで充分である。

国内の綿糸生産と市場の情況をみると，現在，民間の工場数は10工場である。 この

うち，織機を有している紡績工場は 9工場であり， 残りのー工場は国内の大小の織物

工場に糸を販売している。線糸生産は増加する需要に追い付かない。当局は高い関税

障壁をもうけて国内の紡績業を保護しているが， これは国内生産の綿糸の価格を上げ

当局に対してしばしば陳情が行なわれているように，織物工業に対してきわめて不利

な条件となっている。今回の審査再開はこれらの情況に適切な措置で、ある。それは，

国内に多くの紡績工場を設立し需要者に競争によってすぐれた品質を供給させ，販売

価格も適正なものとする。現在，国内で生産される糸の価格は非常に高く，織物生産

に必要な資金もそれに従って高くなっている。 さらに，糸の生産も使用者の必要とす

るすべての番手に及んでいない。生産量も十分でなく，時によって不足しており，機

会があればたえず価格が上昇しようとする理由となっている。工場設立の奨励が開始

されると，すでに述べたような問題を解決するのみならず， 政府の綿裁培奨励政策に

まで効果をもたらそう。

現在国内の需要に応じられない綿布生産について考えると， 国民の好みによって，

各種の織物を毎年多量に外国から輸入していることから分るように，消費量に応じて，

どれだけ生産したら良いかということはむずかしい問題である。国民の需要量以上に

生産輸出している国でさえ， 消費の好むところに応じて外国から織物を輸入する程で

ある。

原則についていえば，紡績工場設立の奨励審査再開は大変結構なことであるが， 国

内生産が過剰にならないよう十分に調査する必要がある。何故なら我国の生産費は諸

外国のそれに比べて高いので， 国外市場を求めることはきわめて困難だからである。

諸外国はすべて大規模の工場であり費用も安い。また，政府も輸出補助を行なってい

る。

委員会が満足いくだけの現金また国債を保証金として積み立てるという条件付の審

査受付は，プラマーン少将は反対しているが，それなりの理由がある。投資者の申請

を審査し承認すれば，実際に若手させなければならぬ。この権利は売買されるもので

はない。そうなれば他人を妨害することである。同時に委員会の条件の設定は特定の

人達だけでなくすべての人々が実行出来るように周知徹底させねばならない。出願者

の全額または大部分がタイ資本でなければならないという条件は良いことである。と

いうのは，現在タイ資本は十分あり，タイ人はこの種の工業を十分行なう能力を有し

ているからである。われわれが自ら行なうことの出来る仕事はますます広く実施出来
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るよう奨励しなければならないという原則を取るべきである。

ともかく，これまでつねにお互いに矛盾を持ちがちであった紡績，織物はまずこの

点から考慮しなければならない。

II 1969年度支出予算 パンヤット・サムーチュワ

（カーワパニット紙11月9日～12日〉

1969年度支出予算は史上最高のものとなった。すなわち， 239億6000万ノξーツで前

年より26億9800万パーツ増である。（対前年比12.69%増）これは経済，社会の拡大及

び国家の安全保障の維持に対する支出が増加したためである。支出予算は毎年10%以

上の増加をしめしている。たとえば， 1964年度は114億3000万パーツ， 1965年度は 128

億7000万ノミーツと増加し，第2期経済社会開発計画（1967年～1971年〉の開始された

1967年には 192億2830万パーツと対前年比27%の増加である。

1969年度の経常歳入は 178億8100万パーツで，不足分は中央銀行借入23億ノξーツ，

国債発行20億ノミーツ，国庫剰余金繰入17億7900万ノミーツとなっている。

1969年支出予算を支途別にみると，次の通りである。

経済開発費 6,841.6 （パーツ） 28 .6 (%) 

教育費 3,899.2 16.3 

国防，治安維持費

社会福祉，保健衛生費

行 政費

負債返済費

その他

5,774.5 24.2 

3,038.0 12.7 

1,605.8 6.7 

1,956.4 8.2 

844.5 3.3 

23,960.0 100. 0 

国防，治安維持費は 57億7700万パーツと経済開発費よりわずか 1億ノξーツ下廻るに

過ぎない。これは，もし経済活動に障害になる程国家の治安が悪化すると，経済開発

が困難になるからである。

上記の支出予算からみると，政府はこれまでの政策を踏襲することが分る。経済面

に関する支出は68億パーツ余であるがこの内訳を見ると，次の通りである。

運輸通信， 35億 0130万パーツ，農業26億 8640万ノξーツ，エネルギー及び燃料3億

6460万ノξーツ，鉱工業2億3520万パーツ，その他行政費5440万ノミーツ，上記の予算割

当は経済開発計画の重要性を示している。すなわち，運輸通信への支出は全体の51.4

%をしめて最重点がおかれている。国民の大部分に重大な影響を持つ農業面への支出
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はわずか19%をしめるに過ぎない。

政府の経済面における支出は国民の所得を向上するために生産の増加をはかるため

である。生産の増加について，政府は農業，工業の両面を奨励する政策をとってい

る。特に政府は国家の所得を高める重要な生産部門として農業への投下資金をふやし

ている。

これまでの経験から，農業部門への支出はすでに多くの目標を達成しているが， 農

業生産は自然条件と外国の農産物市場の如何に左右される。農業，特に濯瓶面におけ

る投資は囲内資金と外国から借款に大きく依存している。 しかし，建設された濯瓶施

設はまだ十分でなく，結果は良好ではない。水はあっても濯概水路は現在大部分が幹

線水路だけである。農民はこれらの水路から水をとることが出来ない。更に濯概局は

濯翫水路の堤防にポンプを設置することを許可しない。現在，圃場に水を取り入れる

小水路は完全で、はない。水路があっても， 政府が援助を与えて水路の開削を行なって

いる土地農協組織されている地域に限られている。もし，本当に実施しようとすれば，

土地農業協同組合局の役割はきわめて重要である。もし，ダム建設によって得られた

水の利用が，投下資金を回収するだけの利益をもたらさなければ， ダム建設のための

多額の投資は全く用をなさない。 （以下省略〉
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争政 党

12月末までに内務省に政党として届出があったのは以下の13政党で， このうち正式

に承認されたのは上位の7政党である。

政党 英語（タイ語〉名

タイ国民連 United Thai People Partv 
合（Saha Pracha Thai）ー

民主党 DemocratParty 
(Prachatipat) 

民主主義戦 Democratic Front Party 
線（NaewPrachatipatai) 

経済人連合 EconomistUnited Front 
戦線 (Naew Ruam Sethakorn) 

人民党 PeopleParty 
(Prachachon) 

自由民主党 Free Democracy Party 
(Seri Prachatipatai) ， 
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総裁タノム・キッティカ子ョン

副総裁プラパート・
チャーノレサティエン

" ポット・サラシン

" プラスート・ルチラウォン

幹事長 タウィー・チュンラサップ

委員長セーニー・プラモート

副委員長レッカ・
アパイウォン夫人

庁 ブンテン・トンサワット

書記長ヤイ・サウイットチャート

委員長兼書記長バイトゥーン・
クJレアケーワ

副委員長 VorapoteVongsangah 

n Klerk Rawangphai 

庁 SmarnThong-abhai 

委員長テープ・
チョーティヌチット

副委員長 KlaewNorapati 

" ・ Suthep Saccakul 

" Visit Sripatra 

書記長 PornchaiSaengchut 

委員長 リエン・チャヤカーン
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労働党 LaborParty 委員長 ChuerKarnkaew 
(Raeng Ngan) 

書記長 V ira Thanomliang 

農民党 Farmersand Peasants Party 委員長 PaibulAreechon 
(Chao-Rai Chao”Nah) 

副委員長 Thanakit Wongsaroj 

" Singkham Methanon 

" Chamroon Lakamthorn 

II Nisit Atthachinda 

II Pote Panyathip 

書記長 SanitThanarat 

農民援助党 Joint Aid for Farmers Party 議長 シッティポン・クリッダーカン
(Sammacheep Chuey Chao-Nah) 

委員長チュワン・
カセートシンバカーン

自由道徳党 Free Morals Party 
(Issaratham) 

書記長 LuanVejjarikanon 

委員長 LuangChai Supa 

副委員長・ Sa-ard Chanpa 

II Sawat Bunyalert 

書記長 トンディー・
イッサラチウィン

人民進歩党 People’s Progress Party 
(Pracha Pattana) 

新シャム党 New Siam Party 
(Sayam Mai) 

タイ独立党 Thai Soveregnity Party 
(Thaithipat) 

多首相候補投票

委員長 Bir油 ongThongthaem 

書記長 SamranChulachao 

委員長 Kasae Senapolasidhi 

書記長 VichaiLojaya 

委員長 PrapansakKamolpet 

サヤームラット紙は12月14日から， 愛読者による次期首相の人気投票を行なってい

るが， 12月28日現在の結果は次の通りである。

第 1位セーニー・プラモート（民主党党首〕 3,229票

第2位タナット・コーマン（外相〕 514票

第 3位プアイ・ウンパゴン（タイ国銀行総裁） 453票

第4位 ククリット・プラモート（サヤーム・ラット紙論説委員） 519票

第5位タノム・キッチカチョン（首相〉 156票
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第6位チャムナーン・ユアブーン（地方行政局長〉

第7位 フ。ラパート・チヤlレサティエン（副首相）

第8位 タウィー・ブンヤケート（元首相）

第9位ポット・サラシン（開発相）

第10位サノ・ラックタム（バンコク市議会議長）

第11位 ユット・セーンウタイ（元・法令審議会事務局長〉

第12位 タウィー・チュラサップ（タイ国民連合党幹事長）

第13位テープ・チョチヌチット（経済人連合戦操党首）

第14位 リエン・チャヤカーン（人民党党首〉

第15位ルアンチャート・トラカーンコーソン

。

票

票

票

票

票

票

票

票

票
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多奨励産業の現状

アムヌアイ投資委員会事務局長が31日発表したところによると， 1968年に投資委員

会が認可した奨励産業の直接投資額（プロジェクト段階）で米国が 1位となり，過去

4年間 1位の日本を追い抜いた。

米 国

日本

中 国（台湾）

1967年登録資本 1968年登録資本

4660万ノミーツ 1億1130万パーツ

6400 " 5320 " 
1890 ” 3100 " 

1967年 1968年

139 147 

79 104 

7億3900万ノξーツ 7億0200万パーツ

161'.意8600 ” 23億3600 " 

投資奨励プロジェクト

奨励証書交付

登録資本総額

投資総額

新規雇用人員 1万1150人以上 1万2438人以上

タイ資本は4億ノξーツで登録資本総額の約60%を占めている。 しかし 100%タイ資

本の企業は全体の30%にすぎず， 70%が合弁企業である。なお1959～68年の産業投資

奨励実績は，フ。ロジェクト527，投資総額156億2600万パーツ，登録資本総額45億8500

万パーツ，登録資本内訳はタイ資本30億4000万パーツ，外国資本15億4500万ノξーツで

ある。 527プロジェクトのうち現在既に稼働中の工場は318, 建設中の工場は209工場

である。

-185ー 一（207）ー



タ イ（12月〉

1968年の奨励証書交付企業 C1～11月〉

（単位 1,000パーツ）

国 日！J 企業数 登録資本 投資総額

タ イ 97 663,700 1,113,300 

米 国 12 129,900 232,400 

日 本 15 67,450 150,950 

中 国（台湾） 12 49,700 81,800 

英 国 7 18,600 33,700 

西 独 3 12,550 20,800 

ス イ ス 3 10,400 10,400 

シンガポーノレ 3 23,500 26,600 

香 港 】つ 14,000 14,600 

マレーシア 2 11,650 14,950 

フィリピン 1 10,000 10,000 

オラ ン夕、 1 1,200 1,200 

デンマーク 1 14,400 48,800 

そ の 他 6 600 600 

計 165 1,027,650 1,760,100 

（注〉 無効としたものも含む。重複あり，実際の交付企業数は99社。

1968年操業開始の奨励産業 C1～11月）

国 別 企業数 登録資本 投資総額

タ イ 44 256,350 622,040 

日 本 7 38,600 143,000 

中 国（台湾） 6 16,300 33,800 

西 独 1 5,000 10,000 

インドネシアキ 1 5,000 10,000 

イ タ リ 一 1 5,000 5,000 

英 国 1 4,000 4,000 

ノノレウェー 1 3,500 7,000 

マレーシア 1 3,000 6,000 

シンガポール 1 2,000 2,000 
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米 国 1 500 500 

そ の 他 2 10,500 17,000 

計 67** 350,250 860,340 

（注〉 ＊はインドの誤りと思われる。

＊＊重複あり，実際の企業数は44社。

l 日 Vケナフ・カポックの買付一時停止を要請一一一ChinChootrakulメイズおよび

農産物貿易協会会長が語ったところによると，輸出振興委員会は先週米国に対し，

ケナフおよびカポックの価格の高騰を防ぐため注文を一時停止するよう要請し

た。カポックの国内価格は先週通常価格の2倍，またカポック繊維の 1ポンド当

りFOB価格は過去5年聞に13セントから36セントに上がった。ケナフは今年初

めトン当り70ポンドが11月中句には90～95ポンドになっている。

2 B Vタノム首相談一一タノム首相は定例記者会見で，パンコク， トンプリー県の

候補者は 1月2日に発表する。その際には選考委員会で元マナンカシラ党のメン

ノミーも考慮に入れる。自由人民連盟員で候補者の選考から落ちて脱党した者がい

るが，このような行動は遺憾である。総選挙は公正に行なうと語った。また何人

かの兵士が命令された通り投票したかどうか証明するために，上官に投票用紙の

残りを見せるよう要求されたとの報道については，真実とは思えないと否定した。

V警察は選挙では公正中立一一フ。ラスート警察局長は，総選挙では警察は公正

中立を保つ。一方に偏した行動をとった者は厳罰に処する。この指示を与えるた

め12月16日に各県警察署長は警察局に報告するよう命令したと語った。

v内務省登録局，経済主義連合戦線の政党登録を許可

v共産ゲリラとの戦闘一一タノム首相は記者会見で，先週中に共産テロリスト

17人が投降した。全員タイ人でサコンナコン，ナコンパノムの出身である。戦闘

はナーン県で4回，パッタyレン，チェンラーイで各 1回行なわれたO Jレーイ県ダ

ーンサーイ郡で役人 1人が殺され， 2人が負傷，またサコンナコン県サワーンデ

ーンディン郡で村民1人が殺され，ナコンパノム県ナーケー郡で8000パーツ相当

の籾米が焼かれたと発表。
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f USOM援助について一一投資委員会の編集する“ TheInv出 tor”創刊号は

USOMの援助について次のように述べている。今年タイが受けた借款と贈与は

36億ノミーツにのぼるが，約10億パーツはUSOMの贈与である。 USOMの贈与は

年々増加しており，昨年はついに割当分を消化するのが困難となった。贈与の93

%は反乱防止計画に支出しており， 70%が東北タイに指定されている。来年の外

国借款および贈与は49億パーツに達するが，将来は減少していくだろう。

v米国の精糖輸入割当一一貿易委員会の報告によると，この程1969年の米国の

精糖輸入各国割当がきまり，タイは 1万7394ショートトンを米国に輸出すること

になった。

3 日 V民主党，候補者選定に苦慮一一セーニ一民主党委員長は，多くの県で人材不

足から候補者をきめられないでいる。選挙資金についても印刷物の費用を援助す

るだけでそれ以上はできない。党内での対立はないと語った。

V トロール船建造に融資一一プリーダー水産局長によると， トローノレ船建造の

ため漁民に 5千万パーツの融資を行なう予定である。現在タイの漁船は 3万9千

隻， トローノレ船は 6千隻あるが， 80～100トンクラスのトロール船は約100隻し

かなし深海漁業振興のためトロール船建造には農民および農業協同組合銀行を

通じて融資する。 5千万パーツはアジア開銀からの借款による予定。

vメイズ輸出一一タパナ・ブンナーク貿易委員会実行委員によると， 11月のメ

イズ輸出は22万トンを越え， 1月から11月までの輸出量は約124万5千トンで，

今年は輸出量は 140万トンをこえるとみられている。これまでの輸出先では日本

53万トン，中華民国32万7千トンとなっている。

V負債農民救済計画一一農民援助委員会は負債農民救済計画を発表したが，そ

れによると，さしあたり地券を所有している自作農を対象とし，ナコンナーヨッ

ク県，オンラック郡，ラーチャブリー県，ダムヌーンサドワック郡，プラチンブ

リー県，ガピンブリー郡で実施する。予算規模は1200万ノミーツの予定。

4 日 Vタナット外相，ベトコンの政権参加に反対一一タナット外相は記者会見で，

パリ会談を共産主義者の勝利に終らせてはならない。米国や欧州諸国は彼らの策

略を見ぬかねばならない。この点についてタイや同盟国は数回にわたって米国に

警告してきた。ベトコンを独立の代表として認め，南ベトナムの連立政権に参加

させることは，南ベトナムが共産化して北ベトナムに吸収されてしまうことにな

ると語った。

vタナット外相， 3国間特恵関税協定提案一一タナット外相は，東南アジア共
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岡市場創設の第1段階としてタイ，マレーシア，フィリピンの 3国間で各5品目

についての特恵関税協定を結ぶことを提案し，フィリピンが米国と，マレーシア

が英国と結んでいる特恵関税協定は，地域協力と東南ア共同市場創設の障害物と

なっていると語った。

V共産ゲリラ，国境警察を襲撃一一ヤラー県ベトン郡で中国人共産主義者の一

団がタイ・マレーシア国境警察隊を襲い， 4人を負傷させたo

v西独から 500万マルクの借款一一西独との聞に産業金融公社に対する 500万

マルクの借款協定が調印された。年利5.5%，返済期間20年，支払猶予期間5年

である。同時に第2次農業技術訓練センター設立協定も調印された。同センター

はパトウムターニー県Bangpoonに建設され，西独から指導員，機械等の技術協

力が行なわれる。

Vメイズ，ケナフ等輸出一一貿易委員会の発表によると11月の品目別輸出は，

メイズ22万2480トン，ケナフ 3万1697トン，ヒマの種子2002トン，タピオカ・ミ

ール5万5872トン，タピオカ・チップ2万2414トン，カポック繊維1030トン，チ

ーク材1181nfとなっている。

V工業省が精糖買入れ一一サアート工業省次官は，精糖の国内価格低落を防止

するため精製業者から精糖を買い入れる交渉をしている。値段がきまれば5万

袋（ 1袋＝lOOkg）買い入れる。今年の精糖生産量は約300万袋であると語った。

5 8 V人民党，野党統一戦線を呼びかけ一一一人民党のリエン・チャヤカーン委員長

は来年2月の総選挙で与党のタイ国民連合に対抗するため，各党と政策協定を結

んで統一戦線を組織しようとしている。政策についてはタイとベトナム戦争，タ

イ軍の韓国駐留，調査当局を警察から郡役人に戻すこと，教員を内務省の監督か

ら文部省の監替に移すこと，一部役人の腐敗等について話しあわれている。

これについて経済主義連合戦線の CharoenPrabnasal王渉外局長は，わが党は

東北タイでは有権者に対して人よりも党に投票するよう呼びかけている。リエン

氏の提案については賛成すると語った。しかし政界消息筋では，与党や民主党の

右派政党は左派の強い東北タイには期待をかけておらず，したがって経済主義連

合戦線と人民党は東北タイでは投票獲得をめぐって衝突する可能性もあるとみて

いる。一方セーニ一民主党委員長は，ベトナムへの戦闘部隊派遣，米軍のタイ駐

留等で政府の政策を攻撃すべきではなく，政権担当の際の政策発表にとどめるべ

きである。選挙後の院内共闘は行なってよいと思うと語った。

6 日 Vタイ国民連合党規改正要求の議員を除名一一一タイ国民連合は党規改正を要求
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していた，ユアン・イエムシラー（ウドン県で立候補予定〉を除名することを決

定した。除名の理由として，もし党規を改正すれば，党員の監督が行なえず，党

の能率が落ちて，かつてのセーリムマナンカシラ一党（政府与党〉と同じ状態に

なると述べている。

vメオ族共産ゲリラ，警官隊を攻撃一一プアン・スワナラット内務次官による

と，タイ陸軍第3軍は約 300人のメオ族共産ゲリラ鎮圧のためルーイ県に向かっ

た。これまでに警官2人と民間人2人が殺されており，またルーイ県の約50人の警

官が共産ゲリラに包囲され，救出に向かったヘリコプターも対空砲火が激しいた

め引き返した。共産ゲリラはピッサヌローク，ノレーイ，ベッチャブーンなどの県

で軍隊，警察に対して激しい攻撃をかけている。

V所得税累進税率強化を検討一一歳入局と徴税監査委員会との問で所得税の課

税体系改訂が討議されており，改訂によって累進税率は強化される。また歳入局

と関税局は密輸品所有者に対する罰則として， 500パーツを限度とする罰金の法

制化を要求している。

Vセメント産業の奨励産業再指定検討一一アムヌアイ投資委員会事務局長によ

ると，セメント会社を奨励産業指定業種に加えるかどうかについて首相の裁断を

待っている。申請しでいる会社は，新設会社が SiamCity Cement Co.およびタ

イ日合弁企業の2社，設備拡張が SiamCement Co., Chonpratharn Cement Co. 

の2社，計4社である。

V土壌改良計画一一一パンチュート土地開発局長によると，中部タイの肥沃でな

い200万ヲイの土地を改良する計画が閣議に提出される。同計画によると，酸性

土壌を中和させるために石灰，泥灰を加えるか，適切な濯瓶方法を実施する。 1500

万パーツ相当の泥灰製造工場を建設する。同計画についてはすでにアジア開銀，

国連特別基金，オランダ政府と協議している。

7 日 Vメオ族ゲリラは撹乱活動が目的一一一プアン内務次官は，メオ族共産テロリス

トは，タイ政府が南ベトナムに軍隊を派遣していながら，国内情勢を掌握しきれ

ていないということを証明しようと試みていると語った。

vメオ族ゲリラは 4～5部隊一一プラカーン地方警察本部長によると，メオ族

共産ゲリラは4～5の部隊に分れて待伏せ攻撃を行なっている。敵のヘリコプタ

ーが鎮圧部隊の上空を飛んだこと，メオ族ゲリラと10人の警官が 1時間交戦した

との報道は否定した。またピッサヌローク県ナコンタイ郡の密林に潜むゲリラに

正体不明のヘリコプタ－ 4機が武器を投下したとの報道については公式報告はな
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い。なおメオ族共産ゲリラの活動は，ピッサヌローク県ナコンタイ郡，ノレーイ県

ダーンサーイ郡，ベッチャプーン県ロムサック郡，ロムカウ郡などで1964年から

始まっていると語った。

Vヤラー県で国境合同警察が襲わる一一ヤラー県ベトン郡でタイ・マレーシア

国境合同警察軍が約人200の共産ゲリラに襲われ，タイ警官3人，マレーシア野

戦軍将校1人が負傷。

8 日 v東欧への貿易使節団は4月に派遣一一ナム貿易局長によると，東欧に派遣す

る貿易ミッションは1969年4月に出発する。

V農民党，選挙対策に農民団体会議一一農民党の SanitThanarak書記長は，

総選挙で農民党の議席獲得を目指して，近く全国の農民団体の会合を開く。その

際メンパーは 1人10票の票読みに責任を持つこととする。中部および北部タイで

は大きな成功を収められるだろうと語った。

Vゲリラ鎮圧に大砲，落下傘部隊を投入一一警察高官筋によると，メオ族共産

ゲリラとの戦闘が続いている北部に政府は臼砲，落下傘部隊，支援物資などを投

入している。ゲリラはソ連，中国製の近代的武器を使用しているといわれる。 8

日朝もルーイ県ダーンサーイ郡で戦闘が行なわれ，警官1人が殺された。

V中国人共産ゲリラのキャンプを奪取一一ヤラー県ベトン郡 Ja-ngoe-fu-ju村

の山中にある中国人共産ゲリラのキャンプをタイ・マレーシア国境警察軍が奪取

し，ゲリラの追跡を続けている。キャンフ。は海抜3400mの地にあり，約 150人を

収容できる。

V貿易委員会，メイズ輸出業者に警告一一貿易委員会のメイズ小委員会は先週

末緊急会議を聞き，メイズの輸出について顧客，特に日本への輸出契約の実行に

ついて慎重を期すよう輸出業者に要請した。今年のメイズ生産量は約 135万トン

であるが，契約済みのものも含めて約 170万トンの需要がある。メイズの国内価

格は値上り気味のため契約価格での出荷が困難となり，日本との契約量を割る恐

れもある。メイズの需要は国内およびマレーシア，シンガポール20万トン，日本

70万トン，台湾50万トン，香港30万トンである。

9 日 v開発省，農産物の最低価格保証を提案一一トウモロコシの安値問題を検討し

ていた開発省は問題解決の方法として閣議に次の提案を行なった。（1）国内に飼料

産業を興すこと。（2）市場組織を整備すること。輸送費を下げ，信用制度を整備し

て，トウモロコシの生産費を下げること。（2）政府の最低保証価格を設定すること。

(1）については開発省，（2）については経済省で、引きつづき検討することになった。
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Vメオ族ゲリラはラオスから侵入か一一一タノム首相は記者会見で，メオ族共産

ゲリラはラオスのサヤブリからタイ北部，東北部に移動してテロ活動を強化して

いると語った。メオ族ゲリラの人数は 400人から 500人とみられ，北ベトナムお

よび中共製の優秀な火器を使用している。鎮圧にはT28型機が偵察および砲撃に

参加している。これまでにメオ族ゲリラの死体3を確認， 5人を逮捕， 1人が投

降しているo

vメオ族，ルーイ・ベッチャブーン県境に集結一一プラカーン警察中将による

と，メオ族，ゲリラはピッサヌローク県を追われてノレーイ，ベーチャブーン両県に

集結している。戦闘の最も激しし、のはルーイ県ダーンサーイ郡プーキータウ村，

およびペーチャプーン県ロムカウ郡 Tab-berg福祉移住村の 2ヵ所で，警官2人

が死亡している。

Vメオ族共産ゲリラとの戦闘一一一ノレーイ県プーキータウ村で政府軍のヘリコプ

ターを破壊しようとしたメオ族ゲリラ 3人が殺された。ラオスからyレーイ県ダー

ンサーイ郡へ向けて一移動中の約 100人のゲリラを空軍が爆撃，数人を殺したo

v警官 300人をマレーシア国境に増派一一一中国人共産ゲリラ追跡のため 300人

の警官がマレーシアとの国境に増派される。ヤラー県ベトン郡 Ja-ngoe-fu-ju村

の共産ゲリラのキャンプは LangKiang Fueng指揮下の第12連隊300人が駐屯

していた。中国人ゲリラの前進基地はこの他にソンクラー県サダウ郡に第8連隊，

ヤラー県ウェーン郡に第10連隊がいる。

10日 V空軍，ゲリラ基地を爆撃一一官辺筋によると，空軍はメオ族ゲリラの本拠に

対して爆撃，機銃掃射を加えており， UPIの報道ではゲリラ11人を殺した。

vメオ族の訓練センタ一一一一タノム首相は定期記者会見で，メオ族のゲリラに

ついて次のように述べた。

ラオスのチャイブリーに，メオ族の訓練センターがあり，約400人のメオ族

が訓練を受けている。現在，タイ領にこのうちの 150人が侵入している。彼等

の中にはタイ人もまじっている。

Vオーストラリアの鉱山会社が進出一一オーストラリア最大の鉱山会社 Ken-

neth McMahon and Partners Pty. Ltd.の KennethH. McMahon会長は16ヵ

月にわたるチェンマイ県での予備調査の後，鉱山局および国家開発省と協議のた

めパンコクに到着した。同社はチエンマイでマンガン，盤石等の採掘のため今後

2年間に約3千万パーツを投資することを希望している。

11日 Vワン副首相，地域協力の重要性強調一一一パンコクで聞かれたECAFEの第3
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回アジア経済協力閣僚会議開会式で，タイのワン副首相は，アジア諸国は協力し

あわなければ不幸を招くことになると次のように演説した。

貿易や経済開発面での地域協力は，現在の世界貿易や国際金融情勢からみて

今や至上命令であり，古い経済的視野の偏狭性は有害である。ケネディ・ラウ

ンドの関税協定は富める国に利益を与え貧しい国をますます貧しくしている。

貿易を通じて経済成長を図ろうとする第2回UNCTADにおける開発途上国の

努力は，より工業化された国々からの暗愚な反対にあって阻害されている。も

う一つの大きな問題はアジアの爆発的人口増加であり，食料問題と増加人口の

就業問題を引き起している。重要なことは，アジア諸国が相互に貿易を拡大し，

生活水準の向上を図っていくことである。

V今週末に ASEAN外相会議一一サパ問題討議のため ASEAN特別外相会議が

今週末に行なわれる。参加国はマレーシア，フィリピン，インドネシア，シンガ

ポーノレ，タイの5ヵ国で，タイのタナット外相が各国外相と接触している。

Vタノム首相，タイの発展を語る一一タノム首相はタノム内閣発足5周年にあ

たり，ラジオ，テレビ放送でタイの発展について次のように語った。

新憲法の下で政府は民主主義を追求していく。テロリストの活動も憲法の発

布や総選挙の準備を妨害することはできなかった。政府は国民の幸福のため経

済開発を進めてきた。 1967年の国民総所得は前年より 3.5%増加した。濯j陵地

は1200万ライで，これは全稲作地の4分の 1にあたる。国道は 1万2000km，県

道は4000km建設が完了した。今年の工業投資は28億ノミーツ，登録資本6億8000

万パーツにのぼり，新規雇用約 1万3000人である。教育の分野では大学新入生

は8562人である。病院は84院， 1万1130床，またマラリアは17%に減少したo

vプラパート副首相談一一新聞はメオ族ゲリラの攻撃を誇張して報道してい

る。ラオスから戻ったメオ族共産主義者が仲間に政府を攻撃するようそそのかし，

紛争をおこしているので政府は入植者保護のため県警察を派遣した。メオ族ゲリ

ラは11月末に当局を襲って10人を殺し， 12月8日にはプーキータウで第2回目の

攻撃をかけ，また Tab-bergの入植者向けの食糧を積んだトラックを襲った。鎮

圧のため政府は50人の分遣隊を派遣した。プーキータワおよび Tab-bergでは空

軍の爆撃で戦闘は少なくなっている。 10日朝の爆撃でテロリスト数人を殺した。

11日にはピッサヌローク県ナコーンタイ郡 Pawai村で北ベトナムおよびメオ族

ゲリラと交戦，警官3人死亡， 2人が負傷したo

vタイ国民連合党立候補者大会一一タイ国民連合立候補者大会が開催された。

qo 
Q
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これまで，未定であったラーチャブリー県とアユッタヤー県の立候補者が決定し

た。同党は立候補者 l人当り 2万ノξーツの選挙資金を渡した模様である。

vメオ族，警官を襲う UPIの報道によると， 10日，ニット・スクム地方警

察本部副長官一行はピッサヌローク，ベッチャプーン，ルーイ 3県にまたがる山

頂でメオ族ゲリラに包囲されたが， 11日に救出された。

vターク県の反政府活動鎮静－SophonWittayaphulターク市長は，過去数

ヵ月の聞にタークの山地種族による反政府活動は静まってきていると語った。

12日 V工業製品規格法，上院で可決

Vメオ族共産ゲリラとの戦闘 プラカーン地方警察本部長によると， Tab-

bergでの戦闘はおさまり，約100人のゲリラはジャングルの中に退却した。一方

プーキータウ村では依然戦闘が続けられ，第 l軍および第2軍が攻撃しているが，

戦闘は数日間続いているため増強が必要で、ある。

v世銀，近く借款を認可－SeiYoung Park国際復興開発銀行事務官による

と，世銀は第4回目のタイに対する融資として近く道路建設6プロジェクトに対

する借款を認める。建設区間は以下の通り。

トゥーン＝ラムパーン間 100km，チュムベー（チャヤプ｝ム県〉＝ノレーイ間

112km, トンプリー＝パークトー（ラーツブリー県〉間87km，シーラーチャ一

二ラヨーン問94km，ランスワン（チュムポン県〉＝パツタノレン間 329km, ドン

ムアン＝サラブリ一間80km。

Vタイ国民連合，選挙対策本部設置一一タイ国民連合は未定となっていたラー

チャブリーおよびアユッタヤーの立候補者を発表，また選挙対策本部長にタウィ

ー幹事長を任命，またサウェーン首相官邸事務局長ら 4名を地方別選挙対策委員

長として任命した。

13日 Vメオ族ゲリラとの戦闘一一ノレーイ県プーキータウ村およびペッチャブーン県

Tab-bergの戦闘で警官2人負傷，ナコンパノム県で国境警備義勇兵と共産ゲリ

ラが衝突，義勇兵 1人負傷。

Vタイ・レバノン航空協定調印一一来年4月から Lebanese International 

Airwaysが乗り入れ。現在 TransMediterranean Airlinesが昨年から就航して

U、る。

vタイ・インド貿易協定調印

Vイタリア貿易使節団訪タイ一一19日まで滞在。

v籾米の買入最低保証価格改訂一一総理府は新米の買入最低保証価格を次のよ
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うに改訂した。価格はパンコク，トンプリーの 1トン当りの倉庫渡し価格である。

籾特級1等（白米 100% 1等） 1300パーツ，同2等1200パーツ，同3等1150パー

ツ，籾1等（白米5%) 1100パーツ，籾2等（白米10, 15%) 1050パーツ，籾3

等（白米20%,25%) 1000パーツ。なお養魚税の廃止も決定した。

l P. Lorillard Co.の煙草製造停止一一一P.Lorillard (Asia) Company Ltd.はオ

メガ印の小葉巻の生産を今年いっぱいで打ち切る。これは政府が小葉巻は巻き煙

草であるとして，専売公社以外での巻き煙草製造を禁止した法にもとづき，今年

中に生産を打ち切るよう命令したため。一方親会社である米国の LorillardCor-

porationは声明を発表し，タイ政府のこのような措置は将来タイに対する米国の

投資に重大な影響を与えることになろうと述べた。

v近く鉱業会議所を設置一一消息筋によると，近く鉱業会議所が設立される。

設立の目的は業者および国家が最大限の利益を得るためで，同会議所は鉱業に関

して政府機関に助言，協力関係を推進する。発起人は KasemThayanonda （ラッ

プリー開発会社）， Prayat Neamsakul （ビジネス開発会社）， Tiva Suphachanya 

(Tapsakae錫鉱山所有者）らである。

14日 vタノム首相，戦場の3県を視察一一ータノム首相はチャムラート警察局副局長

らと共に政府専用機で，戦闘の続いているピッサヌローク，ノレーイ，ベッチャブ

ーン県を視察，政府軍を激励したo

v民主党，議院内閣制に憲法改正を公約一一セーニー・プラモート民主党委員

長は，現行憲法ではタイは自分達の首相を選ぶことができない。また通信が十分

発達していないので首相公選のキャンペーンはできない。したがって民主党が選

挙に勝ったら憲法を改正して議院内閣制度に改めると語った。同時にチエンラー

イ県の立候補者を発表した。

l 69年度経済・社会開発予算 国家経済開発庁発表によると， 1969年度の経

済・社会開発予算は 153億4000万パーツとなる。内訳は運輸通信43億1000万ノξー

ツ，教育38億0300万パーツ，農業24億7700万ノξーツで，残りは現行長期プロジェ

クトに充てられる。重点プロジェクトはウットラデ、イツト，ピッサヌロークの農

業事業，新港の調査設計，新国際空港調査，ガスタービン発電機設置等である。

15日 vタイ国民連合党内で党規改正の要求一一タイ国民連合のユアン・イアムシラ

一氏は，党規約改正作業は24日までに終ると述べた。改正案は政党登録後60日以

内に聞かれるべき党大会に提出される。ユアン氏は党の政策委員会の権限か大き

すぎること，また書記局の権限が大きく幹事長の承認なしに行動できることなど
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をあげて規約改正を要求，要求が満たされない場合は党を脱退すると述べた。

Vメオ族ゲリラとの戦闘激化一一 lレーイ県ダーンサーイ郡CanKu村で政府軍

とメオ族ゲリラが交戦，警官7人とメオ族ゲリラ10人以上が死亡した。戦闘は続

いており，政府側はヘリコプターからの機銃掃射を加えている。増強部隊が現地

に向かっている。ベッチャブーン県ロムカウ部でも政府側偵察隊がゲ、リラに襲わ

れ，警官6人死亡， 3人重傷，民間人 1人死亡， 1人負傷の損害を受けた。

Vメオ族の動き ピム・タイ紙の報道によると，メオ族ゲリラはピッサヌロ

ーク，ノレーイ，ペッチャブーンに自治区を作り，人民解放軍の根拠地とする計闘

であるという。

16日 Vタイ・ラオス間送電線完成 タイからラオスへの送電線完成式がタイ・ラ

オス両国国王出席のもとにメコン河上で行なわれた。送電線は11万 5千ボルトで，

ウポンダムから 4月まで 1日に2000W～8000Wを送電する。ラオスのナムグム・

ダムが完成すればラオスfflijから送電される。

Vフ。ラパート副首相談一一一ブoラパート副首相兼内相は，メオ族ゲリラが支配し

ている山地種族の Payah,Tab-berg, Khee Thao, Phadaeng各村を解放するた

め政府軍が現地に向かっている。ノレーイ県ダーンサーイ郡には約 1千人の難民収

容所を建設中であると語った。同地区には政府の保護下にある約5千人の山地種

族がおり，ゲリラは山地種族と政府との分断を狙っている。ピッサヌローグ県の

レーダー基地は正体不明のヘリコプターを数多く発見， 5機が交戦地域のワント

ーン郡へ，またダーンサーイ郡にも飛行している。

Vメオ族のゲリラ活動続く一警察局高官筋によると，ピッサヌローク，ノレー

イ，ペッチャブーン 3県でのメオ族ゲリラとの激しい戦闘が続き，政府の増援部

隊が現地に向かっている。メオ族ゲリラは夜やジャングノレが霧につつまれる早朝

に活動を行なっている。約 100人のゲリラが Tab-bergおよび DanKhu村に向

かっているが，これを阻止するため約200人の県警がロムカウ君Lロムサック郡

の郡境に移動。特別鎮圧部隊および国境警備警察も戦闘地域に向かっている。ロ

ムサク郡のレーダー基地の活動でゲリラ側のヘリコプターが PhuKard山に武器

を運ぶのを防いでいる。

v台湾の対タイ民間投資額 台湾の国際経済開発協力委員会の発表による

と， 1959年以来のタイに対する民間投資総額は 200万ドノレとなっている。

Vタピオ力粉の輸出減退一一11月のタピオカ粉輸出は，米国トウモロコシの値

下り，タィ・米国，タイ・太平洋海運同開の運賃10%値上げ＼また日本が何らの
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買付注文をしてこない等のため減退した。なおタピオカ・チップの11月輸出量は

2万2414トンである。

Vメイズの圏内価格上昇一一貿易委員会の報告によると，メイズの国内価格は

かなりの上昇をみせている。これは日本へ大量輸出したこと，河川の水位低下の

ためメイズの輸送力が昨年より落ちていること等の理由による。台湾その他へ高

値輸出が増加すると日本への輸出に影響がでてくる模様。

17日 V民主党，立候補者を発表一一民主党は57県 134人の総選挙立候補者を発表し

た。立候補者の中にはヤイ・サウイットチャート元商務副大臣（党書記長）， lレア

ン・ポンソポン元工業相の他， 8人の元国会議員が含まれている。

V民主党，影の内閣発表一一一ソムプーン民主党スポークスマンは，民主党は総

選挙で勝つことを確信していると語った。またセーニー・プラモート委員長は，

国家が危機におちいったとき以外は連立政権に参加することはありえないと語っ

た。ソムプーン，スポークスマンが発表した民主党の影の内閣は以下のとおり。

首相，セーニー・プラモート（民主党委員長），内相 ブンテン・トンサワット（副

委員長），経済相，ヤイ・サウイットチャート（書記長），蔵相 プアイ・ウンパ

ーコン（タイ国立銀行総裁），軍最高司令官 フ。ラパート・チヤールサティヱン

（現副首相兼内相〕。

vプーキータウ村を奪還 信頼すべき筋によると， 3日間の戦闘視察を終え

て帰京したタノム首相は， Jレーイ県プーキータウ村をゲリラの手から奪い返した

と報告した。警察筋によるとメオ族ゲリラはなお同村を攻撃中である。 ParYarb 

村の交戦で共産主義鎮圧司令部軍の兵士4人が負傷。

Vメオ族ゲリラ一一官辺筋によると，政府軍はキータウ村で10日メオ族ゲリラ

に包囲されていた51人の国境警察隊員を救出したが，その際の戦闘で第2軍の兵

士5人，警官4人が死亡， 4人が負傷した。メオ族ゲリラは22人死亡。なおラオ

ス政府はメオ族ゲリラの退路を断つため国境付近に軍隊を集結している。

V農林省の新計画一一サウヱーン農林次官によると，近く農業経済課を局に昇

格させる。また農林省は，東北タイのジュートから稲作への作付転換指導，ねず

みの根絶，若い農民の台湾その他アジア諸国との相互交流の 3プロジェクトを推

進する予定。

vタバコ法は憲法違反一一Lorillard(Asia）タパコ会社は，政府の措置に対し

て，タバコ法（No.2) B. E. 2511は個人の経済活動を保証した憲法に違反するも

のであるという見解を発表した。
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Vバンコクで第6回アジア競技大会開催決定

18日 Vタイ・仏通商航海条約延長一一一タイ・仏両国政府は両国通商航海条約を1969

年5月20日まで延期することに同意した。

v米軍の存在は40i意パーツの外貨収入一一一タイ国立銀行と国家経済開発庁の評

価によると，米軍が東南アジアから撤退し，タイ国での休養制度がなくなると，

タイは年に約40億パーツの金を失なうことになる。

vプラパート副首相，戦司地域視察一一フ。ラパート副首相はプラカーン警察中

将らと共にメオ族ゲリラとの戦闘地域を視察。

Vフ。ラパート副首相談一一一ブoラパート副首相はノレーイ，ベッチャプーン，ピッ

サヌロークの情勢はまもなく正常にもどる。残存ゲリラ一掃のため更に増援部隊

を派遣したと語った。一方ナコンサワン県では退却してくるメオ族ゲリラとの戦

闘に備えて警戒態勢に入り，第4軍数連隊を派遣，タクリー空軍基地も出動準備

を整え，県警はゲリラの隠れ場所となりそうな洞穴等を捜査している。

vタイ国民連合トンブリー支部一一タイ国民連合筋によると，同党のトンブリ

ー支部長には元 SEATO軍事顧問，現首相補佐官の JiraVichitsonggram元将

軍が就任する見込みである。彼の仲間としては ChitTungsubut （学校経営者），

Park Hongthong （トンプリー県議会議長）， Boonyong Nimsomboon （トンプリ

ー市議会副議長）， Damri Palakawong （元海軍副司令官〉がいる。

V黒ひょう師団一一南ベトナムから帰国したブンチャイ陸軍中将は，黒ひょう

師団の志気は非常に高く， 20日から30日にかけて予想されるべトコンの攻撃に対

する準備をしている。 14日には Bearcat基地に潜入しようとしたベトコン20人

のうち 5人を殺した。わが軍はベトナム人の中でも人気があると語った。

V村警察を拡充一一警察局は来年中に村警察署を950村から1004村に増加する。

1署の警察官は最低20名，この計画には1964年以来 USOMからの援助が続けら

れている。同時に部落警察署38をサコンナコン，ウドン，プラチュアップキリカ

ーン県に設置予定。

vスーム蔵相，輸出振興努力を強調一一スーム蔵相は，政府は綜合収支尻の赤

字を避け，予想される予算の不足を軽減するために来年はより強力に輸出振興努

力を行なわねばならない。 69年に輸出が落ちても70年に増加すれば， 1年間の輸

入額にあたる 10億ドルの外貨準備高からみてそれほど苦しまなくてすむと語っ

た。また同蔵相の説明によると， 1968会計年度の歳出は 195億1100万パーツで，

経済・社会開発に 133億3700万ノミーツが支出された。また同年度の税収は 163億

一（220）ー -198-



タイ（12月〉

6000万パーツで前年度比11.7%増である。今年度の歳出総額は 237億パーツ，歳

入予想、額178億3500万パーツで60億ノミーツの赤字となる。この赤字は外国借款24

億7000万ノミーツ，外国援助10億3900万パーツ，公営企業利益18億ノξーツ，および

残りは圏内借入れで埋める。経済・社会開発計画へは 153億3000万パーツを支出

する。

v国連開発計画（UNDP）タイ経営開発生産性センターへ800万パーツの援助一一

今回の援助で UNDPの同センターに対する贈与総額は5972万6600パーツとなっ

Tこ。

V冷圧延工場建設， 2社が申請一一現在投資委員会に 2社の冷圧延工場の奨励

産業適用申請が出されている。 1社は日本の三菱商事，丸紅飯田，三井物産およ

びタイの GSSteel Companyの合弁で投資額は80億ノミーツ，持株比率タイ側50

%，もう 1社はタイ，シンガポール，米国，オーストラリアの合弁で資本金80億

ノξーツo

v教育統計一一統計局の発表によると，市部人口1300万人のうち21%は全く教

育を受けておらず， 76%が初等教育だけ，中等教育は 2%，高等教育を受けたも

のは 1%となっている。

19日 Vプミポン国王，戦闘地域を視察一一ーブンチュー空軍大将によると，プミポン

国王は16日の送電線完成式出席後，メオ族ゲリラの占領しているプーキータウ付

近を飛行機で視察，政府軍を激励した。メオ族ゲリラには外国の共産主義者やタ

イ人も参加している。

vタノム首相，現憲法下でも連立政権は可能と言明

v経済主義連合戦線，立候補者を発表一一経済主義連合戦線は党執行委員と24

県42人の総選挙立候補者を発表した。立候補者42人のうち 9人は元国会議員，パ

ンコク・トンブリ一両県には各 1人ずったて，テープ委員長は Pornchai書記長

と共にシーサケートから出馬する。党執行委員は以下のとおり。

委員長テープ・チョーティヌチット，副委員長 KlaewNorapati, Suthep 

Saccakul, Visit Sripatra，書記長兼財務局長 PornchaiSaengchut，書記次長

Manas Sirivanit, Thongbai Thongpao，スポークスマン SutheeBhuvapand, 

記録係VichitVongsanuthas，渉外係CharoenPrabnasak，院内総務Thawisak

Triplee。

v新シャム党，土地改革を公約一一新シャム党（SayamMai）が土地改革をス

ローガンにして党を結成した。農民には土地を与え，地主には政府債で土地代を
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賠償する。外交ではすべての国との友好関係促進，民族主義と独立を柱とする。

また教育と公衆衛生を促進，自治市管轄の教育権を内務省に移す。執行委員会は

以下の通り oKasae Senapolasidhi元少将（委員長）， Samit Sansismit, Nikorn 

Kupratna, Vichai Lojaya （書記長〉， Pithi Charoenrat 元中佐， Chokechai 

Chinavongse, Provat Vongthiravat, Siri Adulpichit, Churiet Karnchanacharti, 

Keurkul Kupratna, Saman Koopkrabi, Pramual Subhavinai, Krit Dulyaphan, 

Milin Ngarmsiri, Thamada Prasertchauang。

v戦略村の建設を計画一一一フ。ラパート副首相兼内相を議長として軍，内務省，

最高司令部，共産主義鎮圧司令部，地方開発促進事務局，福祉局，地域開発局，

林野局およびピッサヌローク，ベッチャブーン， Jレーイ 3県知事の特別会議で，

メオ挟ゲリラを鎮圧した後，山地種族のために約30万ライの戦略村を 3県に建設

する。村には砦を建設，住民には軍事訓棟を実施する。

vメオ族ゲリラの指揮者は中部タイ人一一チャムラート副警察局長は，共産ゲ

リラの秘密放送を傍受したところでは，メオ族ゲリラを指揮しているのは女性を

含む中部タイ語を話すタイ人である。また捕獲文書からみて，彼らは毛沢東の農

村を根拠地として都市を包囲する作戦をとっていると語った。

vルーイ県の戦闘は小康状態 警察筋によると，ルーイ県の戦闘はほぼ終っ

ており，ゲリラはプーキータウ部落から出てチャイヤプーム県ケーン・クロー郡

に再集結している。人数は約700人。またTab-bergではなお戦闘が続いている。

チャムラート警察局副局長によると，大量に投降したメオ族ゲリラの殆んどはタ

イ団内のメオ族である。

vウドン県でゲリラが警察を攻撃 ウドン米軍基地西方 125マイルの Huay

Saiで、警察のパトロール隊がゲ、リラに襲撃され， 2時間後救援に向かった 1隊も 4

時包囲されたが死傷者なし。

vインド・タイ合弁庄延工場一－HindusthanStandardοf Calcutta紙による

と，インド政府はインド・タイ合弁による再圧延工場建設を認可した。工場はバ

ンコクに建設の予定。プラントはインド製で来年12月輸入。また鋼屑も毎年1000

万パーツ相当を輸入する予定。棒鋼，線材年産 5万トンO

V紡績業の奨励産業申請10社以上一一一アムヌアイ投資委員会事務局長は， 10社

以上の線紡績，織物会社が奨励産業の適用を申請していると語った。投下資本総

額は10億パーツをこえる。

v投資委員会の認可した！奨励産業
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1. Karnchanapa Co., Ltd. 130万パーツ，深海漁業，年産1410トン。

2. Maneechai Sakorn Fisherries Ltd. Part. 140万ノξーツ，深海漁業，年

産1415トン。

3. Steel Construction Industries Cb. 1100万ノミーツ，建物，工場の鋼製

組立部品，建設材料製造工場，年産5583トン。

4. Union Industries Corp. Ltd. 1200万パーツ，綿または化学繊維生産拡

張，年産3600万ヤード。

5. Synthetic Filament Textiles Co., Ltd. 7300万パーツ，綿または化繊

織物生産および漂白，染色，捺染，年産66万8000ヤード， 133万7000ヤード。

6. Thai-Nichi Agriculture Products Co., Ltd. 800万パーツ，缶詰工場建

設，年産7200トン。

20日 Vプラパート副首相，メオ族自治区の企て粉砕と発表一一フ。ラパート副首相は，

政府は国内にメオ族の自治区を作ろうとする企てを粉砕したと次のように語っ

た。

メオ族の反乱は外国の共産主義者によってお膳立され，ラオスから指示を受

けていた。共産主義者は最初に華僑を狙ったが失敗し，次いでメオ族を雲南，

北ベトナム，パテト・ラオ支配地区などで訓練し，タイに戻って仲間の聞で反

政府活動を煽動した。しかし陸軍，空軍，警察等の政府軍はメオ族ゲリラが固

めていた戦略地点から追い出すことに成功した。メオ族は雲南に 400万人，ラ

オスのサヤプリに 100万人いる。タイでは山地種族20種族， 20万人のうち 3分

の1はメオ族である。ラオスから来たメオ族はルーイからターク，カムペーン

ペット，一部はナーンやカンチャナプリーへ移動した。政府は平和攻勢をかけ

てメオ族共産主義者を一掃した。政府は道路を建設して山地種族との連絡を作

り，新しい商売や職業を教えている。広域開発計画をナコンパノムのタートウ

パノム郡 NamKam村で実施する。

V農民援助党，米輸出プレミアム廃止公約一一農民援助党のシッティポン・ク

リッダーカン議長は16県31人の立候補者を発表し，同党の政策を以下のように語

っfこ。

最重点政策として米輸出プレミアム廃止のために闘う。このプレミアムは米

だけに課せられるため，他の農作物は国際価格に近い値で売れるのに，米の場

合は輸出価格の30～40%を占めるプレミアムのためにはるかに低い値で売らね

ばならない。台湾では農民は籾米 1トンにつき2000～2200パーツ得ているが，
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タイでは1000～1200パーツにすぎない。農民は都市で同程度の収入がある者の

10倍の税を払っていることになる。国家経済開発庁の保証価格はトン当り 1150

パーツである。中部タイで政府発表の数字にもとづいて計算すると， 30ライ所

有する農家で10トンの籾を収穫，コストは4150パーツ， 1家平均生計費年6000

ノミーツ，農業外収入1644パーツで， 6トンを売りに出した場合は1606パーツの

赤字となり，借金に頼らねばならない。

vバンコク市予算法可決一一予算（歳出〉総額は 743,909,462パーツ。

V国際錫理事会，錫輸出割当決定一一ロンドンで開かれていた国際錫理事会は

1969年1～3月（90日間）錫輸出量を最高 3万8000ロング・トンに決定した。タ

イの輸出割当は5614ロング・トンとなっているo

vヤンヒー電力公社の原子力発電計画 カセム・ヤンヒー電力公社総裁によ

ると，同公社は現在原子力発電の可能性を検討中である。米国，カナダ，英国の

システムを研究中であるが決定は入札によるO 発電所建設に 5年，稼働はその 5

年後で、50万kwの予定。タイの電力消費量は毎年10万kwの割合で伸びており， 1976

年には 270万kwの需要があると予測される。

vタイ・西独合弁オートバイ工場ー一一西独の MotorradwerkZschopau社とタ

イの CharoenYant Ltd. Part.との合弁で近くオートパイ工場を建設する。資本

金 500万パーツ，持株比率はタイ側50%。

21日 vタノム首相軍の政治活動禁止一一タノム首相兼国防相は全兵士に対して政治

に関与しないよう命令した。命令の内容は，軍関係の建物，敷地を政治活動に利

用しないこと。勤務中に政党の制服を着たり，軍服の上に党の記章をつけないこ

と。特定政党のために論文を書かないことというものである。

v米国，タイの第2のベトナム化を懸念 米国訪問から帰国したパット・ウ

ボン県知事は，米国政府はタイが第2のベトナムとなり，米国が大量に介入しな

ければならないかもしれないと心配している。私は米国当局に，タイは外国から

の援助がなくても共産主義者を鎮圧できる。タイは米国の援助を要求しているの

ではなく，相互利益の為の協力を求めているのだと説明したと語った。

Vルーイ県のゲリラ，ノーンカイへ一一ノーンカイ県サンコム支部で、ルーイ県

から来たメオ族ゲリラに籾 130kgを奪われた。警察が村を防衛するため現地に急

千子している。

22日 ' 3電力公社を 3月に合併一一一国家開発省に近い筋によると，ヤンヒー電力公

社（YEA），東北電力公社（NEA），火力発電公社（LEA）の統合は来年3月に実
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施，国家電力公社（NationalElectric Generation Authority）として出発する。

総裁には YEAのカセム総裁，副総裁には NEA,LEAの総裁が就任する。 N

EGAの資産評価は約50億パーツ。 3公社の管轄は総理府であったが NEGAは

開発省の管轄におかれる。

v工業省，綿紡績業に関する政策発表

1. 品質の良い繊維製造のため今後も綿紡績業を奨励する。

2. 現存工場はあらゆる番手の綿糸生産を促進する。

3. 新設工場については， 75%以上が32番手以上の綿糸を生産する場合に許可

する。

4. 奨励産業の指定を要請する場合は投資委員会の規則に従うこと。

v干ばつの影響一一チャムローン副濯融局長は，干ばつで河川｜の水位が下った

ため，海水が50マイノレ上流に遡っており，農耕地への悪影響が心配されると語っ

た。

23日 vタノム首相談，メオ族ゲリラに外国政府支援一一タノム首相は記者会見で，

外国政府（北京を指す）がメオ族の自治区をつくるよう煽動していると次のよう

に語った。

共産系山地種族のプランは，ラオス国境沿のノレーイ県からペッチャプーン，

ピッサヌローク，スコータイを経てピノレマ国境近くのターク県にいわゆる解放

区を作ろうとしている。しかし捕獲したメオ族ゲリラの話では，彼らは共産主

義者に脅迫されて銃を握っているにすぎない。ゲリラ指導部内にはタイ人もお

り，女性がタイ語，英語，仏語で話しているのも傍受した。陸軍第2軍が15日

にプーキ｝タウを， 20日に第3軍が Tab-bergを奪い返した。プーキータウで

はメオ族80人の死体を発見，また Tab-bergでは30人を殺した。タイの犯罪者

がラオスに逃亡してパテト・ラオを援助しているとラオス政府から連絡があっ

た。ラオス政府は国境をこえようとするゲリラ鎮圧に協力している。

V民主主義戦線が候補者発表一一民主主義戦線のパイトゥーン委員長は32県84

人の立候補者を発表した。バンコクからは2人が立候補。

T 11月の米輸出一一貿易委員会の報告によると， 11月の米輸出量は 9万9821ト

ンで，政府間ベース 1万0142トン，民間ベース 8万9679トンである。これにより

1968年 1～11月の輸出量は93万8543.8トン（1967年同期139万9595.91トン〕，政

府間ベース35万3863.2トン（65万9482.40トン〕，民間ベース58万4680.6トン（74

万0113.. 51トン〉となった。

-203ー 一（225）ー



タイ（12日〉

Vジュート輸出一一貿易委員会の発表によると， 10, 11月のジュート輸出は 2

万4422トン， 3万 1990トンであるが同月の集荷は 1万4964トン， l万6671トン

で，集荷量が需要に追いつけずジュート価格は値上りしている。

24日 V民主主義戦線， 民主党に中傷をやめるよう要求一一民主主義戦線（DFP）の

パイトゥーン委員長，は民主党に対してDFPに対する中傷をやめるよう要求した。

同委員長によると中傷の内容は， DFPは共産主義政党であり， フ。ラパート副首

相に贈賄して認めてもらったというもので，中傷している民主党員の名も明らか

にした。このような中傷が行なわれる理由として同委員長は，ある民主党指導者

が5万パーツを DFPに要求して断わられたためであると語った。

V民主主義戦線の方針←一民主主義戦線のパイトゥーン委員長は，党は全国あ

らゆる所に民主主義の基礎を据えるよう努力する。党の候補者は民主主義のため

に政治に参加した青年達一青年トルコ党であると語った。政策の中には現文部大

臣の更迭，小学校教師の監督権を内務省から文部省にもどすなどがある。

vメオ族ゲリラとの戦闘ー ノレーイ県キータウ村で政府軍はメオ族ゲリラと10

分交戦， 4人を殺した。メオ族の使用しているのは殆んどが烏銃で， AK47ライ

フノレ銃を持っているのは幹部に限られているという。

v貿易収支赤字，今年は 100億パーツを予想一一スリヨン貿易委員会議長は，

今年の貿易収支の赤字は 100億パーツになることが予想されるので，輸出政策を

改革しなければならない。自由放任は場合によっては輸出業者に不利益をもたら

す。輸出政策の欠如によって過当競争をもたらし，商品の納入日が遅れたり品質

低下をもたらしていると語った。

V間接税収入一一Thanadthavil間接税務局長によると 1969会計年度3ヵ月間

の間接税収入は昨年同期を上まわり，特に石油税は1000万パーツの増収をみてい

る。なお1968年度の間接税収入は1967年度のそれを 2億7600万パーツ上まわっ

た。

v水稲新品種開発一 米穀局筋によると，同局は稲の IR-8とLuangthong種

を交配し，これまでの 2倍の収穫量の新品種を開発した。

26日 v敵ヘリコプターが15回飛来一一フ。ラパート副首相は記者会見で， 12日から17

日までの聞に敵のヘリコプターが15回にわたってメオ族ゲリラに武器，人員等を

補給した。ヘリコプターは約15人乗りで，北ベトナムまたはパテト・ラオ支配地

区から来たと思われると語った。現在ペッチャブーン，ピッサヌローク，ノレーイ

3県は平静になりつつある。政府は掃討用に 4台の武装パトローノレカーを派遣し
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た。ウットラディット県では HuyaBongに着陸した敵ヘリコプターの行方を捜

査している。ピッサヌローク県では24日に「タイ共産党中央委員会」の署名入り

の政府攻撃文書が学校や役人に送られている。

V反共法修正案， 上院第 1読会通過一一同法修正案では共産主義容疑者は 480

日拘留でき，彼らを援助，かくまった者の刑期を 5年から10年に延長，またタイ

の宗教，伝統を攻撃した者，国家の秘密を盗んだ者を黙許した者も最高10年の刑

を受ける。

V民主党の内紛一一信頼できる民主党筋によると，パンコク市の民主党で内紛

があり，全国レベルへの波及が心配されている。市議会予算採決に際して何人か

の民主党議員が反対投票しており，原因は事前に何の相談もなくめくら判的投票

を要求されたことに対する反発から生じている。

vプラパート副首相，選挙期間中党活動停止一一フ。ラパート副首相兼内相は，

選挙戦の始まる 1月2日から 2月10日までの問，選挙を管理する者として公正中

立を期すためにタイ国民連合副総裁としての政治活動は行なわない。またランパ

ーンで無所属候補者（前タイ国民連合党員）が私を首相に推しているが，私は首

相となる希望はないと語った。

V貿易政策の再検討要請一一オーソット輸出振興委員会事務局長は，来年は貿

易収支の大幅赤字が予想されるので，貿易政策を早急に再検討する必要があると

述べ，タイの貿易政策の欠点、として次下の 2点をあげた。

(1) 貿易が自由すぎること。日本でさえも厳しい輸入制限を行なっており，

そのためタイが希望する麻袋を日本に輸出できない。逆にタイは日本から多く

の輸入をして貿易の赤字は毎年拡大している。買わないだけでなく，日本はタ

イ国内に麻袋工場を建設しようとしたが投資委員会は拒否した。日本の一部実

業家が今度は工業省の麻袋工場を買い取ろうとする動きがあるが，これも投資

委員会が阻止している。

(2) 日本の貿易政策はしっかりしていて，長期延払信用を与えている。また

日本製品は月賦で買えることになっている。これらの点から考えて，政府はそ

の貿易政策を改め，何らかの輸入規制措置をとり，また農産物加工業を奨励し，

輸出市場を開拓していくべきである。また賦払購入制は国民の購買力を不当に

強めているので，国民経済を害しているか否か再検討すべきである。

T 1968年度直接税収入一一ユーア歳入局長によると， 1968会計年度の直接税収

入は 3億5500万ノξーツでこれまで、の最高を記録した。

5
 

A
りつ臼 一（227）ー



タイ（12月〉

T 11月に 219工場建設許可一一工業省は11月中に 219工場の新設を許可した。

資本総額8800万パーツ，雇用人員は4000人。

Vチーク材輸出税引下げ申請一一チャルーム林産機構委員長によると，貿易委

員会と製材業者協会は政府にチーク材の輸出税引下げを申請した。チーク材輸出

税が引き上げられて以後輸出は不振となり，加えてポンド切下げ，海上運賃値上

げ，スエズ運河閉鎖等によってチーク材価格は値上りし，このため一部の国で、は

ピノレマ，インド等に買付け先を変更するところもでできている。

T 11月の消費者物価指数一一パンコク・トンプリ一地区の消費者物価指数は，

115.3 (1962年＝100）で10月より 0.4%低い。米は前年同期比16.6%安，肉，家

禽，魚は10.1%高，野菜果物7.2%高。

27日 Vメオ族ゲリラとの戦闘ー←ペッチャプーン県 Tab-berg村でメオ族ゲリラが

政府軍を攻撃して 1時間交戦。政府側4人死亡，ゲリラ側は11人死亡した。捕獲

したゲリラ 2人はラオス人。

vタイ国民連合の候補者一部変更一一タウィ一国民連合党幹事長は，バンコク

の立候補者は4人が内定し， 2人は回教徒である。ソンクラーとウボンでは立候

補辞退があり，ロップリーとシーサケートでは党規約違反者が出たので候補者を

補充する。選挙では民主党は70%の議席をとると言っているが，タイ国民連合が

90%を占めることにまちがいはないだろうと語った。

v労働党，正式登録 内務省は今週，労働党（RaengNgan）の正式登録を

認めた。委員長は Chuer Karnkaew，書記長 ViraThanomliangで，政策は労働

制度改善と労使の相互理解推進，外交は独立，中立であるo

v民主党，民主主義戦線の非難を否定一一セーニ一民主党委員長は，パイトゥ

ーン民主主義戦線委員長の非難に対し，民主党員が民主主義戦線を共産主義と呼

んだことはない。左傾化しているといった者もいるが，左傾化と共産主義とは違

う。金を要求した者がいるならその証拠を示してほしいと語った。

v共産ゲリラとの戦闘一一国境警備警察は，ウドン県 NangPhai村で食料を

さがしにきたタイ人テロリスト 6人のうち 1人を殺した。南部のソンクラー県

Huay Koo村と BanMuang村で中国人ゲリラ 5人と交戦した。ゲリラを指揮

していたのは女性とみられる。

v米の輸出自標達成一一アムポン経済省次官によると12月24日までの米輸出量

は100万1127トンで輸出目標を達成した。政府間ベースは約35万トン，最近セイ

ロンと 2万2千トンの輸出契約を結んだ。
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V対日貿易， 60億パーツの大幅入超一一ポット経済相によると，今年の対日貿

易は約60億パーツ（ 3億ドル〉の大幅な入超となる見込み。貿易収支赤字は年々、

ふえているが総合収支尻ではなお黒字となっている。輸出市場開拓のため近く数

ヵ国に駐在している貿易コミッショナーを召還して会議を開く予定。

vメイズ輸出契約，一部破棄一一ポット経済相によると，メイズ価格値上りの

ため日本，台湾との輸出契約がいくつか破棄されている。契約履行をせまられた

場合について近く輸出業者会議で検討する。今穀物年度の日本との契約額は80万

トン。また今年1～10月の対日メイズ輸出は 102万4000トン， 11億1800万ノミーツ

である。

V中共貿易はタイに不利 スーム蔵相は，タイ・中共貿易はタイにとって利

益にならないだけでなく，逆に輸入がふえて貿易収支の赤字を増大させることに

なる。現在政府は大量に密輸されている中共製品の取締りを検討中であると語っ

た。

v投資委員会の認可した奨励産業

l. Thai Ice Co., Ltd. 1900万パーツ，氷，年産12万トン。

2. Siam Synthetic Weaving Co., Ltd. 2850万パーツ，ナイロン・ビスコ

ース混紡服地，年産 179万0637平方ヤード。

3. Thai Petroleum Transports Co., Ltd. 追加投資5000万ノミーツ，石油輸

送力増強。

4. Thai Pineapple Canning Industry Corp. Ltd. 追加投資4150万ノξーツ

缶詰年産4万5000トンから11万2500トンに拡大。

5. China Engineering Co., Ltd. （台湾〉 3900万ノξーツ，ナイロン生産工

場，年産1800トン。

6. Toray Nylon Thai Co., Ltd. 追加投資 1億5000万ノξーツ，ナイロン年

産2380トンから7520トンに引上げ。

7. Somboon Brake and Clutch Linings Manufacturing Ltd. Part.の子会社

3社。（TheSomboon Spring Manufacturing Ltd. Part., The Somboon Axle, 

Shaft and Gear Manufacturing Ltd. Part., Somboon Brake Clutch Lining 

Manufacture Ltd. Part.) 追加投資6600万ノξーツ，自動部品生産拡張。

28日 Vメオ族ゲリラ，政府側メオ族を攻撃ー一一ベッチャブーン県ムアン郡で政府側

メオ族の 1隊がメオ族共産ゲリラに襲撃され，何人かが殺された。陸軍第3軍が

救援に向い， 2時間半の交戦後救出した。政府側3人，ゲリラ側10人以上が死亡。
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Vカンボジア兵釈放一一クイ軍事法廷は1958年6月24日から1963年10月23日に

わたって国境侵犯の理由で逮捕されていたカンボジア兵14人を証拠不十分で釈放

した。

29日 v山地種族対策は移動開発隊に重点一一アラーム副福祉局長によると，政府は

これまで、の山地種族福祉対策の重点を福祉村建設から移動開発隊による農業技術

指導やタイ国民化教育に移す予定で， 1971年までには現在の移動開発隊29隊を

100隊以上にふやす予定である。移動開発隊は主にターク，メーホーンソーン，

チェンラーイ，ナーン，ペッチャブーン，ピッサヌローク，ノレーイ各県で活動す

る。

v共産ゲリラとの戦闘一一一ピッサヌローク県ナコンタイ郡Pawai村で空軍ヘリ

コプターがメオ挟ゲリラに狙撃され，乗員 1人死亡。また共産主義鎮圧司令部駐

屯地をゲリラが攻撃した。ペッチャブーン県ペッチャブーン市近くで政府側作業

員4名が殺され，捜索隊も待伏せ攻撃を受けた。メオ族ゲリラ 3名が投降した。

v国際赤十字，近くベトナム人難民と話合い一一信頼できる筋によると，国際

赤十字は近くタイのベトナム人難民のもとに代表を派遣，北ベトナム送還につい

て話しあう予定である。

30日 vプミポン国王，タノム首相，戦場を視察一一プミポン国王は戦場となってい

るペッチャブーン，ピッサヌローク，ルーイ 3県を視察した。またタノム首相は

30, 31日の 2日開戦場を視察する。

vラオスから約60人が侵入一一チャノレーン・ウドン県知事によると，中国人の

指揮するラオス人，ベトナム人の 1団約60人がメコン河を渡り，ノーンカーイか

らウドンに至るジャングノレ丘陵地帯を移動している。メオ族ゲリラの支援か，新

たな戦闘地域を設定するのかはまだ不明。政府軍機動部隊がこれを阻止するため

現地に向っている。ウドンの共産ゲソラは宣伝活動に重点をおいている。先週

Nong Bua Lam Phuでテロリスト 1人を殺した。

v民主党，バンコク立候補者発表一一一民主党はバンコク， トンブリー，ラムパ

｝ン，チェンマイの総選挙立候補者を発表した。バンコクではセーニー委員長他

14名， トンブリーではサワット元海軍司令官他5名。パンコクの候補者は元国会

議員6名，退役軍人，警官4名，実業家2名，大学講師1名，婦人1名であるo

v米輸出プレミアム徴収額一一貿易委員会の報告によると今年1～11月間の米

輸出プレミアム徴収額は13億8878万3530パーツとなり，昨年同期の 9億6049万

0493パーツを上まわった。これは今年のプレミアムが昨年より大幅に引き上げら
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れたことによる。来年は約11億5100万パーツ程度の徴収見込み。なお政府は輸出

ボーナスを現在のトン当り 48.19パーツから148～198パーツに引き上げることを

検討中。

31日 ' 2番目の人工衛星通信基地一一タイで第2番目の人工衛星通信基地がチャン

タプリー県シーラーチャーに建設される。建設費は 6900万ノξーツで， このうち

5200万パーツ（260万わけは米国輸出入銀行からの借款（ 8年，年利6%）に

よるo

vチーク材輸出史上最低一一1967年11月～1968年10月のチーク材輸出量は 2万

0435. 93nfと史上最低となった。 1968年 1～11月の輸出量は 1万8947.42nfで，昨

年同期は2万 1912.99ばであった。輸出減の主な理由はチーク材輸出税の増税に

よる。

vソルガム輸出一一1月から12月21日までのソノレガム輸出量は4万9548トン。

輸出先は日本2万1549.5トン，香港9572トン，シンガポール7231トン，マレーシ

ア6023トンとなっている
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I 民主党の政策（民主党規約および政策）

1. 政治における基本政策 民主党は憲法の神聖と次代をになう世代に民主主義

を守る精神を起させる模範となるため， 法律と理性にもとづき，人民に対して清潔・

公正・誠実をもって政治を行なうことを政策とする。

民主党はいかなる形態であれ絶対主義に対して断回戦い，またいかなる政府であれ，

独裁的なやり方は支持しない。

2. 経済政策 民主党は個人財産の所有権と遺産相続を尊重するが，公共の利益

は無視しない。個人の行なうべき事業に対して国家は介入しないが，それが公共の利

益になる事業に対しては国家は自ら実施するか，または協同組合を設置するかのいず

れかの方法で介入すべきである。

租税制度は社会にとって公正をはかる。すなわち，納税者の地位と状況にふさわし

い税負担を定める。

民主党は経済の安定のために，確実な通貨政策を行なう。

すべての人々の利益のための統治である民主主義は， 最大のグループであるすべて

の人々に最大の福祉をもたらさなければならない。 しかしこの30年間の状況をみる限

札総計すれば人口の約80%の多数をしめている農民は公平な報酬を受け取っていな

い。ある者は生活のための土地を所有していない，ある者は高い小作料を払って土地

を借りなければならない。一般に濯瓶，肥料，農業機械の使用奨励，農民の負債の問

題，これらはすべて十分に考慮しなければならない。不当な利益をむさぼる中間商人

と人々の消費物資の場に立ち入る黒い権力のすべてを駆逐しなければならない。

これらすべては，国内の生活費を下げ，外国との貿易パランスを有利にする要因で

ある農業生産の向上を阻害するものであるO

一方，人口が増加するので，それに応じて労働者の数も増加してきている。しかし，

生活面でのサービス，福祉，社会保障，住居，託児所等はまだ不完全である。労賃も

上昇する生活費に追い付くように改訂されるべきである。一般的にいって，失業者が

仕事を見つけることが出来るよう，職業教育の奨励と工場設立者の増加をはからなけ

ればならない。特に鉱業に関していえば，民主党は事業の拡大と課税の公平をはかる

政策をすすめる。森林資源の利用は，国土を保護する利益を考慮しなければならない。

国民に生活資源を与えている森林は安全に利用しなければならない。国民が立ち入り
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すでに開墾されている森林はそのまま利用させ，今後の生活のよりどころとして所有

権を与えるべきであって， 権力を有する者の財産として取り上げるべきではない。

3. 社会政策 民主党は家族の地位を尊重し保障する。そしてすべての人が幸福

を求められるよう，すべてのタイ人に生活の手段を与えることを目的とする。全国の

老人，貧者，身体障害者は国家からの扶養を受けるべきである。民主党は教育，宗教，

衛生，公共施設，芸術，文学，伝統，民族の善良な風俗を奨励しかっ維持する。

4. 民族の独立と主権に関する政策 民族の独立と主権に関して，民主党は民族，

宗教，圏内の統ーと団結の中心としての国王を支持する。民主党は軍隊を国家の独立

を守る英雄として支持する政策をとる。外交政策については，民主党はタイ民族の独

立と主権，または民主主義政治を尊重するすべての民族と友好関係を結ぶ政策を支持

する。民主党は共同の危険を防ぐために近隣諸国と同盟関係を進める。現在，大国か

ら援助を受けているが， それらの国の政策が変更されるかもしれないという将来にそ

なえて，タイ国を自立させる方策を持たねばならない。外国から借り入れた資金には

国家の開発， 特に現在および将来のために絶対必要なものに用いる方策をたてねばな

らない。

E 政党の資金不足

バンコク・ポスト紙 12月7日

政党資金問題が与党を含めてタイの幼ない政党に警鐘を鳴らしている。タイ国民連

合のサウエーン副幹事長によると， 与党の選挙運動費については“倹約”が指導方針

となっている。 “必要最小限の費用”が党から立候補者に対して支給されると彼は語

った。

タイ国民連合は各候補者に対して 20万パーツの資金を提供するとの噂が流れ，政治

家達はタイ国民連合をスポンサーにすべく奔流の如く政府の旗の下に押し寄せた。パ

ンド・ワゴン現象で野党を飛び出してタイ国民連合になだれ込んだ者もおり，彼らは

選挙資金が出ないこと， および立候補者に選ばれなかったため失望し，元の党にもど

ろうと試みている。

しかしリエン・チャヤカーン人民党委員長は， “彼らが単純に離党したのでなけれ

ばこれら脱党者の復党は認めないと述べている。 “彼らがUTPPに参加しようとした

理由が， ただ単に金のために離党したのでなければ復党が許されよう。もし私が豊富

な資金を持っていれば下院に50人は送りこめる。豊富とはいえなくも十分な資金があ

れば約30人は可能である。 しかし，党がこういう行動をとったとすると，わずかな金
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しかない時には15人の議員しか獲得できない。選挙法には民間企業や個人の政党への

献金の条項があっても，実業家は現与党または次期に与党となると予想される政党に

献金するから野党にとってはこのような資金援助を受ける機会は少ない円リエン・

チャヤカーン委員長は以上のように語っている。

一方，右派王党派のセーニー・プラモート民主党委員長は， 同党の候補者に対して

民主党は極めて限られた援助をするだけだから， 候補者は選挙運動費用は自分で調達

しなければならないと語っている。

経済主義連合戦線のある政治家は， われわれは党やテープ・チョーティヌチット委

員長などからの資金はまったく期待していない。党はそのような資金をまったく持っ

ていない。われわれは自分の金を使うか，親戚知人から借金をすると語った。

一般的な観測では， 選挙運動費用は各選挙区の広さに応じて 3万ノ守一ツから10万パ

ーツ，多いときには20万パーツが必要とみられているが，何人かの政治家は，約 1万

5000パーツの支出に抑えることができると語っている。

III タイ人民武装勢力の動き

タイ人民武装勢力の戦いはすばらしい 北京周報51号（12月24日）

英雄的なタイ人民は，タイ共産党の正しい指導のもとに， 革命武装闘争の旗じるし

を高くかかげ，勝利から勝利へと前進している。 ことしにはいってから，タイ人民の

武装闘争はすばらしい発展をとげている。初歩的な統計によると，ことしの 1月から

11月末までの期間に，タイ人民武装勢力は 580余回の出撃によって， 敵の大量の兵員

を消滅し， おびただしい武器弾薬をほ獲し，敵機11機を撃墜，撃破し，軍用車柄多数

を破壊した。タイ人民武装勢力はこれらの戦闘をつうじて，たんに根拠地をうち固め

たばかりでなく，多くの新しい作戦地区をも切りひらき， その作戦地区を全国の71県

のなかの31県にまで拡大した。活動範囲はすでに 100余郡に達している。これはタイ

人民愛国武装闘争の大きな勝利である。 タイ人民武装勢力の戦いはすばらしい。中国

人民はこれに心からの祝意をおくる。

武装闘争のすばらしい情勢 タイ人民武装力は， 3年間の連続的な戦闘をへてた

えず成長，発展し，アメリカ＝タノム集団につぎつぎと手きびしい打撃をくわえてき

fこ。

アメリカ＝タイ反動派はその敗勢をもりかえそうとして， 人民武装勢力にたいする

気違いじみた反革命的「包囲討伐」に拍車をかけている。 この集団はタイ東北部だけ

でも，ことしの 3月から 7月にかけて15個大隊の兵力を動かし，大規模な反革命的「包
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囲討伐Jをおこなった。アメリカ侵略軍はタイ人民武装勢力にたいする弾圧にますま

公然と参加している。タイ南部各県の多くの地方には，アメリカの「特殊戦闘部隊」

が駐とんして，タノム集団の人民武装部隊攻撃を直接に援助している。

しかし果敢なタイ人民武装勢力は， ねばり強い戦闘をくりひろげている。かれらは

人民戦争の威力をあますところなく発揮して， つねに「兵力を分散させて大衆を動員

し， 兵力を集中して敵に対処している」。また， 「わが軍にたいする敵軍の一つの大

『包囲討伐』を，敵軍にたいするわが軍の数多くの各個別の小包囲討伐に変えている」。

だから，全体的にはまだしばらく劣勢にある人民武装勢力も，具体的な戦闘のなかで

は，優勢な兵力を集中して，ひとつひとつ敵をせん滅することができるのである。人

民武装勢力は，弾力性をもち機動性にとむ戦略戦術を運用して， いつも少数をもって

多数に勝つという輝かしい戦果をあげている。たとえば，有名なドン・エ・ナムの反

「包囲討伐」戦一一この戦闘では，人民武装勢力のわずか13人の戦士からなる分遣隊

が四方から敵に包囲された。だが，勇敢で機知にとむこの分遣隊は，敵の包囲網を突

破しただけでなく，敵兵87名を消滅するというみごとな戦果をあげた。

タイ人民武装勢力はまた，反「包囲討伐」戦のなかで， その精鋭部隊を敵の占領し

ている地区に進入させ，敵の意表をついて， いちぶの重要軍事施設に襲撃をかけた。

7月26日，ウドンの米空軍基地を襲撃したのはそのきわた、った一例である。 この戦闘

では， アメリカ＝タノム集団のハリコの虎としての正体があますところなく暴露され

fこ。

タイ人民武装勢力は，大衆に宣伝し， 大衆を組織し，大衆を武装させるという正し

い路線を実行してきた。 ことしにはいってからも，すで、に前後80余回にわたって武装

宣伝隊を派遣し，農民大衆のなかで活動をすすめている。そのほか，人民武装勢力は，

人民のはげしい怒りを買っていた 100余名の反動分子を死刑にした。軍民がひとりの

人間のように団結すれば，天下にそれに敵しうるものがあるだろうか。広範な農民大

衆から積極的な支持をうけていること一一これはタイ人民武装部隊が敵にうち勝つた

めのもっとも根本的な保証である。

タイ人民武装勢力は，戦争のなかから戦争を学び， しだいに人民戦争の法則を把握

して，確固とした人民の軍隊となっている。かれらはタイ人民解放事業の主要な支柱

であるばかりでなく，米帝の侵略に反対する東南アジア地域の重要な勢力でもある。

タイ人民の新たな目覚め タイ人民の武装闘争の勝利にはげまされて， アメリカ

＝タイ反動派の支配下にある地区では， すさまじい革命的大衆運動がまきおこってい

る。 この 6月と 7月バンコクにもえあがった学生デモは，アメリカ＝タイ反動集団の

-213ー 一（235）一



タイ（12月〉

ファッショ支配にたいするタイ人民の憎しみをしめし， タイ人民の新たな目覚めを物

語っている。

タイ人民の武装闘争と革命的大衆運動は一つの革命的な奔流となって， アメリカ＝

タイ集団の反動的支配の土台に激しくぶつかっている。アメリカ＝タノム支配集団は

いまやタイの革命的人民の包囲のまっただなかにおちこもうとしている。

アメリカ＝タノム集団はその反動的支配をまもるため， タイ人民武装力への軍事的

「包囲討伐」に拍車をかける一方，ニセ憲法をつくって， 総選挙なるものをあおって

いる。かれらはこの手口で人民の闘志をねむりこませ，人民をだまして武器をすてさ

せ戦いをやめさせ， かれらがこれまで数年のあいだ飛行機や大砲で解決できなかった

問題をこれによって解決しようとしているのである。だが，このたくらみが破たんす

ることは，火の目をみるより明らかである。 タイの革命的人民はその闘争の実践のな

かで，「鉄砲から政権がうまれる」という偉大な真理をますますはっきりと理解するよ

うになっており， 人民の手中にある鉄砲に依拠してはじめてアメリカニタイ反動支配

をくつがえし解放をかちとることができるということを理解している。 「憲法」にし

ろ，選挙にしろ，すべてまやかしの装飾品にすぎない。そうしたものでは，タノム集

団の反動的支配にいささかも損傷をあたえることはできず， タイの広範な人民が抑圧

搾取されているこの悲惨な状態をいささかも変えることはできない。アメリカ＝タノ

ム集団がいかに反草命の二つの手口をもてあそぼうとも， ますます燃えさかる人民武

装闘争の烈火を消しとめることはできない。

人びとの心に深く根ざす毛沢東思想一一われわれの偉大な指導者毛主席は， 「全国

の民衆を動員すれば， 敵をすっぽり沈めてしまう洋々たる大海原がつくられ，武器そ

の他の欠陥をおぎなう補強条件がつくられ， 戦争のあらゆる困難をのりきる前提がつ

くられる」と語っている。タイ共産党の指導する人民武装闘争が比較的短期間に弱小

な状態から強大な状態へと発展し， すばらしい局面を戦いとることができた根本的な

原因一一それは，タイ共産党がマルクス・レーニン主義， 毛沢東思想、の革命路線を堅

持し， 人民戦争を堅持したことにあるO タイ共産党のよびかけにこたえて，タイの革

命的人民は毛主席著作学習の運動を広くくりひろげている。 11月28日の『タイ人民の

こえ』放送によれば， 毛沢東思想、はタイの広範な革命的人民の心のなかにますます深

く花王をおろしつつある。

『タイ人民のこえ』はつぎのようにのべている。

毛主席の輝かしい著作「老三篇」は，タイのますます多くの広範な革命的大衆に

把握され，その世界観改造の武器となっている。このため，タイの共産党員，幹部，

一（ 236）ー A
せっ山



タイ（12月〉

人民武装勢力の戦士，革命的人民は天地をくつがえすような戦闘精神にみちあふれ

て，苦しさを恐れず，死を恐れず，毛沢東思想、ですべての活動をみちびくことを堅

持し，革命闘争を大きく前進させている。

人民武装勢力の戦士たちは，毛主席著作を熱心に学習し，毛沢東思想、にみちびか

れて，完全に，徹底的に人民に奉仕する精神をうちたて，祖国の解放，人民の解放

のために戦う精神をうちたてている。戦士たちは毛主席の軍事著作を真剣に学んで

人民戦争についての毛主席の戦略戦術を把握し，それを具体的な実践と結びつけて

戦闘を指導し，敵を効果的にせん滅している。毛主席著作学習運動がたえず深まる

のにともなって，タイの共産党員，幹部，人民武装勢力の戦士，革命的人民は毛沢

東主席をいよいよ熱愛し，毛沢東思想、を限りなく信頼するようになっている。

＊ * ＊ 

タイ人民の武装闘争は全世界の被抑圧民族と被抑圧人民にとって，敢然と戦い，

敢然と勝利する手本である。タイ人民は闘争の途上でなおさまざまな困難につきあ

たるであろうが，マルクス・レーニン主義，毛沢東思想、の正しい路線を堅持するか

ぎり，かならず最後の勝利をかちとることができる。アメリカ＝タノム集団の壊滅

はまったく疑いない。

12月に入ってからも絶えず出撃，タイ人民武装勢力

北京12月12日発新華社＝中国通信

「タイ人民の声」放送の報道によると， タイ共産党に指導される各地の人民武装勢

力は最近，米＝タノム反動集団に連続して猛烈な攻撃を加え，絶えず新たな勝利をお

さめている。

同放送の報道によると， 12月に入ってから，タイ北部のルーイ県ダンサイ郡の人民

武装勢力は，絶えず主動的に攻撃をかけ， 敵をこっぴどくやっつけ，米＝タノム反動

集団のヘリコプター 4機を撃墜・撃破し，軍用車2台を破壊し，敵の「指揮部J1ヵ

所と収容所の「事務所」 1ヵ所を焼き払った。

12月3日以来， Jレーイ県の人民武装勢力は米＝タノム集団の一群の反動軍隊・警官

を包囲し，有利な地形を占領して，主動的にこの敵を攻撃した。 8日，ノレーイ県の人

民武装勢力は敵が止めておいたヘリコプター隊を再度猛烈に襲撃し， 敵に重大な損害

を与え，大勝利をおさめた。

ベッチャプーン県の人民武装力も最近， たて続けに何度も主動的に敵を襲撃し，ま

た待伏せ攻撃をかけた。 12月3日，人民武装勢力は反動軍隊・警官に勇敢な攻撃をか

け，敵4人を負傷させた。 3日，人民武装勢力は敵に待伏せ攻撃をかけ，敵1人を殺
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した。最近，人民武装勢力は敵の拠点を襲撃し， 敵2人を負傷させ，救援にきた米＝

タノム集団のヘリコプター 1機を撃破した。

ピッサヌローク県ナコーンタイ郡の人民武装勢力は11月， 敵キャンプを破壊し，敵

10数人を全滅させるという輝かしい勝利をおさめた後も， 引き続き何度も敵に攻撃を

かけ， 待伏せ攻撃をかけている。 12月4日の 1日だけで，人民武装勢力は 2度も反動

軍隊・警官を待ち伏せて攻撃し，敵5人をせん滅した。

南部のヤラー県の人民武装勢力も12月4日， 米士タノム尻重)j集同の反動軍隊・警n
に待伏せ攻撃をかけた。

農民に武装闘争強化を呼びかけ「タイ人民の声」放送

北京12月15日発新華社＝中国通信

12日の「タイ人民の声J放送は，米帝国主義＝タノム集団の反動支配をくつがえす

ため武装闘争を強化するよう農民に呼びかけた次のような論文を放送した。

タイの農民は，タイ共産党の指導のもとに，存分に立ち上がり，組織化して革命

的武装闘争を断固として進め，米侵略者を追い出し，タノム＝フ。ラパート売国政権

をくつがえしてはじめて解放を得ることができる。

土地問題は農民の根本問題である。米帝国主義，タノム集団と悪質地主は互いに

結託して農民の土地を強奪し，自分のものにするか，あるいは軍事基地，戦略道路，

各種軍事施設の建設に用い，ますます多くの農民に生計の手段としての土地を失わ

せ，かれらを破産に追いやっている。米＝タノム集団が明らかにしたところによる

と，現在タイの農民の85%が土地を持たないか，あるいは少ししか土地を持ってい

ないのに対して，大部分の土地が農民の血と汗を吸い取っている一握りの米＝タノ

ム集団と地主の手に落ちているO

雇農と小作農は苛酷な労働と小作料の搾取を受けている。タイ中部では，平均小

作料は収穫の85%にも達している。農民は生活して行けなくなって借金で日を過し

ており，それによってまた高利貸しから搾取されている。現在，利息、には20害ljから

30割という高利さえある。

米帝国主義，封建主義，官僚資本家はタイ農民の上にまたがる三つの大きな山で

ある。タノム＝フ。ラパート反動政府は封建主義と官僚資本家の全体の代表である。

米帝国主義とタノム集団は互いに結託して，ますますひどい抑圧・搾取をしており，

農民にひどい災難をおよぼしている。タイの農民はかれらの頭とに君臨する三つの

大きな山をくつがえすことをさし迫って要求している。

タイ共産党が提起した，封建的搾取制度を段階的になくし，小作f十，手！J.目、を減ら
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し，一切の不合理な債務を解消し，各地の状況にもとづいて土地革命を進め，農民

に土地を持たせるなどの政策は，完全に農民の根本的利益に合致するものであり，

広範な農民から熱烈に歓迎されている。

タイの農民は，タイ共産党の指導のもとに，人民戦争を断闘として進め，米＝タ

ノム集団の反動支配を根底からゆり動かしている。

米帝国主義のタイ侵略を暴露「タイ人民の声」放送

北京12月15日発新華社＝中国通信

「タイ人民の声」放送は13日，米帝国主義のタイ侵略・支配を暴露して，タイ人民

に武装闘争を堅持し，米＝タノム集団の反動支配をくつがえすよう呼びかけ，さらに

次のようにのべた。

米国とタノム反動集団の間で結ぼれたいわゆる「経済技術援助協定」は，完全に

侵略者と売国者の本質をおおい隠すためのものである。 AP通信は，米国がタノム

売国集団に与える「経済技術援助」は， 85%がタイの愛国的人民の弾圧に使われる

ものであることを認めている。米国の「経済援助」の実質は，その手先の反動支配

をささえるためタノム集団の人民弾圧を手助けすることであり，同時に，それはタ

イを永遠に占領し，タイを新しい型の植民地に変えるためのものである。

米帝国主義はタイに派遣したいわゆる「顧問」，「専門家」を通じて，すでに中央

から地方，さらに辺境地区にいたるまでタイの行政職務をおさえ，国防省から中隊

まで，警察庁から地方警察に至るまでもろもろの人民弾圧の道具をおさえている。

かいらい首相タノムはタイに派遣された米帝のいわゆる「専門家」が1967年だけで

512人もいることを明らかにしている。 タノム＝フ。ラパート集団は米国の「顧問」

や「専門家」の指図どおりに政策を決定し，タイを完全に米帝国主義の支配下に置

いている。

（米帝国主義が「経済援助」に名を借りて，タイ反動派を武装し，破竹の勢いで

発展しているタイ人民の愛国武装闘争を気遣いのように弾圧していることを激しく

非難し）ロイタ一通信の報道によると，米帝国主義が昨年タイに提供した3500万ド

ル余りの「経済援助」のうち，警察の拡充に使われた費用は2200万ドル余りに達し

ている。米帝はタノム売国集団を指図して「農村保安隊」を組織させ，米国が金と

兵器を出して，タイ人民を殺りくさせている。タノム売国集団はこのほか県知事，

郡長，村長など各クラスの地方官吏を米国に派遣したり，米国の「顧問」から反共

訓練を受けさせたりしている。米国は，いまやタイの地方行政を根元からおさえて

いる。米中央情報局もタイのあらゆる機密情報を握っている。
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タイは米帝の鉄ていのもとにあり，その独立・主権はことごとく失われ，米帝の

新しい型の植民地になってしまった。これは米＝タノム集団のこのうえない犯罪行

為である。

タイ人民はタイ共産党の呼びかけにこたえ，断固人民戦争を遂行し，米侵略者を

駆遂し，ファッショ独裁，国を盗み民をそこなうタノム売国集団をくつがえし，タ

イ共産党の指導のもと，真に独立した，民主主義の新しいタイを樹立する決意をし

ている。
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1. 14 I 69県で県議会選挙

1. 25 I憲法草案第2読会通過

3. 15 I クアン・アパイウォン元首相死亡

6. 20 I新憲法公布

6. 21 I数千人の学生デモ

7. 4 I上院議員120人任命

:b. ，ロ

1. 26 I共産ゲリラ，ウドン米空軍基地を攻撃

s. 1 I革命団布告第13号廃止

9. 1 Iバンコク・トンブリー市議会選挙

9. s Iバンコク・トンブリー県議会選挙

10. 15 I政党法公布

10. 16 I政党登録受付開始

10. 31 I選挙法，一部修正して可決

11. 12 Iタイ国民連合党大会

11. 26 I：戒厳令第11章第 1条の効力を 2月10日まで一時停止

12. メオ族ゲリラ活動活発化

1 9 6 8 年 の タ イ 年

経 済

1. 31 I 1967年貿易収支，記録的赤字

5. 28 I米輸出プレミアム引下げ

6. 1 I米輸出割当制廃止

7. 29 Iドルの売買レート5サターン引上げ

s. 5 I紙の輸入関税引上げ

9. 5 I各種用紙の輸入許可制廃止（10月 1日より）

9. 6 I米の輸出制限撤廃

10. 1 I米輸出プレミアム大幅引下げ発表

10. 31 I化学肥料フィリピンへ初輸出

11. 4 I紡績業，奨励産業に再指定

表

12. 13 I 1968-69年度産米最低保証価格， lQOO～1300パーツに

決定

12. 24 I 100万トンの米輸出目標達成

対 タ卜 関 係

1. 9 I米国，タイに地対空ミサイル，ホークの供与決定

1. 10 Iタノム首相，南ベトナムを初訪問

1. 11 I南ベトナムに 1万 2千人の増派発表

1. 17 Iタイ駐間米軍4万 3千人

1. 22 Iホー・ルート爆撃にタイの米軍機発進公表

2. 29 I米国軍事援助7500万ドル

3. 16 I FlllA. 6機タクリー基地配備

4. 1 I北爆部分停止にウエイト・アンド・シー政策

5. 3 Iタノム首相訪米

5. 14 Iタノム首相訪日

5. 15 I 日・タイ貿易合同委員会設置

7. 14 Iソビエトとの貿易交渉開始の用意ありと発表

7. 19 I黒ヒョウ師団，南ベトナムに出発（7.26, 8.2) 

11. 9 I 1968年度米国援助5032万8000ドル

11. 10 1ポスト・ベトナムで ASPAC首脳会議提案

11. 16 I米国軍事援助の改善要求
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